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研究ノート：価値の形態と実体	

―価値の三階層構造への拡張―	

A research note on Form and Substance of Value, 
expanding into Three-Layer Structure 

 

丸山	 泰徳 
要約 
価値の三階層構造（実物体系・価値体系・価格体系）において、マルクスと宇野の価値

概念は同一である。本稿は、マルクスの価値概念、エンゲルスの論理＝歴史説、ベーム・

バヴェルクのマルクス批判とヒルファディングの反批判、ルービンの価値論を検討する中

で、価値の三階層構造、商品世界の論理空間、価値の三階層構造と資本効率の 3 階層モデ
ルの関係について論及し、宇野の流通論を価値形態論、価値尺度論、資本形式論の三つの

視点から解明している。宇野はマルクスが始めた価値の形態規定を尽くすことにより、形

態規定が労働力の商品化を契機に実物体系を包摂することによって、あらゆる生産物を価

値法則に従わせる価値法則の基点に至ったが、これはマルクスの貨幣の資本への転化にお

けるロドス島の比喩と同じ地点にある。価値の三階層構造を大きな山に例えるならば、こ

れから頂上を目指すベースキャンプは、マルクスと宇野共に同じ場所に位置することにな

る。 
 
はじめに 
１．マルクスの価値概念 
２．エンゲルスの論理＝歴史説 
３．ベーム・バヴェルクのマルクス批判 
４．ヒルファディングの反批判 
５．ルービンの価値論 
６．宇野の流通論 
おわりに 
 
はじめに 
 
	 価値論の課題は、差し当って、近代社会の経済的運動法則である価値法則の論証を行う

ことであると言って良いであろう。 
	 向坂逸郎（以下、敬称を全て略す。）は『マルクス経済学の基本問題』（向坂〔78〕、以下、
文献リスト番号を〔	 〕内に示す。）で、「マルクスにおける価値論は、資本主義社会の経

済的運動法則を明らかにすることにある。たんに価格を説明しようとするのではない。価

格の成立を可能にする価値は、実は資本主義社会の運動法則の基本的なものである。なぜ、

このような基本的運動法則が価値法則という形態をとるかということは、この社会自身の
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性質によるのである。すなわち、価値法則とは、社会の発展を規定する運動法則の特殊資

本主義的な形態に外ならない。」（同書、p.247）としている。 
この価値法則観は唯物史観に基いている。川口武彦は『価値論争史論』（川口〔61〕）で、

ヒルファディングから「経済学の基本概念は唯物史観の基本概念と同一のものである。」と

マルクスのクーゲルマンへの手紙から「『価値概念を証明する必要があるというような饒

舌』は、経済学の方法についてもまったく無知であることによるにすぎない。」を引用し、

「マルクスにあっては、社会の存立と発展は、その社会の一定の総労働量の存在と、その

総労働の各生産部門への配分とにかかっているという。つまり、いっさいはこの社会的総

労働の概念から出発する。したがって、このことは商品生産のみにかかわる問題ではない。

人類の全歴史をつらぬくところの、自然と社会との交渉という根本条件なのである。かか

る永久必然的なこの自然法則を歴史的に示すものが価値法則なのである。したがって価値

概念と労働との関係は、つまり価値の実体が労働でなければならないということは、『資本

論』第一巻第一章のいわゆる価値の分析がはじまる以前に、すでにその大前提としてあた

えられている。」（同書、p.37～39）としている注 1)。 
しかし価値法則の論証は、元々経済学の原理論の全体系を通じて行われるべきことであ

る。そこで、原理論は総論であり価値論は各論であると言う二分法（dichotomy）を用いる
とすれば、両者共に価値法則の論証を行う共通の課題がある以上は、改めて各論として価

値論を取扱うことの積極的な意義を明記しておかなければならない。それは結局、価値論

が極めて論争的（polemic）であることにあるのではないかと思われる注 2)。 
	 宇野弘蔵は各論の意義について、『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）で、「いわゆる価値論・
恐慌論などの各論的なるものは、便宜的なるものにすぎない。ただ原論の体系的展開のな

かでは、方法論上の問題の詳細な考察や、従来の諸見解の十分なる批判などなされえない

ことが多いので、とくにそういう各論的扱いをなすものにすぎない。また、原論の体系的

展開では、種々なる体系的段階に種々なる関係であらわれる問題を価値論、あるいは恐慌

論として一括的に論ずることも、原論の体系の理解を深めるものとしてけっして無意義で

はないと思う。」（同書、p.391）としている。 
	 鈴木鴻一郎は『利潤論研究』（鈴木編〔92〕）で、『資本論』体系は「『近代社会の経済的
運動法則』たる価値法則を暴露することをもってその究極目的とする」（同書、p.2）とし、
岩田弘は「かくして、第一巻の『資本の生産過程』と第二巻の『資本の流通過程』の考察

において『価値法則』を『資本主義的生産』の『内的法則』として明らかにし、第三巻の

『資本主義的生産の総過程』の考察において『価値法則』が『諸資本』相互の『競争』関

係を通してみずからを『貫徹』し『定立』していくかたちを剰余価値と資本そのものの具

体的な諸姿態への分化の過程として明らかにしようとする『資本論』体系は、古典経済学

に対する終局的な批判であると同時に、経済学の歴史上においてはじめて、『近代社会の経

済的運動法則』を、その特種歴史的な形態規定性において全面的に明らかにするものであ

ったのである。」（同書、p.12～13）としている。 
	 この近代社会の経済的運動法則（economic law of motion）について、マルクスは『資本
論』第 1巻の初版への序言で、「資本主義的生産の自然諸法則から生ずる社会的な敵対の発
展程度の高低が、それ自体として問題になるのではない。問題なのは、これらの諸法則そ

のものであり、鉄の必然性をもって作用し、自己を貫徹するこれらの傾向である。」（マル
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クス〔164〕、p.9～10）とし、「近代社会の経済的運動法則を暴露することがこの著作の最
終目的である」（同書、p.12）としている。 
マルクスは、一方では、「物理学者は、自然過程を、それがもっとも典型的な形態で、ま

たそれが撹乱的な影響によってかき乱されることがもっとも少ない状態において現象する

ところで、観察するか、あるいは、それが可能な場合には、過程の純粋な進行を保証する

緒条件のもとで実験を行なう。私がこの著作で研究しなければならないのは、資本主義的

生産様式と、これに照応する生産諸関係および交易諸関係である。その典型的な場所はこ

んにちまでのところイギリスである。」（同書、p.9）としているが、他方では、第 2版への
あと書きでペテルブルク大学のカウフマンの『資本論』の方法を取扱った論文から「…こ

のような研究の科学的価値は、ある一つの与えられた社会的有機体の発生・現存・発展・

死滅を規制し、またそれと他のより高い社会有機体との交替を規制する特殊な諸法則を解

明することにある。」（同書、p.27）を引用し、これは弁証法的方法以外の何ものでもないと
している。 
マルクスは『資本論』第 1巻において、価値法則（law of value）と言う用語を使うこと

を極力控えている様に見えるが、第 3 篇絶対的剰余価値の生産の第 5 章労働過程と価値増
殖過程で、「40 ポンドの糸の価値＝40 ポンドの綿花の価値＋まる 1 錘分の紡錘の価値であ
るとすれば、すなわちこの等式の両辺を生産するために同じ労働時間が必要であるとすれ

ば、一般的価値法則に従って、たとえば一〇ポンドの糸は一〇ポンドの綿花および 1／4錘
の紡錘との等価物である。」（マルクス〔165〕、p.319～320）とし、第 4 篇相対的剰余価値
の生産の第 12 章分業とマニュファクチュアで、「それで、一つの内的なきずながさまざま
な欲求群を一つの自然発生的体系に連結することによって、生産部面の均衡が保たれる。

他方では、社会がその処分しうる全労働時間のうち、特殊な商品種類のそれぞれの生産に

どれだけ支出しうるかを商品の価値法則が規定するということによって、右の均衡が保た

れる。」（マルクス〔166〕、p.617～618）としており、全く使用していない訳ではない。 
マルクスは、エンゲルスが草稿から編纂した『資本論』第 3 巻において、第 2 篇利潤の

平均利潤への転化の第 10章競争による一般的利潤率の均等化。市場価格と市場価値。超過
利潤では、「価値法則は価格の運動を支配する。というのは、生産に必要とされる労働時間

の増加または減少が生産価格を騰貴または下落させるからである。」（マルクス〔169〕、
p.308）とし、「諸商品の価値どおりでの交換または販売は、合理的なものであり、諸商品
の均衡の自然法則である。この法則から出発して諸背理を説明すべきであって、逆に諸背

理から法則そのものを説明すべきではない。」（同書、p.322）としている。 
マルクスは更に、『資本論』第 3 巻の第 7 篇諸収入とその源泉の第 51 章分配諸関係と生

産諸関係で、「商品としての生産物という、または資本主義的に生産された商品としての商

品という、上記の二つの性格から、価値規定の全体と、価値による総生産の規制とが生じ

る。価値というこのまったく独自な形態においては、労働は、一方では、ただ社会的労働

としてのみ意義をもつ。他方では、この社会的労働の配分およびその諸生産物の相互補充

すなわち素材変換、社会的駆動装置への〔この労働の〕従属とはめ込みは、個々の資本主

義的生産者たちの偶然的な、相互に相殺し合う営みにゆだねられる。資本主義的生産者た

ちはただ商品所有者としてのみ相対し、また各人はその商品をできるだけ高く売ろうとつ

とめる（生産そのものの規制においても、各人の恣意によってのみ導かれている概観を呈
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する）のであるから、内的法則は、ただ彼らの競争、彼らが互いに加えあう圧力を媒介と

してのみ貫徹されるのであり、この競争や圧力によってもろもろの背理が互いに相殺され

るのである。価値の法則は、ここでは、ただ内的法則としてのみ、個々の当事者たちにた

いしては盲目的な自然法則としてのみ作用し、生産の偶然的な諸変動のただなかでその社

会的均衡を貫徹する。」（マルクス〔171〕、p.1540）としている。 
	 以上の様に、マルクスが価値法則としている内容は、①生産に必要な労働時間すなわち

価値が価格の運動を支配すること、②価値どおりの販売は諸商品の均衡の自然法則である

こと、③諸資本の競争により社会的労働と諸生産物の配分を行うことの三つであるが、こ

の価値法則は内的法則すなわち盲目的な自然法則として貫徹し、生産の社会的均衡を齎す

ことになる。但し、マルクスは『資本論』第 3 巻の第 2 篇利潤の平均利潤への転化の第 9
章一般的利潤率（平均利潤率）の形成と商品価値の生産価格への転化で、「一般に資本主義

的生産全体として、一般的法則が支配的傾向として自己を貫徹するのは、つねに、きわめ

て複雑な近似的な仕方においてのみであり、永続的な諸変動の決して確定されえない平均

としてのみである。」（マルクス〔169〕、p.279）としている様に、現実の商品交換が価値ど
おりの販売であることに必ずしも固執している訳ではなく、諸背理をあくまでも均衡から

の偏差（anomaly）として説明しようとしている。 
	 宇野は、価値法則について、『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）で、「一般に価値法則という
言葉は、商品の等価交換として理解されやすいが、価値法則の根本は種々なる使用価値の

生産に要する労働によって商品の価値が決定せられるということにある。等価交換は、社

会的総労働の各種使用価値の生産への配分と共に、かかる価値法則の展開に外ならない。」

（同書、p.107）とし、『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）では、「価値法則は、『労働による
価値の決定』が根本であって、『等価交換』と『労働の配分』とはその展開による効果と考

えてよい。もともと、商品交換は異なった使用価値の等価交換を形態上の原則とするもの

であって、一社会に全面的に行なわれる商品経済は、その生産に要する労働によって決定

される価値によってその商品交換を規制せられるとともに、これによって社会的労働を各

種の使用価値の生産に配分することになる。」（同書、p.102）としている。 
宇野が価値法則としている内容は、①労働による価値の決定、②等価交換、③労働の配

分の三つであり、マルクスの価値法則の内容を基本的に踏襲した定義となっている。但し、

②の等価交換は、使用価値の等価交換である商品交換の形態的原則と労働価値による商品

交換の規制の二段構えとなっている。又、宇野は原論では傾向法則について何も語らなか

ったことから忖度すれば、宇野の価値法則には、カウフマンの言う「ある一つの与えられ

た社会的有機体の発生・現存・発展・死滅を規制し、またそれと他のより高い社会有機体

との交替を規制する特殊な諸法則を解明すること」は含まれておらず、原論の体系的展開

とは異なる、論理的抽象レベルを下げた段階論や現状分析の対象であったと思う。 
日高晋は、宇野が『資本論の経済学』（宇野〔32〕）で価値法則、人口法則、利潤率均等

化の法則を「資本主義的生産を規制する三大法則」（同書、p.42）としたことを批判的に捉
え、『経済原論』（日高〔132〕）において、価値法則は「労働力が価値どおりに売買される
ことを基礎部分として、労働力の不足と過剰があらわれるとする人口法則と、個々の商品

が生産価格を中心に売買されることにともなって各資本の利潤率が均等化するとする利潤

率均等化法則を含みながら、景気循環をつうじて最終的に論証される法則である…」（同書、
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p.99）と定義し、更に、生産論では個別資本を代表単数として抽象的に取扱い、分配論にお
いて総資本を内容にまで立ち入って具体的に把握するものとした上で、「こう考えると一般

的利潤率の形成を、労働量どおりの売買→個別的利潤率の差→競争つまり資本の移動とし

て導くのは、原理論の全体系についての致命的な誤解にもとづくものだといってもいいす

ぎではあるまい。」（同書、p.173）としている。 
しかし、宇野は『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）で、「価値法則は、『はじめから等労働
量交換の内容をもたないものとして理解すればよい』ということにはならない。各商品の、

その生産に要する社会的労働によって決定される価値を前提してこそ、個々の商品の価値

の生産価格化も理解しうるのである。」（同書、p.103～104）とし、個別商品においても価
値が生産価格の前提条件になることを強調しており、日高とは理解の相違がある。又、日

高の価値法則の理解は、鈴木・岩田の『資本論』体系の目的は近代社会の経済的運動法則

である価値法則の特種歴史的な形態規定性における解明であるとする解釈と重なる部分が

あると思われるが、マルクスの近代社会の経済的運動法則には、社会的有機体の発生・現

存・発展・死滅と、より高い社会的有機体との交替を規制する特殊な法則と言う意味合い

があり、価値法則自体に価値法則の変質＝形態変化（Formwechsel=change in form）を齎
す要因が内在的（immanent）に存在していると言えるかどうかが問われていると思う。 
	 筆者は、価値と生産価格の強い関係性＝重層的構造の視点から価値法則を論証（prove）
すること、並びに価値法則の形態変化について何処まで内在的に説明することが可能であ

るのか検証（verify）することを目的（end）とし、価値論の完成を図ることを目指してい
るが、本稿はその第一歩として、価値の形態と実体の連関（linkage）を明らかにすること
を目標（goal）とするものである。以下では、①マルクスの価値概念から価値の三階層構造
を導き、②エンゲルスの論理＝歴史説の批判的検討から商品世界の論理空間を定義し、③

ベーム・バヴェルクのマルクス批判とヒルファディングの反批判の内容を精査し、④ルー

ビンの価値論を踏まえて価値の三階層構造と資本効率の 3 階層モデルの関係に論及し、最
後に、⑤宇野の流通論を価値形態論、価値尺度論、資本形式論の三つの視点から解明する、

5段階の探求（research）の道程を踏み進めることにしようと思う注 3）。 
 
注1)	向坂の経済学方法論については、『マルクス経済学の方法』（向坂〔77〕）を参照。唯物

史観の分かり易い解説は、浜林正夫『古典から学ぶ史的唯物論』（浜林〔128〕）を参照。
佐藤金三郎は、『経済学入門』（都留・内田・末永編〔114〕）の第 2章戦後『資本論』研
究の成果と課題で、1951～52年を画期として価値法則観に大きな変化があり、『資本論』
解釈学の深化の行き詰まりから『資本論』プランと『資本論』具体化の二つの問題が登

場したとし、「…価値法則観の変化から免疫であり、また『資本論』具体化の危機意識

にたいしてもまったく不感症であって、こんにちにおいてもなお価値法則の資本制的性

格を強調するものに、宇野弘蔵とそのグループがある。」（同書、p.333）としている。 
注2)	価値論論争の概観を得るために、遊部久蔵『価値論争史』（遊部〔4〕）、鈴木鴻一郎『価

値論論争』（鈴木〔91〕）、川口武彦『価値論争史論』（川口〔61〕）、松石勝彦『資本論の
解明』（松石〔152〕）、竹永進編訳『ルービンと批判者たち―原典資料 20 年代ソ連の価
値論論争』（竹永編訳〔109〕）、永谷清『労働価値説から価値法則へ』（永谷〔117〕）、伊
藤誠『現代のマルクス経済学』（伊藤〔15〕）を参照。 
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注3)	本稿は拙論の『価値論の基礎的考察』（丸山〔173〕）の序章価値論の課題と第 1 章価値
の形態と実体を、宇野理論を現代にどう活かすかと言う視点から見直したものである。 

 
１．マルクスの価値概念 
 
（１）	 社会的必要労働時間 
	 周知の様に、マルクスは『資本論』冒頭の商品論で価値形態論を展開する前に、小麦と

鉄の交換関係から、「そこで、諸商品体の使用価値を度外視すれば、諸商品体にまだ残って

いるのは、一つの属性、すなわち労働生産物という属性だけである。」（マルクス〔164〕、
p.64）とし、「したがって、ある使用価値または財が価値をもつのは、そのうちに抽象的人
間的労働が対象化または物質化されているからにほかならない。」（同書、p.66）とし、価値
の大きさ（magnitude）は「価値を形成する実体」（同書、p.66）である抽象的人間労働の
分量＝労働時間で計られるとしている。 
	 この価値を形成する実体としての抽象的人間労働（abstract human labor）は、社会的
必要労働（socially necessary labor）の分量＝労働時間でなくてはならない。マルクスは、
「社会的に必要な労働時間とは、現存の社会的・標準的な生産諸条件と、労働の熟練およ

び強度の社会的平均度とをもって、なんらかの使用価値を生産するのに必要な労働時間で

ある。」（同書、p.66）としている。 
	 マルクスは更に、『資本論』第 1巻の第 3篇絶対的剰余価値の生産の第 6章不変資本と可
変資本で、労働過程において、「労働の単なる量的な付加によって新たな価値がつけ加えら

れ、つけ加えられる労働の質によって生産諸手段の旧価値が生産物において維持される。」

（マルクス〔165〕、p.342）とし、「労働過程の立場からは客観的要因および主体的要因と
して、生産諸手段および労働力として、区別される同じ資本構成諸部分が、価値増殖過程

の立場からは不変資本および可変資本として区別される。」（同書、p.356）とした上で、価
値革命においては、「その商品の生産に社会的に必要な労働時間が変化したとすれば―そし

て、たとえば同じ分量の綿花でも、不作のときは豊作のときよりもより多くの分量の労働

を表わす―、もとの商品への反作用が生じるのであって、その商品はいつでもその類の個

別的見本として通用するにすぎないのであり、その価値は、つねに社会的に必要な、した

がってまたつねに現在の社会的諸条件のもとで必要な、労働によってはかられる。」（同書、

p.357～358）としている。 
以上の様な社会的必要労働時間の規定は、既に二つの内容を含んでいる。①商品に対象

化される労働時間は「労働の熟練および強度の社会的平均度」に拠るとしても、②生産条

件が異なれば商品の個別的価値も異なるのであるから、一体どの生産条件が現在の「社会

的・標準的な生産諸条件」なのかが確定されなくてはならない。①は労働の熟練と強度の

社会的平均化、すなわち複雑労働の単純労働への還元に係る問題として、②は現在の社会

的・標準的な生産条件の決定、すなわち市場価値規定に係る問題として、本稿とは別途、

改めて考察することが必要である注 1）。 
向坂は②について、『マルクス経済学の基本問題』（向坂〔78〕）の第 2編『資本論』の研

究のⅢ市場価値論と相対的剰余価値論で、「『資本論』第一巻の第四篇第十章『相対的剰余

価値の概念』における問題の存する個所は、市場価値論との関連において容易に理解され
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うる…」（同書、p.231）とし、社会的価値＝市場価値＝平均価値とした上で、「競争が、生
産諸条件の異なる経営の生産物の個別的価値を、一つの社会的な平均価値に整理してゆく

のである。」（同書、p.271）としている。 
宇野は向坂とは対蹠的に、『資本論の研究』（宇野〔23〕）の 2『相対的剰余価値の概念』

で、社会的価値に対する個別的価値の節約は社会的必要労働時間を短縮する生産力水準が

普遍化するまでの費用と看做されるとし、「したがってこの節約のために必要なる労働は、

又商品の生産に社会的に必要なる労働と看做すことが出来る。尤も資本主義社会において

はこの費用がそのまま社会的価値として市場価値に転化せられるものとは云えないであろ

う。市場においては各資本の競争を通じて新なる規定を受けるのであって、個々の資本が

相対的剰余価値として獲得する特別の剰余価値も、それが如何なる程度にかかる作用をな

し得るものとしてあらわれるかは具体的条件によって決定せられるであろう。只此の利益

がかかる新なる生産方法の普及に資本家的動力を積極的に与えることは疑問の余地はな

い。」（同書、p.103）としている。 
この節約された労働時間＝費用の市場価値への転化は、土地生産物の虚偽の社会的価値

とは異なり、「資本主義はこれを最初は個々の資本家の利益を通じて促進し、後にはその損

失を以て強制するという機構…」（同書、p.102）により市場の具体的条件に従って決定さ
れる訳であり、向坂の様に社会的価値＝市場価値＝平均価値とするのではあまりに問題を

簡単にし過ぎることになる。 
マルクスは②について、『資本論』第 3 巻の第 6 篇超過利潤の地代への転化の第 38 章差

額地代。概説で、「諸商品の価値の本性は、この価値が一定分量の商品または個々の諸商品

を生産するために、個別的に、一定の個々の生産者にとって、必要な労働時間によって規

定されるのではなく、社会的に必要な労働時間によって、すなわち、市場に出ている商品

諸種類の社会的に必要な総分量を生産するために、与えられた平均的な社会的生産諸条件

のもとで必要とされる労働時間によって規定されているということにあるが、価値のこの

本性が現われるのは、一般に市場価格の姿態においてであり、詳しく言えば規制的な市場

価格または市場生産価格の姿態においてである。」（マルクス〔170〕、p.1126）としている。 
このマルクスの社会的必要労働時間は、単に平均的な社会的生産諸条件と言う技術的な

意味だけでなく、市場に現れている商品諸種類の社会的に必要な総分量＝社会的欲望を充

足するための生産に必要な労働時間でなくてはならない訳であるが、社会的必要労働時間

とは何かを考える上で、技術説と需要説をどの様に捉えるかは決定的に重要（crucial）な
ことである様に思える注 2）。 
タチアナ・グリゴロヴィッチは、社会的必要労働時間について技術説の視点から、「マル

クスとラッサールの価値論」（ペートリ〔149〕所収）で、『資本論』第 1巻の「その使用価
値の生産に社会的に必要な労働時間」と第 3 巻の「市場に出ている商品諸種類の社会的に
必要な総分量を生産するために、与えられた平均的な社会的生産諸条件のもとで必要とさ

れる労働時間」とは完全に照応しているとし（同書、p.79）、①社会的必要労働時間は技術
的に決まり、欲望は価値を決定する要素に含まれないこと、②社会的欲望は商品の使用価

値の問題であり、価値実現の前提に過ぎないこと、③価値を決定する社会的必要労働時間

と各種生産物に対する欲望を充足するための生産に費やされる社会的必要労働時間は別物

であり、後者は労働時間の形式で表現された社会的欲望に過ぎないこと、④『資本論』第 3
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巻の出現後にラッサールの様に社会的欲望を価値決定要素とする見解が抱かれた理由は、2
種の社会的必要労働時間（技術説と需要説―引用者）の混淆に帰着することの四つの論点

に纏めている（同書、p.92～93）。 
横山正彦は「マルクス価値論における一基本問題―『社会的必要労働（時間）』をめぐっ

て―」（矢内原編〔191〕所収）で、「…技術的要素
、、、、、

が、商品の生産される技術的条件のみが
、、、、、、、、

、

市場価値の決定にとって決定的になっていることを、われわれは見逃すことはできぬ。こ

のように、マルクスは、市場価値の形式について規定したのち、技術的要素によって抽象

的に規定されたこの市場価値が、市場においていかなる条件のもとにおいて実現
、、
されうる

かという問題を提出する。そして、この市場価値の実現
、、
の問題において、はじめて、マル

クスは、需要＝社会的欲望の要素を導き入れているのである。」（同書、p.236～237）とし、
ローゼンベルクの通説に依拠して上位、中位、下位の市場価値の変化過程を解説し、「…商

品の市場価値は、これらの商品に対する需要＝社会的欲望とはなんらの関係もない。」（同

書、p.241）とした上で、技術説に反対する批判者と技術説に基くグリゴロヴィッチの両者

共に「使用価値および価値の成立
、、
（形成
、、
）と使用価値の証明

、、
＝価値の実現

、、
との区別を理解

せず、使用価値も価値も証明＝実現されえなかったからといって、使用価値も価値も形成

されなかったとするのは、いうまでもなく誤りである。」（同書、p.244）とし、「…『量的
に限定された社会的欲望』、すなわち有効需要は、まさに市場諸条件の表現であり、実現の

問題である。」（同書、p.246～247）と注釈している。 
確かに、マルクスは一方では、『資本論』第 3巻の第 2篇利潤の平均利潤への転化の第 10

章競争。市場価格と市場価値。超過利潤で、「一商品がその市場価値どおりに、すなわち、

その商品に含まれている社会的必要労働に比例して売られるためには、この商品種類の総

量に費やされる社会的労働の総分量が、この商品にたいする社会的欲求すなわち支払能力

ある社会的欲求の分量に照応していなければならない。」（マルクス〔169〕、p.330）とし、
更に、第 3巻の第 3篇利潤率の傾向的下落の法則の第 15章この法則の内的諸矛盾の展開で、
「直接的搾取の諸条件とこの搾取の実現の諸条件とは、同じではない。それらは時間的お

よび場所的にばかりでなく、概念的にも異なる。一方は社会の生産力によって制限されて

いるだけであり、他方は、異なる生産部門のあいだのつり合いによって、また、社会の消

費力によって、制限されている。」（同書、p.416）としており、社会的必要労働時間の技術
説と需要説並びに価値の形成と実現の各々二つの対を成す問題は、一見して全く別の概念

であるように思える。 
しかし、マルクスは他方では、『資本論』第 3巻の第 1篇剰余価値の利潤への転化、およ

び剰余価値率の利潤率への転化の第 7章補遺において、「資本の有機的構成諸部分における
変動または資本の絶対的大きさとはかかわりのない利潤率の変動は、前貸資本―固定資本

または流動資本のどの形態で実存するにせよ―の価値が、すでに実存する資本とはかかわ

りのない、その再生産に必要な労働時間の増大または減少の結果として、増加または下落

することによって可能である。各商品の価値は―したがって資本を構成する諸商品の価値

もまた―、その商品そのものに含まれている必要労働時間によって決定されるのではなく、

その再生産に要する社会的
、、、

必要労働時間によって決定される。」（マルクス〔168〕、p.245）
としており、再生産によって、死んだ労働と生きた労働を含めた社会的必要労働時間は同
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期化（synchronize）するとしており、グリゴロヴィッチの様に技術説と需要説を別概念で
あると峻別し、或は横山の様に価値の形成と実現の問題を弁別し、放置したまま残すので

は問題が残ることになる。 
但し、生きた労働と死んだ労働の同期化を認めない議論が根強くあるため、再生産にお

ける社会的必要労働時間の同時性（synchroneity）の問題は改めて考察する必要がある（本
稿の p.77～83を参照）。例えば、大谷禎之介は「商品および商品生産」（大谷〔43〕）の【補
論 3】社会的必要労働時間による生産手段からの移転価値の規定について―置塩信雄氏の見
解について―で、「…一切の旧価値が結局のところ，新価値の創造以前のどこかで創造され

た新価値に帰着する，ということになる。ただし，その旧価値の大きさは，それを含んで

いる生産手段が生産過程にはいる前の時点での社会的必要労働時間によって決定されるの

である。」（同誌、p.125）としている。 
ペトリは「マルクス価値論の社会的内容」（ペートリ〔149〕所収）で、マルクス価値論

の曖昧さは「リカルド流思想の祖述」である自然科学的見方と社会的観察方法を移入した

「リカルドとは正反対に立つ文化科学的傾向」の二元論により齎されている（同書、p.4）
とし、マルクスの①抽象的普遍的労働、②等一なる労働、③複雑なる労働に対立する単純

なる労働、④社会的に必要なる労働の四つの価値観察においては、自然的・技術的概念と

は異なる労働の社会的形態や競争に基く社会学的概念が決定的な役割を果たしているとし、

『資本論』の「第三巻が第一巻と矛盾するに非ずして却って第一巻
、、、

が第三巻と撞着してい

るのである。」（同書、p.95）とし、終には技術説を放棄するに至っている注 3)。 
白杉庄一郎は『価値の理論』（白杉〔89〕）の第 1 章価値の本質の第 3 節価値の大小の附

説Ⅰ異説の吟味で、「私は、マルクスの場合、価値に対応する社会的欲望と、価格に対応す

る社会的欲望とが区別されうるし、またされるべきであると主張してきたが、従来のマル

クス研究は大抵この区別を看過してきた。そして、その結果、一部のマルクス批判者はマ

ルクス価値論を誤解し、また一部のマルクス擁護者はその理論を矮小化せしめてきた。」（同

書、p.94）とし、マルクス価値論を批判した小泉信三の所説について、「博士は、マルクス
における価値規定者としての社会的必要労働時間はもともと技術的な意味のものであるが、

マルクスはこれを貫徹することができないままに需要をこれに含意せしめるに至ると解し、

そこに彼の価値論の破綻を論証しようとする。」（同書、p.94）ものであるとした上で、「し
かし、この批判は明らかに価値の成立と実現との混同を基礎としている。」（同書、p.96）と
している注 4)。 
白杉は更に、杉山清を批判する中で、「…価値が市場価値から発生する側面をもつかのご

とくに考え、その量的規定者たる社会的必要労働時間が技術的な側面にあわせて交換的
、、、

な

側面をもつかのようにいうのは、誤りである。」（同書、p.99）とし、「…所謂均衡理論が記

述するのは市場における
、、、、、、

需要と供給との均衡条件なのであるが、マルクスの価値論が前提

しているのは、そのような市場における需要と供給の均衡ではなく、それ以前の
、、、、、

―市場に

よって代表されるにいたる以前の―社会的欲望に対する社会的総労働の均衡的配分である。

そうだとすれば、杉山教授が正しくも洞察しているごとく、マルクスの社会的必要労働時

間が社会的欲望を前提していると解釈されなければならないにしても、この欲望を初めか

ら有効需要
、、、、

としてしまったのでは、マルクス価値論を所謂均衡理論の方へ矮小化してしま
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うことになるだろう。」（同書、p.101）としている注 5）。 
但し、白杉は市場における需給均衡以前の社会的総労働の均衡配分とは、一体如何なる

ものかについて具体的に明示している訳ではない。この様な市場における需給均衡以前の

社会的総労働の均衡配分の候補の一つとして、森嶋道夫・カテフォレス『価値・搾取・成

長―現代の経済理論からみたマルクス―』（森嶋・カテフォレス〔189〕）の第 2章価値と搾
取―新たな定式化―で示された、マルクス‐フォン・ノイマン体系を挙げることができる

と思う。市場における需給均衡以前の社会的総労働の均衡配分について議論することに意

味があるとすれば、宇野の経済原則の解明に繋がるからである。 
白杉は社会的必要労働時間の測定について、グリゴロヴィッチが示唆している様に社会的

価値の総生産と総欲望を労働時間の形式で表現し、社会的必要労働時間による価値決定の

原理は、そのままでは価値の現象形態としての価格の決定を説明するものではなく、又、

個別的価値の社会的平均化は競争を通じて無自覚的に遂行されるため、社会の総労働時間

が総生産物に対して平均化される換わりに、むしろ全ての生産物が限界必要労働時間に向

って平準化されることになる（同書、p.136）とし、「第一に、平均必要労働時間（価値）
でならば全部充足されるはずの社会的必要の一部分は、限界必要労働時間（価格）におい

ては、充足の断念を余儀なくされる。…第二に、限界原理が支配する結果、そこでは、す

べての種類の生産物の一部分が多かれ少なかれ一種の『虚偽の社会的価値』をもたされる。」

（同書、p.137）とした上で、「…『虚偽の社会的価値』の存在は、必ずしも土地生産物に
かぎられてはいないように思われる。」（同書、p.138）としている。 
ルービンは『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の第 17 章価値と社会的欲望で、

商品 1単位当たり A＝2ルーブル 50コペイカ、B＝3ルーブル 50コペイカ、C=3ルーブル
の価値を持つ三つの生産技術を想定し、Cを供給曲線と需要曲線の交点＝価値ないし価格変
動の中心点と看做して需要変化に対応する生産のシミュレーションを行っている。ルービ

ンは「この狭い範囲のなかでだけ、供給曲線との交点（文字 A、Cないし B）を移動させる
需要曲線の変化が、同時に生産の大きさを変化させ、こうして、全商品量が生産される平

均的技術的条件―（二ルーブル五〇コペイカ、三ルーブル、三ルーブル五〇コペイカとい

う）価値の大きさ―に影響を与える。」（同書、p.205）とし、超過需要が発生したときにつ
いて、「…需要が増大すると、生産の大きさがⅦすなわち七〇万（単位―引用者）にまで増

大するが、しかし、価値と平均価格は以前と同じ三ルーブル五〇コペイカのままである。」

（同書、p.205）としている。ルービンは、平均的技術的条件については A、B、C の三つ
とも併記し、いわゆる限界原理により価値と平均価格が決定されるとしている。 
白杉はルービンと異なって市場価値が本来的に平均原理で決まることを与件とし、資本

主義では無政府的競争による限界原理により生産規模が縮小された状態で市場価値が決ま

るため、一種の虚偽の社会的価値が発生するとしている訳であるが、これは通常の特別剰

余価値とは異なる概念である。 
白杉は更に、価値規定の平均原理が実現する社会主義では、下位の部門の損失は上位の

部門の収益で相殺されるとしている（白杉〔89〕、p.140～141）。 
しかし、社会的欲望に基く社会的必要労働時間の決定は、マルクスの規制的な市場価格

または市場生産価格の姿態において、需要に対応した市場価格（market price）と賃金を含
む生産原価（production cost）の相対的変化は生産物市場と労働市場の具体的諸条件の影
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響を受け、限界的に発生する価格体系上の超過利潤と価値体系上の特別剰余価値の変化の

方向・度合が必ずしも一致するとは限らないため、白杉やルービンの様に生産と需要の両

者を労働時間の形式で表現して限界原理を説くだけでは不十分であり、市場の実際の需給

条件に基いて社会的必要労働時間を規定する資本の技術的構成の決定により生産者に超過

利潤と特別剰余価値を齎すプロセス、すなわち市場価値規定の具体的機構（mechanism）
を解き明かすことが必要不可欠であると思う。 
 
注1）	①については、差し当って、伊藤誠『現代のマルクス経済学』（伊藤〔15〕）の補論Ⅰ

熟練労働の理論的取扱についてを参照。 
注2）	白杉庄一郎『価値の理論』（白杉〔89〕）の第 1章価値の本質を参照。 
注3）	ペトリは新カント派の影響を受けているとされている。新カント派の概要については、

大橋容一郎「新カント学派」（須藤編〔94〕）を参照。 
注4）	小泉信三『改訂 価値論と社会主義』（小泉〔73〕）を参照。 
注5）	杉山清『マルクス価値論の研究』（杉山〔90〕）を参照。 

 
（２）	 価値形成実体 
	 マルクスは『資本論』冒頭の商品論で、「すべての労働は、一面では、生理学的意味での

人間的労働力の支出であり、同等な人間的労働または抽象的人間的労働というこの属性に

おいて、それは商品価値を形成する。すべての労働は、他面では、特殊な、目的を規定さ

れた形態での人間的労働力の支出であり、具体的有用的労働というこの属性において、そ

れは使用価値を生産する。」（マルクス〔164〕、p.79）とし、いわゆる労働の二重性に触れ
た後、価値形態論に進んでいる。 
マルクスは価値形態論の前に、何故、価値を形成する実体（value-forming substance）

すなわち価値形成実体としての抽象的人間労働を説いたのかは詳らかでないが、「商品の価

値対象性は、どうつかまえたらいいかわからないことによって、寡婦のクイックリーと区

別される。商品体の感性的にがさがさした対象性とは正反対に、商品の価値対象性には、

一原子の自然素材もはいり込まない。だから、一つ一つの商品を好きなだけひねくり回し

ても、それは、価値物としては、依然としてつかまえようがないものである。とはいえ、

商品が価値対象性をもつのは、ただ、それが人間的労働という同じ社会的単位の表現であ

る限りにほかならないこと、それゆえ、商品の価値対象性は純粋に社会的なものであるこ

と、を思い出せば、それがただ商品と商品との社会的関係においてのみ現われうるという

ことも、おのずから明らかである。実際、われわれは、諸商品の交換価値または交換関係

から出発して、そこに隠されている諸商品の価値の足跡をさぐりあてた。いまや、われわ

れは、価値のこの現象形態に立ち返らなければならない。」（同書、p.81）としている。 
このことから、マルクスは人間的労働と言う同じ社会的単位（Einheit=unit）、すなわち

価値物（Wertding）として私的労働の個別的価値の差異を超えた社会的関係に現れる価値
の同等性（Gleichheit=equality）のみが商品の価値対象性を与え、延いては商品と商品の
社会的関係、すなわち価値形成実体の現象形態＝表現様式である価値形態を展開すると考

えていたと言えると思う。 
マルクスはヨハン・モスト原著『マルクス自身の手による 資本論入門』（ヨハン〔202〕）
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の商品と貨幣を加筆・改訂した中で、「…違った物どうしが比べられることのできる量であ

るのは、ただ、どちらも同じ名称
、、、、

の量である場合、つまり同じ単位
、、、、

の、両者に共通なある
、、、、、

もの
、、
の倍数ないし分数である場合だけです。…商品の交換価値

、、、、
は、商品の価値の表現様式

、、、、、、、、、、

でしかなく、商品が価値をもっていることを見えるようにし、そしてまた商品の実際の交

換を仲だちするのに役だつ形態でしかない…」（同書、p.33～34）としている。 
マルクスは価値形態論において、x量の商品 A＝y量の商品 B（ex.20エレのリンネル＝1

着の上着）の簡単な価値形態における相対的価値形態の内実（Gehalt=content）について、
「…上着が、価値物として、リンネルに等値されることによって、上着に潜んでいる労働

がリンネルに潜んでいる労働に等値される。ところで、確かに、上着をつくる裁縫労働は、

リンネルをつくる織布労働とは種類の異なる具体的労働である。しかし、織布労働との等

値は、裁縫労働を、両方の中の現実に等しいものに、人間的労働という両方に共通な性格

に、実際に還元する。この回り道を通ったうえで、織布労働も、それが価値を織り出す限

りにおいては、裁縫労働から区別される特徴をもっていないこと、すなわち抽象的人間的

労働であること、が語られるのである。」（マルクス〔164〕、p.86～87）としている。 
この上着が価値物としてリンネルと等価（equivalent）であると言える理由は、感性的に

異なる諸物の間に本質の同等性（Wesensgleichheit=sameness of substance）があるが故
に、価値物として通用（gelten）する通約可能性（commensurability）、略して通約性があ
るからである。 
マルクスは価値形態論において等価形態を説明する中で、アリストテレスが商品の貨幣

形態は簡単な価値形態の発展した形態にすぎないことを明示したとしながらも、「彼は、さ

らに、この価値形態が潜んでいる価値関係は、それはそれでまた、家が寝台に質的に等値

されることを条件とすること、そして、これらの感性的に異なる諸物は、このような本質

の同等性なしには、同じ単位で計算されうる量として、相互に関係しえないであろうとい

うことを、見抜いている。彼は言う。『交換は同等性なしにはありえないが、同等性は同じ

単位で計量されうることなしにはありえない』。しかし、彼はここではたと立ち止まって、

価値形態のそれ以上の分析をやめてしまう。」（同書、p.101～102）とし、アリストテレス
はそれ以上の分析が何処で挫折したかを、すなわち価値概念（Wertbegriff）の欠如のため
であることを自ら語っているとしている。 
アリストテレスは『ニコマコス倫理学（上）』（アリストテレス〔8〕）の第 5巻第 5章で、

「…交易なくしては共同関係はないのであるが、交易は均等性なしには成立せず、均等性

は通約性なしには存在しない。もとより、かくも著しい差異のあるいろいろのものが通約

的となるということは、本当は不可能なのであるが、需要ということへの関係から充分に

可能となる。その際、すなわち、なんらか単一なものの存在することを要するのであって、

このものは協定（ヒュポテシス）に基づく。ノミスマという名称のある所以である。この

ものがすなわちすべてを通約的たらしめる。」（同書、p.189）とし、ノミスマ（nomisma）
＝正貨（current coin）が需要（want）に基いて通約性を与えているとしている。 
この通約性（symmetoria）には対称性（symmetry, due proportion）の意味があり、均

等性（isotēs=equality of ratios, proportion）に近接した用語である。 
望月俊昭は「価値形態論における『本質の同等性』について」（望月〔185〕）で、アリス
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トテレスは貨幣→通約性（通約可能性）→均等性（同等性）→交換→共同関係と言う序列

を考えていたのに対し、マルクスは本質の同等性→通約可能性に読み替えたとしている（同

誌、p.179～189）。 
様々に使用価値の異なる諸物の交易には非通約性（incommensurability）が付き纏い、

無理数の様に割切れない不均等な交換は常にあり得るが、正貨を媒介して商品が実際に反

復交換されることは、需要＝必要（want）に迫られて個別商品の価値を超えた社会的に共
通な価値への通約＝還元（reduction to a common measure）が行われ、交換される限りに
おいて本質の同等性（homoousian）があると看做される（gelten als）と考えることは自
然であると思うが、マルクスは何故、本質の同等性→通約可能性としたのであろうか。 
ヘーゲルは『論理学 哲学の集大成・要綱 第一部』（ヘーゲル〔147〕）の第 2篇本質の論

の A実在の根拠としての本質で、純粋な反省規定である根拠（Grund）について「『根拠』
は同一性と区別の統一である。それは、区別と同一性が示すありさまの真なる成果であっ

て、自分への反省（立ちかえり）が同時に他なるものへの反省（立ちかえり）であり、逆

に、他なるものへの反省（立ちかえり）が自分への反省（立ちかえり）であるような真理

である。根拠は本質の全体を示すものである。」（同書、p.274）とし、注解で「根拠が根拠
であるのは、それがなにか他のものの根拠である場合に限られる。」（同書、p.274）として
いる。 
マルクスが本質の同等性→通約性としたことはヘーゲル『論理学』の影響がある様に思

われるが、同一性（Identität）、従って本質の同等性（Wesensgleichheit=homoousian）の
根拠に、社会的等一性（Einheit=unity）である人間労働を置いたのであると思う注 1)。 
エンチクロペディーでは反省（Reflexion）の解明が欠落しているため、ヘーゲル『論理

の学第二巻 本質論』（ヘーゲル〔148〕）の第 1 部それ自身のうちでの反省としての本質の
第 1 章影像（Schein）を参照する必要がある。ヘーゲルは「…本質のうちの生成、本質の

反省する運動は、無から無への運動
、、、、、、、、

であり、それによって自己自身に帰還する運動
、、、、、、、、、、、、、、、、、

である。

移行ないし生成は、その移行の中で自己を止揚する。この移行の中で生まれる他のものは、

存在の非存在でなく、無の無であり、そして無の否定であるというこのことが、存在の本

質なのである。」（同書、p.17）とし、措定する反省
、、、、、、

、前提された直接的なもの
、、、、、、、、、、、

から出発
、、
する

外在的な反省
、、、、、、

、前提を止揚することによって同時に
、、、

前提する規定する反省
、、、、、、

を導いている。 
海老澤善一は、『ヘーゲル「大論理学」』（海老澤〔38〕）の本質論の第 3 章根拠で、同一

性の同語反復（tautology）になり兼ねない無意味さを克服するため、アリストテレスは形
式（Form）と質料（Materie）の相関を考えたとし、「…形式が質量を規定するとは、形式
が質量の三つの在り方（『本質』と呼ばれる有・『質料』・『内容』）を規定してゆく過程を、

『〔有に対する〕形式の支配』（77）の進みゆく過程として、明らかにするものです。定義
、、

の進展と言い換えてもよい最後の『内容』は、完全に形式によって規定され尽されそれ自

体が規定となった質料のことです。」（同書、p.81）としている。 
海老澤に従えば、マルクスの価値の実質的な内容（Inhalt=substance）は、形態（form）

によって規定され尽され、それ自体が規定となった質料（matter）である社会的等一性と
しての人間労働と言うことになる。この価値の形態を規定し尽した上で価値の実体である

人間労働を説くことは、宇野の流通論から生産論に向かうロジックそのものである様に思
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える注 2）。 
ヘーゲルは根拠（Grund）の根拠は形而上の無制約者であるとしたが、マルクスは根拠

の根拠＝基盤（Basis）に形而下の人間労働を置いたのであると思う。そして、この人間労
働が唯物史観の下部構造（substructure）を形成することになる。哲学ドクトルでジャーナ
リストであった青年マルクスが、何故、人間労働を価値の根拠＝基盤（Basis）に置くことがで
きたのかは何時も思うことであるが、ケルン、パリ、ブリュッセル時代の多くの活動家との交流

が背景にあると思う注 3）。 
又、人間は共同体において協働（zusammenwirken=work together）する時、最も輝く
ことができると言う思想は、ホッブズの人間嫌いの唯物論とは異なり、如何なる艱難辛苦

においてさえ、一切何も答えない超絶した神の因果応報の厳格な原理と表裏一体の世界観

である様に思われる注 4）。 
 
注1）	ヘーゲル『論理学』を解説した分かり易いテキストとして、海老澤善一『ヘーゲル「大

論理学」』（海老澤〔38〕）を参照。 
注2）	宇野『経済原論』の編別構成へのヘーゲル『論理学』の影響については、降旗節雄『宇

野経済学の論理体系』（降旗〔143〕）の［解題］宇野理論体系の構造と意義の p.20～
27を参照。 

注3）	マルクスの簡明な伝記として、浜林正夫『カール・マルクス―人間的解放をめざして』
（浜林〔129〕）を参照。 

注4）	ヘブライ宗教における応報倫理については、関根清三『ギリシャ・ヘブライの倫理思
想』（関根〔97〕）を参照。ホッブズについては、田中浩『ホッブズ』（田中〔111〕）
を参照。 

 
（３）	 価値物と価値体 
マルクスは価値形態論において、等価形態にある「上着の生産においては、裁縫労働と

いう形態のもとに、人間的労働力が実際に支出された。したがって、上着のなかには人間

的労働が堆積されている。この面からすれば、上着は『価値の担い手』である。もっとも、

上着のこの属性そのものは、上着がどんなにすり切れてもその糸目から透けて見えるわけ

ではないが。そして、リンネルの価値関係のなかでは、上着はただこの面だけから、それ

ゆえ、体化された価値としてのみ、価値体としてのみ、通用する。」（マルクス〔164〕、p.88）
とし、「したがって、価値関係の媒介によって、商品 Bの自然形態が商品 Aの価値形態とな
る。言い換えれば、商品 Bの身体が商品 Aの価値鏡となる。商品 Aが価値体としての、人
間的労働の物質化としての、商品 B に関連することによって、商品 A は、使用価値 B を、
それ自身の価値表現の材料にする。商品 Aの価値は、このように商品 Bの使用価値で表現
されて、相対的価値という形態をもつ。」（同書、p.90）としている。 
マルクスはヨハン・モスト原著『マルクス自身の手による 資本論入門』（ヨハン〔202〕）

の商品と貨幣を加筆・改訂した中で、毛皮が塩と交換される単純な価値形態について、「生

産物の交換のこの最も未発展の段階では、交換者のそれぞれにとって、相手の交換者のも

つ財貨が等価物として役だっています。すなわち、それ自体として自分の生産した財貨と
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交換可能であるばかりでなく、自分自身の価値を見えるようにする鏡でもあるような、価
、

値物
、、
として役だっているのです。」（同書、p.38～39）としている。ここでは、等価形態に

ある財貨 Bを等価物とし、等価物＝相対的価値形態にある財貨 Aとの交換性があり、かつ
Aの価値を表現する鏡である価値物と定義されており、価値物と価値体の区別や価値表現の
回り道は省略されている注 1）。 
価値体（Wertkörper）の意味は、労働生産物である商品体に人間労働が体化・物質化し

たものと言う意味の内在的価値＝固有価値が、商品の交換性（exchangeability）と言う形
態規定の表面（surface）で、感覚的に手で掴まえることのできる商品体の使用対象性とは
異なる価値の対象性（Gegenständlichkeit=objectivity）として反照（reflect）することで
あると思う。それ故に、「労働生産物はそれらの交換の内部ではじめて、それらの互いに感

性的に異なる使用対象性から分離された、社会的に同等な、価値対象性を受け取る。有用

物と価値物とへの労働生産物のこの分裂がはじめて実際に発現するのは、有用物が交換を

めあてに生産されるまでに、したがって、諸物の価値性格がすでにそれらの生産そのもの

において考慮されるまでに、交換が十分な広がりと重要性とを獲得したときである。」（マ

ルクス〔164〕、p.125）と言うことになる。 
この交換の広がりと重要性という意味で、リンネルも上着も他の商品も全て一様に価値

体となる可能性があるが、価値体は商品が等価形態に置かれたときに限って価値物と区別

して使われる反省規定（reflective determination）である。 
平瀬巳之吉は内在的価値＝固有価値（intrinsic value）について、『経済学の古典と近代』

（平瀬〔134〕）の後篇の第 2章価値数量説（原文ママ―引用者）にかんするロック命題（第
二命題）で、「ロックではまだ交換価値という用語はない。ケネーで使用価値と売上価値と

いう対称概念がはじめて成立し、テュルゴォで売上価値が交換価値という用語に代わり使

用価値という用語がぬけ、結局、スミスで使用価値および交換価値という現今の価値論の

対称概念が普及する。」（同書、p.220）としている。 
平瀬は更に、第 2 章の附論において、ロックが使った市場価値（marketable value）の

対概念である intrinsic valueには、①中世から、ロック、バーボンも含まれる 18世紀初頭
までのイギリス経済学で用いられた使用価値、②カンティヨン、スチュアートなどの生産

費によって与えられた自然価値、③リカードの絶対価値、マルクスの商品価値の三つの概

念の発展段階があるとしている。 
平瀬は又、バーボンの「intrinsic valueたることの要件は、『すべての時と所とで価値で

あること』換言すれば『固定的で確定的で不変の価値（fixed, settled, certain, invariable）』
ということであった。」（同書、p.230）とし、この意味での intrinsic valueの存在をバーボ
ンは否定したとしている。 
現代の商業では、商品の TPOSすなわち時間（time）、場所（place）、場面（occasion）、

生活習慣（style）を重視する。幾ら労働時間をかけて商品を開発し、一所懸命に生産して
も、バーボンの言う様に時と所を選ばなければ商品が価値どおりに売れないこと、言い換

えれば価値どおりの販売は不確実（uncertain）であることが極まりないので、商品論冒頭
で直ちに使用価値を捨象し、抽象的人間労働こそが商品の固有価値に他ならないと言われ

ても、現代の企業で働く者にとっては俄かに信じることは難しいのが本音であると思う。 
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又、幼時に御飯を残すと、母親から「夏の暑い日も雨の日もお百姓さんが汗水流して一

生懸命働いて作ったお米を残してはいけません」と叱られた思い出がある人は多いと思う

が、働かなくては食えない、労働が価値を生むことは直感的に自明（obvious）であるとし
ても、この様な素朴実在論＝労働富源論が労働価値説に明証性（evidence）を与えている訳
ではないであろう注 2)。 
マルクスは相対的価値形態にあるリンネルについて、「リンネル価値を人間的労働の凝固

体として表現するためには、リンネル価値は、リンネルそのものとは物的に異なっている

と同時にリンネルと他の商品とに共通なある『対象性』として表現されなければならない。」

（マルクス〔164〕、p.87）としているのに対して、等価形態にある上着については、「…上
着は、リンネルの価値表現においては、両方の物の超自然的属性、すなわち、純粋に社会

的なものであるそれらの価値、を代表する。」（同書、p.98）としている。 
これは相対的価値形態にあるリンネル自身は価値を表現することはできないが、等価形

態にある上着は両方の商品の共通な或る対象性として価値を表現することができると言う

ことであるが、等価形態にある商品は価値の実存形態（existence form）として、個別的価
値の差異を超えた社会的価値の評価（evaluation）を行っていることになる。 
ルービンは「『経済学批判』と『資本論』における価値と交換価値」（ルービン〔206〕）

で、マルクスは『経済学批判』では、交換価値と価値を無差別に使っており、相対的価値

（relativer Wert）は価値表現の両極にある商品の価値を比較したときの大きさを表すのに
対し、等価物は価値表現の両極に適用しており、交換される商品の同等性を表しているが、

『資本論』の価値形態論では、価値関係（Wertverhältnis）は価値の同等性の量的関係を
表しているのに対し、価値表現（Wertausdruck）は相対的価値形態と等価形態の両極性を
表しているとし、「…『相対的価値』という用語の進化は，『等価物』という用語の進化に

完全に照応している．はじめは，これらの用語はどちらも，相互に交換される両方の商品

の同等性
．．．

を
．
強調していた．のちになって，それらは，交換行為においてこれらの商品が演

じる役割の相違
．．
と対立性
．．．

を特徴づけるために役立った．」（同誌、p.96）としている。 
ルービンが指摘する価値関係と価値表現の用語の進化と歩調を合わせて、価値物と価値

体の用語の使用法も明確になったのであると思う。 
浅野敞は「『価値形態』に関する一考察―『価値物』範疇と『価値体』範疇について―」

（浅野〔3〕）で、価値体は『資本論』初版の第 1 章本文、価値物は第 1 章の付録で初めて
使われたとし、「…『価値物』は，『抽象的人間労働』が対象化（vergegenständlichen）ま
たは物質化（materialisieren）されたものとして規定され，『価値体』は，他の商品の『価
値』が体化（verkörpern）されたものとして規定されている…」（同誌 p.16）としている。 
しかし、浅野の言う様に価値物の意味を直ちに抽象的人間労働の対象化または物質化と

規定すると、そもそも価値表現の回り道は必要がないことになる。価値表現において、価

値物は相対的価値形態と等価形態にある商品の両極で使われているが、価値体は等価形態

にある商品にのみ使われていることを踏まえれば、第一義的に価値物は価値の通約性を、

価値体は価値対象性を、各々対称的に措定していると捉えた方が良い様に思われる。 
浅野は更に、「…久留間教授の『価値形態論と交換過程論』において，『価値体』範疇は

欠落してしまっているのである。そして，正に，この『価値体』範疇の欠落において，宇
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野教授もまた同じである。」（同誌、p.10）としているが、宇野の場合は商品論では価値形成
実体＝抽象的人間労働を説かずに、価値形成実体は生産論で導入し、流通論では価値の同

質性は商品価値の形態規定である交換性として捉えていることに拠る。 
又、望月俊昭は「『価値形態』に関する一考察―等価物の『価値体』としての規定につい

て―」（望月〔184〕）で、浅野の価値体の上記定義について、「…マルクスの叙述にはみら

れない表現、たとえば、リンネルは上着を自分の価値体
、、、、、、

にする、上着はリンネルの価値体
、、、、、、、、

になる、リンネルの価値が
、、、、、、、、

上着に体化される
、、、、、

等々は、用いられるべきではないのである。」

（同誌 p.111）と批判している。この批判は、価値体と言う用語は他の商品の価値が体化さ
れたものと規定されるべきではなく、等価形態にある上着＝商品体の価値対象性を表して

いるものと解釈することによって理解できると思う。 
松石勝彦は『資本論の解明』（松石〔152〕）の第 5章価値形態と社会的労働で、「『価値体』

とは『価値の担い手』…、『価値対象性』のことであり、しかも『価値物』と同じなのであ

る。」（同書、p.180）とし、「価値物・価値体フェティシズムに陥ってはならない。『価値表
現の秘密』はまさに『すべての労働が人間的労働一般であるから、…すべての労働の同等

性と同等な妥当性』（KⅠ七四頁）にあり、労働関連、社会的労働にあるのである。」（同書、
p.182）としている。 
松石は、価値体は価値対象性であるとし、かつ価値体と価値物を同一視しているため、

価値物と価値体、通約性と対象性、価値関係と価値表現などの対称性（symmetry）を一切
認めないことになる。この様な対称的な用語の使用は、仮に労働一元論に立ったとしても

価値形成実体の表現様式である価値形態を展開するために意味があると思う。松石が価値

体＝価値物と看做したことは、マルクスが商品価値の根拠（basis）として、価値形成実体
＝抽象的人間労働を規定し、特定化していることに依拠しているからであると思うが、し

かし、価値物＝通約性と措定することと価値物＝人間労働の対象化または物質化と規定す

ることの両者の間には裂け目（split）がある。 
正木八郎は「マルクス価値形態論の論理構造について」（正木〔151〕）で、「…マルクス

が最初に提示する『同等性関係』には，実体的基礎を開示された同等性関係と，リンネル

自身が措定する同等性関係という二つの意味が含まれている。」（同誌、p.41）とし、「私な
りに表現すれば，価値表現のなかではむしろ，もっとも表層に属する形態的関係（価値関

係）がまず与えられ，そこから，マルクスの立場からは必然的に実体的関係が（抽象化と

いう方向性をもって）与えられるといえよう。」（同誌、p.43）としている。 
小幡道昭は『価値論批判』（小幡〔53〕）のはしがきで、「…『価値の実体は抽象的人間労

働である』という命題と『商品にはある大きさの価値が内在する』という命題の微妙なズ

レがあるのがはっきりみえてきた。」（同書、p.7）とし、第 1 章種の属性としての価値で、
「しかし『抽象的人間労働』という価値の実体規定を撤収しながら、しかもなお『商品に

内的な、内在的な』価値という規定を確保するということは、実際に可能なのであろうか、

それはいったいどのような価値概念に結実するのか。結論からいえば、それは商品が〈固

体〉として有する価格に対して、同種の商品は同じ価値をもつという、〈種〉の属性として

の価値だと私は考えている。」（同書、p.42）としている。 
小幡は内在的価値＝固有価値（intrinsic value）については、「しかし、商品価値の内在
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性には内なるものの外への表出という一般的な関係にとどまらない、独自の社会性が付帯

している。」（同書、p.43）とし、「…他者性、同種性、干渉性が重合することで、文字通り、
価値は商品そのものの内的な属性のように現れる。」（同書、p.46）とし、更に、「相並ぶ同
種の商品のなかである個体が売れるかどうか、これには偶然的な要因が作用するが、しか

し今日売れなくてもその個体には種としての価値が内在すると考えるから、すぐには価格

を引き下げないのであり、それゆえ売れるまでには不確定な期間の経過を伴う。」（同書、

p.47）とし、価格の粘着性（stickiness）と流通期間の不確定性について触れた上で、追加
的な流通費用の発生に言及している注 3）。 
 
注1)	 交換関係の発展を考慮した価値形態の展開については、大谷禎之介「価値形態」（大谷

〔44〕）を参照。 
注2)	 マルクスは『ゴータ綱領批判』（マルクス〔160〕）のドイツ労働者党綱領評注で、綱

領冒頭の「労働はすべての富とすべての文化の源泉である。」に対して、「労働はすべ

ての富の源泉ではない
．．．．．．

。自然
．．
もまた労働と同じ程度に、諸使用価値の源泉である（じ

っさい、物象的な富はかかる諸使用価値からなりたっているではないか！）そしてそ

の労働はそれじたい、ひとつの自然力すなわち人間的な労働力の発現にすぎない。」（同

書、p.25）とし、「人間があらゆる労働手段と労働対象との第一の源泉である自然にた
いし、はじめから所有者として関係をむすび、それら労働手段と労働対象とを自分に

属するものとしてとりあつかうばあいにのみ、労働は諸使用価値の源泉となり、かく

してまた富の源泉ともなるのである。」（同書、p.26）としている。 
注3)	 家電や PC 等のオンラインデータを用いた価格の粘着性の実証分析については、水野

貴之・渡辺努・齊藤有希子「価格の実質硬直性―計測手法と応用例―」（水野・渡辺・

齊藤〔176〕）を参照。水野・渡辺・齊藤は、価格の粘着性は価格改定イベントの発生
確率と過去依存性の度合いの二つのパラメーターによって決まるとし、最安値の改定

イベントの数と幅の自己相関を計測し、「店舗間の模倣行動の結果，1回あたりの価格
改定幅が小さくなり，そのため価格調整の完了に要する時間が長くなっていると考え

られる。」（同誌、p.78）としている。価格の粘着性は、価値どおりの販売を齎す速や
かな価格調整を妨げることになる。 

 
（４）	 価値関係と価値表現 
マルクスの価値形態論における価値表現の回り道（Umweg）の意味は、相対的価値形態

にあるリンネルの価値は、等価形態にある上着＝商品体すなわち価値鏡（Wertspiegel）と
しての価値体により表現される他にないのであるが、①上着が価値物としてリンネルに等

値されることによって、②上着の縫製労働をリンネルの織布労働に等値し、③両方の個別

労働の中の人間労働と言う共通な性格、すなわち人間的労働一般＝抽象的人間労働に還元

すると言うことである。 
マルクスは価値表現の回り道において、価値物としての通約性と価値体としての価値対

象性の根拠に、第一次接近として人間労働を暫定的に措定（setzen）するに止まらず、あら
かじめ個別的労働における共通の性格を持つ人間的労働一般を抽出し、抽象的人間労働を

価値の形成実体として特定化（specify）している訳であるが、それは何故であろうか。 
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マルクスは『資本論』冒頭の商品論で、「…交換価値は、なにか偶然的なもの、純粋に相

対的なもののように見え、したがって、商品に内的な、内在的な、交換価値（“固有価値”）

というものは、一つの“形容矛盾”に見える。事態を、もっと詳しく考察してみよう。｣（マ

ルクス〔164〕、p.62）とし、商品体の使用価値を捨象してもなお残る労働生産物と言う属
性を導いていた。 
ルービンは『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の第 12 章価値の内容と形態で、

「この引用文からもわかるように、マルクスはここではある種の論敵を念頭においている

のである。…その論敵とはベイリーである。」（同書、p.99）とし、商品の相対的な交換価値
とは区別される価値の概念を否定する「ベイリーのこの所説を反駁するために、マルクス

は『資本論』において、交換価値は何らかの同一性つまり価値に還元されなければ理解し

えない、という命題を展開することが必要だと考えた。」（同書、p.99）としている。 
このルービンの指摘は、①唯物史観に基づく前提条件であるとすることや、②古典派の

労働価値説の残滓であるとする様な大局的な解釈と比べると、③ベイリーとリカードへの両

面批判であるとする現実的な動機を説明するものとなっている注 1)。 
ルービンは「マルクスとベイリ」（ルービン〔207〕）で、ベイリーの絶対的価値概念の否

認について、「第 1に，与えられた一商品の価値は変動したが，それと交換される諸商品の
価値は不変のままであった，と言うことはできない．第 2 に，価値の総額を得るために違
った商品の価値を加算するという経済学者たちの用いている方法は，否認されなければな

らない．第 3 に，与えられた一商品の価値を違った時期に比較することはできない．ベイ
リの論難から労働価値説を擁護するためには，価値と交換価値とを明確に区別することが

必要であった．」（同誌、p.57）とし、「…ベイリの批判を最終的に克服することは，ただ，
リカードウ学説における欠陥を補うことによってのみ可能であった．こうして，マルクス

のまえに，二重の課題が現われた．彼は，第 1 に，価値表現の多様性
．．．

の背後に，それらの

基礎に横たわっている等一性
．．．

，すなわち価値（と結局は労働）を暴露しなければならなか

ったし，また，第 2 には，どのようにして同じ価値
．．
がきわめてさまざまに違っている価値

．．

形態
．．
で表わされうるのか，を示さなければならなかった．」（同誌、p.65）とし、いわば価値

関係（Wertverhältnis）と価値表現（Wertausdruck）の二重の課題が現れたとしている。 
ベイリーは『リカアド価値論の批判』（ベイリー〔146〕）で、「価値は単独に、また他物

との関連なしに、考察された一物の属性なりとすることはできないのである。一対象物の

価値がその購買力であれば、購買されるべきあるものがなければならない。従って価値は

絶対的または内在的なものを指すのではなくて、二つの対象物が交換されうる商品として

相互に対立する関係を指すにすぎないのである。」（同書、p.29）とし、「…価値は距離に類
似しているのである。吾々は、それとの間に距離の関係が存在しているところの、ある他

の対象物を念頭に置くことなしにはある対象物の距離について語ることはできないように、

それと比較される他商品との関連において以外には一商品の価値について語ることはでき

ないのである。」（同書、p.29～30）としている。 
マルクスはベイリーによる価値と距離の比喩に対して、『資本論草稿集⑦』（マルクス

〔162〕）で、「もし二つの物のあいだの関係として距離を論じる場合には、われわれは、両
方の物が相互に離れていることを可能にしているそれらの物自身の、ある『内在的なもの』、
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ある『属性』を想定しているのである。」（同書、p.210）とし、「…われわれがその二つの
物を同等化するのは、ともに空間のあり方としてである。そして、同等化したのちにはじ

めて、空間の観点のもとで
、、、、、、、、、

〔sub specie spatii〕、われわれは、二つの物を、空間の違った
二つの点として区別するのである。空間に属しているということが、それらの物に共通な

単位なのである。」（同書、p.211）としている。この空間の比喩を一見すると、マルクスは
ベイリーの空間的な相対主義（relativism）とは異なり、社会的労働の共通な単位をデカル
トやニュートンの絶対空間と同様に捉えていたのではないかと言える様に思える。 
廣松渉は『廣松渉コレクション第 4巻 物象化論と経済学批判』（廣松〔139〕）の第 1部の

Ⅲ貨幣論のためのプレリュードで、「ベイリーの比喩に応接する場面でニュートン流の絶対

主義・実体主義に依拠しているという事実に幻惑されて、マルクスの価値実体論・価値形

態論、ひいては、価値尺度論が総じて、そのような発想の構図に納まっているとみるのは

早計と言わざるを得ません。」（同書、p.108）とし、「…現相的に与えられた事象の可能性
の制約を問求することにおいて、関係態の項を定礎すること、但し、悟性的な手続きにお

けるこの“項”の“実体化”は、メタ・レベルにおいては再び関係規定として対自化され

ること、―そして、マルクスが相対的価値関係の可能性の制約として絶対的・内在的な価

値尺度とその“実体”を措定する論理構制もその範に漏れないということである。」（同書、

p.114）としている。 
廣松は更に、同書の第 2部のⅡ宇野経済学の方法論をめぐる諸問題で、「…私の場合、“関

係の第一次性”という存在観から出発して、いわゆる“実体”は、そしてまた“属性”も、

関係規定の物象化であることをその被媒介性に即して究明したいわけです。物象化という

のはこの拡張された意味では、物性化の次元をも含めて一言でいえば、関係規定の内自有

（イン・ジッヒ・ザイン）化だと申せます。」（同書、p.271）としている。 
マルクスの空間の同等性が二つの点の区分に先立ち、同一次元の空間に属していること

が二つの物の共通の単位になるとする考え方は、デカルトやニュートンの絶対空間の影響

とするよりも、むしろスピノザの直接的な影響があると考える方が分かり易いと思う。 
ヨベルは『スピノザ 異端の系譜』（ヨベル〔203〕）の第 2 部内在性の冒険の第 4 章スピ

ノザとマルクス―自然内存在としての人間と救済の科学で、「ちょうどヘーゲルにとってそ

うだったように、スピノザの思想はマルクスの思想に深く根付くと共に生き生きと現前し

てもいた。それはマルクスにおけるヘーゲルに匹敵しているほどである。」（同書、p.389～
390）としている。 
マルクスは『資本論』第 1 巻の第 3 篇絶対的剰余価値の生産の第 9 章剰余価値の率と総

量で、価値体系において労働力の価値＝可変資本 v と剰余価値率 m’が与えられれば価値お
よび剰余価値 m の総量が決まるが、剰余価値の分配は、相対的に多くの不変資本 c を充用
する紡績業者が相対的に少ない c を動かす製パン業者よりも小さい利得あるいは剰余価値
mを取得する訳ではないと言う見かけ上の問題について、「リカードウ学派がこのつまづき
の石でどのように失敗するにいたったかは、のちに見るであろう。『真に、なにものも学ん

でいない』俗流経済学は、いつもと同じようにここでもまた、現象を支配し説明する法則

をかえりみないでその外観に固執する。それはスピノーザとは反対に、『無知は十分な根拠

になる』と信じているのである。」（マルクス〔165〕、p.534～535）とし、『エチカ』第 1
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部の付録に因んでスピノザに言及している。 
スピノザは『エチカ―倫理学―（上）』（スピノザ〔95〕）の第 1部神についての公理 5で、

「たがいに共通点を持たないものはまたたがいに他から認識されることができない。すな

わち一方の概念は他方の概念を含まない。」（同書、p.39）とし、定理 2で、「異なった属性
を有する二つの実体は相互に共通点を有しない。」（同書、p.39）としている。言い換えれば、
異なった属性（attributum）を有する異なった実体（substantia）が共通点を有するため
には、実体は一つでなくてはならない注 2)。 

スピノザは定義 6で、「神
、
とは、絶対に無限なる実有、言いかえればおのおのが永遠・無

限の本質を表現する無限に多くの属性から成っている実体、と解する。」（同書、p.38）とし
ているが、マルクスの様に実体＝人間労働であると定義し直すならば、定理 12により「あ
る実体をその属性のゆえに分割可能であるとするような考え方は、実体のいかなる属性に

ついてもあてはまらない。」（同書、p.51）ことになる。この様な個別的労働を超越した分割
不能（indecomposable）な類的存在（Gattungswesen=species-being）としての総体的人
間労働が存在するとすれば、その根拠は一体何であろうか。 
スピノザは定理 7で、「実体の本性には存在することが属する。」（同書、p.42）とし、定

理 6 の系である、実体は他の物から産出されることができない（同書、p.41）と言う意味

で実体は自己原因であるが故に、定義 1 の「自己原因
、、、、

とは、その本質が存在を含むもの、

あるいはその本性が存在するとしか考えられないもの、と解する。」（同書、p.37）により、
実体である人間労働の実在性（reality）には、元々論証不要の自明性があることになる。
言い換えれば、人間労働の本来的力能（potentia）である自発性（spontaneity）は自己原
因そのものであること、類的存在として人間が存続して生き残るために協働する、自己の

存在に固執しようと努める努力（conatus）には本来的に自明性があることになる注 3）。 
スピノザは定理 8で「すべての実体は必然的に無限である。」（同書、p.42）とし、備考 2

で「事物について混乱した判断をくだし・事物をその第一原因から認識する習慣のないす

べての人々にとって、定理 7 の証明を理解することは疑いもなく困難であろう。なぜなら
彼らは実体の様態的変状と実体自身を区別せず、また事物がいかにして生ずるかを知らな

いからである。」（同書、p.43）としている。この様態的変状（modificatio）は、定義 5 の

「様態
、、
とは、実体の変状、すなわち他のもののうちに在りかつ他のものによって考えられ

るもの、と解する。」（同書、p.37～38）、言い換えれば関係性を意味しているとすれば、様
態（modus）とは、価値の実体である人間労働の変状（affectio）である商品形態に現れる
価値の形態規定であると解することができる。又、分業（division of labor）と言う様態は、
分割不能な総体的人間労働の分有（share of labor）であると解することができる。 
スピノザは定理 17 で、「神は単に自己の本性の諸法則のみによって働き、何ものにも強

制されて働くことがない。」（同書、p.60）とし、備考で、「…神の最高能力あるいは神の無
限の本性から無限に多くのものが無限に多くの仕方で、すなわちあらゆるものが、必然的

に流出したこと、あるいは常に同一の必然性をもって生起すること、そしてこれは三角形

の本性からその三つの角の和が二直角に等しいことが永遠から永遠にわたって生起するの

と同じ次第であること、そうしたことを十分明瞭に示したと信ずる。」（同書、p.62）として
いる。実体の様態的変状とは、無限に多くのものが無限に多くの仕方で相互に関係性があ
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ること、すなわち自己原因が無いことであると解すれば、定義 3 の「実体
、、
とは、それ自身

のうちに在りかつそれ自身によって考えられるもの、言いかえればその概念を形成するの

に他のものの概念を必要としないもの、と解する。」（同書、p.37）からすれば、神から生起
した無限に多くのものは実体であるとは言えないため、定理 24により「神から産出された
物の本質は存在を含まない」（同書、p.69）ことになり、いわば影法師＝実体の影（shadow）
の様なものになる。マルクスは、スピノザの定理 17の神の働きを、人間労働に読み替えた
のであると思う注 4）。 
廣松は人間労働を社会的関係態として捉え、価値実体である人間労働を説くことは関係

態の項の実体化＝物象化的錯認であるとしている様に思えるが、これはマルクスの労働価

値説とは異なる理解をしているのであると思う。 

マルクスは『資本論草稿集⑦』（マルクス〔162〕）で、ベイリーが「…価値概念
、、、、

―それゆ

えに価値―は、ただ、諸商品が相互に交換される単なる量的関係からつくり出され、この

関係から独立したなにかあるもの（貨幣―引用者）に転化されるものにすぎない」（同書、

p.212）と考えていたとし、「B〔ベイリ〕の場合には、生産物の価値としての規定こそが、

貨幣形態にまで駆り立てて貨幣
、、
で表現されるというのではなく、貨幣の定在こそが価値概

念の仮構にまで駆り立てるのである。」（同書、p.212）としている。 
マルクスはベイリーと異なり、個別商品は総体としての社会的労働の一指標（index）と

して生産され、個別商品に対象化された労働の社会的労働としての形態的発展が貨幣生成

の条件であるとしており、貨幣に含まれている労働が相対的価値形態にある個別商品の対

象化された労働を、一般的な社会的労働に転化させると捉えていたのであると思う。 
マルクスは、『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 1章商品の第 4節商品の物神的性

格とその秘密で、「こうして、価値の大きさの規定に導いたのは商品価格の分析にほかなら

なかったし、諸商品の価値性格の確定に導いたのは、諸商品の共通な貨幣表現にほかなら

なかった。ところが、商品世界のまさにこの完成形態―貨幣形態―こそは、私的諸労働の

社会的性格、それゆえまた私的労働者たちの社会的諸関係を、あらわに示さず、かえって、

物的におおい隠すのである。」（マルクス〔164〕、p.129）としている。 
ミーゼスは『貨幣及び流通手段の理論』（ミーゼス〔177〕）の第 2部貨幣価値についての

第 2章貨幣の客観的交換価値（購買力）の決定要因で、「…貨幣の客観的交換価値には，歴
史的に伝承された構成分子が含まれているという重要な認識が結論される。過去の貨幣価

値は現在に持ちこられ現在によって変形される，現在の貨幣価値は未来に移り行き未来は

それを再び変形する。その点に貨幣の交換価値形成と他の経済財のそれとの著しい差異が

ある。」（同書、p.94）としている。ミーゼスは主観価値説であるが、労働価値説においても
再生産における価値の同期化を認めない議論があり、貨幣の現在価値をどの様に捉えるか

は看過することのできない重要な問題である注 5)。 
久留間鮫造は『貨幣論―貨幣の成立とその第一の機能（価値の尺度）―』（久留間〔69〕）

の後篇マルクスの価値尺度論―宇野教授の「マルクスの価値尺度論」への反批判を通して

―で、「販売においては、商品の使用価値が譲渡されて、そのかわりに金が与えられる。こ

れはどういうことかというと、使用価値は特殊的具体的な属性における労働の所産なので

すから、使用価値が譲渡されるということは、ひっきょう、労働のこの特殊的具体的な属
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性が脱ぎすてられることを意味するのであって、それによって労働は抽象的一般的な労働

に還元される。そしてこの、抽象的一般的労働という形態において、はじめて社会的労働

になる。これが、商品が販売によって金になるということの根本の意味なのです。」（同書、

p.180）としている。 
但し、販売によって商品が貨幣商品金になることにより私的労働が社会的労働に転化す

ると言えるためには、商品と貨幣の時と所を選んだ反復交換に基いて一物一価の法則が成

り立ち、商品流通において社会的必要労働の量的規定＝労働時間に従った価値の推移性が

保持されていることが不可欠な前提条件となる注 6)。 
マルクスは『資本論草稿集⑦』（マルクス〔162〕）で、ベイリーこそ呪物崇拝にはまりこ

んでいるとしている（同書、p.191）が、ベイリーが商品の属性である価値を購買力として
いることは、むしろマルクスによる商品の形態規定である価値形態論で明らかにされる商

品物神、延いては貨幣物神の解明に繋がっていると思う。 
玉野井芳郎は「価値論におけるリカアドオとベーリー」（玉野井〔113〕）で、「ベーリー

がスミスやリカアドオにたいする抗辯を通じて示唆しえたことは、商品の価値は労働をそ

の実体とするにしても、その価値は直接には表現せられないで、必然的にそれに特有な価

値形態をとるものであるということ、したがってまた商品価値の計量は貨幣商品の一定量

として、すなわち価格としてあらかじめ表せられた価値の実現のうちに、貨幣の機能とし

てはたされるものであるということであった。彼の学説は、まさにこうした功績をになう

かぎりにおいて、労働価値説の発展の歴史のうえに、積極的ではないにしても容易に看過

することを許さぬ一道標をうち立てることとなったのである。」（同誌、p.28）としている。 
竹永進は玉野井とは対蹠的に、「S．ベイリーの価値論と 60 年代初頭のマルクス」（竹永

〔107〕）で、「『商品』の交換やその価値を抽象的な個人の心理の主観的プロセスにそくし
てだけ考えるベイリーと，社会的再生産の総体的関連が媒介される一形態としての生産物

の商品形態およびこの過程を規制する原理としての価値を考えるマルクスとの間には，接

点は存在しない．」（同誌、p.88）とし、「ベイリーはマルクスの価値論に対していわば〈触
媒〉として作用したのであって，何かマルクスの価値論の中に要素としてとりこまれたよ

うな〈原料〉を提供したわけではない．」（同誌、p.88）とし、ベイリーの影響を限定的に捉
えているが、ベイリーの相対主義はルービンの言う様に価値関係と価値表現の二重の課題

をマルクスに齎したという意味で、「容易に看過することを許さぬ」ものがあるとすること

は許されると思う。 
 
注1）	①については、櫛田民蔵『価値および貨幣』（櫛田〔66〕）を参照。②については、中

野正『価値形態論』（中野〔119〕）を参照。③については、廣松渉『資本論の哲学』（廣
松〔138〕）を参照。④として、スピノザの影響が考えられるが、的場昭弘『マルクス
を再読する―〈帝国〉とどう闘うか』（的場〔157〕）を参照。 

注2）	スピノザの分かり易い解説については、上野修『スピノザの世界―神あるいは自然』
（上野〔20〕）を参照。スピノザが、無数の異なった属性を有する無数の実体から、
全く共通点がないが故に実体＝唯一の神であることを如何に導いたかについては、上

野修『デカルト、ホッブズ、スピノザ 哲学する十七世紀』（上野〔21〕）の無数に異
なる同じものを参照。 
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注3）	スピノザは『エチカ―倫理学―（上）』（スピノザ〔95〕）の第 3 部感情の起源および
本性についての定理 4 で、「いかなる物も、外部の原因によってでなくては滅ぼされ
ることができない。証明 この定理はそれ自体で明白である。」（同書、p.176）とし、
定理 6 では、「おのおのの物は自己の及ぶかぎり自己の有に固執するように努める。」
（同書、p.177）とし、定理 9では、「精神は明瞭判然たる観念を有する限りにおいて
も、混乱した観念を有する限りにおいても、ある無限定な持続の間、自己の有に固執

しようと努め、かつこの自己の努力を意識している。」（同書、p.178～179）とし、備
考で、「この努力が精神だけに関係する時には意志

、、
と呼ばれ、それが同時に精神と身体

とに関係する時には衝動
、、
と呼ばれる。」（同書、p.179）としている。スピノザのコナ

トゥスのデカルト、ホッブズとの関係については、カーリー『スピノザ「エチカ」を

読む』（カーリー〔59〕）の第 3章人間の幸福を参照。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
注4）	ハイムゼートは『カント哲学の形成と形而上学的基礎』（ハイムゼート〔125〕）のⅠ

近代的形而上学における空間をめぐる闘争で、「…スピノーザは、思惟と延長をともに

神の属性として並置することで、デカルトの二元論を解消しようとした。しかしなが

ら、実はこのためにかえって、空間が精神の原理に対して勝利をおさめる結果になっ

たのである。なるほど唯物論は遠ざけられてはいるが、精神的なものの存在様式は改

竄されてしまった。なぜなら、心的精神的な《世界》は本質上、独特な差異性と独特

な結合をもった人格的で不可分な諸実体へ分節しているのに、思惟が一なる空間とい

う連続体と平行させられたために、このような分節構造が除去されてしまうからであ

る。」（同書、p.39）とし、「…心的精神的な実在者の総体としての理性的存在者たちの
神秘的体系（corpus mysticum）は、空間原理の束縛をことごとく超えた、独自で本
来的な《世界》にまで、カントによって高められたのである。われわれが実践理性を

通してその精髄に触れることができ、また確信してもいる物自体の国に比べれば、あ

らゆる空間性は、感性的に制限された人間の主観性に相対的な外的現象的な現実性を

意味するにすぎないのである。こうして、新たな自然思想を旗印にして展開された偉

大な哲学的時代の最後に、キリスト教的な有神論と人格主義が、自然主義的な思想に

含まれる空間原理の圧倒的な優先傾向を抑えて、勝利をおさめたのである。」（同書、

p.76）としている。マルクスが求めたのは人格神ではなく、自由の王国を求めた人間
の解放であったと思う。 

注5）	河野良太は「ミーゼスの歴史的遡及原理」（河野〔64〕）で、ミーゼスの遡及原理は貨
幣の効用を貨幣で購入される財（貨幣の購買力）の効用で説明する循環論を避けるた

めであったとしている。河野良太「ミーゼスの貨幣価値論」（河野〔65〕）も併せて参
照。西部忠は『貨幣という謎 金と日銀券とビットコイン』（西部〔120〕）の第 2章「観
念の自己実現」としての貨幣で、日銀券の受容は「慣習の自己実現」と「予想の自己

実現」の合成的効果であるとしている（同書、p.113～123）。 
注6）	交換比率の推移性については、塩沢由典『数理経済学の基礎』（塩沢〔86〕）の序経済

学の基礎概念の p.5～6を参照。 
 
（５）	 価値の三階層構造 
マルクスによれば、価値の実体が形態として現象するとしても、商品に対象化された私
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的労働が交換に供され、そのままの形で等労働量交換として通用する訳ではない。交換に

おいて商品を互いに価値として等値することによって、初めて様々に異なる私的労働を人

間的労働一般として等値することができることになる。従って、常に変動（fluctuate）す
る私的労働が社会的必要労働に還元され、あたかも自然法則のように等労働量交換に収束

するためには、労働力の移動が自由な、完全に発達した商品生産が前提となる。 
マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 1章商品の第 4節商品の物神的性

格とその秘密で、「商品世界の物神的性格は、…商品を生産する労働に固有な社会的性格か

ら生じる。」（マルクス〔164〕、p.124）とし、「…人間が彼らの労働生産物を価値として互
いに関連させるのは、これらの物が彼らにとって一様な人間的労働の単なる物的外皮とし

て通用するからではない。逆である。彼らは、彼らの種類を異にする生産物を交換におい

て価値として互いに等値し合うことによって、彼らのさまざまに異なる労働を人間労働と

して互いに等値するのである。」（同書、p.126）としている。 
マルクスはこの価値の大きさ（magnitude）は絶えず変動するとし、「互いに独立に営ま

れながら、しかも社会的分業の自然発生的な諸分岐として互いに全面的に依存し合ってい

る私的諸労働が社会的に均斉のとれた基準に絶えず還元されるのは、私的諸労働の生産物

の偶然的でつねに動揺している交換比率を通して、それらの生産のために社会的に必要な

労働時間が―たとえば、だれかの頭の上に家が崩れ落ちるときの重力の法則のように―規

制的な自然法則として強力的に自己を貫徹するからである、という科学的洞察が経験その

ものから生じるためには、そのまえに完全に発展した商品生産が必要である。」（同書、

p.128）としている。 
マルクスは等価交換について、『資本論』第 1巻の第 2篇貨幣の資本への転化の第 4章貨

幣の資本への転化で、「なるほど商品は、その価値から背離した価格で売られることもあり

うるが、しかしこの背離は、商品交換の法則の侵害として現れる。商品交換は、その純粋

な姿態においては、等価物どうしの交換であり、したがって価値を増やす手段ではない。」

（マルクス〔165〕、p.270）とし、「貨幣の資本への転化は、商品交換に内在する諸法則に
もとづいて展開されるべきであり、したがって等価物どうしの交換が出発点をなす。」（同

書、p.284）としており、商品交換の法則である価値法則は、商品に対象化された価値実体
の分量である社会的必要労働時間によって基準化される等労働量交換の法則であると言う

理解が生じることになる。 
又、マルクスは「一般的価値法則に従って、たとえば一〇ポンドの糸は一〇ポンドの綿

花および 1／4錘の紡錘との等価物である。…価値は、それが糸、紡錘、綿花のいずれにお
いて現われているかについては、無関心である。」（同書、p.319～320）とし、原料や労働
手段の価値が生産物へ移転する理由について、綿花や紡錘を自分で生産するか交換で引き

換えるか（生産と交換の機会コスト）は等価であるとしており、等労働量交換を生きた労

働だけでなく死んだ労働にまで拡張して適用していることになる。 
ところが、マルクスは『資本論』第 3 巻の第 2 篇利潤の平均利潤への転化の第 8 章異な

る生産諸部門における資本の構成の相違とその結果生じる利潤率の相違で、商品の価値ど

おりの販売を前提にすると「…異なる産業諸部門においては、諸資本の有機的構成の相違

に対応して、また前述の限界内では諸資本の回転時間の相違にも対応して、不等な利潤率

が支配する…」（マルクス〔169〕、p.265～266）とし、「…異なる産業諸部門にとっての平
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均利潤率の相違は、現実には実存せず、また、資本主義的生産の全体制を廃棄することな

しには実存しえないであろうということは、少しも疑う余地がない。したがって、価値理

論はここでは現実の運動と一致しえず、生産の実際の諸現象と一致しえないかのように見

え、それゆえ、一般にこれらの諸現象を把握することは断念しなければならないかのよう

に見える。」（同書、p.266）とし、更に、第 9章一般的利潤率（平均利潤率）の形成と商品
価値の生産価格への転化では、個別資本の有機的構成の様々な相違によって商品交換は商

品の個別的価値から恒常的に偏倚した生産価格を基準とするとしているために、『資本論』

第 1巻と第 3巻の間には明らかな論理的矛盾があるかの様な印象を与えている。 
価値法則の等労働量交換から生産価格基準の交換への転換のロジックが矛盾していない

ことを弁証するためには、①価値の形態規定から導かれる生産価格と価値の実体規定であ

る人間労働の各々の定義と連関（linkage）は何か、②価値の内容（content）である抽象的
人間労働は社会的必要労働と言い換えられているが、価値の大きさ（magnitude）＝価値の
量的規定性をどの様に捉えるかと言った二つの問題を解明する必要がある。 
マルクスは、『初版 資本論』（マルクス〔163〕）の第 1部の第 1章商品と貨幣の形態Ⅳで、

「…商品の分析が明らかにしたものは、商品形態
、、、、

一般としてのこれらの諸形態であり、し

たがって、これらの諸形態は、もし商品 A が一方の
、、、

形態規定にあれば、商品 B、C 等々は

商品 A に対立して他方の
、、、

形態規定をとるというように、ただ対立的に
、、、、

のみ、どの商品にも

属している。しかし、決定的に重要なことは、価値形態
、、
と価値実体

、、
と価値量

、
との内的で必

然的な関係を発見する、すなわち、観念的に
、、、、

表現すれば価値形態
、、
が価値概念

、、
から発生して

いることを論証する、ということであった。」（同書、p.57～58）としている。 
マルクスは更に、『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 1章商品の第 4節商品の物神

的性格とその秘密で、「では、労働生産物が商品形態をとるやいなや生じる労働生産物の謎

的性格は、どこから来るのか？明らかに、この形態そのものである。人間的労働の同等性

は、労働生産物の同等な価値対象性という物的形態を受け取り、その継続時間による人間

的労働力の支出の測定は、労働生産物の価値の大きさという形態を受け取り、最後に、生

産者たちの労働のあの社会的諸規定がそのなかで発現する彼らの諸関係は、労働生産物の

社会的関係という形態を受け取るのである。」（マルクス〔164〕、p.123）とし、「ところで、
確かに経済学は、不完全にではあるけれども、価値と価値の大きさとを分析して、この形

態のうちに隠されている内容を発見した。しかし、経済学は、では、なぜこの内容があの

形態をとるのか、したがって、なぜ労働が価値に、またその継続時間による労働の測定が

労働生産物の価値の大きさに表わされるのか？という問題を提起したことさえもなかっ

た。」（同書、p.135～136）としている。 
廣松渉は『資本論の哲学』（廣松〔138〕）の第 1章の第 4節「価値形態論」の直接的諸課

題と射程の 3先行理論との対質と形態論の意義で、「…価値実体論、価値量論、価値形態論
を遺漏なく掲げることが問題なのではない。すなわち、古典派経済学とその批判者たちの

それぞれに欠落しているものを補い、長短合わせることが問題なのではない。眼目をなす

のは、価値実体、価値量、価値形態、これらのあいだの内的連関を発見すること、『価値概

念から価値形態を導出し』、しかも後者をその完成形態たる貨幣形態にまで展開してみせ、

そのゲネシスと存立構造を究明してみせることである。」（同書、p.80）としている。 
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廣松は更に、降旗節雄『「昭和」マルクス理論・軌跡と弁証』（降旗〔141〕）の第 6 章廣
松渉の〈資本論の哲学〉のⅠ『資本論の哲学』をめぐってにおいて降旗と対談する中で、「マ

ルクスは物神性論のところで、三つの事態を挙げておりますでしょう。第一には、人間的

諸労働の同等性が諸労働生産物の同等な価値対象性という物象的な形態をとること、第二

には、人間的労働力の支出の時間による度量が労働生産物の価値量という即物的な形態を

とること、第三には、生産者たちの諸関係が労働生産物どうしの社会的関係という形態を

とること、これら三つのモメンテは『価値実体』『価値量』『価値形態』に対応すると思う

のですが、ともあれマルクスとしては、こういう事態をもって商品物神の基本的現象とみ

なしている。」（同書、p.125）とし、「そこでは（物神性論―引用者）、実体論的規定および
形態論的規定それぞれの象面で暫定的に定立されていたところの命題、それはさしあたり

フェティッシュな現相に定位して規定されているわけですが、それの規定し返しがおこな

われている。」（同書、p.125）としている。 

『初版 資本論』は「価値形態
、、
と価値実体

、、
と価値量

、
との内的で必然的な関係」すなわち価

値形態→価値実体→価値量の順番であるのに対して、『資本論』の商品物神論では、価値実

体→価値量→価値形態と価値実体→価値形態→価値量の 2 系列となっている。廣松は「価
値実体論、価値量論、価値形態論」としているが、この価値の実体論→量論→形態論の序

列は、遊部久蔵による抽象的労働の定義の順序と同じである。 
遊部久蔵は『価値論争史』（遊部〔4〕）の第 2篇商品価値の諸規定の第 3章抽象的労働に

ついてで、「なるほど商品体から使用価値を捨象すると、これは同時に労働生産物からその

具体的・有用的労働の生産物という性質を捨象することになり、あとにのこるものは抽象

的労働の凝結でしかないということになる。これが即ち価値であると云われる。」（同書、

p.127～128）とする安易な理解者に対する反問として、「商品価値の実体が抽象的労働であ
るとしても、それでは逆に抽象的労働が価値の実体であるということ、換言すれば抽象的

労働が価値という形態規定を蒙るということ、これを如何に理解するかである。」（同書、

p.128）と言う問題の重要性を指摘した者はマルクスに他ならないとする。 

遊部はこの抽象的労働について、①最も原始的な
、、、、

商品体から使用価値＝具体的・有用的

労働を捨象して後に残るものとしての抽象的労働である範疇規定
、、、、

（同書、p.130）、②「…
生産過程に機械体系が採用されて人間の労働が平等化（アンドレー・ユーア）、均等化ある

いは水準化（マルクス）され、かくして、諸労働の専門的性質が解消することを指す。」（同

書、p.135）対象的実存規定
、、、、、、、

、及び資本制社会にのみ特有な労働の一定種類に対する無関心

な感性的実存規定
、、、、、、、

（同書、p.138）、③「…諸商品の直接的生産過程に成立せる抽象的労働
が価値という形態をとりうるのは、諸商品がそれらの生産に投ぜられた労働の抽象的労働

という一面を基軸にして流通過程において交換されうるからであり、ここに価値の実現が

みられることによって、である。」（同書、p.146）とする実現規定
、、、、

の三つに分けている。 
遊部は①の範疇規定について、「…歴史的社会的観念というよりもむしろ自然的観念であ

る。即ち労働とかぎらずあらゆる物は具体的な一面とともに抽象的な一面において考える

ことができるからである。商品の形態をとらない労働生産物の生産に支出された労働とい

えどもたしかにこのような意味では換言すれば生理学的等質労働の資格においては抽象的
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労働としての一面をもっている…」（同書、p.131）としているが、本稿では如何なる社会
にも共通した自然的概念として、Ⓐ実物体系（physical system）と呼ぶことにしよう。 
遊部は②の対象的・感性的実存規定について、「要するに奴隷社会においても封建社会に

おいても本来の意味での、真の―というのは商品価値規定の内容としてふさわしいという

意味である。―抽象的労働の実存規定は二つながら、対象的にも感性的にも存在しないの

である。」（同書、p.138）とし、「…抽象的労働の範疇規定も実存規定も二つながら社会主
義社会においては存することになる。」（同書、p.139）としているが、本稿では特殊歴史的
概念として、Ⓑ価値体系（value system）と呼ぶことにしよう。 
遊部は③の実現規定について、「それはすぐれて社会的＝歴史的規定である。それは分業

と私有財産に基く商品＝資本制経済に独自の規定である。しかもそれは商品経済の主要な、

規定的な、端初的矛盾の表現たるものである。」（同書、p.147）としているが、本稿では、
流通過程で交換され、実現される価値を抽象的労働の鏡像（Spiegelbild=reflection）ない
し写像（mapping）である形態規定として捉え、Ⓒ価格体系（price system）と呼ぶことに
しよう。 
Ⓐ実物体系は価値実体論、Ⓑ価値体系は価値量論、Ⓒ価格体系は価値形態論に各々対応

しており、以下の行論においては価値の三階層構造（three-layer structure）と呼ぶことに
しよう注 1)。 
マルクスはⒶ実物体系に関して、『資本論』第 1 巻の第 1 篇商品と貨幣の第 1 章商品で、

「裁縫労働と織布労働とは、質的に異なる生産的活動であるにもかかわらず、ともに、人

間の脳髄、筋肉、神経、手などの生産的支出であり、こうした意味で、ともに、人間的労

働である。それらは、人間的労働力を支出する二つの異なった形態にすぎない。確かに、

人間的労働力そのものは、それがあれこれの形態で支出されるためには、多少とも発達し

ていなければならない。しかし、商品の価値は、人間的労働自体を、人間的労働一般の支

出を表わしている。」（マルクス〔164〕、p.75）としている。 
マルクスは 1868年 7月 11日付のクーゲルマン宛の手紙で、「どの国民も、もし一年とは

言わず数週間でも労働をやめれば、死んでしまうであろう、ということは子供でもわかる

ことです。また、いろいろな欲望量に対応する諸生産物の量が社会的総労働のいろいろな

量的に規定された量を必要とするということも、やはり子供でもわかることです。このよ

うな、一定の割合での社会的労働の分割の必要
、、、、、

は、けっして社会的生産の特定の形態
、、、、、

によ

って廃棄されうるものではなくて、ただその
、、
現象様式
、、、、

を変えうるだけだ、ということは自

明です。自然法則はけっして廃棄されうるものではありません。歴史的に違ういろいろな

状態のもとで変化しうるものは、ただ、かの諸法則が貫かれる形態
、、
だけです。そして、社

会的労働の関連が個人的労働生産物の私的交換
、、、、

として実現される社会状態のもとでこのよ

うな一定の割合での労働の分割が実現される形態、これがまさにこれらの生産物の交換価
、、、

値
、
なのです。科学とは、まさに、どのようにして

、、、、、、、
価値法則が貫かれるか、を説明すること

なのです。」（マルクス〔159〕、p.162～163）としている。 
これは、①人間自身の再生産のために人間的労働力の支出が必要であり、欲望量に対応

する生産物の量は社会的労働の量的に規定された量を必要とすること、②社会的労働の分
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割の必要性は自然法則であり、社会的生産の特定の形態により廃棄される訳ではなく、現

象様式を変えるだけであること、③社会的労働の連関が個人的労働生産物の私的交換とし

て実現される特殊歴史的形態（＝資本主義）における生産物の交換価値は、一定の割合で

労働の分割が実現される形態に他ならないこと、④自然法則としての価値法則がどの様に

貫徹するかを説明することが科学であることの表明である。これは、宇野の如何なる社会

でも満たされなくてはならない経済原則が、資本主義的生産を規制する三大法則を通じて

実現されるとしていることに繋がる考え方であると思う。 
尚、マルクスは社会的労働を価値の三階層構造のⒶ実物体系として用いているが、社会

的必要労働ないし社会的必要労働時間はⒷ価値体系の内容であり、両者は異なる概念とし

て使い分けた方が良いと思う。 
山口重克は『価値論の射程』（山口〔194〕）の第Ⅱ部の第 1章冒頭商品の価値の規定につ

いてで、「『資本論』第一巻第一章第一節『商品の二要因』において、マルクスは、価値を、

(1)価値の形態としての交換価値（交換比率）、(2)交換価値をその現象形態とする、交換価値
の内実としての価値、(3)この内在的な価値の量を規定するものとしての労働実体、という
三層に分けて考察しているとみることができる。」（同書、p.100）としている。本稿の価値
の三階層構造から見れば、山口の(1)はⒸ価格体系、(2)はⒷ価値体系、(3)はⒶ実物体系に対
応しており、価値形態→価値量→価値実体の順序になっている。 
山口は更に、「一般の用語法では(3)を価値の実体と呼んでいるので、混乱を避けるために

とりあえずここではそれに従うが、(3)を実体と呼ぶことによって価値の三層構造が不明確
にされてはならない。宇野においても、流通論における価値として(2)を提起しながら、(3)
を価値の実体とすることによって、(2)は単に(3)を形式的にだけ先取りしたような、(3)のい
わば容器のような、無内容な、難解な規定になっているところがあるのであり、資本の生

産過程が展開されたあとでは、マルクスと同じ二層構造の議論に戻ってしまうようなとこ

ろがある点に、問題が残っているといわなければならない。形態と実体というと二層のよ

うに聞こえるが、これは実は流通と社会的生産の二層のことを簡略化していったもので、

流通がさらに二層になっていて、全体として三層構造になるのである。」（同書、p.104）と
している。 
山口が流通を二層とし全体を三層とすることは、本稿の価値の三階層構造、特にⒷ価値

体系の理解が異なっているが、それは山口が「この場合、(2)の内容としては、交換価値と
して現象するような関係性が内在化したものとしてのいわば交換力のようなものが仮設さ

れるべきであったと考えられるのであるが、マルクスは二商品の交換関係をとり、それを

等値と捉えることによっていわゆる使用価値の捨象を行ない、この内実を抽象的人間労働

の凝固体に還元したのであった。」（同書、p.100）としていることに起因すると思う。 
山口の様に、「交換価値として現象するような関係性が内在化したものとしてのいわば交

換力のようなもの」をあらかじめ仮設することは、価値の関係性の実体視、すなわち商品

物神論で明らかにされる商品の形態規定性（Formbestimmtheit）の実体化＝物象化的錯認
を商品論冒頭にいきなり持ち込んでいるとのマルクスのベイリー批判と同様の批判を受け

ることにもなり兼ねず、同時に、本稿の価値の三階層構造で言えばⒷ価値体系を不要なも

のとして除去することになるのではないか、或は山口が流通を二層とするが故に、Ⓑ価値

体系とⒶ実物体系を同一視しているのではないかとの疑義を招くことになると思う。 
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宮沢俊郎は『価値と資本概念形成』（宮沢〔179〕）の第 2章価値形態の必然性で、マルク
スによるベイリーとリカードへの両面批判の展開を検討する中で、価値相対主義であるベ

イリーの立場から見ればリカードは相対的に過ぎない価値を絶対化したことになるが、「マ

ルクスの立場からすれば、価値を人間の社会的労働から独立したものと見ている（価値と

は人間の属性ではなく『物の属性である』云々）かぎりで、むしろベイリーの方こそが『価

値を絶対的な何ものかへと転化している』。マルクスによれば、商品の価値とは物としての

商品に内在する『絶対的』なものではなく、むしろ社会的労働という個々の商品からみれ

ば『他のもの』によって措定された『相対的』なものである。価値と労働とのこの関係を

見ずに、価値は『物の属性』であると言うベイリーは『物神崇拝者である』」（同書、p.43）
ことになるとしている。 
宇野は『価値論の研究』（宇野〔25〕）のⅡ価値論の展開の 4『資本論』の弁証法で、長洲

一二が「なるほど現実には『商品は何よりも価値だ』というふうに見えるかもしれない。

事実現実はそうなっているかもしれない。しかしそれがいわばフェティシズムなのであっ

て、『資本論』の目的はかかるフェティシズムの内幕をばくろすることにある」（同書、p.147）
と批評したことに対し、宇野は「…氏にあっては使用価値が積極的要因となっているので

はないであろうか」（同書、p.147）とし、註では、「…氏が商品を如何なる立場で見ていら
れるかは『ばくろ』されている。『有用物としてあらわれる』ことが『きわめて自然である』

のは、商品の非所有の立場、いい換えれば吾々のような者に常に経験される買手としての

立場ではないであろうか。」（同書、p.148）と反論している注 2）。 
マルクスは商品の売手と買手の視点について、『初版 資本論』（マルクス〔163〕）の第 1

章の(1)の付録の相対的価値形態と等価形態の対極性を説明する中で、「リンネル生産者 Aと
上着生産者 B とのあいだの物々交換を考えてみよう。彼らが取引に同意する以前には、A

は、二〇エレのリンネル
、、、、、、、、、

は二着の上着に値する
、、、、、、、、、、

（20
．．
エレのリンネル
．．．．．．．

＝2
．
着の上着
．．．．

）と言い、

Bのほうは、一着の上着は二二エレのリンネルに値する
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

（1
．
着の上着
．．．．

＝22
．．
エレのリンネル
．．．．．．．

）

と言う。最後に、長い間商談したあげく、彼らは意見が一致する。」（同書、p.883）とし、

「Aにとっては、彼のリンネルは
、、、、、、、

―彼にとっては、イニシアチブは彼の商品から
、、、、、、

出てくるの

であるから―相対的価値形態にあり、相手の商品
、、、、、

である上着のほうは等価形態にある。Bの

立場からすれば、これとは逆になる
、、、、、、、、

。だから、同じ
、、
商品はけっして

、、、、
、このばあいでもやは

り、同じ価値表現において両方の形態を同時に
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

もっているわけではない。」（同書、p.883）
としている。 
価値表現のイニシアティブを理解するためには、相対的価値形態にある自商品の等価形

態にある他商品との交換を求める売手としての商品所有者の存在を想定することにより分

かり易くなるのは確かであると思う注 3）。 
今日においては顧客第一主義が声高に叫ばれ、商品世界の論理空間が多種多様な商品と

その商品所有者で構成されているとすれば、商品所有者は売手であると同時に買手でもあ

るので、売手として他商品と商品世界で競合する自商品の市場性（marketability）を追求
すると共に、自商品の他商品の商品所有者に対する顧客満足（CS：customer satisfaction）
に注力し、買手としては他商品に対する自身の CSを希求することになる。 
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長洲の批評は、宇野が商品論冒頭で導入する価値の同質性は、等価形態の謎である商品

の自然形態（natural form）を価値形態（value-form）とする取り違え（quid pro quo）の
ことであると看做したものであり、商品物神論で解明される価値の関係性の実体視を商品

論冒頭にいきなり持ち出すことへの疑問であったと思う。 
宇野の視点である売手としての商品所有者の立場から見れば、他人のための使用価値と

して市場で売れる価値＝市場性（marketability）のある商品は、使用価値の如何に係らず
何でも売ることが基本であるが、商品の買手である商品所有者の視点すなわち買手の立場

を考える顧客第一主義からすれば、自商品に CSがあることが顧客の信認（confidence）を
得て自商品の反復交換を期待することができるための必須条件であるとすれば、売手と買

手の両者の立場に共通する商品の形態規定性は交換可能性（exchangeability）、略して交換
性があるかどうかということになる。 
マルクスは『初版 資本論』（マルクス〔163〕）の第 1部の第 1章商品と貨幣(1)商品のⅢ

相対的価値の第三形態・あるいは第二形態を倒置しあるいは逆の関係においた形態で、「…

商品の社会的な形態
、、、、、、

と、価値形態
、、、、

あるいは交換可能性の形態
、、、、、、、、

とは、同一のものである。あ

る商品の現物形態が同時に価値形態であるならば、この商品は、他の諸商品との直接的交
、、、、

換可能性
、、、、

という形態を、したがって直接的に社会的形態
、、、、、、、、、

を、もっていることになる。」（同

書、p.50）としている。 
宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の商品論冒頭で、「商品は、まず第一に種々の人々

の手に種々なる物としてあり乍ら質的に一様な、単に量的に異るにすぎないという性質を

もっている。」（同書、p.24）としているが、価値の三階層構造の価値の形態規定であるⒸ価
格体系は交換比率としての価値の量的規定性を元々伴っているので、宇野の言う商品の同

質性は交換性と解することが可能である。それ故に、「…まず商品の交換価値を単に商品の

交換比率としてではなく、あらゆる商品が互いに商品としての関係を展開するものとして、

即ち価値形態として明らかにしなくてはならない。」（同書、p.27）ことになる。 
宇野は交換性について、『経済学方法論』（宇野〔27〕）のⅣ『資本論』における方法論上

の諸問題の 2価値形態論と価値実体論で、「諸商品が、貨幣形態をもって示すその同質性は、
いうまでもなく互いに交換されうるものであるということにほかならないが、それは例え

ば物が自然的に有する重さというような同質性と異って、その同質性にもとづいて比較せ

られ、交換せられるというのではなく、交換関係を通して比較計量せられつつ要請せられ、

確立されるという、いわば社会的に形成せられる同質性である。」（同書、p.186）とし、本
質の同等性＝人間労働とするマルクスのアリストテレス批判への論理的介入を行っている

（同書、p.187～191）注 4）。 
但し、CSを建前とし、売れるものなら何でも売る商売の手口は、商品の自然形態を無視

した価値の関係性の実体視、すなわち悪しき物神崇拝であると言うことができるが、宇野

の商品論冒頭の「質的に一様な、単に量的に異るにすぎないという性質」は、これと混同

され易いのであると思う。この混同を避けるために、商品論では交換性の前提となる商品

の多種多様な使用価値の説明から始める順番はあると思う。商品の交換性の規定から商品

論を始めることになれば、その前提となる他人のための使用価値、更には商品の多種多様

な使用価値に遡って説明することが必要になると思う注 5）。 
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山口は『価値論の射程』（山口〔194〕）の第Ⅱ部の第 1章冒頭商品の価値の規定について
で、宇野の新『原論』で商品論冒頭の価値の同質性の規定に交換性の規定が補足されてい

ることを指摘し、「こうして商品の同質性とは、個々の商品は他の任意の商品と交換せられ

るべきものであるという点で互いに同質的な一面を有しているという意味のものであると

読み替えることのできるものとなる。しかし、同質性がそのような意味のものであるとす

れば、商品の価値規定は何も旧『原論』的な問題を残すような、無内容な同質性の規定か

ら始めないで、いきなり交換性の規定から始められるべきであるということにもなろう。か

りに二本立てで規定するにしても、規定の順序は逆にされるべきであろう。また、価格による例

解は削除されるべきであろう。」（同書、p.112）としている。 
但し、山口が「価格による例解は削除されるべき」としていることは、宇野が価値の三

階層構造における価値の形態規定であるⒸ価格体系の根拠（basis）となる交換性を言って
いるのに対して、山口が価値の内実である価値量としての価値体系を「交換価値として現

象するような関係性が内在化したものとしてのいわば交換力のようなもの」と仮説し、そ

れをⒷ価値体系として理解していることに拠るのではないであろうか。 
宇野は元々、価値の形態規定であるⒸ価格体系の量的規定性は交換性としての同質性か

ら導くことができると考えていたとすれば、価格による例解の削除を宇野に求める必要は

ないと思われるのであるが、如何なものであろうか注 6)。 
筆者は「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」『宇野理論を現代にどう活か

すか』（丸山〔174〕）のおわりにで、交換性から通約性、市場性、信認性、保蔵性、資産性、
転換性などの分析的概念を導き、総合命題として相応しい概念として流通性（circulativity）
を提示し、流通性は買手から見れば購買力、売手から見れば販売力であるとしたが、これ

らは全て価値の三階層構造の価値の形態規定＝Ⓒ価格体系のことである。 
宇野は、流通論で価値の三階層構造の価値の形態規定＝Ⓒ価格体系を商品＝形態規定、

貨幣＝機能規定、資本＝運動形式として展開した後に、労働力の商品化を契機とする生産

論で形態規定が労働＝生産過程を包摂し、価値の形成＝増殖過程、絶対的及び相対的剰余

価値の生産と労働賃金、資本の循環と回転、再生産表式の展開によるⒶ実物体系の実質的

包摂によってⒷ価値体系を確立し、分配論の生産価格論、市場価値論、地代論等を通じて

Ⓑ価値体系とⒸ価格体系の連関（linkage）を明らかにしようとしたのであると思う注 7）。 
宇野の『経済原論』のロジックにはマルクスと同様の価値の三階層構造が貫かれており、

Ⓑ価値体系の価値の大きさ（magnitude）の量的規定性は、Ⓐ実物体系が価値の形態規定＝
Ⓒ価格体系により包摂されることに伴う、被媒介的な規定性であると言うことができると

思う。 
 
注1）	遊部は『価値論争史』（遊部〔4〕）の第 2 篇の第 3 章抽象的労働についての附記で、

ルービンの『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）は参照できなかったが、「…同
著をめぐる論争を収録した翻訳書『経済学の根本問題』（昭和七年、共生閣版）は参照

して得るところがかなりあった…」（同書、p.154）としている。遊部は『商品論の構
造』（遊部〔5〕）の第 2 章商品論の成立では、価値の①実体論、②量論、③形態論、
④本質論の四局面を叙述の順序とし、研究の順序は④→③→①→②としている（同書、

p.63）。遊部の価値本質論については、同書の p.65～69を参照。 
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注2）	長洲一二「戦後『資本論』研究の諸潮流―とくに価値論をめぐる基本問題―」（長洲
〔116〕）を参照。長洲は、「端緒の商品が資本主義的商品であるという見解は今日で
は大体支配的な通説になっており、この点では遊部氏も宮川氏も宇野氏と同じ立場に

たっておられる。」（同誌、p.50）としている。但し、遊部は後に単純商品生産説を止
揚した論理＝歴史説に戻ることになる。この経緯については、遊部久蔵『商品論の構

造』（遊部〔5〕）の第 4章商品論の論争を参照。長洲は「価値論論争の問題点」（民主
主義科学者協会編〔180〕）で、戦後の価値論論争の行き詰まりの突破口を、①再生産
論、恐慌論を含む『資本論』体系の全体で価値論を位置付け、反省し再確認すること、

②1840年代に遡って価値論の成立過程を明らかにし、問題になっている「ヘーゲル禍」
を見直し、ヘーゲル利用の基準を持つこと、③価値論と史的唯物論、すなわち体制の

論理でありながら体制転換の論理として把握することの三つに纏めている。②につい

ては、竹永進「四十年代マルクスの価値論の性格」（竹永〔108〕）を参照。 
注3）	廣松渉は『資本論の哲学』（廣松〔138〕）の第 2 章物象化論の視座と価値規定で、商

品生産者同士の物々交換による商議モデルに基いて価値形態の対自・対他的四肢構造

を展開している。廣松の商議モデルに対する批判については、降旗節雄『「昭和」マル

クス理論・軌跡と弁証』（降旗〔141〕）の第 6 章廣松渉の〈資本論の哲学〉のⅢ『資
本論』解釈の陥穽を参照。 

注4）	宇野の論理的介入については、伊藤誠「価値概念の深化とその歴史的基礎―マルクス、
アリストテレス、宇野の対話から―」（桜井・山口・柴垣・伊藤編〔83〕所収）を参
照。 

注5）	商品形態を使用価値から説明することについては、伊藤誠『価値と資本の理論』（伊藤
〔13〕）の第 1 章商品の二要因と価値の形態規定の第 2 節商品の使用価値と価値を参
照。 

注6）	大内力は『経済原論 上 流通論・生産論』（大内〔41〕）の第 1篇流通論の第 1章商品
の第 1節商品の二要因―価値と使用価値で、商品が必ず価格＝貨幣の或る量による表
現を持つことが、全ての商品に共通する質的に同一で量的に比較可能なある要因＝価

値（Wert, value）に通約されていることを意味するとしている（同書、p.108）。 
注7）	宇野は『資本論研究Ⅰ 商品・貨幣・資本』（宇野編〔36〕）の第 3 部ゼミナールのⅢ

資本についての 3 資本の三形式についてで、「商品では形態規定、それから貨幣では
機能規定、そして資本では運動形式という、こう三つに分けたらいいんじゃないかと

思う。それで、商品、貨幣の流通の平面的な運動を基礎づける生産過程が入りうるこ

とになる。生産過程で全体が立体的になって自立する。それは、いわば流通過程と同

じ平面にある小生産者的生産じゃなくて、自立的に運動する資本の形式のなかに行な

われる生産過程を基礎とすることになる。」（同書、p.316）としている。 
 
２．エンゲルスの論理＝歴史説 
 
（１）	 論理＝歴史説の内容 
	 エンゲルスは『資本論』第 3 巻補遺において、価値と生産価格との論理的因果関係を歴
史的先後関係に解消して次の様に言っている。「ひとことで言えば、マルクスの価値法則は、
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およそ経済諸法則が妥当する限り、単純商品生産の全期間にわたって、したがって、資本

主義的生産形態の登場によって単純商品生産が変化をこうむるときまで、一般的に妥当す

る。そのときまで、価格は、マルクスの法則によって規定される価値のほうへ引き寄せら

れ、価値を中心に変動し、その結果、単純商品生産が十分に発展すればするほど、それだ

けますます、外からの暴力的撹乱によって中断されない比較的長い期間の平均価格が、価

値との差が取るに足りない限界以内にいたるまで、価値と一致する。」（マルクス〔171〕、
p.1571）としている。 
マルクスは『資本論』第 3巻の第 2篇利潤の平均利潤率への転化の第 10章競争による一

般的利潤率の均等化。市場価格と市場価値。超過利潤で、労働者たち自身がそれぞれ自分

の生産諸手段を所有し、自分たちの商品を相互に交換し合うものと想定し、商品価値のう

ち可変資本に相当する労賃を除き、不変的部分として回収され、不変的部分の素材的要素

に再転化させなければならない生産諸手段の価値が異なる場合について、「…この前提のも

とでは利潤率の相違はどうでもよい事情であって、それはちょうど、こんにち賃労働者に

とって、自分からしぼり取られた剰余価値の分量がどのような利潤率で表現されるかはど

うでもよい事情であるのとまったく同様であり、またちょうど、国際貿易においてさまざ

まな国民のあいだの利潤率の相違が彼らの商品交換にとってどうでもよい事情であるのと

まったく同様である。したがって、価値どおりの、または近似的な価値どおりの諸商品の

交換は、資本主義的発展の一定の高さを必要とする生産価格での交換に比べれば、それよ

りはるかに低い段階を必要とする。」（マルクス〔169〕、p.303）としている。 
廣松渉は『廣松渉コレクション第 4 巻 物象化論と経済学批判』（廣松〔139〕）の第 2 部

のⅠ宇野経済学への視角で、『資本論』の一次草稿と第 3巻第 10章との間で、「マルクスの
見解に変化が生じたこと、すなわち、当初には資本主義が発達した状態においてこそ価値

法則が実現する
、、、、

という見解であったところ、その後、価値法則が歴史的・現実的にほぼそ

のまま貫徹するのは、『自営農民や手工業者のもとで（古代
、、
世界であれ近代世界であれ）の

ことである』という了解に変わったこと、この事実は動かないところです。」（同書、p.143）
としている。 
廣松は同書において、山口重克執筆『経済原論』（桜井・浜田・春田・山口・永谷・河西

〔82〕）の第 2 篇生産論の第 1 章資本の生産過程を検討する中で、「…氏の『均衡編成』お
よび『必要労働の範囲』への止目という意想を生かそうとすれば、宇野学派の理論的枠組

みを踏み破って、『必要労働だけがおこなわれており、しかも直接的生産者たちが各種の有

用労働を“同じ生産性”で遂行しうる
、、
ものと想定される状況』のもとでの『均衡編成』（こ

れは“即物的な均衡編成”でも可）というモデルを立てる所以となります。これが評判の

悪い『単純商品生産社会モデル』そのままかどうか、この点は学兄の判断にお委かせしま

しょう。が、このようなモデル的状態のもとにおいてのみ、『生産のために従事した労働時

間に比例しての交換』が必当然的（apodiktish）な理論的主張たり得るということは御理解
いただけると思います。」（同書、p.220～221）とし、更に、同書（廣松〔139〕）の第 1 部
のⅠ資本論における単純商品の意義では、「絶対的余剰が存在せず、ギリギリの生活をして

いるという条件下においては、同じ労働時間の生産物（正確には、むしろ、年総生産物に

対する労働配分量がそれぞれ見合う生産物量）どうしが交換されるのでなければ均衡が成
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立しません。ここでの現実的均衡条件の投影として価値法則が妥当する所以となります。」

（同書、p.31）としている。 
山口重克は『価値論・方法論の諸問題』（山口〔195〕）の第 5章廣松渉の価値・貨幣論を

読む、及び第 6 章抽象的人間労働と価値法則で廣松の批判に答える中で、廣松の必要労働
＝ギリギリの生活を前提したときの等労働量交換＝価値法則の論証について、「…廣松の説

例は、相対的余剰の交換は等労働量交換にならざるをえないように定義された概念によっ

て構成されているのであり、循環論法になっているという意味で、廣松の方式では、単純

商品生産者社会における価値法則の妥当は論証されたこにはならないのではないかと思わ

れるわけである。」（同書、p.88）としている。 
単純商品生産者において元々賃労働は存在しないのであるから、マルクスが言う様に利

潤率の相違はどうでも良く、商品の売上額から生産手段の金額を控除した所得（income）
を彼らは問題にするであろう。従って単純商品生産者は、彼らが費やした労働時間に対し

て、より高い所得の得られる生産部門に移動して行くであろう。このことから、所得を労

働時間で割った所得率が均等化すれば商品の価値どおりの販売である等労働量交換は論証

することが可能である注 1)。 
この証明に従えば、単純商品生産者はギリギリの生活であるかどうかとは無関係に価値

どおりの商品の販売を行うことができる。但し、商品の全面的交換がなされ、自由な労働

力の移動により供給の弾力性が保持されていることが前提となる。 
ヒルファディングはエンゲルスの論理＝歴史説を踏襲し、『マルクス経済学研究』（ヒル

ファディング〔136〕）の 4ベーム・バウェルクのマルクス批判で、「歴史的前提が変化した
ばあいには、交換の変形（Modifikationen）が生ずる。」（同書、p.172）とし、「単純商品
生産から資本家的商品生産への移行にさいして変化するものは社会的生産物の分配である。

いまや剰余価値の配分は、もはや個別的生産者が剰余価値の生産の領域において充用した

労働支出の分量に応じておこなわれるのではなく、剰余価値を生産する労働を運転せしめ

るうえに必要な投下資本の大いさを基準とするものとなる。」（同書、p.177）としている。 
ルービンは『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の第 18 章価値と生産価格で、ヒ

ルファディングよりも一層明確に、「…生産物の労働価値の変化が生産の組織者である生産

者たちに直接的に影響を与えて、彼らのある生産部面から他の生産部面への移動したがっ

て労働の再配分を引き起こす。いいかえれば、生産の組織者であるのは、たとえば手工業

職人とか農民のような、同時に生産手段の所有者でもある直接的な生産者・労働者である、

ということが前提されている。この小生産者は、一定量の労働が市場でもっとも高く評価

される生産物を自分にもたらすような生産部面に自分の労働を向けようと努める。その結

果、さまざまな生産部面への労働の配分は、強度・熟練度等々が同じ一定量の労働が、こ

れらすべての部面に従事する生産者たちに、ほぼひとしい市場価値をもたらす、という形

で確定されることになる。」（同書、p.208～209）のに対し、産業資本家による収益性に従
った生産諸力の配分は全く別の仕方で行われるとしている。 
単純商品生産の場合は、手工業者や小農民の商品交換が等労働量交換になるためには、

各々の生産技術の質的な違いをどの様に換算するかと言う問題が付き纏う。 
アリストテレスは『ニコマコス倫理学（上）』（アリストテレス〔8〕）の第 5巻第 5章で、

「比例的な対応給付（アンティドシス）が行なわれるのは対角線的な組み合わせによる。A
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は大工、Bは靴工、Cは家屋、Dは靴。この場合、大工は靴工から靴工の所産を獲得し、そ
れに対する報償として自分は靴工に自分の所産を給付しなくてはならない。それゆえ、ま

ず両者の所産の間に比例に即しての均等が与えられ、その上で取引の応報（アンティペポ

ントス）が行なわれることによって、いうところの事態は初めて実現されるであろう。」（同

書、p.186～187）とし、「詳言すれば、かような共同関係の生ずるのは二人の医者の間にお
いてではなくして、医者と農夫との間においてであり、総じて異なったひとびとの間にお

いてであって、均等なひとびとの間においてではない。」（同書、p.187）としている。 
高田三郎の訳注に「すなわち、能動者つまり技術者はその対象（受動するもの）に自己

のいわば労働時間（＝量）と技倆（＝質）とをつぎ込む。工作品はこれをそのまま体現し

て、ここにその価値たとえば C（いわゆる「自然価格」）を持つにいたる。技術が技術たる
意義はここにあり、また、たとえば家と靴の価値（Cと D）のあいだに C＝xDという等式
の成立する所以もここに存する―。」（同書、p.279）とある。アリストテレスの対応給付で
は、技術（テクネー）の次世代への継承と言う目的を達成するために、換算係数による技

倆（＝質）の労働時間（＝量）への還元が考慮されていると言えると思う注 2)。 
 
注1)	 この数学的証明については、置塩信雄『マルクス経済学』（置塩〔49〕）の第 1章価値

と価格の p.25～27を参照。 
注2)	 『ニコマコス倫理学』の概要については、アームソン『アリストテレス倫理学入門』

（アームソン〔6〕）を参照。アームソンは同書の第 1 章理想的人生の補遺で、「基本
的には、アリストテレスの主張は、よい実体（たとえば、神）、よい質（たとえば、知

恵）、よい量、等はそれぞれ異なった範疇に属する故、まったく異なった性質を持つも

のだというのである。実体、質、および量は存在の本源的形態であり、共通の基盤は

持たない。単一の普遍的存在、あるいは単一の普遍的善などというものは存在しない

のである。」（同書、p.39）とし、第 8 章快楽では、「異なった活動には異なった快楽
がある。知覚と思考とが、異なる種の活動であるように、知覚の快楽と思考の快楽と

は異なる種の快楽である。一つ一つの活動は、『固有の』あるいは特有の快楽を持って

いる。たとえば、詩を読むことによって得られる快楽を、切手収集によって得ること

は不可能である。」（同書、p.178～179）としている。 
 
（２）	 論理＝歴史説の難点 
 
＜第 1の難点＝競争の合理性＞ 
	 論理＝歴史説の第 1 の難点は、単純商品生産者が所得率の最大化を目指した競争を行う
ほど合理的態度を取るとは必ずしも言えないことである。何故なら、単純商品生産者の社

会では商品経済が全社会化されておらず、他人のための使用価値の生産としての商品生産

が十分発達している訳ではないであろう。従って、単純商品生産者にとっては商品生産の

ために生産手段を保全することよりも自身と家族の生活を維持することが重要なのであり、

商品経済が全社会化するためには、労働力の商品化と言う契機を必要とすることになる。 
宇野は『価値論』（宇野〔30〕）の序論Ⅰ商品経済と資本主義社会の 2 いわゆる単純なる

商品で、「あらゆる生産物が商品となるということは、いいかえればその生産物の生産者自
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身が自己の生産物を直接には消費しえないことにならなければならない。労働者のように

自己の生産した生産物を商品として買わなければならないということになって、はじめて

商品経済は全面的に徹底的に行なわれてくる。」（同書、p.27）とし、「かくして商品経済の
理論としての経済学の分析においては、いかに抽象的なる商品を扱うにしても、それはす

でに資本主義社会のごとく全面的に商品交換の行なわれていることを前提としているもの

であって、これをいわゆる単純なる商品として具体的に歴史的に資本主義以前の商品とな

すことはできないのである。」（同書、p.27）としている。 
森嶋・カテフォレスは『価値・搾取・成長―現代の経済理論からみたマルクス―』（森嶋・

カテフォレス〔189〕）の第 7章「歴史的」転化問題はあるかで、「…マルクスの価値から価
格への転化を歴史的過程と解釈することによって労働価値論の正当化を歴史的方向性にお

いて行なうには，単純商品生産からの転化というシェーマが，歴史的現実からの何らかの

合理的なレベルにおける許容しうる抽象であることをしめすことが可能でなければならな

い．」（同書、p.236）とし、価値どおりの交換が行われる単純商品生産は自己消費のためで
なく市場のために商品が生産され、独立生産者の独立の意味は「…第 1 に，どんな社会的
生産計画のもとでの生産者の活動についても事前の調整は存在しない，第 2 に，生産者が
それぞれ各自の生産手段を個人的に所有し，資本家や他の親方につかえる身でない，第 3
に，職種間の労働の移動性がいかなる理由―社会学的および地理的な―によっても制限さ

れず，したがって 1人の労働時間当りの収入が社会全体で均等である．」（同書、p.237～238）
ことであるとしているが、歴史的考察に基いて「価値体制（レジーム）と生産価格体制（レ

ジーム）のあいだに歴史的連続性の切断があるといってよいであろう．」（同書、p.257）と
した上で、「われわれはいまや，マルクスのいう単純商品生産モデルを資本主義経済の搾取

現象を説明するための仮説的抽象モデルと解釈してよいであろう．」（同書、p.258）として
いる。 
しかし、森嶋・カテフォレスによる、同一生産技術の条件下で独立小生産者と資本主義

的生産を対比させて搾取を説明する仮説的抽象モデル（同書、p.259）は、資本家の労働時
間当りの所得（income）が労働者より高い理由は、厳しい競争に勝ち残った資本家の機能
と役割に対する正当な報酬である（winner-takes-all）とする論者にとっては説得力を持た
ないことになり、マルクスの価値論とは異なる搾取モデルになるのではないかと思う注 1)。 
宇野は歴史上の小生産者について、『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）で、「小生産者の一日

の生産物では、厳密にはその生産手段を計上しないで一日の生活資料と交換されることさ

え或る程度繰り返えして行われ得るが、それがためには生産手段その他の資産を失うこと

にならざるを得ない。これがまた彼等に対しては、単に流通過程で剰余価値を獲得する商

人も出現し得る所以である。厳密に云えば無産労働者にはかかる意味での商人は存立の余

地はない。資本主義の発達と共に商人の性格が変って、商業資本家として新しい地位を与

えられるのもそのためである。」（同書、p.108）としている。 
マルクスは『資本論』第 3 巻の第 4 編商品資本および貨幣資本の商品取引資本および貨

幣取引資本への（商人資本への）転化の第 20章商人資本にかんする歴史的スケッチで、「商
業資本が、未発達な諸共同体の生産物交換を媒介する限りでは、商業利潤は詐欺とぺてん

のように見えるだけでなく、その大部分は詐欺とぺてんとから生じる。商業資本が異なる

国々の生産価格のあいだの差額を搾取するということ（そしてこの点では、商業資本は、
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商品価値の均等化と確立とをもたらす作用をする）は別として、右の〔未発達な〕生産諸

様式のもとでは、商人資本が剰余生産物の大部分を取得するということになる。」（マルク

ス〔169〕、p.557～558）とし、イギリスの織物商人による織布業者の支配やフランスの絹
工業、イギリスの靴下およびレース工業の織布業者の分散的製造様式について、「それは、

生産様式を変革するものではなく、直接的生産者たちの状態を劣悪化させるだけであり、

彼らを、直接に資本に従属させられている労働者たちよりももっと悪い諸条件のもとにあ

る単なる賃労働者およびプロレタリアたちに転化し、古い生産様式の基盤の上で彼らの剰

余労働を取得するのである。」（同書、p.565）としている。従って、遠隔地交易において小
生産者は商人資本に剰余価値を搾取され、価値どおりの販売は行われていなかったことに

なる。 
宇野は商品経済の全社会化について、『価値論』（宇野〔30〕）の序論Ⅱ価値論の対象と方

法に関する二、三の注意の 2 労働力商品化の意義で、①労働力の商品化によって生活資料
の商品化が徹底し、商品経済が全面的に社会化する、②余剰生産物の商品化の段階から、

最初から商品としての価値を考慮した生産として商品経済が必然化し、その前提条件とな

る私有財産制と分業が社会の根本的基礎を形成する、③資本家的に生産されない生産物も、

資本家的に生産された商品と同様の関係を想定されることになる、の三つに纏めている（同

書、p.40～42）。 
 

＜第 2の難点＝複雑労働の単純労働化＞ 
論理＝歴史説の第 2 の難点は、複雑労働の単純労働化は資本主義的生産の確立と共に現

実的となるのであり、単純商品生産者の労働が全社会的に同等化していると言えるほど単

純労働化しているとは考えられないことである。 
宇野は『経済学方法論』（宇野〔27〕）のⅣ『資本論』における方法論上の諸問題の 1 価

値論の論証で、「マルクスが与えた『価値形成実体』としての社会的平均化は、資本形態の

もとに把握された労働生産過程において具体化されるのであって、それは単なる商品交換

関係の内に抽象してえられるような一般的な規定をもってすることはできないのである。

事実、資本主義社会の出現とともに商品経済的な、社会的平均化は、旧来の束縛を脱して、

資本主義に特有なる生産方法の発展の内に急速に具体化されてきたのであった。協業・マ

ニュファクチャ的分業・機械的大工業の発展は、全く商品経済的平均化を実現するものに

ほかならない。いわゆる複雑労働もこの生産方法の発展とともに単純化されるものといっ

てよい」（同書、p.177～178）としている。 
しかし、資本主義的生産を前提したとしても、異質労働の共通労働への還元の問題は全

て解消する訳ではなく、考察の必要性は残ることになる。労働の異質性（heterogeneity）
は製造業とサービス産業との違いと言った産業間の差異だけでなく、同一企業におけるラ

インマネジャーと専門職の職務の違いや、例えばシステム開発におけるシステム・エンジ

ニア（SE）とプログラマー（PG）の職種差がある。更に、同じ専門職の場合でも熟練や職
業訓練のレベル差による異質性がある。 
森嶋道夫は『マルクスの経済学』（森嶋〔188〕）の第Ⅴ部資本と価値の第 14 章労働価値

論再説で、熟練労働の不熟練労働への換算比率を導き、「しかし，より精密に考察してみる

と，転換比率が種々の労働の賃金率に比例的に決定されないなら，それはマルクスの搾取
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論と矛盾するということがわかるのである．」（同書、p.227）とし、転換比率＝賃金率であ
れば均等な搾取率が成立するが、実際にはあり得ないとし、換算比率を貨幣賃金に比例さ

せて計算すれば剰余価値率は均等化することになるが、相対賃金が変化する都度価値は変

動するため、「価値の市場条件からの独立という公理」（同書、p.228）が充たされないため、
労働価値論は棄却されるべきであるとしている。 
中谷武は「異質労働とマルクスの基本定理」（中谷〔118〕）で、賃金率が換算率に比例し

なくても基礎部門（賃金財部門もしくは賃金財の生産に必要な生産財部門）の一つの基礎

労働に剰余生産があれば利潤が存在することを証明している。 
中谷は、森嶋が剰余価値率の均等化に拘っていることに対して、「マルクスの階級観は生

産に関する諸決定への諸個人の関与の仕方の相違として生産関係的にとらえるべきものと

思われる。同種労働であっても賃金率が異なれば，また賃金率が同一であっても個々の労

働者が購入する賃金バスケットが異なれば一般に搾取率は異なる。しかし主要な生産決定

から排除されているという点では階級的同質性をもつ。」（同誌、p.93）としている。 
異質労働の共通労働への換算率を用いる際の一つの事例として、システム開発で顧客に

見積書を出す時に初級PGをベースとした換算率を加味した SEの人工単価と開発工数で標
準原価（standard cost）を計算することが見られるが、どの様な業種でも多かれ少なかれ
標準原価を産出する場合にはこの様な換算が行われていると思う注 2)。 
マルクスは『資本論』第 1 巻の第 1 篇商品と貨幣の第 1 章商品で、「より複雑な労働は、

単純労働の何乗かされたもの
、、、、、、、、

、またはむしろ何倍かされたもの
、、、、、、、、

としてのみ通用し、そのた

めに、より小さい分量の複雑労働がより大きい分量の単純労働に等しいことになる。」（マ

ルクス〔164〕、p.75）とし、「さまざまな種類の労働がその度量単位である単純労働に還元
されるさまざまな比率は、生産者たちの背後で一つの社会的過程によって確定され、した

がって生産者たちにとっては習慣によって与えられるかのように見える。」（同書、p.76）と
している。標準原価の計算はマルクスの言う「一つの社会的過程」であると言えると思う

が、市場で計算の妥当性が認知される必要がある。 
又、個別労働の異質性を踏まえた個々人の仕事の出来栄えの測定については、人事考課

＝業績評価（performance appraisal）により、成果（result）や生産高（output）を評価
（evaluate）する種々の着眼点（dimension）から、個々人の労働生産性への貢献度に配慮
して実質賃金率を決めようとする実際的な力が働いていると思う。 
この様な異質労働の共通労働への換算による標準原価の算出や個別労働の生産性に基く

実質賃金率の均等化、すなわち単一給（single rate）への収斂は、業務の標準化や作業基準
（operation standard）の整備と並んで、具体的有用労働の抽象的人間労働への実際的還元
による剰余価値率の均等化の一つの傾向を現していると思う。 
ルービンは、『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の第 15 章熟練労働で、「熟練労

働という概念は、労働技能
、、
（ないし技巧

、、
）と労働強度

、、
という、しばしば熟練労働と混同さ

れる二つの別個の概念とはっきりと区別しなければならない。熟練労働というとき、われ

われが念頭に置いているのは、ある種類
、、
の労働・ある職業・ある専門職に就業するのに必

要とされる平均的
、、、

熟練（養成）の程度のことである。この熟練は、一個同一の
、、、、、

職業ないし

専門の範囲内での個々の生産者たちの個人的
、、、

熟練とは区別する必要がある。」（同書、p.151
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～152）としている。 
ルービンの指摘する様に、ある職種の個々人の労働の技能と強度の分散とその平均値で

ある平均的熟練は別概念であり、しかも熟練労働の平均値の水準は職種間で異なっている。

人事考課＝業績評価では、企業内における人件費総枠（total remuneration）における職種
間の分配の秩序を保つだけでなく、個々人の労働生産性と労働市場における職種別賃金の

相場を踏まえて行われることになる。資本の継続性の視点から見れば、分配が過大であれ

ば競争力を失い、過小であれば労働者の保持（retention）ができず、退出（retire）を招く
ことになる。 
但し、中谷の指摘する様に、労働者が購入する生活資材の賃金バスケットが異なる場合

は、貨幣賃金率が同一であっても実質賃金率は単一（single rate）とは言えなくなるため、
搾取率は区々に異なることになる。 
筆者は以前労働組合の専従をしていた時に、多数の組合員の協力を得て世代別の家族構

成、持ち家などのモデル世帯を決めて家計簿調査を行ったことがあるが、衣食住の生活資

材、子弟教育、保険、余暇活動など、家計の構造は驚くほど似ていた記憶がある。唯一違

っていたのは大都市圏で住宅ローンなどの住居費の負担が大きいことであったが、その当

時会社から支給されていた地域手当とほぼ見合っていた。企業にとっては、大都市圏の工

場が生産する製品の消費地への運送費（freight cost）は地方の工場より安価であり、地域
手当を支給しても相殺可能な範囲であったと思う。標準的な労働者の家計は、ライフサイ

クル、居住地域、社会福祉の水準などにより変動し、個人消費の選択における多少の自由

度があると思うが、ほぼ似たような構造であると言っても間違いではないと思う。 
 
＜第 3の難点＝生産力水準の発展＞ 
	 論理＝歴史説の第 3 の難点は、もし仮に労働力人口の生産部門間の移動が自由な単純商
品生産者の社会が局地的に存在したことが実証されたとしても、資本主義社会の旧社会か

らの生成、確立の過程においては、生産力水準の一定の発展と言う契機が必要とされるた

め、その社会から必然的に資本主義社会が発生したとは言えないことである注 3)。 
大内力は『経済原論 上 流通論・生産論』（大内〔41〕）の第 1 篇流通論で、冒頭商品を

単純商品とする誤りを二つ挙げ、「（一）もともと歴史的にいえば、『単純商品生産社会』な

どというものは存在したことはない。」（同書、p.105）とし、中世後期のギルド的手工業者
や封建末期のヨーマンリや今日でもある小農民や零細企業者は社会体制の一部として存在

するが支配的ウクラードとして一個の社会体制を形成する訳ではないこと、「（二）原論に

とってより重要な点は、しかし、『冒頭の商品』のいわゆる復原力
、、、

という論点である。」（同

書、p.106）とし、資本主義的生産関係が商品形態に翻訳されて含まれている必要があり、
この翻訳された論理は商品の全面的交換の要求として示されるものとしている。 
この冒頭商品の復原力（restoring force）の問題は、商品世界（world of commodities）

を如何様に措定するかに依存することになる注 4）。 
 
注1)	 独立小生産者の「搾取なき市場」に対比して資本主義経済の搾取を証明することは、

プルードンによる利潤の源泉を市場の歪み＝不等価交換から説明することに繋がる様
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に思われる。マルクスのプルードン批判については、小幡道昭『労働市場と景気循環』

（小幡〔54〕）の p.10～13を参照。マルクスがプルードン『貧困の哲学 上／下』（プ
ルードン〔144〕）を批判した『哲学の貧困』（マルクス〔158〕）の解説については、
内田弘「『資本論』形成史における『哲学の貧困』」（内田〔22〕）を参照。 

注2)	 標準原価については、加登豊・山本浩二『原価計算の知識』（加登・山本〔55〕）のⅤ
標準原価計算と原価管理を参照。加登・山本は、標準原価計算の意義は今日では相対

的に低下しているが、「…『標準化』という考え方あるいは作業は、これからも非常に

重要だと思えるのです。作業の標準が設定できるということは、その設定対象の活動

が安定的に行われることを意味します。」（同書、p.118）としている。 
注3)	 石井寛治『日本流通史』（石井〔9〕）の第 2 部の第 9 章小額貨幣の増加と局地的市場

圏の形成を参照。石井は「地域内部での社会的分業が進んで，ひとつの地域内にさま

ざまな職業の人が現れ，たがいに商品を販売する局地的市場圏が生まれることは，小

生産者の発展の基礎的条件となるのである。」（同書、p.77）としている。局地的市場
圏については、大塚久雄『資本主義社会の形成Ⅱ』（大塚〔46〕）のⅠ局地的市場圏を
参照。大塚はイギリスの局地的市場圏において、①圏内では単一の価格が支配し、価

値法則が再生産を規制し始めており、②圏内で取引される商品は圏内の農民や職人の

生産要具や日用必需品であったとしている（同書、p.19）。 
注4)	 経済学体系の始原（Anfang=beginnings）としての商品論については、遊部久蔵『商

品論の構造』（遊部〔5〕）の第 1章商品論の成立を参照。 
 
（３）	 商品世界の論理空間 
商品世界の論理空間は、①生産財・消費財・奢侈財に亘り多種多様な使用価値の商品が

あり、個々の商品には商品所有者が居ること、②商品は自家消費のためでなく、他人すな

わち自分以外の不特定多数の商品所有者の欲望を充たすための社会的使用価値、言い換え

れば市場性（marketability）があり、自商品の全面的交換を求めていること、③商品は贈
与や貢納ではなく、対価や代償を求めて交換に供されるため、商品情報に偽りがないこと、

商品を買い占めて持ち逃げしないことなどについて、商品所有者間に信認（confidence）が
あること、④商品交換は一回限りでなく、反復交換されるために需要と供給の連鎖がある

こと、⑤商品に対する欲望すなわち需要の変化に対応できる供給の弾力性（elasticity）が
あることの五つを考えることができる。 
⑤の供給の弾力性は労働力商品化に基く産業資本の確立により完全なものになり、その

結果②の商品の全面的交換が恒常化することになる。 
大内秀明は『価値論の形成』（大内〔42〕）の序論の第 2章純粋資本主義と原理論で、「…

経済学の原理論の対象は、どうしても純粋資本主義として設定されなければならないが、

そうなれば冒頭商品を資本家的商品経済における商品と結論することは、すでに自明であ

ろう。ただ、誤解をさけるために念のため指摘しておけば、ここで資本家的商品経済にお

ける商品というばあい、それを単に資本の生産過程の生産物に限定する必要はない。たと

えば、労働力商品やそれに対応して商品化される土地も、商品形態としては包含されてい

るとかんがえていいのである。」（同書、p.86）とし、「…労働力商品については、あくまで
資本によって受動的に、産業資本形式の論理段階において包摂されるものとしなければな
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らない。そしてまた、そこに労働力商品の特殊性があるし、労働力商品が資本に特殊歴史

的刻印をあたえる意味もあるであろう。」（同書、p.86）と注釈している。 
純粋資本主義は、商品経済の世界性と資本主義的生産の部分性を併せ持つ 19世紀イギリ

ス経済の純粋化傾向から抽出したものであるとすれば、商品世界の論理空間から労働力商

品や土地商品を排除できないのと同様に、手工業者や小農民などの小商品生産者による単

純商品を排除することもできないのであると思う。 
宇野は『価値論の問題点 経済学ゼミナール(2)』（宇野〔28〕）の 1端緒商品の抽象性と論

理的復元力で、「労働力商品が如何にして与えられるかが問題だ。商品、貨幣、資本の形態

自身がその形態の展開とともに、いわばその内容を要請するものとなるという関係にある。

商品は貨幣を展開しないでは商品自身にもなれないし、貨幣はまた資本を展開せずには貨

幣となりえない。しかし資本は、もはや新しく流通形態を展開しなければならぬというの

でなく、流通形態に適応した生産過程を把握しなければ、資本として形態的にも完成しな

いというわけだが、資本の生産過程の把握は、商品、貨幣、資本の展開に対していわばそ

の実質的な根拠を求めるものとなる。」（同書、p.25）としている注 1)。 
この様に労働力商品は資本形式論の論理段階で要請されるものとすれば、大内力は商品

世界の論理空間の⑤供給の弾力性について労働力商品をあらかじめ説くことができないた

め、②の商品の全面的交換性を強調することによって代替せざるを得ないことになる。 
大内力は『経済学方法論』（大内〔40〕）の第 2 章原理論の方法で、冒頭商品を初めから

資本家的商品として措定しない限りは、それに続く論理の展開＝研究対象である資本主義

への上向が不可能になるとし、「価値は他のすべての商品
、、、、、、

との同一性＝質的共通性として規

定されたときはじめて十全な姿をとるものであることはいうまでもない。このことは、す

でに冒頭の商品が他のいかなる商品
、、、、、、

とも交換されうるもの、すなわち全面的交換性を要求

するものとして与えられていなければならないことをいみする。」（同書、p.186）としてい
る。商品世界の論理空間の①～⑤における単純商品生産と資本主義的生産の違いは、②の

商品の全面的交換性から遡って言えば、⑤の供給の弾力性をどう捉えるかと言う問題に集

約されることになると思う。 
大内は『経済原論 上 流通論・生産論』（大内〔41〕）の第 1 篇流通論で、単純商品生産

について、「つまりそれははじめから『複雑労働』であり、具体的・有用労働であって、い

かなる使用価値をも生産しうるという賃労働者の単純労働とは異っている。したがって、

かりにかれの生産物が値下がりをして、その労働力の再生産が困難になっても、また、他

により有利な生産があることが判っているとしても、かれにとってはその生業を転換する

ことはいちじるしく困難であり、大きな摩擦をともなうであろう。」（同書、p.106）とし、
単純商品生産の供給の弾力性は硬直的であるとしている。 
しかし、ギルド的生産において仕事の繁閑に応じて短期的に稼働を調整することや中・

長期的に徒弟数を増減させることは可能であり、今日の個人事業や小農において見られる

様に起業や廃業は頻繁にあり得るため、単純商品生産の供給の弾力性をゼロとすることは

難しく、資本主義的生産との供給の弾力性の違いは程度問題（matter of degree）であると
言える様に思う。むしろ、単純商品生産と資本主義的生産の違いは、供給の弾力性よりも

顧客の顔が見える注文生産から不特定多数の顧客への販路を期待する生産のための生産、



43 

すなわち見込み生産に切り替わる影響の方が大きいと思う。 
メンガーは『国民経済学原理』（メンガー〔182〕）の第 7 章商品の理論で、「しかし手工

業者がその生産物の原料を自ら仕入れ始めるならば，たとえこの生産物を消費者の側から

の注文
．．
を受けてはじめて製造することは以前と同じであっても，それは経済的な文化発展

の途上の新しい一歩，特に福利増進の 1徴候とみなすことができる．」（同書、p.196）とし、
これでもまだ消費者の待ち時間の発生や生産者の受注の繁閑という不利益があるため、「こ

うした弊害の結果，不確実な販売に対応した財の生産，つまり需求があればただちにこれ

に応じうるような在庫品が生産されるようになる．これは，国民経済が次第に発展するに

つれて一方では工場生産（大量生産）と他方では消費者の既製品（出来合い品）購入に導

く社会への財の提供法であり，したがって生産者に関しては，分業の完全な利益と機械の

充用とを可能にして最大の経済性をもたらすとともに，消費者に関しては最大の確実性（購

買前の品調べ）と最大の便宜性とをもたらすものである．」（同書、p.197）としている。 
宇野の『経済原論』の冒頭商品は資本主義的生産から抽象された形態規定であるとして

も、『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）で、「最も抽象的かつ単純な流通形態としての商品形
態」（同書、p.27～28）としている様に、単純商品生産にも共通した形態規定となっている。	 	  
宇野は更に、『価値論の問題点 経済学ゼミナール(2)』（宇野〔28〕）の 1 端緒商品の抽象

性と論理的復元力で、「資本家的商品から資本家的生産関係を捨象し、貨幣形態自身をも捨

象した商品は、単なる流通形態として規定されることになると考えるのだが、その形態は

いわゆる単純商品とも共通するわけだ。」（同書、p.8～9）としている。 
鎌倉孝夫は『資本論体系の方法』（鎌倉〔56〕）の第Ⅱ部『資本論』の方法の第 1 章流通

形態論の方法の第 4節流通形態規定の抽象性で、「商品を『資本主義的商品』と規定するこ
とは、商品の単純な形態規定に資本や資本の生産過程を基礎としてはじめて付与される規

定を付加してしまうことになり、かえって形態展開の『動力』を失わせることになった。

冒頭商品はしたがってあくまで純粋な形態的性格をもつものとして、その単純な抽象性に

おいて規定されねばならず、それによってこそ『上向の動力』が明らかにされる。」（同書、

p.218～219）とし、「…『上向の動力』ないし『復元力』は、『それ自身には存立しえない
形態規定としてある』という『抽象性』（宇野『価値論の問題点』11頁）にある、というべ
きなのである。」（同書、p.219）と結論している。 
伊藤誠は『価値と資本の理論』（伊藤〔13〕）の第 1 章商品の二要因と価値の形態規定の

第 3節価値の形態と実体で、「…大内‐鎌倉論争は、総じて大内氏（大内秀明―引用者）が
冒頭商品の価値規定に純粋資本主義論の方法を徹底しようとする方向の極点を示し、鎌倉

氏がその無理を内在的に批判しつつ、純粋資本主義論の枠をこえざるをえない商品形態の

特質を主張することとなっているという点でも、きわめて興味あるすぐれた論争であっ

た。」（同書、p.91）としている。 
今日においても、自ら労働力商品になることに甘んじることを望まず、単純商品生産と

共通する個人事業主や小農民などの家族的経営や個人経営が営まれている。市場から退出

せざるを得ない経営も多いと思うが、その中から資本主義的企業に変貌を遂げる経営が現

れることも、又、確かなことである。 
筆者は「資本効率論―資本効率の 3 階層モデルと再生産―」（丸山〔174〕）で、「商業資
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本の利潤率の分布は、流通期間のリスクと流通費用のリスクが 2 乗されるため、対数正規
分布に近くなる」（同誌、p.44）とした。資本の集積と集中によって資本の個体数は減少す
ると言う考え方もあると思うが、分布の端にとんでもなく儲かる資本があるため市場の競

争可能性（contestability）が失われることはなく、商品世界への新規の参入（entry）が途
絶えることはないのであると思う。価値論はこうした身近な資本の生成（genesis）や成長
（growth）をも説明できるものでなくてはならないと思う注 2)。 
但し、単純商品生産から自動的に資本主義的生産が生成した訳ではなく、生産力水準の

一定の発展と労働力商品の創出と言う歴史的契機が必要である。 
	 宇野は『価値論』（宇野〔30〕）の序論Ⅰ商品経済と資本主義社会の 1 経済学の出発点と
しての商品で、「いわゆる単純商品も、その流通拡大とともに貨幣、資本の形態的発展をな

し、実際またわれわれが経済学において理論的に展開する抽象的な商品、貨幣、資本の形

態発展の過程とも相通ずるものを有するのであるが、しかしそれもまた必ずしも資本主義

社会への発展の必然的関連は持っていない。それは古代にしても中世にしてもその当時の

社会関係にたいして分解的作用をなすものにすぎなかった。その点で中世から近世への過

渡期にはまた資本主義社会発生の一つの動因ともなりえたのであるが、しかしそれはけっ

してそれ自身において資本主義社会を積極的に展開するものではなかったのである。よう

するに商品形態の発生、発展は、それ自身に歴史的発展を決定するものとはいえないので

ある。それは社会の歴史的発展の動きをなす生産力自身を通してはじめて歴史的規定性を

持ちうるのである」（同書、p.20～21）としている。 
エンゲルスの論理＝歴史説の様に論理的因果関係を歴史的先後関係に解消することにな

ると、価値法則と生産価格をそれぞれ生産力水準の異なる社会における異なる概念として

切断して理解する惧れが生じ、価値法則と生産価格を同じ資本主義社会における重層的相

互関係として立体的に把握することを妨げることになる。 
	 かくして問題の難しさは、価値法則がそれぞれの個別商品において論証されなくてはな

らないと同時に、生産力水準の一定の発展段階において商品経済が全社会化した資本主義

社会を基盤にして論証されなくてはならないことにあると言って良いであろう。 
これは宇野の問題提起でもある。宇野は『価値論』（宇野〔30〕）の序論Ⅱ価値論の対象

と方法に関する二、三の注意の 4価値論の方法で、「かくて価値法則の把握は、経済学にき
わめて困難な方法を強制することになるのであった。個々の商品においてしか現象しない

し、また個々の商品の生産が個々の個人によって独立に生産せられることを想定する価値

法則が、じつは全社会の資本家的社会関係を条件とし、もはや独立の個人的生産によるも

のとはいえない生産物においてはじめて十分なる展開を見るのである。」（同書、p.50～51）
としている。 
 
注1)	 宇野の端緒商品の論理的復原力については、新田滋「『復元論』と『分化発生論』に

ついて―宇野弘蔵と山口重克の方法論をめぐって―」（新田〔121〕）を参照。科学論
には、予断（presupposition）のない純粋無垢な観察事実の解釈はあり得ないとする
ハンソンの理論負荷性（theory-ladenness）が避けられない以上、方法を自覚しなが
らロジックを組み立てることが求められる。理論負荷性については、ハンソン『科学

的発見のパターン』（ハンソン〔131〕）を参照。筆者は、価値を階層構造として捉え
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る方法の原型（archetype）は古代の存在論を完成したとされるプロティノスの、一
つのもの（ト・ヘン）、知性（ヌース）、魂（プシュケー）にあるのではないかと想う。

ト・ヘンの働き（デュナミス＝人間労働）から発出したヌースの働き（エイドス＝形

態規定）により、プシュケー（実物体系＝使用価値）が流出して溢れ出し、実物体系

＝使用価値はヌースの働き（形態規定＝価格体系）を通じて、再びト・ヘン（人間労

働一般＝価値体系）に還流するのであると想像している。しかし、一つのものからの

流出（分化・発生論）と本質の同等性（ホモウーシア）の顕現（復原論）は異端と正

統の分かれ目になる程の違いがあるかも知れず、ヘーゲルは反省規定（同一・区別・

根拠）と概念規定（普遍・特殊・個別）により、ホモウーシアの顕現（復原論）の叙

述方法（学的体系）を示したのではないかと想う。従って、行動論的な分化・発生論

では、宇野の様な流通論で商品→貨幣→資本と上向し、分配論で資本→貨幣→商品と

円環を閉じる動因は働かないため、無限に発出する働き＝可能態（デュナミス）をど

の様に収束させることができるかが問われることになる。プロティノスの、一つのも

の、知性、魂の階層構造については、水地宗明・山口義之・堀江聡編『新プラトン主

義を学ぶ人のために』（水地・山口・堀江編〔175〕）の第 3章プロティノスを参照。 
注2)	 コンテスタブル市場の理論については、小田切宏之『企業経済学』（小田切〔51〕）の

5 章市場競争と戦略の p.140～143 を参照。企業成長率の実証研究については、坂井
功治・渡辺努「企業成長率分布の統計的性質と含意」（坂井・渡辺〔75〕）を参照。坂
井・渡辺は、製品レベルの売上のスキャナーデータを用いた企業成長率の分布は中央

部分が尖形のラプラス分布でテール部分がベキ分布をしており、「…変動が小さく安

定的な中央部分は，おもに規模が大きく多数の製品をもつ企業の成長率を反映してお

り，変動が大きく不安定なテール部分は，おもに規模が小さく少数の製品しかもたな

い企業の成長率を反映している…」（同誌、p.6）とし、個々の製品レベルの売上規模
と成長率の自己相関が分布の生成に重要な役割を果たしていると結論している。 

 
３．ベーム・バヴェルクのマルクス批判 
 
（１）	 四つの論証の吟味 
	 ベーム・バヴェルクは『マルクス体系の終結』（ベーム〔150〕）の第 3 章矛盾の問題で、
「わたしは、ここに矛盾の解明と和解〔解決〕については何一つ見ないで、かえって赤裸々

な矛盾そのものを見ないわけにはいかないのである。マルクスの第三巻は、その第一巻を

否認している。平均利潤率と生産価格との理論は、価値の理論とは調和しない。このこと

は、論理的に考える人ならだれでも受けるにちがいない印象であると、わたしは信じる。」

（同書、p.60）としている注 1）。 
ベームはマルクスの所見が「…価値法則が全部または部分的に永続して妥当するために

好都合な、つぎの四つの論証を、ふくんでいるように見える。」（同書、p.63）とし、①個々
の商品の価値からの乖離は相殺され、生産価格の総計＝価値の総計が成り立つ、②生産に

必要な労働時間の増減が生産価格を上下させることにより、価値法則は価格の動きを支配

する、③価値が生産価格に転化する以前の原初の諸段階では、価値法則が商品交換を支配

する、④複雑な国民経済では、総価値が総剰余価値を規制し総剰余価値が平均利潤率の高
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さ＝一般的利潤率を規制するため、価値法則は間接的かつ究極的に生産価格を規整する（同

書、p.63～64）の四つに纏めた上で、詳細な吟味を行なっている。 
 
＜価値からの価格の乖離の相殺と総計一致＞ 
	 ベームはマルクスの四つの論証の①価値からの乖離は相殺され総計一致の命題が成り立

つことについて、価値法則の課題である個別商品の交換比率の解明の回答になっていない

とし、マルクスによる一般的な法則は近似的な仕方で、永久的な運動の決して固定されな

い平均として、かつ支配的な傾向として貫徹すると言うことによって平均と相殺される諸

偏差を弄んだものであり、価格差の事実こそが価値法則の確証であるとする様な解釈はで

きないとし、「たとえば、―カゲロウも象もふくめて―すべての動物種属がひとしい寿命を

もつという命題を、証明したい気持ちがあってはならないであろうし、また、証明するの

はゆるされないであろう、ということと同じである。」（同書、p.73）としている。 
	 宇野は価値法則の課題である個別商品の交換比率の解明について、『経済原論 上巻』（宇
野〔24〕）の第 2 篇生産論の第 1 章資本の生産過程の 2 価値形成＝増殖過程の C 価値法則
の確立で、小生産者にとっては 1日 10時間の生産物を 6時間の生活資料と交換することも
できるが、消耗を回復し労働力の再生産を行なわなくてはならない賃金労働者にはそうで

はないとし、「彼等は、小生産者の如くにいわゆる不等価交換をなし得る根拠を有していな

いのである。そしてそれがまたあらゆる生産物を商品として価値法則に従わしめる基点を

なし、商品の交換関係を生産過程そのものに基礎づけることになるのである。」（同書、

p.108）としている。 
宇野は、あらゆる生産物を商品として価値法則に従わせる基点（base point）を、小生産

者による単純商品生産と共通するものとしてではなく、労働力の商品化による賃金労働者

の出現により基礎付けている。 
剰余価値率＝0、従って利潤率＝0 の時、投下労働価値＝支配労働価値となり、総計一致

の命題が成立する。これを基点とし、生産力水準の上昇に伴って剰余価値率と利潤率が上

昇し始めると総計一致の命題は必ずしも成立しなくなるが、資本の技術的構成と実質賃金

率の実物体系（physical system）の変化と共に、死んだ労働と生きた労働の両者を含む投
下労働価値と剰余価値率から成る価値体系（value system）、費用価格と平均利潤率から成
る価格体系（price system）は連動（co-move）し始めることになる。 
この基点は、未だ労使未分化の状態と言うことができる。その意味で受注生産中心の単

純商品生産を行う独立小生産者と共通する側面があるが、労働力の商品化を契機として労

働力商品の形態的及び実質的包摂、更には生産のための生産すなわち見込み生産中心の資

本主義的生産の拡大と共に、基点を超えて絶対的及び相対的剰余価値の生産が促進される

ことになる。 
マルクスは『資本論』第 1 巻の第 3 篇絶対的剰余価値の生産の第 5 章労働過程と価値増

殖過程で、「労働過程と価値形成過程との統一としては、生産過程は商品の生産過程である。

労働過程と価値増殖過程との統一としては、それは資本主義的生産過程、商品生産の資本

主義的形態である。」（マルクス〔165〕、p.337）とし、更に、『資本論』第 3 巻の第 7 篇諸
収入とその源泉の第 48 章三位一体的定式で、「労働が価値形成的であり、諸商品の価値に
現われる限りでは、労働は、異なるカテゴリーのあいだへのこの価値の分配とはなんの関
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係もない。労働が、賃労働という特殊な社会的性格を有する限りでは、労働は価値形成的

ではない。」（マルクス〔171〕、p.1440）とし、「そして一般に、われわれが労働を価値形成
的なものとして確定する場合には、われわれは、労働を、生産条件としてのその具体的姿

態において考察するのではなく、賃労働という社会的規定性とは異なる一つの社会的規定

性において考察するのである。」（同書、p.1441）としている。この「賃労働という社会的規
定性とは異なる一つの社会的規定性」は、未だ労使未分化の状態、或は単純商品生産と共

通する労働の社会的規定性であると言えると思う。 
マルクスは『資本論』第 3 巻の第 1 篇剰余価値の利潤への転化、および剰余価値率の利

潤率への転化の第 2章利潤率で、「剰余価値の利潤への転化は、剰余価値率の利潤率への転
化から導出されるべきであって、その逆ではない。そして実際に、利潤率こそ、歴史的な

出発点である。剰余価値と剰余価値率とは、相対的には、目に見えないものであり、究明

されるべき本質的なものであるが、一方、利潤率、それゆえ利潤としての剰余価値の形態

は、諸現象の表面に現われる。」（マルクス〔168〕、p.72）としている。 
注文生産中心の単純商品生産では、生きた労働の見返り（return）の大きさ＝剰余価値

率が求められるが、見込み生産中心の資本主義的生産では、労働手段や原料などの死んだ

労働と生きた労働への対価を合算した投下資本（capital employed）の儲け（profit）の程
度（degree）＝利潤率が問われることになる。 
杉山清は『マルクス価値論の研究』（杉山〔90〕）の第 5章競争の概念で、「マルクスは需

要供給の一致は科学的にゼロ（wissenschaftlich=0, scientifically rated at zero）と看做す
べきほどに極めて偶然であると書いているのであるが、私は、そのゼロという言葉を、需

要供給が一致したときに、反対の方向に作用する二つの力が相互に止揚しあって全く外部

え作用しないものとしてのゼロに、援用して、零点における均衡という言葉を作ったので

ある。」（同書、p.298）としている。 
宇野の価値法則の基点は、産業資本的形式による商品価値の生産により絶え間なく変化

する需要に対して供給の弾力性が一致した杉山の「零点における均衡」であり、資本形式

論により（本稿の p.112～136を参照）、初めて基点（base point）＝零点（zero point）の
概念規定が与えられることになる。又、労働力の商品化を契機に、この基点を越えて剰余

価値率と利潤率が連動してプラスに上昇し始めると、社会的総資本の需給不一致の可能性

が生じることになる。 
 
＜価値法則による価格の運動の支配＞ 
	 ベームはマルクスの四つの論証の②価値法則による価格の運動の支配について、労働支

出の大きさによる価格の上下は古典派も俗流経済学者も認める事実であるが、交換比率を

規制する唯一の事情と言えないことは、資本の投入期間の長短により価格が上下すると言

う命題が交換比率を規制する唯一の事情であると言えないことと同じであるとしている

（ベーム〔150〕、p.75）。言い換えれば、価格の上下運動は労働生産性だけでなく、資本の
投入期間と言う時間的要因によっても影響を受けるとしている。 
	 根岸隆は『古典派経済学と近代経済学』（根岸〔123〕）の第 8章利子論におけるマルクス
とベーム・バヴェルクで、交換される二つの物に共通する等一性が労働であるのか、或は

使用価値一般なのかと言う問題は科学ではなく哲学の問題であるとし（同書、p.111）、『資
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本論』の第 1 巻と第 3 巻は矛盾しているのではないかと言う問題＝転型問題については、
森嶋道夫に依拠し、「例えば，転形問題の場合は，もし経済がノイマン経路上にあれば，利

潤率は剰余価値率に対応する．あるいはより一般的に，剰余価値率が正の場合，そしてそ

の場合にのみ利潤率が正になるということがわかるのである．」（同書、p.116）としている
が、利子理論としては、マルクス価値論は完全に失敗であるとしている。 
根岸は、ベームの労賃の前払いは前貸しされた資本の回収が遅れるための割引であると

する事例を挙げて、「…ベーム・バヴェルクは，現在財と将来財の相違を誤って無視し労働

者が彼の製品の（現在価値ではなく）将来価値のすべてを（将来においてではなく）現在

すぐうけとらない場合には搾取があると主張するロードベルタスやマルクスを批判するの

である．」（同書、p.120）とし、静態＝単純再生産という特殊な場合には「産出が投入より
も時間的に遅れるとしても，あたかも産出と投入は同時的であるかのように考えることが

できるのである．この場合，マルクスの搾取概念は有効である．しかし，残念なことに，

シュンペーター〔『経済発展の理論』―引用者〕が強調するように，静態においては利子率

は零となる．剰余価値率，搾取率などは完全に有効な概念ではあるが，これらの率はすべ

て零なのである．マルクス理論は正しいといっても，これではあまり意味があるとはいえ

ない．」（同書、p.122）としている。 
ベームの様な資本効率 Π1の単線的実物回転モデルに準拠するマルクス批判は、複線的価

値回転モデルに基いて今期中に生産された生産財を今期中に使い切り、消費財は労働者が

今期の賃金で買戻して今期中に消費する再生産の同時性（synchroneity）を踏まえたモデル
で考えれば、根岸の言う様に妥当しない。又、今期の剰余生産物＝剰余価値を資本家が全

て消費すれば単純再生産になり、貯蓄＝投資を行って来期の生産能力を増強すれば拡大再

生産になるが、何れにおいても正の利潤率は存在し、複線的価値回転モデルに基く費用回

収総回転ベースの資本効率 Π2が向上している限り、シュンペーターとは異なり、正の利子

率は存在し得る注 2）。 
根岸は「…単純再生産において利潤率が正であれば，合理的な資本家は長期的な効用水

準を上昇させるために必ず貯蓄し，その結果は資本の蓄積となるから単純再生産は維持で

きなくなるのである．」（同書、p.123）とし、フォン・ノイマンの均衡成長経路に依拠し、
「…ベーム・バヴェルク，ヴァイツェッカー，マルクスの相違は現在財と比較するために

将来財を割引く率が，利子率，実際の成長率，零のいずれかであることによる．この相違

はいわばイデオロギーの相違であり，客観的にいずれかを正しいとすることはできない．」

（同書、p.126）と結論している。 
しかし、根岸が「実質賃金 w/p2は労働力再生産費用として所与である．」（同書、p.124）

としている様に、労働者には賃金水準の決定権がなく、「実際の成長率は資本家の異時点間

の選好関係に依存するが…」（同書、p.125）としている様に、投資の決定権は資本家が握
っているため、今期生産したものを今期買い戻して消費する様な、その日暮らしの労働者

の賃金を将来の均衡成長率で割引いて現在価値を求めることに、積極的（positive）な意味
が果たしてあるのであろうか。1990年代以降、バブルがはじけてデフレ経済が進行し、資
本効率を高めるために経済のグローバル化と労働市場の分断化が進み、労働力の再生産費

用を下回る所得水準の非正規雇用の労働者が増えた現実をどの様に捉えたら良いかは大き

な問題である注 3）。 
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＜価値法則による資本主義以前の商品交換の支配＞ 
	 ベームはマルクスの四つの論証の③資本主義以前の価値法則による商品交換の支配につ

いて、マルクスの言う労働者たち自身がそれぞれ自分の生産諸手段を所有し、自分たちの

商品を相互に交換し合う単純商品生産のケースについては、資本の投入期間の長短の違い

により労働者の報酬の受け取り時期の差異が考慮されていないとし、ゾンバルトから援用

して「すなわち、価値法則は、完全競争下の国民経済において、僭望された〔価値法則が

身のほどをわきまえずに入手したく望んでいた〕支配権を、生産価格にゆずりわたさなけ

ればならないと、みとめられたのであるが、この価値法則は、原初の諸状態においてさえ

も、けっして現実に支配したことはなかったし、また現実に支配できなかった、というこ

とだけを、わたしは取りだしているのである。」（ベーム〔150〕、p.92）と結論している。 
 
＜価値法則による生産価格の支配＞ 
	 ベームはマルクスの四つの論証の④価値法則は間接的かつ究極的に生産価格を規整する

ことについて、1労働日の労賃が 5マルクから 6マルクに上昇した場合の有機的構成の異な
る三つの商品の生産価格の数字例に基いて、(1)価値法則が個々の商品の交換比率を規制す
ることとは無関係であること、(2)必要労働時間から乖離した生産価格で売られるため「…
必要な生活手段〔生活資料〕に体化されている労働量と一致するであろうような―すなわ

ち価値法則のげんみつな要求に一致するであろうような―率〔労賃率〕…」（同書、p.102）、
言い換えれば実質賃金率からは乖離すること、(3)価値法則に依存しない資本の大きさの作
用と言う決定根拠を入れていること、(4)前貸しされる投下資本の大きさは賃金水準の高さ
と言う価値法則と関係のない要因の影響を受けること、(5)「…平均利潤は賃金支出となら

んで価格を決定する一つの
、、、

要因にすぎないという訂正―を、ともなうならば、正しい。」（同

書、p.104）ことの 5点を指摘し、労働量は生産価格の構成要素である賃金支出に直接的に
影響するが、平均利潤への影響は間接的であり疑わしいと結論している（同書、p.106）。 
 
注1）	ベームのマルクス批判およびヒルファディングの反批判の分かり易い解説は、相原茂

「マルクス経済学の批判と反批判」（向坂編〔79〕所収）を参照。ベームの資本利子
論については、ブローグ『経済理論の歴史 下 近代経済学の展開』（ブローグ〔145〕）
の第 12章オーストリア的資本・利子論を参照。より簡明には、三土修平『経済学史』
（三土〔178〕）の 8資本理論の発展の p.194～205を参照。三土は、ベームが素手か
ら次々と中間生産物を製作し、最後に最終中間生産物で消費財を製作する生産構造を

仮定していることについて、「だが，発達した工業社会での現実の生産は，鉄が石炭の

生産に使われると同時に，石炭は鉄の生産に使われるというふうに，生産財どうしの

あいだの循環関係を含んで成立しており，素手でモノをつくる段階はないといってよ

い。単線進行的生産構造観よりも複線回帰的生産構造観のほうが現実に近いのであ

る。」（同書、p.201）としている。 
注2）	河野良太は「ハイエクの中立貨幣論」（河野〔63〕）で、ハイエクの生産構造を複線的

価値回転モデルとして扱っているが、ハイエクの迂回生産は資本の有機的構成の高度
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化と消費財に対する生産財の部門構成の高度化が同時に進行するものとなっている。

しかし両者は別概念であり、分けて議論できる再生産の 2部門モデルの方が、筆者の
様な初学者には分かり易いと思う。 

注3）	リーマンショック直後の状況については、森岡孝二『貧困化するホワイトカラー』（森
岡〔187〕）を参照。 

 
（２）	 価値論の方法 
	 ベームはマルクスの四つの論証の吟味に続いて、『マルクス体系の終結』（ベーム〔150〕）
の第 4章マルクスの体系におけるあやまり―その根源とその諸分枝―の第 1節で、「じっさ
いに、まさに近代の〔国民〕経済学も、交換されるべき諸価値〔諸価値物〕の『等価』と

いう古いスコラ神学的な観念がまちがっていることについては、〔意見が〕一致しているの

である。しかし、わたしは、この点をさらに立ち入って問題としよう〔それ以上に重視し

よう〕とは、おもわないのであって、〔ここでは〕わたしは、もとめられた『共通なもの』

として労働をマルクスが蒸留して取り出す論理的な方法的な操作の批判的研究に向かう。」

（同書、p.118）とし、「〔くわしくいえば〕この共通なものは、たんに労働生産物において
だけではなく、また、土地、立ち木、水力、炭層、石切り場、石油層、鉱泉、金鉱、など

のような、自然の賜物においても、もとめられ見いだされなければならないのである。交

換価値のきそになっている共通なものを探求するさいに、労働生産物でない交換されるね

うちのある財を除外する、ということは、この事情のもとにおいては、方法上のゆるすべ

からざる死罪である。」（同書、p.120）とし、テノール、バス、バリトンの三人の歌手がと
もに二万フローリンの給与を受け取っている例について、「給与問題にとってどうでもよい

ことは、あきらかに、ただ、良い声が、―あるいはテノールとして、あるいはバスとして、

あるいはバーリトンの声として―あらわれる特殊な様相だけにすぎないのであって、けっ

して、良い声いっぱんではないのである。そして、おなじように、諸商品の交換関係〔比

率〕にとっても、―商品が食料としてか住居のためか衣料としてかなどどれに役立つにせ

よ―これらの商品の使用価値がこのように現象するであろう特殊な様相は、なるほど捨象

されるけれども、しかし、使用価値いっぱんはけっして捨象されはしない。」（同書、p.126
～127）としている。 
 
＜等価交換＝スコラ神学的観念＞ 
	 ベームが国民経済学では等価交換と言うスコラ神学的な観念の誤りについて意見が一致

しているとしていることについて、メンガーは『国民経済学原理』（メンガー〔182〕）の第
5 章価格の理論で、「…定まった数量で相互に交換されるというような諸商品，したがって

たとえば購買
．．
においても販売

．．
においても任意に相互におきかえられるようなある貨幣額と

いま 1 つの経済財のある数量，簡単に言えば言葉の客観的意味における等価物
．．．．．．．．．．．．．．．

は―一定の

市場と一定の時点に関してさえ―存在しない．」（同書、p.151～152）としている注 1)。 
メンガーは更に、同書の第 7 章商品の理論で、商品の販売力（Absatzfähigkeit）には、

①顧客層の多様性と差異、②流通の障害や流通費用の経済性、③市場性の空間的な大きさ

の違い、④販売時期などの時間的限界と保管に伴う費用負担の四つの制限があり、販売力
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の程度の差は、①市場が組織され価格などの商品情報が整備されていること、②空間的な

交易領域の広狭の程度（NBと LBの違い―引用者）、③販売の量的限界（弾力性）の大小、
④日々売れるか断続的にしか売れないと言った販売頻度の四つあるとし、最広義の販売力

として商品の流通力（Circulationsfähigkeit）に言及している注 2)。 
 

＜使用価値一般＞ 
廣松渉は、マッハ『感覚の分析』（マッハ〔155〕）のマッハの要素一元論に基づく現象主

義（phenomenalism）を解説する中で、マッハは「…われわれが表象する三角形は、直角
三角形であるか、鋭角三角形であるか、鈍角三角形であるか、必ずそのいずれかなのであ

って、そのいずれでもあるような三角形の概念にふさわしい一般的三角形なるものは、そ

もそも表象することは不可能である。」（同書、p.344）としたとしている。 
	 宇野は『価値論』（宇野〔30〕）の序論Ⅲマルクスの労働価値説で、「もちろんベーム・バ
ウェルクにとってもおそらく交換の目標としてではなく、その基準として使用価値一般に

抽象するとでもいうのであろうが、はたしてそういう抽象で商品経済が成立する基準があ

たえられるであろうか。」（同書、p.83）と疑問を投げかけ、「商品の価値としては質的に一
様なるものにせられるにしても、それは種々異なった使用価値としてかれのいわゆる『様

態』の異なったものとして生産せられなければ『衣食住』はおろか『他のいずれに』も役

立つことにはならない。商品の価値として質を一様にするものになるということは、異な

った使用価値として生産されることと関連してのことである。」（同書、p.83～84）として
いるが、マッハが「一般的三角形なるものは、そもそも表象することは不可能」とするの

と同様に、ベームが「使用価値いっぱんはけっして捨象されはしない」とすることの無理

を指摘したのであると思う。 
白杉庄一郎は『価値の理論』（白杉〔89〕）の第 1 章価値の本質で「私は、ボェームのよ

うに価値を直接に使用価値の側から導き出しうるなどと考えるものではないことは後に明

らかにする通りであるが、しかし使用価値一般
、、、、、、

という概念の存在しうることは彼の主張し

ているとおりだと考える。」（同書、p.39）とし、ベームの主観価値説は貨幣を前提している

が、「…貨幣は人間経済一般
、、
の究極の欲望充足手段とはいえないばかりでなく、それ自体、

抽象的な経済価値の独立形態であって、その本質は価値論によって初めて究明されうるも

のである。してみれば、価値の究明に貨幣を前提するということは、価格を前提とする場

合と同様、循環論の誤りをおかすものである。のみならず、貨幣も、商品と同じく、結局

は人間の労働によって生産されるものであり、スミスがいみじくも道破しているごとく『本

源的購買貨幣』（original purchase-money）は労働なのである。このように見てくると、効
用の本源的測定者は、その獲得に必要な労働でなければならない、ということになる。そ

して、そのかぎり、効用価値説は労働価値説と結び付くことなしには価値論としての意義

をもちえないのであって、それは労働価値説のなかに止揚されることによってのみ価値の

説明に参与しうるにとどまる、といってよいであろう。」（同書、p.111）としている。 

白杉は使用価値一般について、「…個人的立場から見た効用の大きさは、これを社会的な
、、、、

尺度で
、、、

測定することができぬけれども、個々の個人の立場からはその大小が比較されうる

のである。」（同書、p.45）とし、選択の理論として肯定的に評価しているが、必ずしも明確
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な定義を与えている訳ではない。白杉は商品の他人のための使用価値＝社会的使用価値に

基く交換性（exchangeability）を社会的欲望の側面から捉え直し、社会的必要労働の量的
規定性に基いて交換性を測定しようとしたものと考えることができると思う。 
 
＜複雑労働の単純労働への還元＞ 
	 ベームは『マルクス体系の終結』（ベーム〔150〕）の第 4章第 2節では、1日または 1時
間の熟練労働の生産物が 1 日または 1 時間の単純労働の生産物よりも価値が大きいことに
ついて、例えば彫刻家の 1 日の生産物が石割り人夫の 5 日分の生産物と経験的に交換され
ることから複雑労働の単純労働の還元が行なわれるとすることは循環論法であるとしてい

る（同書、p.141）。 
	 廣松渉は『廣松渉コレクション第 4 巻 物象化論と経済学批判』（廣松〔139〕）のⅠ宇野
経済学への視角で、「…市場的競争原理を持込んで、仮に PmⅠ業種の四時間の製造品と PmⅡ

業種の五時間の栽培物とが社会的平均的に安定した交換比率
、、、、、、、、

を保っているような場合には、

物理的に計測して四時間の PmⅠ製造労働は、五時間の PmⅡ栽培労働と社会的に等価である

とみなすというように、市場における交換比率を基礎にして“等価性の基準”と“係数”

を規定する方途のごときもあります。」（同書、p.206）としている。 
この市場における交換比率を基礎にして等価性の基準と係数を規定することは、廣松が

マルクスは、「…抽象的人間労働なるものは生産過程そのものの場面で措定されるものでは

なく、『交換過程においてはじめて一般的社会的
、、、

労働として自己を証示する』エトヴァスと

してそれを考えていたこと、『等価表現こそが異種の諸労働を人間的労働一般に還元する』

と考えていること、このことが判ります。」（同書、p.206）としていることによると思われ
るが、ベームによる循環論法であるとする批判を免れることはできない様に思う。 
	 山口重克は『価値論・方法論の諸問題』（山口〔195〕）において廣松の批判に答える中で、
「…人間の労働力というのは、何でも作れる。何でも作れるものが PmⅡを作っていたり、

あるいは PmⅠを作っていたり、Kmを作っていたりする。あれもこれも作れるという人間労

働が、特殊なものを作っている。そういう意味で、それぞれの労働は異種なものではある

けれども同種な労働のひとつの特殊な形態であるということができる。そういう二つの論

点で、労働の同質性を権利付けることができる。」（同書、p.114）とし、「…労働が価値を規
定するということを言おうとすると、生産の方が価値関係を規定すると言わざるをえない。

しかも流通関係が先決的である。これはどういうふうに考えればいいのかという問題は残

るわけですが、私はそれを次のように考えています。流通関係、市場関係なり交換関係と

いうものが生産をとらえると、流通関係のもっている効率性原則でもって、生産をいわば

締め上げる。経済的なギリギリの関係に締め上げる。そういう、締め上げられた生産の関

係が、今度は逆に、流通関係を規制する。そういう、廣松の言葉で言えば、相互媒介的な

関係にあると考えます。」（同書、p.115）としている。 
 

＜市場価値規定＞ 
ベームは、『マルクス体系の終結』（ベーム〔150〕）の第 4章第 3節では、マルクスが『資

本論』第 3 巻第 10 章の市場価値論で、「ひとつのばあいには、なんら競争が存在しないの
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であって、このばあいには、諸商品は、けっして、それらの価値どおりには交換されない。」

（同書、p.166）とし、「それとも、競争が作用しているという、もう一つのばあいには、諸
商品は、だからこそますます、それらの価値どおりには交換されないで、それらの生産価

格どおりに交換される。」（同書、p.167）とすることは「〔マルクスの〕この〔第一〇〕章
を先入見なしに読む人はだれでも、この〔第一〇〕章がいわば退化〔堕落〕しているとい

う感じをもつであろう、と、わたしはおもう。」（同書、p.167）としている。 
マルクスの市場価値論には技術説と需要説が混在しており、更に、需給が不均衡のとき

の市場価値決定に係る「不明瞭な個所」の解釈の問題があり、別途市場価値規定の機構に

ついて考察する必要がある。又、山口の「流通関係のもっている効率性原則でもって、生

産をいわば締め上げる」ことと「締め上げられた生産の関係が、今度は逆に、流通関係を

規制する」ことは、宇野の用語で言えば、流通論の資本形式論と分配論の市場価値論で解

明されなくてはならないことである。更に、生産論を加えるならば、資本効率論で「流通

関係のもっている効率性原則でもって、生産をいわば締め上げる」過程を解明することが

できると思う。 
 
注1)	 ベームの言う「スコラ神学的な観念」はマルクスの本質の同等性（Wesensgleichheit）

を指していると思われるが、父と子と精霊の三位一体論で使われる用語である。 
注2)	 メンガーは『国民経済学原理』（メンガー〔182〕）の第 8章貨幣の理論で、場所と時

間によって異なる経済状態の自然的な所産として、商品の販売力（Absatzfähigkeit）
の最も大きい貴金属が貨幣として現われるとしている。西部忠は『貨幣という謎 
金と日銀券とビットコイン』（西部〔120〕）の第 1 章お金は「もの」なのか「こ
と」なのか―貨幣と市場を再考するで、メンガーの販売力を直接交換可能性に読

み替えて貨幣の生成モデルを考案している（同書、p.65～83）。メンガーの言う、
商品の販売力の制限と販売力の程度の差は、価値形態論における使用価値の時間的・

空間的な制約条件となっており、商品の流通過程における価値の推移性の論証に対す

る反証可能性（falsifiability）を示している様に思われる。 
 
４．ヒルファディングの反批判 
 
（１）	 価値の概念 
	 ヒルファディングは『マルクス経済学研究』（ヒルファディング〔136〕）の 4ベーム・バ
ウェルクのマルクス批判で、「ベームの原理的批判は、勝手に拾い出した個々の点や結論を

攻撃するのではなくマルクス体系そのものの基礎を問題として、それを支持しがたいもの

であると攻撃しているのであるから、その批判は、内容豊富な分析となることを可能なら

しめるものであるが、しかし同時に、体系が全体として論議されるのであるから、折衷学

派の、誤解した・個々の点だけを問題とする・反対論が通例要求するような分析よりも、

より徹底的なものとならざるをえない。」（同書、p.133）としている。 
ヒルファディングは同書のⅠ経済学的範疇としての価値において、①商品の分析におけ

る使用価値の捨象、②「…マルクスはいかなる権利をもって労働をば価値をつくりだす唯
、
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一のもの
、、、、

と宣言しえたのであるか、ということである。」（同書、p.141）、③複雑労働の単純
労働への還元の三つについてべームへの反批判を行い、Ⅱ価値と平均利潤において、『資本

論』第 1 巻の価値どおりの交換と第 3 巻の平均利潤および生産価格の理論との不調和につ
いてベームが俎上に載せているマルクスの四つの論証に即してベームの反対論を吟味した

上で、Ⅲ主観主義的解釈において、ベームの心理学的＝自然主義的な効用価値説を批判し

ている。 
 

＜使用価値の捨象と労働価値説の権利問題＞ 

ヒルファディングはⅠの①使用価値の捨象と、②「労働をば価値をつくりだす唯一のも
、、、、

の
、
」と宣言することの権利問題（quid juris）について、「わたくしが、『使用価値がそのも

とで現象するところの特殊な状況』を、すなわち具体性のままの使用価値を捨象するばあ

いには、わたくしは、わたくしにとって
、、、、、、、、

使用価値一般を捨象したのである。なぜなら使用

価値は、わたくしにとってはこのようなそれの具体性においてのみ、これこれの性質をも

つ使用価値として存在するものだからである。」（同書、p.137）としている。 
ヒルファディングは更に、「商品は使用価値と価値の統一であって、ただ考察方法が二重

であるにすぎない。すなわち商品は、自然物としては自然科学の対象であり、社会的な物

としては社会科学すなわち経済学の対象である。したがって経済学の対象は、商品の、社

会的連関の表象たるかぎりでの財貨の、社会的側面であるが、これに反して、商品の自然

的側面すなわち使用価値は、経済学の考察範囲外に横たわるものである。」（同書、p.142～
143）とし、「また社会の構成員は、かれらが相互のために労働することによってのみ、相
互に経済的関連をむすぶことができる。こうした物質的関連は、その歴史的な形態規定性

において、商品交換のうちに現象する。総労働生産物は、総価値として―個々の商品のう

ちに交換価値としての量的規定性において現象するところの総価値として、あらわれるの

である。」（同書、p.143）としている。 
遊部久蔵は『価値論争史』（遊部〔4〕）の第 1篇価値論と本質論の第 2章批判及び反批判

の批判で、「ともかく商品の
、、、

使用価値を自然なものと看做してこれを価値論の研究対象から

放逐することを以て使用価値の捨象と解するヒルファーディングの見解は到底維持でき

ぬ。」（同書、p.90）とし、謬論として退けている。 
但し、注文生産による単純商品生産に限定して考えれば、他人の使用価値としての商品

の交換価値は注文者により既に確定しており、小商品生産者であるわたくしにとって
、、、、、、、、

「こ

れこれの性質をもつ使用価値として存在するもの」ではなくなるため、ヒルファディング

の言う様に使用価値一般は捨象されていることになる。 
ヒルファディングは「フランツ・ペトリー『マルクス価値論の社会的内容』」（ヒルファ

ディング〔135〕所収）で、重商主義と古典派経済学が富を問題にしたのに対し、「然るに、
マルクスにとっては、富の本質に関する問題は経済学の問題ではない。彼においては、富

とは一定量の使用価値であり、使用価値は人間的自然の行為所産である…｣（同書、p.174）
が故に、マルクスは「富の形態」である商品形態を問題提起したとしている。 
ヒルファディングはペトリを批判する中で、「彼は、精神科学の特質に関するリッカート
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の見解に囚われているが故に、マルクスの社会的出発点をば、リッカートの意味する文化

科学的考察と同一視し、そして、マルクスの中に『方法論的二元論的』―『マルクス的諸

概念の独自な曖昧さ、それらの流動的多義性』は、この二元論に負う―を発見するのであ

る。」（同書、p.183～184）とし、ペトリは何故「社会的内容と文化科学的内容」が同一で
あるのか、リッケルトの認識論・方法論が商品生産者の社会的関係の暴露と如何なる関係

にあるのかについて説明していないとした上で、「それ故にまた、ペトリーは、価値法則の

作用様式（Wirkungsart）を理解するに到らず、またそれに論及してもいない。吾々が既に
見た如く、価値法則は、かの生産関係、即ち、商品生産者がその中に入り込んでいるとこ

ろの生産関係、の概念的表現に外ならぬ。」（同書、p.185）としている。 
ヒルファディングは、経済学の基本概念は、唯物史観の基本概念と同じものであるとし

（ヒルファディング〔136〕、p.146）、新カント派の影響を受けたペトリのマルクス解釈を
批判しているにも拘らず、商品は「自然物としては自然科学の対象であり、社会的な物と

しては社会科学すなわち経済学の対象である」とし、商品の自然的側面＝使用価値を経済

学の考察範囲外に置き、更に、価値法則を「生産関係、即ち、商品生産者がその中に入り

込んでいるところの生産関係の概念的表現」とし、生産関係＝商品交換に基く社会関係を

重視しており、その結果として、価値の形態規定が軽視されることになる注 1）。 
 

＜複雑労働の単純労働への還元＞ 
ヒルファディングはⅠの③複雑労働の単純労働への還元について、『マルクス経済学研

究』（ヒルファディング〔136〕）で、リカードの様に価格変動を洞見するために相対価値の
変動を問題にするときは「それゆえ、換算尺度がないということは、経済機構の内面的法

則性を認識するための手段としての価値法則の意義を、少しも傷つけるものではない。け

れどもこれとは別の関係においては、換算尺度のないことが重大な意味をもつであろう。」

（同書、p.154）とし、ベルンシュタインを批判する中で、「われわれは、熟練労働がつくり
出すところのより高い価値を、熟練労働力のより高い賃金からみちびき出してはならな

い。」（同書、p.156）とした上で、「簡単な平均労働は簡単な労働力の支出であるが、しかし
熟練労働または複雑労働は熟練せる労働力の支出である。けれどもこうした複雑な労働力

をつくりだすためには、一連の簡単労働が必要であった。この簡単労働は、熟練労働者の

人格のなかに貯えられている。かれが労働しはじめるときにはじめて、この養成労働は社
、

会にとって
、、、、、

流動的となる。したがって養成労働者の労働は、（より高い賃金においてあらわ

れるところの、）価値を移転するばかりでなく、それに固有な、価値をつくり出す力
、、、、、、、、、

をも移

転するのである。それゆえ、養成労働は社会にとって潜在的なもの
、、、、、、、、、、、、

であり、そしてそれは、

複雑労働力が労働しはじめるときにはじめて社会に出現する。だから、複雑労働力の支出

は、あらゆる多種多様の簡単労働の支出を意味するのであって、この簡単労働は複雑労働

のなかにいわば凝結してあらわれるのである。」（同書、p.158～159）としている。 
ヒルファディングによれば、「…複雑労働は社会の立場からすれば、したがって経済学的

に考察すれば、簡単労働の倍加としてあらわれるのである。」（同書、p.160）が、「マルクス

の価値理論は、だから、価値の高さをして理論的に測定可能な
、、、、、、、、、

大いさたらしめるものであ

る。しかるにベームが、マルクスはその理論にたいして経験的証明を提示すべきであった
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と要求するならば、また、こうした証明が交換価値または価格と労働時間とのあいだの関

係を説明する点にあるのだなどと考えるならば、ベームは、理論的な測定可能性と実際的
、、、

な
、
測定可能性とを混同しているのである。」（同書、p.161）と反批判するに止まっている注 2）。 
伊藤誠は『現代のマルクス経済学』（伊藤〔15〕）の補論Ⅰ熟練労働の理論的取扱につい

てで、置塩‐ローソンの定式化を検討する中で、「他方、ヒルファディング以来、熟練労働

者の労働能力が教育や養成労働の客体的な生産物のようにみなされ、熟練に対象化される

労働が、不変資本の価値実体と同様に、生産物価値に移転されるとみなされているところ

には、重大な問題が残る。」（同書、p.280）とし、「価値の形態と実体は次数（原文ママ―
引用者）も異るものして分離したうえで、その関連を考察する見地にたち、熟練労働の取

扱いにやや積極的な整理をすすめれば、以上の検討からわれわれは、基本的には異種の熟

練労働者たちも単純労働者と同一時間に同一量の価値実体を対象化するにとどまるものと

結論してよいであろう。」（同書、p.286）としている。 
複雑労働の養成費の加算は、固定資本の減価償却費と同様に、費用回収総回転ベースの

資本効率 Π2において生産原価（production cost）としての回収が、市場において社会通念
として認められるかどうかに依存している。例えばシステム開発で初級プログラマーに対

するシステムエンジニア（SE）の費用加算は、認められない場合は自身で SE を育成する
か、或は採用するための機会費用（opportunity cost）が発生することになる。市場価値を
巡る諸資本の競争において、加算された追加費用（additional cost）が技術的に妥当である
かどうかが問われ、見積りが甘ければ損失となり、過大であれば敗退することになる。 
伊藤は更に、「もともと社会を形成する人間が根本的には相互に平等な存在であるとみな

すのは、マルクス理論につねに本質的な一契機であった。マルクスの労働価値説における

熟練労働の取扱いは、こうした観点にたって、ソビエト型社会の階層化された特権的秩序

も、資本主義社会の人為的に差別化された労働秩序も、ともに批判的に省察しうる基本理

論として整備されてよいように思われるのである。」（同書、p.288～289）と結んでいる。
ソビエト型社会の特権的秩序（ノーメンクラトゥーラ）に係る諸費用は、自由主義社会（資

本主義）の社会通念から見れば機会損失となっている可能性があるが、その加算された費

用の正当性（legitimacy）については、市場における評価（evaluation）の問題とは別途、
議論が必要なことであると思う。 
 
注1）	赤川元章は「ヒルファーディングの経済学方法論（Ⅰ）―オーストロ・マルクス主義

とヒルファーディング―」（赤川〔1〕）で、ペトリの背景にある新カント派に対する
ヒルファディングの理解については、マックス・アドラーの『マルキシズム方法論：

科学に関する論争に於ける因果性と目的性』（アドラー〔154〕）の影響があることを
示唆している。赤川は「…ヒルファーディングの経済学の基本的性格は『交換関係』

を媒介として成立する『社会関係』を重視することに特色がある。したがって，当然

のことながら，かかる傾向は，『交換過程』に偏重し，『使用価値』をも捨象するがゆ

えに，『価値形態論』を無視していかざるをえなくなる。」（同誌、p.58）としている。 
注2）	簡単労働の倍加の定式化については、置塩信雄『資本制経済の基礎理論』（置塩〔48〕）

の第 1章価値の p.22～24を参照。マルクスは『資本論』第 1巻の第 3篇絶対的剰余
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価値の生産の第 5 章労働過程と価値増殖過程で、「社会的平均労働に比べてより高度
な、より複雑な労働として意義をもつ労働は、単純な労働力と比べて、より高い養成

費がかかり、その生産により多くの労働時間を要し、それゆえより高い価値をもつ労

働力の発揮である。」（マルクス〔165〕、p.337）とし、高度な労働は社会的平均労働
へ還元されなければならないとするが、「したがって、資本によって使用される労働者

は単純な社会的平均労働を行なうと仮定することによって、余計な操作がはぶかれ、

分析が簡単化される。」（同書、p.339）とし、それ以上の考察を行っていない。 
 
（２）	 価値と平均利潤 
ヒルファディングは『マルクス経済学研究』（ヒルファディング〔136〕）のⅡ価値と平均

利潤で、価値どおりの交換は「たとえそれが特定の歴史的前提のもとでの交換にとっては

必然的であるとしても、この歴史的前提は、社会的生活そのものの機構によって、異なっ

た形で不断に再生産されなければならない。歴史的前提が変化したばあいには、交換の変

形（Modifikationen）が生ずる。すなわち問題は、こうした変形が合法則的なものとして
認識されうるかどうか、またそれが価値法則の変形として説明されるかどうかという点の

みである。」（同書、p.172）とした上で、マルクスの「四つの論証」に対するベームの吟味
＝反対論に再吟味＝反批判を加えている。 
 
＜価値からの価格の乖離の相殺と総計一致＞ 
ヒルファディングはマルクスの四つの論証の①総計一致の命題について、「ベームが、商

品の総額はそれにたいして支払われる価格の総額にひとしい、と述べているのは、しょせ

んまったくの妄語である。なぜなら、商品総額と価格総額とはさしあたり通約不可能な大

いさだからである。マルクスは、商品の総額ではなくして価値の総額が生産価格に等しい

と述べているのである。このばあい通約可能性がなりたつのは、価格も価値もともに異な

った量の労働にとっての表現だということによってである。けだし、生産価格が質的に価

値にひとしいばあいにだけ―というのはこの両者は対象化された労働の表現であるから―、

たとえそれらが量的に異なっていようとも、われわれはそれらの総額を比較することがで

きるからである。」（同書、p.178）とし、「問題は商品の総額が個数、重量等々によってあた
えられているときに、それらの価値と価格とは社会的生産物にとっては一致しているので

あるから、それらの価値あるいは価格がどれだけの大いさを有するか、ということである。

この価値あるいは価格は、商品総額とはまったく異なるところの一定の貨幣量の大いさで

ある。マルクスはまさにこの大いさを問題としたのであって、この大いさたるや、かれの

理論によれば、商品総額がふくむのと同等量の労働支出をふくまなければならないのであ

る。」（同書、p.178～179）としている。 
ヒルファディングは個数、重量等々によって与えられた商品総額は社会的生産物として

労働支出を含むとしているので、実物体系を表している。商品総額＝実物体系と価格総額

との間に共通単位がないならば通約不可能（incommensurable）であるのに対して、価値
の総額と生産価格には通約可能性（commensurability）が成り立つ理由は、「価格も価値も
ともに異なった量の労働にとっての表現」であること、言い換えれば価格体系と価値体系

は、商品総額に対象化された人間労働＝実物体系の異なる二つの表現＝写像（mapping）
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であるからである注 1）。 
但し、ヒルファディングは「この価値あるいは価格は、商品総額とはまったく異なると

ころの一定の貨幣量の大いさである。」としているが、その理由は、価格は貨幣を一般的等

価物とする貨幣形態であると同時に、商品の個別的価値は貨幣との交換により社会的価値

に転化することを前提しているからである。 
ヒルファディングは『金融資本論（上）』（ヒルファディング〔137〕）の第 1 篇の第 1 章

貨幣の必然性で、「かくて、すべての商品の交換価値は、貨幣商品において、その使用価値

の一定量において、社会的に妥当するものとして表現される。かようにして、貨幣商品に

おいて自己を計るすべての他の商品の相互行為によって、貨幣商品は、社会的に必要な労

働時間の直接的な具体化として、現われる。」（同書、p.33）とし、マッハを援用して、「エ
ルンスト・マッハによれば、自我とは、一つの網をなして世界の像を形成する諸感覚の無

限の糸が密集する一結節点にすぎないというが、同様に、貨幣も、個々の交換行為の無数

の糸で織られている商品生産社会の社会的関連の網における一結節点なのである。」（同書、

p.34）としている注 2）。 
 
＜価値法則による価格の運動の支配＞ 
ヒルファディングはマルクスの四つの論証の②価値法則による価格の運動の支配につい

て、『マルクス経済学研究』（ヒルファディング〔136〕）で、「前資本家的競争は、それが支
配する局部的市場において、相異なる個別的価値の、ある市場価値への均等化を生ぜしめ

るが、資本家的競争は、価値の生産価格への転化を生ぜしめる。」（同書、p.184）とし、ベ
ームによる例解について、「この解説では、マルクスが前提する単純商品生産は、またたく

まに資本家的商品生産につくりかえられる。けだし、ベームが一労働者に生産手段を供給

して、それの生産のために五年を要するが、他方ではもう一人の労働者の生産手段は数日

で完成されるというばあい、それの意味しているものは別の事態だからである。これは、

右の程度においてあらかじめ資本家的発展の産物であるところの、諸資本の有機的構成の

差異を前提しているのではあるまいか。」（同書、p.185）とし、更に、ベームが賃金の前払
いの忍耐時間に格差があるのは不公平であるとすることについては、「現実においては、歴

史上『諸資本』の構成のうえに大いなる差異が仮定されえないのと同様に、『諸資本』の回

転時間の大いなる差異も仮定されえないのである。」（同書、p.186）としている。 
ヒルファディングは、ベームのマルクス批判が単線的実物回転モデルに基いているのと

対蹠的に、実質的に複線的価値回転モデルに基いて資本の回転を捨象し、資本の有機的構

成の差異の問題であると捉えていたと解釈することができれば説得的な議論であると思う。 
 
＜価値法則による資本主義以前の商品交換の支配＞ 
ヒルファディングはマルクスの四つの論証の③資本主義以前の価値法則による商品交換

の支配について、ベームが依拠するゾンバルトについて、「ところがゾムバルトは、価値法

則が前資本家的状態に妥当するかどうかという問題にかんしては、まったくふれていない

のである。かれは、利潤率の均等性は、中世的経済から資本家的経済への移行にあたって、

最初は不均等であった剰余価値が平準化することによって生じたのである、という主張に

たいして、反対したにすぎない。」（同書、p.187）としている。更に、「ところでわれわれは、
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ゾムバルトの見解とは反対に、相異なった剰余価値率の、一つの利潤率への均等化が、な

によりもまず、長くつづいた過程の産物であった、と考えている。」（同書、p.188）とし、
商人が産業家になる事例を挙げて、「かくしてまず、手工業者の圧迫と同一生産部門の内部

における資本家的競争の増大とによって、特別利潤は減少をきたし、ついで、生産諸部面

の内部における資本および労働の自由移動性は、平均利潤への均等化を生ぜしめるのであ

る。」（同書、p.189～190）としている。 
 
＜価値法則による生産価格の支配＞ 
ヒルファディングはマルクスの四つの論証の④価値法則は間接的かつ究極的に生産価格

を規制することについて、ベームによる 1 労働日の労賃が 5 マルクから 6 マルクに上昇し
た場合の資本の有機的構成の異なる三つの商品の生産価格の数字例を検討する中で、ベー

ムは労働賃金を価格の独立的な構成要素と看做す時に個別資本的な見方に囚われており、

「しかしながら、諸資本の比率の変化ということは、総剰余価値の生産における諸資本の

関与の関係が変動したことにある。たとえば剰余価値が減少したとする。けれども、相異

なる諸資本はそれらによって運転される労働の大いさに応じて、相異なる仕方でこの減少

に加わっていたのである。しかし減少した剰余価値は、これらの資本のうえに均等な仕方

で分配されるのであるから、これら諸資本の剰余価値生産への関与関係の変動は、価格の

変動となってあらわれざるをえない。」（同書、p.200）としている。 
このヒルファディングの反批判は、社会的総資本において賃金支出が上昇すれば剰余価

値率が低下し、従って平均利潤率も低下すると言う相反関係（trade-off）についてはベーム
も認めている訳であり、c＋v が生産価格に転化して費用価格になると、個別的資本の有機
的構成の違いによって個別商品の生産価格は価値から乖離し、その結果当初の労働力の価

値＝実質賃金率、並びに前貸しされた投下資本の価値の大きさとの間に差異が生じるため、

総労働量の変化は賃金支出に直接的に影響すると言うことはできるが、平均利潤への影響

は間接的であり疑わしいとするベームのマルクス批判に対する適切な回答になっていると

は言えないであろう注 3)。 
ベームの批判に正確に返答（reply）するためには、実物体系（資本の技術的構成と実質

賃金率 R）の変化に伴う価値体系（資本の有機的構成と剰余価値率 m’）と価格体系（費用
価格と平均利潤率 r）の連動性（co-movement）を明らかにする必要がある。又、ベームの
資本の有機的構成の異なる三つの商品の生産価格の数字例は、同一の生産部門において生

産技術が異なる複数の個別資本が並存する場合にもベームの批判と同様の批判が可能であ

り、市場価値論として、一体如何なる生産技術をもつ資本が市場価値を規制するのかにつ

いて考察する必要がある注 4)。 
 
注1）	ベームが価値と生産価格を二元的に捉え、総計一致の命題によって直接比較したのに

対して、ヒルファディングの反批判には、価値の三階層構造による考察が含まれてい

る様に思う。スピノザは『エチカ―倫理学―（上）』（スピノザ〔95〕）の第 2 部精神
の本性および起源についての定理 7 で、「観念の秩序および連結は物の秩序および連
結と同一である。」（同書、p.99）としている。カーリーはスピノザの心身並行説につ
いて、『スピノザ「エチカ」を読む』（カーリー〔59〕）の第 2章人間で、「…神、すな
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わち唯一の思惟実体においては、その実体の延長の諸様態と延長の一様体を対象とし

て有している諸観念の間には一対一の対応が存在している…。これこそが並行論に対

するスピノザの基本的な論拠である、と私は言いたい。」（同書、p.122）とし、「並行
論だけでは十分ではない。思惟の諸様態と延長の諸様態のあいだには一対一の対応が

あるばかりでなく、両者の間には同一性が存在している。」（同書、p.123）としてい
る。カーリーに従えば、価値と価格の両者の間には実体＝実物体系の同一性があり、

価値（延長の一様体を対象として有している諸観念）と価格（実体の延長の諸様態）

の一対一の対応関係（correspondence）があることになる。ヒルファディングの「交
換の変形（Modifikationen）」の用語もそうであるが、ヒルファディングにもスピノ
ザの影響があるのであろうか。 

注2）	マッハのヒルファディングへの影響については、赤川元章「ヒルファーディングの経
済学方法論（Ⅱ）―オーストロ・マルクス主義とヒルファーディング―」（赤川〔2〕）
を参照。赤川はヒルファディングの貨幣価値論について、「…商品の『労働価値』の直

接的反射である『流通価値』を基底として，価値尺度や紙幣価値を構成する方法は，

価格なくして価値のみが市場にあらわれるか，あるいは価格が決定された後に，本来，

それを決定すべき価値尺度があらわれるかのいずれかであり，理論的には，このよう

な事態は成立しえない。そうだとすれば，主観主義的なブルジョア経済学が，後年，

価値論を放棄していく道を辿ったように，ヒルファディングもまた，論理的には，『労

働時間』とすべきものを貨幣単位で表現したり，『価値』と『価格』とを随意に充用し

たのも当然である。」（同誌、p.62～63）としている。ヒルファーディングの貨幣論に
おける価値形態の分析の軽視については、宇野弘蔵『資本論の研究』（宇野〔23〕）の
1『貨幣の必然性』―ヒルファディングの貨幣理論再考察―を参照。 

注3）	賃金が上昇すると利潤率は低下するが、同時に投下資本の価値の大きさが変化する問
題については、ハーコート『ケムブリジ資本論争』（ハーコート〔126〕）を参照。 

注4）	資本の技術的構成と実質賃金率 Rを所与としたとき、Rの最小値（生活者としての労
働者が労働市場から退出せざるを得ない数値）と最大値（r, m’＝0）の間で rと m’の
連続的変化を図示することが可能であるが、資本の技術的構成が連続的に変化すれば

不連続となって意味を失うため、市場価値論で資本の技術的構成の変化＝固定資本の

更新を齎す諸条件が何かを明示する必要がある。 
 
（３）	 主観価値説と労働価値説 
ヒルファディングは、『マルクス経済学研究』（ヒルファディング〔136〕）のⅢ主観主義

的解釈で、ベームの様に労働を「骨折り」とする価値の主観的な解釈を批判して、「じつに

マルクスの、価値をつくりだす労働という概念においては、いっさいの個人的関係は消滅

しており、労働は、快感もしくは不快感を生ぜしめるものとしてはあらわれないで、客観

的な・商品に内在する・社会的生産力の発達程度によって規定される・一つの大いさとし

て、あらわれる。」（同書、p.207）とし、「価値法則は、このようにして、商品生産に基礎を
おく一定の社会組織の運動法則となる。けだし、社会的構成におけるすべての変動は、結

局において生産関係の変化、したがって生産力の発展と労働の組織との変化に帰せられう

るからである。これによって国民経済学は、心理学派とはいちじるしく対立して、社会科
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学の一部門として把握され、そしてこの社会科学は歴史科学として把握される。」（同書、

p.207～208）としている。 
ヒルファディングは更に、「単純商品生産においては、対等な・独立の・生産手段を所有

している・労働者は、相互に対立しているから、交換は、価値に一致する傾向のある価格

でおこなわれる。」（同書、p.210）のに対して、「剰余価値の実現をその目的とする資本家的
交換過程においては、経済的主体の平等性がまたもやあらわれる。しかしこの経済的主体

は、もはやここではみずから労働する生産者ではなくて、資本所有者である。かれらの平

等性は、利潤が均等であるばあい、つまり平均利潤であるばあいには交換はもっぱら正常

であるということによって現われてくる。」（同書、p.211）とし、エンゲルスと同様の論理
＝歴史説を展開している。 
鈴木鴻一郎は『価値論論争』（鈴木〔91〕）の価値論の方法論で、櫛田民蔵が「資本家以

前の単なる商品」を前提したことを批判し、「この『商品』にあっては、すでにみたように

『他人の欲望を満足する使用価値』という性質は、『生産力の一定の発達』にのもとにおけ

る『剰余の生産物』の存在を不可欠の条件としていた。ところで、この『剰余の生産物』

なるものは、いうまでもなく『生産者』自身の生産手段と労働によって生産されたもので

あり、したがってかりに『交換』不首尾に終ったとしても『生産者自身の欲望を充たす』

ために転用されうる関係にあったと考えてよい。そうだとすれば『資本家以前の単なる商

品』は資本主義商品と異なって最初から『生産者』自身にたいする直接的な『使用価値』

の可能性を残しているわけであり、裏からいえば『使用価値の捨象』はなおこれをいうこ

とが困難だと考えられるのである。」（同書、p.82）としている。 
しかしながら、櫛田が『農業問題』（櫛田〔67〕）の第 1 部の第 1 章マルクス労働価値説

の擁護で、ヒルファディングの使用価値の捨象のロジックと同様に「…商品生産者にとっ

て使用価値でなくそれゆえにまた売り物であり、かつ若干の値段で売ること（貨幣なき場

合は他の商品の若干に対して交換すること）を意思表示するものであるから、すなわち使

用価値の捨象である。この意図がはたしてその通り実現せられるや否やは、自分の側にお

ける同じ商品所有者との関係及び商品の譲り受け人または買い手との関係にかかり、現実

の交換過程がこれを決定するのであるが、交換に先立ってこの事実あることは否定し得な

い。」（同書、p.21～22）としていることは、顧客の顔の見える注文生産中心のギルド的な
小生産者や小農民の局地的市場圏（local market area）における交換過程を想定するなら
ば、必ずしも間違っているとは言えない様に思う。 
但し、有機的マニュファクチャ、更には機械制大工業の様に労働の連続性を保持するた

めに生産のための生産、すなわち顧客への販路拡大を期待する見込み生産になると、実際

の商品交換で売価どおりの販売ができるかどうかについて、不確実（uncertain）な要因は
極めて大きなものとなる。 
従って、川口武彦が『価値論争史論』（川口〔61〕）の第 4 章価値論の方法論で、資本主

義社会が商品生産社会であることについて「労働の生産物が交換によって結合される場合

に、はじめて本来社会的でなければならない人間労働が社会的な性格をうるという社会な

のである。この点、いわゆる単純なる商品について明瞭に発見しうる『交換』の意義が、

そのままこの社会にも妥当するのである。」（同書、p.121）としていることは、単純商品生
産における交換と資本主義的生産における交換を同一視している点で、問題が残ることに
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なる。 
鈴木は『価値論論争』（鈴木〔91〕）で川口の批判に返答する中で、『資本論』の冒頭商品

は「…商品資本 W’から抽象された抽象的または論理的商品にすぎないのではないかとい
う理解がある。」（同書、p.93）とは言っても、「…貨幣に生成し、さらに資本を展開せざる
をえない要因をそれ自身にもっているといわなければならぬ。」のであり、Wは「…W’か
ら抽象されたといっても、あらゆる社会形態から遊離した観念的なあるいは架空な商品に

堕するわけではないのである。そのことは、また同時に、W が歴史的な単純商品とまった

くは同じ性質をもっていないことをも物語るものといってよいであろう。歴史的な単純商

品はWと異なり、たとい商人資本または高利貸資本はこれを展開しうるにしても、それだ
けで産業資本を展開することはできないからである。」（同書、p.94）としている。 
鈴木は更に、補注で、W’は「…原理的研究の最後に考察されるべき『資本の商品化』―

つまり、『資本』をも商品とするにいたった、まさにその商品形態をさすものとすべきでは

ないかと考えられる。」（同書、p.114）と追記している。 
ヒルファディングは、『マルクス経済学研究』のⅢ主観主義的解釈の最後に、ベームは国

民経済学上の諸現象について、人間と人間の社会的関連を見ないで人間と物との間の個人

的な関係を取り出し、心理学的かつ自然的な不変の法則に従うと看做すことによって「…

社会的規定性における生産関係を排除するのである。」（同書、p.218）と総括している注 1)。 
 
注1)	 相原茂は、ベームが何故、心理学的＝自然主義的な効用価値説を主張したかについて、

『マルクス経済学の形成』（向坂編〔79〕）の第 3部マルクス経済学の批判と反批判で、
「リカード体系の基礎をなした労働による価値決定の原理がいわゆるリカード派社会

主義者たちの労働全収権的な思想に根拠を与えていた限り、したがって多くの経済学

者たちにとって価値形成に労働以外のものの参加を主張することが必要に思われた限

り、労働価値説の生産費説への転落は殆ど必然であった。」（同書、p.311）とし、「要
するに生産費説は、それが費用概念―利潤は何らかの要因によって予め生産過程の中

に存在し若しくは発生していなければならぬという考え方―に囚われている限り、労

働価値説の危険を一掃しうるものではない、というよりもそれ自身の中に労働価値説

への傾斜を内包することによって、逆に一掃されるおそれすらもある。ほかの労働価

値説ならばともかく、マルクスの労働価値説に対してはこのおそれは決して無視しえ

ない、と少なくともボェーム・バヴェルクはそう考えて事態を憂慮したに相違ない。

…ここに、価値・価格論が再び利潤の説明を軸として、陳腐なる生産費説から新たな

効用価値説へと展開せざるをえなかった理由がある。」（同書、p.313）としている。 
 
５．ルービンの価値論 
 
（１）	価値と交換価値 
	 ルービンは『マルクス価値論概説』第 2 版（1924 年）の第 12 章価値と交換価値（価値
の内容と形態）で、「マルクスは、生産の物的過程にもその社会的形態・商品形態にもとも

に注意を払っている。前者はわれわれに価値の内容つまり労働生産性への価値の依存性を

解明してくれ、後者は生産諸関係の物的表現としての価値の形態を規定する。遺憾ながら、
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マルクスの体系における価値の内容と形態の相互関係にかんする問題は、この問題と部分

的に重なる価値と交換価値の相互関係にかんする問題によって不明確にされている。」（竹

永編訳〔109〕、p.15）としている。 
ルービンは価値と交換価値の間に区別を設けるカウツキーなどの注釈者は、①価値を任

意の如何なる労働の社会形態においても人間労働が価値を創造するものとする論理的範疇

に転化し、②交換価値を交換される商品の交換の量的割合として規定するが、「ところが、

マルクスは、交換価値は交換割合に尽きるものではないということをたえず強調してい

た。」（同書、p.16）とし、「『交換価値』という用語をマルクスは次の二つの意味で使用して

いる。量的
．．
な割合
．．．

すなわち交換比率、および、『価値の形態』すなわち社会的必要労働の物

的表現としての価値の質
．
的な
．．
特徴。」（同書、p.16）であるとしている。この交換の「量的な

．．．

割合
．．
すなわち交換比率」は価値関係（Wertverhältnis）として、「社会的必要労働の物的表

現としての価値の質的な
．．．

特徴」は価値表現（Wertausdruck）として後に捉え直されること
になる（本稿の p.16を参照）。 
	 ルービンの価値の形態（value-form）の意味は、価値の内容（content of value）である
社会的必要労働の量は、商品交換と言う物象的形態において交換される他商品によって表

現されることになるが、あたかも生産に支出された労働が商品体自体に内属する対象的属

性であるかの様な特殊な形態を取る、商品経済に固有の形態規定性のことである。 
ルービンは、マルクスが『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 1章商品の第 3節価

値形態および交換価値で展開した①簡単な価値形態、②拡大された価値形態、③一般的価

値形態、④貨幣形態について、「マルクスの理論の通俗的解説には必ず登場するこの種々の

『価値形態』のために、それ自体としての『価値の形態』は影のうすいものになってしま

った。」（同書、p.18）と慨嘆している様に、価値の形態（value-form）を、価値と使用価値
の対立的表現である価値形態（form of value）とは異なる意味で使用し、商品体＝商品の
自然形態（natural form）と対称的な商品形態＝価値の形態（value-form）として捉えてお
り、商品形態と緊密に結び付いた概念であると考えていたと言える。 

	 ルービンは価値の形態（value-form）について、「このように、『価値の形態
．．．．．

』は
．
、商品
．．

経済のもっとも普遍的な形態である
．．．．．．．．．．．．．．．．

。」（同書、p.18）とし、「『価値の形態』は商品経済にお
ける生産過程の社会的形態を特徴付ける。この過程の『内容』をなすものこそ必要な財貨

の獲得を目的とする人間の労働活動である。この『内容』は、有用な財貨を生産する過程

そのものであり、この過程がとる歴史的・社会的形態にはかかわらない。『価値の形態』だ

けが、この『内容』・この労働過程に社会的規定性を付与し、この内容・過程を一定の生産

様式すなわち商品経済に転化するのである。」（同書、p.19）とし、「価値はマルクスによれ
ばある隠された本質であり、交換価値はその発現の外的形態である、という意見は誤って

いる。『価値』はマルクスにあっては価値の『内容』を意味し、価値が物的生産
．．．．

の過程と労
．

働生産性
．．．．

の発展に依存していることを意味する。『価値の形態』（あるいは、質的な側面か

らみた『交換価値』）は、この生産過程の社会的形態
．．．．．

を特徴付け、自律的な商品生産者たち

の労働関係が彼らの商品の価値において表現されることを特徴付ける。価値の形態
．．
は価値
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の本質
．．
にではなくその内容

．．
に対置される。」（同書、p.20）としている。 

	 ルービンは、絶対価値に依拠するリカードを相対価値により批判したベイリーと、リカ

ードとベイリーの両者共に批判したマルクスに言及した後、価値と交換価値の相互関係に

ついて、「この相互関係は、何よりもまず、価値の技術的労働内容
．．
とその社会的形態

．．
の区別

に帰着する。マルクスは価値の内容に質的側面（価値の実体
．．
としての労働）と量的側面（労

働の量）をみる。マルクスは価値の形態にも質的特徴（「価値の形態
．．．．．

」としての交換価値）

と量的表現（交換比率
．．．．

あるいは相対的交換価値）を指摘する。」（同書、p.27）とし、マルク
スの思考の基本的行程は、「質的側面からは、価値の『実体』としての労働と『価値の形態』

のあいだの相互関係は、労働
．．
配分
．．
の過程
．．．

とその特種な社会的
．．．

すなわち商品的形態
．．
とのあい

だの相互関係を意味する。ここでは、マルクスの価値論は彼の商品の呪物性の理論に直接

に隣接している。量的
．．
側面からは、労働量と交換比率のあいだの相互関係は、労働生産性

．．．．．

の発展と市場価格
．．．．

の合法則的動態
．．
のあいだの因果的相互関係に帰着する。」（同書、p.27）と

している。 
以上の様な価値と交換価値について質／量の二つの側面から見た特徴／表現／相互関係

に関するルービンの論点を整理すると、下記の表-1に表すことができる。 
 
＜表-1＞ 
	 	 価値と交換価値 
 
 
質と量 

A価値 B交換価値  
A⇔Bの相互関係 
⇒A1と B1の区別 A1価値の技術的労働

内容 
B1 その（A1 の）社

会的形態 
質的側面／質的特徴 
／相互関係 

A2価値の実体として

の労働 
B2「価値の形態」と

しての交換価値 
A2の労働配分の過程 
⇔B2 の特種な社会

的・商品的形態 
量的側面／量的表現 
／因果的相互関係 

A3労働の量 B3交換比率あるいは 
相対的交換価値 

A3の労働生産性の発

展⇔B3の市場価格の

合法則的動態 
 
	 ルービンは『マルクス価値論概説』第 2版（1924年）の第 14章抽象的労働で、「具体的
労働と抽象的労働のあいだの区別にマルクスは決定的な意義を与えた。」（同書、p.28）とし、
抽象的労働の生理学的（physiological）な理解を斥け、マルクスの「…労働は、使用価値の
形成者としては、有用的労働としては、あらゆる社会形態から独立した、人間の一実存条

件であり、人間と自然との物質代謝を、それゆえ人間的生活を、媒介する永遠の自然必然

性である。」（マルクス〔164〕、p.73）を引用し、「あきらかに、この具体的労働に対置され
るのが、特定の『社会的形態』と結びついて、生産過程における人間の人間に対する特定

の関係を表現するものとしての抽象的労働である。具体的労働は、労働の自然的
．．．

・技術的
．．．

属性
．．
の観点からの労働の規定である。抽象的労働は、人間労働の組織の社会的形態

．．．．．
の規定
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を与える。」（竹永編訳〔109〕、p.31）としているが、これは表-1 の A1と A2の区別並びに

A2と B2の相互関係についての言及である。 
ルービンは更に、具体的労働と抽象的労働の対立を理解するためには私的労働と社会的

労働の対置から出発する必要があるとし、「いいかえれば、商品生産者が自己の具体的な
．．．．

特

別な労働に従事しているあいだは、この労働は私的
．．
労働を表す。それが社会的

．．．
に成るのは

市場交換の行為を媒介としてのみ、すなわち、きわめてさまざまな種類の労働の生産物の

同等化の形でのみ、抽象的
．．．

労働の形でのみ、である。労働の社会的性格は
．．．．．．．．．

、労働の具体的
．．．．．．

技術的規定性が市場で捨象
．．．．．．．．．．．．

（抽象化
．．．

）される行為の中で発現する
．．．．．．．．．．．．

。」（同書、p.32）としてお
り、A⇔Bの相互関係において A1の技術的規定性が B1の社会的形態＝市場交換の行為を媒

介して捨象＝抽象化され、A2の価値の実体＝労働の社会的性格が発現するとしている。 
	 ルービンは、マルクスが何故、『資本論』冒頭の労働の二重性格に関する節で抽象的労働

の生理学的規定を与えたかについては、「マルクスがこの箇所では交換価値とは区別される

『価値』を問題にしているということ、すなわち、われわれが第 12 章で解明したように、
労働組織の社会的形態としての価値の形態とは区別される価値の『実体』あるいは内容・

労働支出を問題にしているということを思い出せば、この謎は部分的には解明される。」（同

書、p.37）としており、表-1の B交換価値の縦の欄を捨象した A価値の縦の欄に限定して
抽象的労働の生理学的規定性を認めている。 
	 ルービンは抽象的労働について、「抽象的労働を生理学的基礎に還元された労働とみる論

者たちが抽象的労働を単純労働と混同するのは当然のことである（これらの概念はマルク

スにおいては一つのものとしてはまったく扱われていない）。」（同書、p.38）とした上で、
抽象的労働は、「これは生理学的概念ではなく社会的概念である。この概念はそのものとし

ての人間労働の特殊性ではなく、商品経済における人間の労働活動の組織の社会的形態を

特徴付ける。抽象的労働についてのこうした理解をしっかりと確立してはじめて、労働は

価値を『創造する』というマルクスの価値論の基本命題を正しく理解することができる。」

（同書、p.39）とし、「労働そのものではなく
．．．．．．．．．．

、一定の社会的
．．．．．．

（商品的）形態において組織
．．．．．．．．

された労働だけが
．．．．．．．．

、価値を創造する
．．．．．．．

。」（同書、p.41）とし、更に、「抽象的労働
．．．．．

は商品
．．
経済

の基本的生産関係を表現し、賃労働
．．．

は資本主義
．．．．

経済の基本的生産関係を表現する。価値は

資本主義経済だけでなく単純商品経済にも存在する。価値は商品生産者間の生産関係の物

的表現である。すなわち、価値の『創造者』は抽象的労働であって、資本主義経済だけを

特徴付ける賃労働（労働力）ではない。」（同書、p.44）としている。 
これは、表-1の A価値と B交換価値の縦の二つの欄と質的側面／質的特徴／相互関係と

量的側面／量的表現／因果的相互関係の横の欄のマトリックス全体において、ルービンは

価値を創造する抽象的労働の概念を捉えていたことを示している注 1)。 
	 価値と交換価値すなわちモノ的物象とコト的事象の対称的図式（symmetrical scheme）
は、ヒルファディングやペトリの影響であると看做され易いと思うが、むしろ『マルクス

価値論概説』（ルービン〔208〕）の第Ⅰ篇マルクスの商品の呪物性の理論により深められた
のであると思う。 
	 ルービンは同書の第 1章商品の呪物性の客観的基礎で、「商品経済においては、労働生産



66 

物としての物は、物的（自然的・技術的）存在と機能的（社会的）存在という二重の存在

をもつ。この二側面の間の密接な関係―これは、『労働の社会的規定』が『物的特質』を受

け取り、物が『社会的特質』を受け取るということに表現される―は何によって説明され

るのであろうか。」（同書、p.12）と問題提起し、第 2章生産過程とその社会的形態では、「素
、

材的富
、、、

の生産
、、
過程とこの過程が進行する社会的形態

、、、、、
すなわち人間間の生産関係の総体との

間には、密接な関連と対応関係が存在する。」（同書、p.13）とし、商品経済の基礎的生産関
係は、①不特定の個人の社会的関係が私的取引の形態を取ること、②私的取引の瞬間的で

間欠的な販売と購買は社会的生産過程の恒常性と連続性を保証するものでなくてはならな

いこと、③この関係は特定の個人を偶然的な物の移転によって結合するが、物の移転によ

って関係が終るものとした上で、「つまり、マルクスの表現によれば、流通過程は、質料代

謝と形態転換（Stoff- und Formwechsel、『資本論』第三部、一〇六〇ページ）を、すなわ
ち、物的生産過程における物の移動と、人間間のさまざまな生産関係に対応する物の社会

経済的形態の転換（たとえば、商品の貨幣への転化、貨幣の資本への転化、貨幣資本の生

産資本への転化、等々）を含む。」（同書、p.16）としている。 
	 ルービンは更に、同書の第 4章物象と社会的機能（形態）で、「物の社会的機能が物に特
殊な社会的・経済的形態を付与するとすれば、明らかに、さきにさまざまな生産関係およ

び物の社会的諸機能の表現として考察した政治経済学の基礎的諸範疇は、同時にそれらに

対応する社会経済的諸形態の表現でもある。これらの形態は物に人間間の生産関係の『担

い手』という機能を付与する。マルクスはきわめてしばしば自分の研究対象である経済現

象を『経済的形態
、、
』とか『形態規定性』とかよんでいる。マルクスの体系

、、、、、、、
は
、
、一連の次第
、、、、、

に複雑になってゆく人間間の生産関係に対応する
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、一連の次第に複雑になってゆく物の
、、、、、、、、、、、、、、、、

『経
、

済的諸形態
、、、、、

』ないし
、、、

『形態
、、
諸
、
規定性
、、、

』（Formbestimmtheiten）を研究するものである
、、、、、、、、、、

。」（同

書、p.34）としている。 
	 ルービンは、この一連の次第に複雑化するコト＝生産関係に照応する一連の次第に複雑

化するモノの形態規定性について、同書の第 18 章価値と生産価格では、「労働の生産性
、、、、、、

―

抽象的労働
、、、、、

―価値
、、
―社会的労働の配分
、、、、、、、、

―という単純商品経済のシェーマにかわって、資本

主義経済については、労働の生産性
、、、、、、

―抽象的労働
、、、、、

―価値
、、
―生産価格
、、、、

―諸資本の配分
、、、、、、

―社会
、、

的労働の配分
、、、、、、

、というさらに複雑なシェーマが得られる。マルクスの生産価格の理論は労

働価値論に矛盾するのではなく、前者は後者の基礎上に構築され、後者をその構成部分の

ひとつとして含んでいる。」（同書、p.207）とし、資本主義経済の①労働生産性―抽象的労
働―価値―生産価格―資本配分―労働配分の六分肢シェーマに、単純商品経済の②労働生

産性―抽象的労働―価値―労働配分の四分肢シェーマが入り込んでおり（同書、p.233）、
②が労働生産性の発展と社会的労働の配分の直接的因果関連モデルを表わすのに対し、①

は媒介環としての生産価格と資本配分を通すことになるが、「どちらのシェーマにおいても、

最初と最後の現象はまったく同じであり、両者間の因果連関のメカニズムそのものも一個

同一である。」（同書、p.236）としている。この最初の現象＝労働生産性と最後の現象＝労
働配分は同じであるということは、価値が生産価格に転化し、資本配分が行われても実物

体系は変わらないことを意味している。 
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	 ルービンの単純商品経済の四分肢シェーマと資本主義経済の六分肢シェーマは、表-1 の
A1 価値の技術的労働内容である労働生産性に対して、B1 その（A1 の）社会的形態に対応

した単純商品経済と資本主義経済の形態規定性について、質的側面／質的特徴／相互関係

と量的側面／量的表現／因果的相互関係の二つの視点から整理したものであり、いわば価

値の内容の写像（mapping）である価値の形態への転換方法の変形（modification）に過ぎ
ないとしていると言えると思う注 2)。 
 
注1)	 ルービンは抽象的

．．．
労働
．．
と賃労働
．．．

の関係を、単純商品生産と資本主義的生産に共通する

商品形態における抽象的労働はそれ自体の価値は持たないが価値を創造するのに対し

て、商品形態である賃労働＝労働力商品はそれ自体の価値は持つが価値を創造しない

と逆説的（paradoxical）に言及している（竹永編訳〔109〕、p.45）。 
注2)	 ルービンは単純商品経済のシェーマ 1と資本主義経済のシェーマ 3の間に、剰余価値

を生産拡大の基金として資本家が取得するシェーマ 2を仮説的理論的シェーマとして
提示しており（ルービン〔208〕、p.226～230）、抽象的労働＝価値と生産価格の量的
対応関係は総剰余価値＝総利潤を前提にしていることになる。 

 
（２）	ダシコフスキーの批判とルービンの反批判注 1) 
	 ダシコフスキーは「マルクスの抽象的労働と経済的諸範疇（1926年）」で、「理論の『深
化』のための新しい試みは、『空疎な抽象概念の 4 つの四分の一への分割』〔抽象概念の無
用な詮索〕に堕している。われわれの見解では、抽象的労働という概念を『社会学化』し

ようとするイ・ルービンの試みもそのうちに入れなければならない。」（竹永編訳〔109〕、
p.55）としている注 2)。 
	 ダシコフスキーはマルクスの『経済学批判要綱』への序説の一般的抽象的諸規定に関し

て、「これらの一般的な抽象的諸規定は、一面では超歴史的
．．．．

である、なぜならすべての時代

に関連するから―他面では歴史的
．．．

である、なぜなら一定の歴史的段階においてだけ十分な

発展をとげ展開された形
．．．．．．

で発現するからである。抽象的労働という範疇をマルクスはまさ

にこのグループに関連づける。抽象的労働はブルジョワ社会の内的構造を形成する諸範疇

ではない。概念
．．
としての抽象的労働が問題であるかぎりでは、それはすべての時代にかか

わるが、しかし、それは歴史的発展の一定の段階においてのみ『実際上真実のもの』にな

る。このような諸範疇は条件付きの歴史的
．．．．．．．．

範疇と呼ぶことができるであろう。」（同書、p.61
～62）としている。 
	 ダシコフスキーにおいては、「抽象的労働、労働一般、筋肉・神経等々の生理学的支出と

しての労働は、商品経済の内的組織の限度をはるかに超出する概念すなわち一般的概念な

のである。」（同書、p.63～64）とされ、「抽象的労働という概念は商品経済においてだけ完
全に展開するが、しかし、それ自体を取ってみればすべての時代に関連する。」（同書、p.64）
訳であり、「反対に社会主義社会ではそれらはいっそうの発展をとげるのである。」（同書、

p.65）と言うことになる。 
	 ダシコフスキーは労働の測定可能性について、「労働に関連した抽象が必要なのは、私的

労働諸種類を社会的労働という質的に区別される範疇に転化させるためだけではない。そ
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れが必要なのは、任意の社会における労働過程の集計と計算のためでもある。マルクスが

強調するように、どの社会もかならず支出される労働時間の量に関心をもつものである。」

（同書、p.70）としている。 
但し、具体的労働の抽象化（abstraction）のためには測定可能性（measurability）だけ

ではなく、異質労働の同等性（equality）、生きた労働と死んだ労働の加算性（additivity）、
及び時間的に継起する労働の同時性（synchroneity）が求められることになる。抽象的労働
の生理学的（physiological）な解釈はこれらの条件を充たすかも知れないが、あまりに機械
論的な唯物論であり、経済学的範疇とは言えない印象がある。何故なら、ルービンも指摘

している様に、生理学的カロリーが高い労働の価値量が、生理学的カロリーが低い労働よ

り大きいとは必ずしも言えない様に思うからである注 3)。 
	 ダシコフスキーは具体的労働と抽象的労働の各々の社会的労働との関係について、「具体

的労働は、それが一定の形態において、社会的労働の特種な一分肢として特定の社会的欲
．．．．．．．

望
．
を充足させる、という意味で社会的労働である。抽象的労働は、そのうちにさまざまな

種類の労働の同等性という社会的性格が表現される、という意味で社会的労働である。」（同

書、p.73）とし、具体的労働＝自然的・技術的視点と抽象的労働＝社会的観点に弁別するル
ービンを批判している。 
	 ダシコフスキーは更に、「ところが、ルービンの諸規定に固執するならば、―ここでわれ

われは彼の理論の積極的な部分に移行する―、抽象的労働が価値を創造するのではなく、

その反対に、価値という範疇が抽象的労働を創造するのだ、という結論に必然的にたどり

つく。」（同書、p.77）とし、ルービンは、「『労働＝生産関係』、労働力＝労賃。これは、賃
労働は価値を創造しないという馬鹿げたうさんくさい命題にみちびく。」（同書、p.83）と批

判し、「ルービンのこころみはどこに帰着するか。要するにそれは、経済学の対象から生き
．．．．．．．．．．

た素材のあらゆる痕跡を追放
．．．．．．．．．．．．．

しようとし、マルクス主義の理論体系からその物質的基礎を

奪おうとする志向に帰着する。」（同書、p.84）と結論している。 
	 ダシコフスキーは「賃労働は価値を創造しないという馬鹿げたうさんくさい命題」とし

ているが、ルービンが本稿の p.46～47のマルクスからの引用箇所に基いて資本主義経済に
おける賃労働は価値の分配を前提した社会的規定性であり、商品経済における労働の価値

形成の社会的規定性とは異なるとしたことを、シンメトリカルでパラドキシカルなルービ

ン特有の表現であるが故に誤解したものであろうと思う。 
実物体系（physical system）としての社会的労働が唯物史観と繋がる概念であり、社会

的労働である人間労働が具体的労働と抽象的労働の二つの側面を含むことはダシコフスキ

ーの指摘するとおりであると思うが、問題は価値体系（value system）である抽象的人間
労働＝社会的必要労働時間を如何にして導くかにある。 
	 ルービンは『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の付録Ⅱ批判者たちへの回答のⅠ
イ・ダシコフスキーへの回答で、ダシコフスキーは抽象的労働について、①条件付きの歴

史的範疇、②商品経済と社会主義経済に対して作用力を持つ範疇、③社会的に等置された

労働一般＝任意の経済形態に作用力を持つ範疇、④物的・技術的かつ生物学的な前提であ

る超歴史的範疇の四つの概念を与えているが、「これらすべての性質の異なる概念を『抽象

的労働』という用語で統合することによって、彼は叙述に極度の混乱をもちこんでいる。」



69 

（同書、p.273）としている。 
ルービンは更に、方法論的観点からダシコフスキーを批判し、「マルクスにあっては、経

済学の諸範疇の『質的本性』は経済の社会的形態あるいは人間間の生産諸関係によって規

定されるが、ダシコフスキーにあっては、経済学の諸範疇は、たしかに、歴史的時代が異

なれば異なる外的形態をまとうが、しかし本質的にはこのことによってはいささかも変化

しない（少なくとも、いくつかの歴史的時代の間は）不動の『質的本性』を有していると

されている。」（同書、p.277）とし、「イ・ダシコフスキーは、歴史的範疇としての価値は、
抽象的労働という超歴史的範疇の表現様式である、と考える。このダシコフスキーの命題

は、方法論的にも本質的にも根本的に誤っている。方法論的観点からは、この命題は経済

学の諸範疇の内容と形態の間の相互関係の完璧な無理解である。」（同書、p.278）と結論し
ている注 4)。 
 
注1)	 ルービンのマルクス価値論解釈と 1920年代ソビエトの価値論論争については、『マル

クス価値論概説』（ルービン〔208〕）の訳者解説、『ルービンと批判者たち―原典資料
20年代ソ連の価値論論争』（竹永編訳〔109〕）のⅥ編訳者解説を参照。ルービンの生
涯については、リュドミラ・ヴァーシナ「イ・イ・ルービンと草稿『マルクス貨幣論

概説』」（リュドミラ〔205〕）を併せて参照。ルービンの生きた時代背景については、
横手慎二『スターリン』（横手〔200〕）を参照。 

注2)	「空疎な抽象概念の 4 つの四分の一への分割」は、直接的には本稿の p.64 の表-1 を
指していると思う。古くはアリストテレスの質料因、動力因、目的因、形相因の四原

因説がある。竹内啓は『偶然とは何か―その積極的意味』（竹内〔105〕）の第１章偶
然と必然で、「近代科学は、動力因以外のすべてを否定した。つまり、質料因、目的因、

形相因をものごとの説明原理としては認めないことにしたのである。」（同書、p.24）
としているが、「自然科学以外の学問分野では、現在でも完全に動力因のみを認める機

械的因果論が支配的になったとはいえないであろう。」（同書、p.29）としている。世
代的に近いものとしてはショーペンハウアーの『充足根拠律の四方向に分肢した根に

ついて』（鎌田・齊藤・高橋・臼木〔58〕所収）がある。ショーペンハウアーによる
経験→概念→直観→意志の表象一元論の四分肢シェーマは下記の表に表現できる。 
 
 
 
 
列には身体的（physical）と精神的（spiritual）の二つの世界があり、行には自発的
（spontaneous）と受容的（receptive）の二つの側面がある。行・列のマトリックス
には、経験（experience）、概念（conception）、直観（intuition）、意志（will）が配
置されており、A身体的世界と B精神的世界の自発的側面の相互関係として、目的論
（teleology）があり、受容的側面の相互関係として因果律（causality）がある。この
モザイク模様にも見える表象が一つのものであると言えためには、①デカルトのコギ

トやカントの統覚（Apperzeption）を究める観照（theoria）の方法と、②自発的な人
間労働である実践（praxis）を追求する二つの方法がある。実践においては、原因と

 A身体的世界 B精神的世界 A⇔Bの相互関係 
自発的側面 意志 直観 目的論 
受容的側面 経験 概念 因果律 
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結果の連鎖を理解（understand）し、所与の問題を概念化するだけでなく、直観に基
いて論理（logic）を組み立て、因果律を目的と手段の体系（system）に反転＝転換さ
せて分かり易く図式化することが求められる。目的（end）と目標（goal）は混同さ
れ易いが、目的は何のためにそれを行うか、目標は何処までそれを行うかと言う意味

であり、両者には違いがある。目的は可能態（dynamis=potentiality）＝到達される
べきこと（should）であり、目標は終局態（entelecheia）＝必ず達成されなくてはな
らないこと（must）であるとすれば、進捗である現実態（energeia=actuality）との
間には常に差異が生じることになる。実践（praxis）は終局態である目標に辿り着く
までの過程（process）であり、現実態との差異の修正行動（action）である。この過
程が活動（activity）と現実態に差異化されることは、アリストテレス『形而上学（下）』
（アリストテレス〔7〕）の第 9 巻の第 6 章 p.34～35 を参照。アリストテレスは、活
動が未完了的過程であるのに対し、現実態は現在進行形と現在完了形が同時的な過程

であるとしている。 
注3)	 ボグダノフ、スチェパノフ、コーン等の量的・機械論的アプローチについては、イェ・

ランジェ「機械論的方法と価値論の基礎付け（1929年）」（竹永編訳〔109〕所収）を
参照。 

注4)	 ルービンは「抽象的労働はここでは、動かないマネキンの役割で登場しており、その
上にあるときにはこの衣装が、別の時にはあの衣装が着せられる。形態は内容と有機

的に結びつけられていない。」（ルービン〔208〕）、p.278）とダシコフスキーを批判し
ているが、本稿の p.77～78で触れる宇野理論に対する批判に通じるものがある。 

 
（３）	抽象的労働＝価値の内容の階層化 
	 ルービンは「マルクスの体系における抽象的労働と価値（1927年）」（河野編訳〔62〕所
収）で、標題について三項に分けて報告している。 
ルービンは第一項で、マルクスの上向法と下向法に触れて「私は以下、抽象的労働の社

会学的理解と、抽象的労働の生理学的理解との意見の対立は、一部分はまさにこれらの二

つの方法、即ち弁証法的方法と分析的方法との差異に帰着することを示すであろう。」（同

書、p.7）とし、社会的分業に基く経済では異種労働と個別労働の社会的均等視＝社会的平
均化が進み、「だがそれと同時に、商品経済においてはかかる労働の均等視は全く特別な社

会的形態をとり、それ故にまたそれは抽象的労働なる全く新しい範疇の出現に余地を与え

ることを私は指摘した。」（同書、p.11）とした上で、①生理学的平均労働、②社会的平均労
働、③抽象的一般労働の三つの平等労働の概念を区別し、「相異る種類の労働の生理学的同

種性はあらゆる歴史的時代に存在したし、またそれは個々人が或る仕事より他の仕事へ移

ることの可能性をつくり出すことによって、あらゆる社会的分業の前提である。社会的平

均労働は、労働の社会的均等視の過程が起るところの・あらゆる社会的分業の体制の特徴

をもなしている、即ち商品経済の特徴をなすばかりでなく、例えば社会主義的共同体の特

徴をもなしている。最後に、抽象的一般的労働としての労働の第三番目の概念は、単に商

品経済の特徴をなしているに過ぎない。」（同書、p.14～15）としている。 
	 ルービンは更に、商品経済における労働の三つの徴表（メルクマール）すなわち①社会

的労働、②社会的平均労働、③分配労働は、マルクスの価値の三つの側面である、①形態、
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②実体、③大きさの展開の根底にあるとし、「商品経済においては人々の生産的労働諸関係

は『物化され』て、労働の社会的徴表は、労働生産性の『物材的な』性質の形態をとる。『価

値形態』は、商品経済における労働の独自な社会的性質を反映しているところの・労働生

産物の社会的形態である。『価値の実体』をなすものは、社会的に平等な労働である。最後

に、『価値の大いさ』は労働の社会的な表現であって、詳しくは、かかる労働の分配過程の

量的側面の表現である。」（同書、p.19）としている。 
	 ルービンは第二項で、ダシコフスキーの「抽象的労働が価値を創造するのではなく、そ

の反対に、価値という範疇が抽象的労働を創造する」とする批判に答える中で、マルクス

自身に商品の交換こそが共通する抽象的人間労働への還元を行うことの表白があるが、そ

れでは、価値は生産において創造されるという根本命題と妥協することができるかどうか

について、「再生産過程の社会的形態としての交換と、直接的生産の様相に交代して現れる

ところの、この生産過程の特別な様相としての交換、とを我々は区別せねばならぬ。」（同

書、p.39）としている。 
ルービンは更に、「極めて多くの人々は、直接的生産過程が既に一定の社会的特徴づけを

有する故に、直接的生産の様相における労働の生産物もまた労働も、それらを交換の様相

において区別するところの社会的徴表とは区別されると、考えている。かかる前定（原文

ママ―引用者）は非常な誤りである、というのはかりに二つの様相（生産の様相と交換の

様相）が互いに緊密に結び付けられて居るにせよ、やはり生産の様相は交換の様相ではな

い。」（同書、p.42）とし、「マルクスは、生産過程の形態としての交換が問題となっている
限り、交換がなければ抽象的労働も価値も存在しないこと、並びに交換の発展に応じては

じめて労働は抽象的労働の性質をうることを、決定的に言明している。」（同書、p.44）とし
た上で、「かくて我々の結論は次の通りである―直接的生産過程における抽象的労働と価値

は、ただ交換過程においてのみ創造され、或いは生成され（werden―この用語をマルクス
は再三再四この過程に適用している）て、完全に実現される。」（同書、p.46）としている。 
	 ルービンは第三項で、『マルクス価値論概説』第 2 版（1924 年）において質的側面と量
的側面から観察することにより価値形態（Wertform）と交換価値（Tauschwert）の区別を
闡明したことについて、「だが Wertform を質的側面と同一視し Tauschwert を量的側面と
同一視することは正しいとはいわれない、けだしこれら二つの概念は質的側面からも、ま

た量的側面からも観察されねばならぬからである。」（同書、p.64～65）と補足している。 
但し、ルービンは価値概念を交換価値から分離することについてはそのまま維持し、

「我々は価値を価値の内容（即ち労働）と価値の社会的形態との統一として規定したこと

によって、次のような優越した立場をうる。即ち我々は直ちに普及されている考え方、即

ち価値と労働の同一視と袂を分ち、以って価値の概念と労働の概念との関係をより正確に

規定するのである。他方では、我々は価値と交換価値との関係をより正確に規定する。」（同

書、p.68）としている。 
	 ルービンは更に、『マルクス価値論概説』第 2版（1924年）において、「私は価値の内容
を解して、平均され分配されたる・総和的社会的労働の一部分としての労働としたのであ

る。だが私の著書の多くの箇所で見受けられるこの概念は、私によって充分に仕上げられ

て居らず、従って重大な訂正を必要とする。私はこの報告によってはじめて社会的平均労

働一般（これは商品経済においてのみでなく、例えば社会主義においても存在しうる）と、
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商品経済に固有な特殊的形態において平均されたる労働としての抽象的一般労働との間に、

厳密な区別を行った。」（同書、p.72）としている。 
この「マルクスの体系における抽象的労働と価値（1927年）」における価値の内容の区分

を加味すると、上記の表-1は下記の表-2に修正することができる。 
 

＜表-2＞ 

	  
但し、ルービンは、マルクスには価値の内容を社会的平均労働とする記述と抽象的一般

労働とする記述の両者があるとし、「さて我々は次のような逆説的な命題に到着した、即ち

マルクスの価値の内容は社会的平均労働とも考えられるし、抽象的労働とも考えられる。

しからば如何にしてこの矛盾より逃れることができるか。私の考へるところでは、分析的

方法と弁証法的方法なる二つの方法―これについては私は報告の最初に語ったのであるが

―の対立性を思い起せば、この矛盾は解決する。」（同書、p.76）とし、「内容として観察さ
れる労働より、形態としての価値に移るためには、我々は労働の概念に商品社会における

労働組織の社会的形態を含ませねばならぬ、即ち抽象的一般労働を価値の内容と見なさね

ばならぬ。」（同書、p.77）としている注 1）。 
ルービンは『マルクス価値論概説』第 2版（1924年）と比べて、弁証法的方法により A

価値の縦の欄の A1 →A2 →A3の階層化を進めているが、生産過程における抽象的労働と価

値は交換過程においてのみ創造され、生成（werden）され、完全に実現されるとする自説
については堅持したままである。 
ルービンは『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の第Ⅱ篇マルクスの労働価値論の

第 12 章価値の内容と形態で、一方では、「マルクスは価値をその形態、実体および大きさ
、、、、、、、、

（Wertform、Wertsubstanz、Wertgrösse)の側面から研究している。」（同書、p.104）とし、
「いま、価値の量的側面ないし大きさを度外視して、その質的側面だけに注目すれば、価

値は『実体』（内容）の面からと『価値の形態』の面から考察しなければならない、という

ことができる。」（同書、p.104）とし、他方では、「われわれはこれまで、価値の実体と形
態の関連を質的側面から考察してきた。いまやこの同じ両者間のつながりを量的側面から

考察しなければならない。この考察によって実体と形態から価値の第三の契機である価値

の大きさ
、、、

に移行することになる。」（同書、p.112）とし、質的側面と量的側面の区別を鮮明

	 	 価値と交換価値 
 
 
内容と形態 

A価値 B交換価値 
 
A⇔Bの相互関係 
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にした上で、「価値の大きさは抽象的・社会的必要労働の量に依存して変化する。また、労

働の二重性格のために、抽象的・社会的必要労働の量の変化の方は、具体的労働の量の変

化、すなわち、生産の物的・技術的過程とりわけ労働生産性の発展によって引き起こされ

る。」（同書、p.112）としている。 
この『マルクス価値論概説』第 3版（1928年）における、価値の質的側面である価値実

体（内容）と価値の形態の両面並びに量的側面である価値の大きさ（magnitude）について
の考察を加えると、上記の表-2は下記の表-3になる。 

 
＜表-3＞ 

 
ルービンは A 価値の縦の欄の A1 →A2 →A3の階層化を明確にすると同時に、B2の「価

値の形態」について、本稿 p.31で引用した『初版 資本論』の「商品の社会的
、、、

な
、
形態
、、
と、価

、

値形態
、、、

あるいは交換可能性の形態
、、、、、、、、

とは、同一のものである。」について、「見られるように、

価値の形態と名づけられているのは交換可能性のことである。すなわち、ある商品の生産

に必要とされる労働の量によってだけ制約を受ける、その商品の他の商品と任意に交換さ

れる能力を内実とする、労働生産物の社会的形態が価値の形態とされているのである。」（ル

ービン〔208〕、p.107）とし、第 12 章を「実際、価値は労働一般ではなく、生産物の『交
換可能性の形態』をとった労働を表すと主張すれば、価値から交換価値へ必ず移行しなけ

ればならなくなる。このように、価値の観念は、一方での労働の概念と、他方での交換価

値の概念と、切り離しがたく結び付いていることがわかる。」（同書、p.115）と締め括って
おり、生産過程における抽象的労働と価値は交換過程においてのみ創造され、生成（werden）
され、完全に実現されるとする極端な表現は撤回されている。 
ルービンは同書の第Ⅱ篇の第 14 章抽象的労働で、「抽象的労働の量的規定にかんする問

題を終えるために、ひとつの生じうる誤解を解明しておかなければならない。」（同書、

p.145）とし、交換の過程で異なる労働支出が等値されることになると、「交換の過程にお
ける労働の社会的等置が、直接的生産の過程にある労働を性格づける量的諸契機（例えば、

労働の継続時間・強度・熟練労働の養成期間、等々）にまったく依存することなく行なわ

れることを認めざるをえなくなるであろう。したがって、一切は市場の自生的運動によっ

て決せられ、いかなる合法則性もなくなることになるであろう。」（同書、p.146）としてお
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り、この様な誤解を避けるために、生産過程における抽象的労働と価値は交換過程におい

てのみ創造されると言う極端な表現は回避されたのであると思う。 

	 ルービンは同書の第Ⅱ篇の第 14 章抽象的労働で、「個々の商品生産者間の基本的な社会
、、、、、、、、、、、、、、、、

的関連としての具体的労働諸種類の捨象
、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、これこそが抽象的労働を特徴づけるものである。

抽象的労働の概念は商品社会における労働組織の特定の社会的形態を前提している。」（同

書、p.135）とし、「交換が生産過程そのものの社会的形態となり生産過程がこうして商品
生産に転化するにつれて、抽象的労働は出現し発展する。生産の社会的形態としての交換

が存在しなければ抽象的労働を問題にすることはできない。」（同書、p.135～136）とした
上で、「生産物が彼らの関心をひくのは、具体的労働の結果としてではなく抽象的労働の結

果としてである、すなわち、生産物が持って生まれた使用価値の形態を脱ぎ捨てて貨幣に

転化し、貨幣をとおしてさまざまの使用価値の無限の列に転化する限りのことである。」（同

書、p.136）としている。 
	 ルービンは「マルクスの体系における抽象的労働と価値（1927年）」（河野編訳〔62〕所
収）の第二項において既に、マルクス『経済学批判』に依拠して「以上のように、マルク

スは抽象的労働の概念を、一般的等価物、或いは貨幣の概念との最も不可分な連携に置い

ている。」（同書、p.28）とし、「我々は更に、労働はそれが一つの選ばれたる種類の労働に
平均されることを通して、或いはそれの生産物が一つの一般的等価物―だからしてマルク

スはこれを抽象的労働の物化或は物質化として観察している―を通して、抽象的労働にな

ることをつけ加えねばならない。」（同書、p.28～29）としている。 
	 ルービンは更に、『マルクス価値論概説』（ルービン〔208〕）の第Ⅱ篇の第 14章抽象的労
働で、「われわれは、再生産過程の社会的形態としての交換を、直接的生産の局面と交互に

現れるこの再生産過程の特殊な局面としての交換から区別しなければならない。」（同書、

p.140）とし、「交換は、実際に生産過程の支配的形態となった瞬間から、直接的生産の過
程にも自己の刻印を押しつける。いいかえれば、人間は今日第一日目の生産を行なうので

はなく、生産者は交換行為を行なって後に生産し、また次期の交換行為を行なう前に生産

するのであるから、直接的生産の過程もまた、交換の原理に基づく商品経済の組織に対応

する一定の社会的特徴を獲得するのである。」（同書、p.141）としながらも、「きわめて多
数の論者が次のように考えている。すなわち、直接的生産の過程はすでに一定の社会的特

徴をもっている、ということは、労働生産物も労働も直接的生産の局面において、それら

が交換の局面において社会的特徴とするのとそっくり同じ特徴をそなえているということ

だ、と。このような前提はひどく誤っている。」（同書、p.141）とした上で、「だが、生産
の対極にある個別的局面としての交換が問題である場合には、マルクスは、まだ交換の過

程以前にある労働と労働生産物は一定の社会的性格をもつが、しかしこの性格はまだ交換

過程において実現されなければならないものである、と言う。直接的生産の過程において

は労働はまだ言葉の十全な意味においては抽象的労働ではなく、これから抽象的労働に生

成（werden）しなければならないものである。」（同書、p.142）としている注 2）。 
	 ルービンは同書の第Ⅱ篇の第 14 章抽象的労働の最後に、「今や次の問題に答えなければ

ならない。すなわち、われわれが純粋に『社会的実体』とみなす抽象的労働は量的
．．
規定性

つまり一定の大きさ
．．．

をもつことができるのか。」（同書、p.143）と問題を提起している。 
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	 ルービンは「抽象的労働は『労働の社会的規定』を意味し、価値は労働生産物の社会的

属性を意味する。素材的・技術的ないし生理学的質における労働ではなく、人間間の特定

の生産関係を前提とする抽象的労働だけが、価値を形成する。」（同書、p.145）とし、原注
では、「問題は、労働の社会的質に関心をもつのかそれとも技術的質に関心をもつのかにあ

る。マルクスが関心を寄せるのは商品経済における労働の社会的形態ないし社会的質であ

り、この後者は異なる種類の労働の技術的質の捨象行為として表現される。」（同書、p.445）
としている。 
①素材的・技術的ないし生理学的質における労働＝Ⓐ実物体系とするならば、②人間間

の特定の生産関係を前提とする抽象的労働＝Ⓑ価値体系であり、Ⓑ価値体系は異なる種類

の労働の技術的質の捨象行為＝抽象化（abstraction）によって表現されることになる。 
	 ルービンは「ふたつの量の抽象的労働の同等性は社会的総労働の分割分としてのそれら

の同等性を意味する。この同等性は、労働生産物の等値を介した労働の社会的等値の過程

においてだけ確定される。したがってわれわれは、商品経済においてはふたつの労働支出

の社会的
、、、

等値ないし抽象
、、
的
、
労働としての両者の同等性は、交換の過程を媒介とする以外の

仕方によっては確定されない、と主張する。だが、このことは、交換の過程に先立ってこ

れとは独立に、素材的・技術的側面および生理学的側面から労働を特徴づけ抽象的労働の

量的規定性に因果的影響を及ぼす一連の量的特徴を確認することを妨げるものではない。」

（同書、p.147）とし、①労働支出の継続時間＝労働時間の量、②労働強度、③労働の熟練
的性格、④単位時間に生産される生産物量の四つを挙げている。 
ルービンは②の労働強度は標準的強度の労働に、③の熟練労働は単純労働に換算するこ

とができるとし、④の労働生産性については次の原則に従うとしている。「すなわち、実際

にはこれらの労働支出が労働時間の長さ・強度等々において相互に極度に相違していたと

しても、それらの労働によって同一量の当該生産物
、、、、、、、、、

が生産される限り、ふたつの労働支出

は等しいと認められる。技量がより高いかあるいはより性能の高い生産手段を用いる労働

者の一日労働は、社会的には、技量がより低いかあるいは劣悪な生産手段を用いる労働者

の二日労働と同等とされる。たとえ、前者の支出する生理学的エネルギーの量が後者より

はるかに少ないとしても、そうである。ここでもまた、抽象的労働・社会的必要労働とし

ての労働の量的特徴を規定する決定的指標となるのは、支出された生理学的エネルギーの

総量ではけっしてない。ここでもまた、マルクスは、特別の技量ないし優秀な生産手段を

特徴とする労働者の労働を、社会的必要
、、、、、

労働時間に還元している。すなわち、一定量の労
、

働時間
、、、

と同等化している。」（同書、p.149）としている注 3）。 
ルービンは同書の第Ⅱ篇の第 14章抽象的労働を、①抽象的労働の量的特徴は、交換過程

に先行する生産過程において、素材的・技術的側面および生理学的側面から労働を性格づ

ける特徴に起因する制約を受ける、②継続時間・強度・熟練度・技術的生産性の異なる複

数の労働の社会的等置は交換過程を介する、③社会的に等置された労働＝抽象的労働は、

質的・量的に素材的・技術的側面および生理学的側面から観察された労働とは異なる、と

三つの論点に纏めて締め括っている（同書、p.149～150）。 
	 竹永進はこのルービンの三つの論点について、『ルービンと批判者たち―原典資料 20 年
代ソ連の価値論論争』（竹永編訳〔109〕）のⅥ編訳者解説で、「要するに具体的労働は『交
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換の過程を介して』これとは質的に区別される抽象的労働に転成し、そのさい後者は量的

に前者から制約を受ける、というのであるが、問題はこの『交換の過程』というブラック

ボックスを開いてみることであろう。いずれにせよ、『抽象的労働の量』という難問は、以

上のようなルービンが苦し紛れに取ったスタンスの妥当性いかんについての吟味も含めて、

依然として検討課題として残されている。」（同書、p.230～231）としている注 4）。 
	 向井公俊は『貨幣と賃労働の再定義―異端派マルクス経済学の系譜―』（向井〔181〕）の
第Ⅰ部の第 2 章ルービン以降のマルクスで、価値の質的規定＝関係主義的規定と量的規定
＝体化労働価値論の二つの規定について、「まさにそれゆえに、すでに見たような『資本論』

第 1章第 3・4節における実体概念の関係主義的規定から出発してマルクス価値論全体を整
合的に再構成しようとするルービンや廣松らの試みは、『資本論』におけるマルクスの叙述

に忠実であろうとすればするほど、いたるところで―とりわけ価値の量的規定にかかわる

箇所で―このようなマルクス自身の体化労働価値論
、、、、、、、、、、、、、、

との衝突を避けられないであろう。」

（同書、p.76）とし、単純商品生産こそが価値の質的規定と量的規定を同時に主張しうる唯
一の経済モデルに他ならないのであるが、「しかしながら、われわれは、論理的仮定として

であれ歴史的実在としてであれ、このような単純商品生産モデルによって価値の質的規定

と量的規定の両立を図ろうとするルービンや廣松の試みには、根本的な疑問を抱かざるを

得ない。というよりわれわれの理解によれば、エンゲルスに端を発するこの単純商品生産

モデルは、すでに見たような『資本論』の叙述に内在する体化労働パラダイムと社会関係

パラダイムの対立を隠蔽し、マルクスによって創造された『全く新たな理論領域』として

の価値の質的規定を古典派経済学の労働価値論の問題構制のなかへ再び閉じ込めることに

よって、問題の真の解決を妨げてきたといっても過言ではないであろう。」（同書、p.80）と
している。 
	 ルービンは関係主義的規定と体化労働価値論の二者択一的な二項対立の図式に基いてい

た訳ではなく、表-1→表-3 に見られる様な価値と交換価値を縦軸とし、質と量の二つの側
面を横軸とするマトリックスに基くルービンの思考過程にはロジックの一貫性があり、又、

単純商品生産モデルだけに依拠していた訳でもないので、向井の指摘には違和感がある。 
ルービンは一連の論争の過程を通じて、表-3 の A 価値の縦の欄の A1 →A2 →A3の階層

化を明確にし、価値概念を単に抽象的一般労働ではなく、交換可能性（exchangeability）
の形態を纏った労働として捉えることにより労働概念と交換価値概念の関係を明示するに

到ったのであると思う。表-3の価値の質的側面の横の欄が本稿の p.32の注 1）で触れた遊
部久蔵の価値本質論に相当するとすれば、A1 生産の物的技術的過程＝労働生産性はⒶ実物

体系であり、A3抽象的・社会的必要労働の量はⒷ価値体系であり、B3交換比率あるいは相

対的交換価値はⒸ価格体系であり、価値の三階層構造（three-layer structure）を形成して
いると言うことができる。 
 
注1）	向井公俊は『貨幣と賃労働の再定義―異端派マルクス経済学の系譜―』（向井〔181〕）

の第Ⅰ部の第 2章ルービン以降のマルクスで、労働→価値→交換価値→貨幣に移行す
るルービンの「弁証法的方法」における労働概念（実体概念）について、「いうまでも

なく、ルービンによればこのような労働概念こそ、商品経済に特有な歴史的カテゴリ
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ーとしての抽象的労働―いわゆる『抽象的一般的労働』―にほかならない。そしてそ

の際ルービンがこのような『弁証法的方法』の出発点としての労働概念に最もふさわ

しい表現として、『資本論』における『抽象的人間労働』ではなく
、、
、むしろ『経済学批

判』や『1861～63年草稿』に散見される『抽象的一般的労働』を用いていることは、
われわれにはきわめて当を得たものと思われる。」（同書、p.60～61）としている。 

注2）	ルービンは「マルクスの体系における抽象的労働と価値（1927年）」（河野編訳〔62〕
所収）の第二項の p.39～46 において、再生産過程の社会的形態としての交換と再生
産過程の特殊な局面としての交換との区別について、既に同様の記述をしている。こ

の区別については、『ルービンと批判者たち―原典資料 20年代ソ連の価値論論争』（竹
永編訳〔109〕）のⅥ編訳者解説のⅴ.商品論における生産と交換の位置―商品生産にお
ける私的なものと社会的なもの―における、シャブスの批判とルービンの反批判につ

いての解説を参照（同書、p.218～231）。 
注3）	④の労働生産性は生産物 1単位あたりの労働時間で表現することができるが、A、B、

C と三つの生産性が異なる生産技術を想定したときのルービンの考察については、本
稿の p.10を参照。 

注4）	原伸子は「《書評》竹永進編訳『ルービンと批判者たち―原典資料 20年代ソ連の価値
論論争』（情況出版，1997年）」（原〔130〕）で、「全体として，編訳者は，『第 2版』
から『第 3版』への理論的発展関係（および，そこからくる叙述の外観上の相異）の
考察にさいして，理論的継続性よりも，両者の違いを最重視されているようである。

これは，おそらく，理論の発展過程における『リカード・ベイリー問題』の重要性を

際立たせようとする編訳者の意図から来ているようである。だが評者には，両者の理

論的一貫性の部分も，もう少し重視されてもよかったのではないかと思われる。少し

気にかかる点である。」（同誌、p.330）としている。 
 
（４）	価値の三階層構造と資本効率の 3階層モデル 
	 向井公俊は『貨幣と賃労働の再定義―異端派マルクス経済学の系譜―』（向井〔181〕）の
第Ⅰ部の第 1 章抽象的人間労働の存在論で、価値形成実体である抽象的人間労働の理解に
ついて、宇野は見田石介と並ぶ超歴史的＝体化労働価値説の代表的論者であるとし、「両者

の相違はただ、見田がマルクスの蒸留法を忠実に踏襲しているのに対して、宇野の場合は

―正木の適切な表現を借りれば―『実体概念成立の固有の圏域を生産過程に移動させる』

という点にあるにすぎないといえよう。だが、このような宇野による実体概念の『移動』

は、同時にわれわれの理解によれば、体化労働価値論の特徴とその問題点をいっそう鮮明

に浮かび上がらせる結果となっているように思われる。」（同書、p.42）としている。 
確かに、向井の指摘する様に、①生産論において、価値の形態規定が如何なる社会にも

共通する経済原則＝実物体系を包摂（integrate）することにより価値法則の必然的根拠と
絶対的基礎が論証できると言っても、そもそも異質労働の集合である実物体系を労働時間

で表現し、しかも時間的に差異化された生きた労働と死んだ労働を加算することができる

理由（reason）は何なのか、②資本主義的生産における価値の形態と実体の次元の相違を
明確にしておきながら価値どおりの販売＝等労働量交換を前提として生産価格を導くので

は新たなアンチノミーを招くのではないか、と言った問題に答える必要がある。又、③商
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品交換の外部で実物体系である労働＝生産過程に即して抽象的人間労働の概念規定を与え

ることになれば、置塩信雄や森嶋道夫による価値体系の定義と同じことになり、「われわれ

はここに、抽象的人間労働の超歴史説（体化労働説）的解釈がもたらす一つの、だがある

意味で必然的ともいえる帰結を見出すことができよう。実体概念を形態から分離し超歴史

的な社会的実体へと還元すること（価値概念の実体主義的還元）は、必然的に価値概念の

技術主義的還元を伴わざるを得ないのである。」（同書、p.50）と言うことになる。 
向井の上記①、②、③の問題指摘について答えるためには、価値の三階層構造と資本効

率の 3階層モデルとの関係を明らかにすることが解決の糸口となるように思われる。 
筆者は「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」『宇野理論を現代にどう活か

すか』（丸山〔174〕）で、「マルクスは商品の価値対象性は社会的等一性である人間労働が
与え、価値形態の量的規定性は価値実体（substance of value）である抽象的人間労働＝労
働時間が与えるとしている。これは価値論の第一次接近として間違っているとは決して思

わないが、等価交換＝等労働量交換とすることによる不都合があまりにも大きかったので

あると思う。」（同誌、p.76）とした。この不都合の意味には上記②の価値と生産価格の新た
なアンチノミーの問題もあるが、本稿の p.22～23で触れた、①貨幣の現在価値をどの様に
捉えたら良いか不明瞭なこと、②交換比率の推移性は商品と貨幣の単純流通において保持

されると確信を持って言うことが難しいことの二つの問題がある。 
①の問題について、筆者は『価値論の基礎的考察』（丸山〔173〕）の終章価値法則の論証

で、景気循環の過程で市場価値からの市場価格の乖離の上限と下限を与える貨幣商品金の

価格規制力について述べたことがあるが、最好況期の市場価格の上方乖離の天井（ceiling）
において貨幣商品金が要請され、恐慌後の市場価格の下方乖離の最下限（bottom）におい
て貨幣商品金が出動することをもって貨幣商品金の価値規定を行うことは、明らかに第一

次世界大戦までのイギリスの金貨本位制（Gold Coin Standard）を念頭に置いたものとな
っている。 
石見徹は『国際通貨・金融システムの歴史 1870～1990』（石見〔19〕）の第 2章ポンド体

制で、「ポンド体制が安定的に機能したのは，イギリスの金融政策が世界経済の動向に決定

的な影響力をもっていたからである。ポンドの国内における購買力が安定していた，すな

わちイギリスが持続的な物価上昇を回避しえたのは，金本位制の自動的な運用に最も忠実

であったことに由来する。」（同書、p.49～50）としている注 1）。 
②の問題については、単純流通に A、B、C の三つの商品があるとして、A→B→C の交

換と A→C の二つの交換において価値の同等性が保持されていれば問題はないが、本稿の
p.50～51 で言及したメンガーの販売力の制限と販売力の程度の差を踏まえると、商品論の
論理段階で交換比率の推移性を確定的に言うことは難しい様に思われる。又、②の問題に

ついては、商品 B が仮に貨幣商品金であるとすると、貨幣商品金のストックに対して現在
生産されている貨幣商品金は僅少であるため、貨幣商品金に対象化された社会的必要労働

時間の現在価値を過去の歴史的価値に遡及し、あるいは将来の貨幣価値の予想を考慮する

ことなく計測することに意味があるのであろうかと言った懸念が生じる注 2）。 
②の問題については、むしろ商品と貨幣の単純流通では交換比率の推移性が成立しない

こと、言い換えれば価値どおりの交換＝等労働量交換に不確実性（uncertainty）があるこ
とから、価値形態論では価値の実体を説かずに価値尺度論で貨幣の能動的機能を説き、次
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いで現金（cash）の不安定な価値の積極的保全としての資金（capital fund）概念の成立を
契機として、資本形式論において主に空間的リスクを取る商人資本的形式と主に時間的リ

スクを取る金貸資本的形式が始まり、産業資本的形式が日々新しい商品価値を生産するこ

とにより空間的・時間的リスクを軽減し、使用価値的制約を解除するが故に、価値形成＝

増殖過程の基点となる労働力商品の導入を図ることができるのであると思う注 3）。 
	 宇野は『経済原論』（宇野〔29〕）の第 2 篇生産論の第 1 章生産過程の第 3 節資本家的生
産方法の発展で、「G‐W…P…W’‐G’の産業資本的形式をもって展開される資本の運動は、
G‐W‐G’の商人資本的形式、あるいは G…G’の金貸資本的形式と同様に、G を投じて G’
をうる資本の価値増殖を目標とするものではあるが、それはその運動過程の内に剰余価値

を生産するものであって、単に商品を安く買って高く売るとか、あるいは貨幣を貸付けて

利子を加えて回収するというように、その運動の外部から剰余価値をうるものではない。

しかしこの価値の形成増殖は、専ら労働力に投ぜられた資本によるのであって、生産手段

に投ぜられた資本は、生産過程においてもその価値を新なる生産物に移転せられ、保存せ

られるにすぎない。しかもその移転、保存自身も労働力の消費として労働によって行なわ

れるのである。」（同書、p.65）とし、『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）では、「この生産過程
における労働が、有用労働の面においてかかる生産手段の価値を新生産物に移転しつつ、

抽象的人間労働の面で新たなる価値を附加することになるのである。」（同書、p.110）とし
ている訳であるが、この資本の産業資本的形式は資本効率 Π1の剰余価値年率ベースの単線

的実物回転モデルを表している。 
	 商品世界に今、生産財、消費財、奢侈材の三つの商品があり、各商品を 1 単位生産する
ために生産財がａｉ単位、直接労働（生きた労働）がｌｉ単位必要であるとすると、各商品 1
単位あたりに対象化された価値実体の分量＝直接・間接に充用された労働時間ｔｉは次の(1)
式で表現することができる。 
 

ａ1ｔ1＋ｌ1＝ｔ1 
	 	 ａ2ｔ1＋ｌ2＝ｔ2 
	 	 ａ3ｔ1＋ｌ3＝ｔ3 
 
	 (1)式において、直接労働（生きた労働）であるｌｉの具体的有用労働の側面により間接労
働（死んだ労働）であるａｉｔ1 が商品価値に移転され、抽象的人間労働の側面により直接

労働（生きた労働）ｌｉが加算されて、初めて各商品 1単位あたりに対象化された価値実体
量となる訳であるが、一体全体、何故その様に言うことができるのであろうか。 
	 資本効率Π1の単線的実物回転モデルの生産財から最終財である消費財や奢侈財に亘る供

給連鎖（supply chain）における個別労働は、全て有用効果（useful effect）を齎す具体的
有用労働であるが、労働時間を共通の単位として具体的有用労働＝異質労働を加算するこ

とができるためには、共通労働としての測定可能性（measurability）の根拠となる同等性
（equality）概念の成立が不可欠な前提条件となる。これは資本主義的生産様式である機械
制大工業における労働＝生産過程の標準化（standardization）により齎されたと言える。 
	 宇野は『資本論研究Ⅱ 剰余価値・蓄積』（宇野編〔37〕）の第 3 部ゼミナールで、「資本
主義もあらゆる生産部面を単純な労働力で処理しているとはいえないが、しかしそういう

…(1)	
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部面をますます拡大してきたことは事実だ。これに対して旧来の社会でも、単純な労働力

による生産部面が基礎にあるわけでしょう。そうでなければどんな社会も成り立つわけが

ない。古代社会でも中世社会でも、一般的な基礎はむしろ単純な労働力による労働からな

っていて、そのうえに熟練労働とか、そのほかのいろんな労働があるだけのはなしで、そ

ういう熟練労働を必要とする生産部面をもみな機械的大工業の中で単純な労働に変えるよ

うな作用を資本主義がもっているという点が、一般的に労働一般を考えさせるようになっ

たわけだ。基礎にはみな単純な労働力で労働するということがある。」（同書、p.220～221）
としている。 
	 但し、標準化により供給連鎖にある具体的有用労働の加算が可能になったとしても(1)式
は未だに実物体系（physical system）であり、全ての個別労働において供給連鎖を過去へ
延々と遡及することができる時間的差異がある。従って、(1)式の左辺の中においても、左
辺と右辺の間においても個別労働の時間は差異化されていることになる。 
	 宇野は『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）の第 2篇生産論の〔24〕価値法則の必然的根拠
で、労働者にとって「一日の労働力が、その消耗を回復して新しい労働力をよみがえらせ

るのに必要な生活資料と交換されるということは、生活資料を生産するのに必要な生産手

段をもっていない無産者にとっては、小生産者とちがって必然的根拠をもつのである。た

んなる小生産者とちがって、一日の労働でなく、一日の労働力を売るので、それは価値ど

おりに売らなければ、生活を続けることができない。かれらは実際上はともかく理論的に

は、小生産者のように不等価交換をゆるしえないものである。そしてそれがまたあらゆる

生産物を商品として価値法則にしたがわせる基点となり、商品の交換関係を全面的に生産

過程そのものに基礎づけさせることになる。」（同書、p.101）としている。 
	 この価値法則の基点（base point）となる価値体系ｔｉは次の(2)式で表現することができ
る。 
 
	 	 ａ1ｔ1＋ｌ1×Rｔ2（1＋m’）＝ｔ1 
	 	 ａ2ｔ1＋ｌ2×Rｔ2（1＋m’）＝ｔ2 
	 	 ａ3ｔ1＋ｌ3×Rｔ2（1＋m’）＝ｔ3 
 
	 但し、R は実質賃金率すなわち労働者が 1 単位時間の労働で得た貨幣賃金で買い戻すこ
とのできる消費財の単位数であり、m’は剰余価値率である。又、本稿の p.39～40で述べた
様に、Rを単一給（single rate）とし、m’が均等化することを前提しているが、宇野の言う
労働者の基礎的な単純労働に対応した基礎的な消費は存在するのであると思う。 
価値法則の基点は、本稿の p.46～47で述べた様に労働力の商品化による賃金労働者の出

現により基礎付けられ、産業資本的形式により需要の絶え間ない変動に対して供給の弾力

性が一致した零点（zero point）における均衡であり、価値と生産価格の総計一致の命題が
成立する剰余価値率＝0、利潤率＝0、投下労働価値＝支配労働価値の基点＝零点を越えて
絶対的及び相対的剰余価値の生産が拡大することにより、実物体系（physical system）が
変化し、同時に価値体系（value system）と価格体系（price system）が連動（co-move）
し始めることになる。 
	 (2)式において、実質賃金率 Rが生活を続けることができるレベルまで安定していると言

…(2)	
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い得るためには、一定の労働の連続性が保持（retain）されている必要があり、(2)式は資
本効率 Π2の複線的価値回転モデルを前提とした価値体系（value system）であると言うこ
とができる。 
	 資本効率 Π1の単線的実物回転モデルが資本効率 Π2の費用回収総回転ベースの複線的価

値回転モデルに転化すると、本稿の p.56で述べた様に、固定資本の取得原価や複雑労働の
養成費の追加費用は生産原価（production cost）として回収されることになる。 
もしも固定資本の取得原価や複雑労働の養成費の加算された追加費用が資本効率Π1の単

線的実物回転モデルの様に埋没原価（sunk cost）であり、剰余価値から支払われるとする
ならば、生産原価＝生産費から導かれる利潤の範囲と(2)式で定義される剰余価値の範囲と
の対応関係に齟齬が生じる。 
実際には、資本効率 Π1の単線的実物回転モデルが資本効率 Π2の複線的価値回転モデル

に転化すると、生産原価＝生産費と利潤との期間対応がなされ、同一期間内に発生した費

用の回収が行われることにより生産過程に直接・間接に充用された労働時間の商品への対

象化＝物象化すなわち体化労働価値説の受容が定着し、又同時に、固定資本の取得原価や

複雑労働の養成費の加算された追加費用を含めた充用労働の同一期間内における原価への

繰入と平均化が進み、生産費（cost of production）として価値の均一性（homogeneity）
と加算性（additivity）が闡明化することになる。 
	 この生産費は固定費用（fixed cost）と変動費用（variable cost）に分かれ、生産費に加
算性があるが故に、社会通念として固定費用には減価償却費の他に地代、利子も含まれる

ことになるが、地代と利子は資本効率の向上に伴う剰余価値の分配（distribution）の問題
として別途考察する必要がある注 4)。 

	 価値体系には、ルービンから本稿の p.64で引用した様に、「人間労働の組織の社会的形態
．．．．．

の規定」の側面があるのは事実であると思う。又、ルービンの価値の形態（value-form）
は資本効率 Π2の複線的価値回転モデルにおいて確立する(2)式の価値体系（value system）
と生産原価＝生産費をベースとする価格体系（price system）の連関（linkage）に繋がる
概念であると思う。 
	 この価格体系ｐｉは、貨幣賃金率をｗ、一般的利潤率をπとすると次の(3)式で表現するこ
とができる。 
 
	 	 （ａ1ｐ1＋ｌ1×ｗ）（1＋π）＝ｐ1 
	 	 （ａ2ｐ1＋ｌ2×ｗ）（1＋π）＝ｐ2 
	 	 （ａ3ｐ1＋ｌ3×ｗ）（1＋π）＝ｐ3 
	 	 	 	 	 ｗ＝Rｐ2 
 

(2)式の価値体系と(3)式の価格体系を比べると、投入された生産財ａｉ単位、直接労働（生
きた労働）ｌｉ単位や実質賃金率 Rと言った実物体系は共通であり、価値が価格形態に置換
されただけの様に一見思える。しかし、ｗ＝Rｐ2 式が増えたことによって労働者が生活資

材を貨幣賃金で買い戻す関係が明確になり、Rはｗとｐ2の価格変動の影響を受けるため体

化労働価値説では価値の価格形態への転化問題の解決が済まなくなることは明らかであり、

…(3)	
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市場における価値体系の価格体系への実現問題が問われることになる注 5)。 
	 (3)式の価格体系は売上高総回転ベースの資本効率 Π3を前提とし、更に資本効率 Π3は社

会的総資本の蓄積と再生産を前提としている。この資本効率 Π3の回帰的再生産モデルにお

いて、初めて社会的必要労働時間の同時性（synchroneity）に言及することが可能となり、
生産的労働（productive labor）の概念規定を与えることができるのであると思う。 
	 生産財、消費財、奢侈財の生産数量をｘ1、ｘ2、ｘ3 とすると、この生産数量は資本効率

Π1＜Π2＜Π3の順で拡大することになる。資本効率 Π1のセー法則が妥当する顧客の顔の見

える注文生産中心の単線的実物回転モデルは、労働の連続性を保持するために、資本の分

割と顧客への販路拡大を期待する生産のための生産＝見込生産が増大する資本効率Π2の複

線的価値回転モデルに転化することになるが、この資本効率 Π2は商業信用、銀行信用によ

り向上し、生産数量は上昇することになる。これは未だ個別資本の資本効率の向上による

生産数量の拡大である。商品価値＝生産原価＋剰余価値、或は生産価格＝生産費＋利潤の

市場での実現と言う本源的リスク（primary risk）をプール化し、リスクを分散させること
によって担い、商品流通の期間を短縮することによって生産数量を更に拡大させ、資本効

率の向上を齎す商業資本が分化・独立すると、一層拡大した規模の生産財、消費財、奢侈

財を社会的総資本全体で買い戻すことによって吸収することが可能となる資本効率Π3の回

帰的再生産モデルが確立し、商品流通に係る純粋な流通費用は社会的総資本の流通過程か

ら回収されることになる。 
この社会的総資本の再生産過程＝回帰的再生産モデルにおいて、社会的必要労働時間は

同期化（synchronize）し、同一の期間内における様々な使用価値を生産する間接労働（死
んだ労働）や直接労働（生きた労働）の同時性（synchroneity）が成立し、生産原価は現行
再生産費（current reproduction cost）になる。 
この時の生産的労働は、生産原価＝生産費として買い戻される生産財と労働者の賃金＝

労務費によって買い戻される消費財、すなわち一般的利潤率πの水準を決定する基礎財を

生産する労働として最も狭い概念で捉えることが可能である。しかし、利潤から利子を支

払った残差の資本家の報酬である企業者利得の一定部分により買い戻される奢侈財を生産

する労働も剰余価値の生産をしている訳であり、又、銀行労働や商業労働は資本家の代理

人としての機能を果たし、その意味では直接的な生産的労働とは言い難いのであるが、資

本効率 Π2と Π3を高めることによって間接的に社会的総資本の規模を増大させ、剰余価値

の生産を拡大していることになる注 6)。 
宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 2篇生産論の第 3章資本の再生産過程の 3社

会的総資本の再生産過程の B価値法則の絶対的基礎で、「商品の価値は、個々の商品をとっ
て見たのでは、その実体を把握することは出来ない。吾々が第一篇の流通論で商品を取扱

った場合にその形態を明かにするのに終始したのもそのためである。そして第二篇生産論

においてあらゆる生産物が資本によって生産せられる資本の生産過程を明らかにするに至

って始めて、その実体を労働に求めることが出来たのであった。今や生産論を終るにあた

って、あらゆる生産物が商品として生産される資本家的再生産過程を総括的に展開すると

き、価値法則は、否定し得ない絶対的基礎を与えられる。」（同書、p.268～269）としてい
る。 
価値法則は労働力の商品化によって基点を与えられ、社会的総資本の再生産過程＝回帰
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的再生産モデルの展開により絶対的基礎を与えられることになる。 
 
注1）	筆者は、価値法則の論証は 19 世紀イギリス資本主義の純粋化傾向の歴史的事実を論

理化するものであると自覚しており、原理論と段階論もしくは現状分析を繋ぐ仮説的

中間理論として資本効率 Π1＜Π2＜Π3の求め方の歴史的変化があると憶測しているも

のの、一般的利潤率の低下、労働者の窮乏化、相対的過剰人口の増大と言った傾向法

則の論証については懐疑的であり、その意味で純粋資本主義論を支持している。又、

柴垣和夫『日本金融資本分析』（柴垣〔87〕）で示された金融資本による独占段階や、
大内力『国家独占資本主義』（大内〔39〕）で明示された現段階において、純粋資本主
義（pure capitalism）は不純化・多様化・延命化の過程にあり、現在のアベノミクス
の第 3の矢は延命化のための形振り構わぬ資本効率向上策であると理解している。 

注2）	鋳貨（real money）が価値尺度機能を持たず、計算貨幣（imaginary money）が貨幣
の機能を果たしていた歴史的現実については、楊枝嗣朗『歴史の中の貨幣 貨幣とは何
か』（楊枝〔197〕）の前編の第 4 章リアル・マネーとイマジナリー・マネーを参照。
小池田冨男『貨幣と市場の経済思想史―イギリス近代経済思想の研究―』（小池田

〔72〕）を併せて参照。 
注3）	資本形式の移行規定については、差し当って、鎌倉孝夫『経済学方法論序説』（鎌倉

〔57〕）の第 2 編の第 1 章資本の生成論理を参照。鎌倉は「使用価値的制約が価値増
殖根拠であると同時にその制約でもある。しかしこのような制約をもたらす根拠を媒

介にしてしか資本は成立しえない。その制約が解消し、価値関係が成立することにな

ると、価値増殖根拠もまた消滅する。」（同書、p.204）としている。 
注4）	地代論は資本効率 Π1の向上における自然条件の制約として、利子論は資本効率 Π2の

向上における信用の役割として議論が可能であると思われる。後者については、拙論

の「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」（丸山〔174〕）の p.24～28を
参照。 

注5）	実現問題は、特に市場価値論に与える影響が大きいと思う。筆者は拙論の『価値論の
基礎的考察』（丸山〔173〕）の第 3 章市場価値と市場価格で、この問題について考察
したことがある。 

注6）	生産的労働と価値概念の拡張については、拙論の「資本効率論―資本効率の 3階層モ
デルと再生産―」（丸山〔174〕）の p.50～51を参照。ルービンは『マルクス価値論概
説』（ルービン〔208〕）の第Ⅱ篇の第 19 章生産的労働で、「マルクスが、生産の局面
にある資本に雇用された労働と流通の局面にある資本に雇用された労働との相違点を

研究するために、科学においては別の意味を持つ『生産的』という用語を選んだこと

は、遺憾であったとさえ言うことができる（おそらく『生産の』という用語のほうが

もっと適切であったであろう）。」（同書、p.257）としている。 
 
６．宇野の流通論 
 
（１）	 価値形態論 
 



84 

＜相対的価値形態の量的規定性＞ 
	 マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 1章商品の第 3節価値形態または
交換価値の A簡単な、個別的な、または偶然的な価値形態で、「流動状態にある人間的労働
力、すなわち人間的労働は、価値を形成するけれども価値ではない。それは、凝固状態に

おいて、対象的形態において価値になる。」（マルクス〔164〕、p.87）とし、「商品 Aが価値
体としての、人間的労働の物質化としての、商品 Bに関連することによって、商品 Aは、
使用価値 Bを、それ自身の価値表現の材料にする。商品 Aの価値は、このように商品 Bの
使用価値で表現されて、相対的価値という形態をもつ。」（同書、p.90）とし、この相対的価
値形態の量的規定性について「『20エレのリンネル＝1着の上着	 すなわち、二〇エレのリ
ンネルは一着の上着に値する』という等式の前提にあるのは、一着の上着には二〇エレの

リンネルに潜んでいるのとまったく同じ量の価値実体が潜んでいること、すなわち、両方

の商品分量は等しい量の労働または等しい大きさの労働時間を費やさせることである。」

（同書、p.91～92）とした上で、リンネルと上着の生産に必要な労働時間が織布労働と裁
縫労働の生産力の変動により変化する場合について考察しているが、20エレのリンネル＝1
着の上着は 20エレのリンネル＝2着の上着や 20エレのリンネル＝1／2着の上着となると
している（同書、p.92～94）。 
このマルクスの規定からすると、相対的価値形態の量的規定性は商品に対象化された人

間労働の分量＝労働時間によって基準化され、相対的価値形態にあるリンネルの数量 20エ
レが先に固定され、次いで労働時間の相対的変化と共に等価形態にある上着の数量が変化

し、20エレのリンネルに等値されることになる。その結果、1／2着の上着と言った使用価
値的に意味のない商品も等値されることになる。 
宇野は『マルクス経済学原理論の研究』（宇野〔26〕）のⅡのマルクスの価値尺度論で、

マルクスの価値形態論では商品の価値が他の商品の使用価値で表示される規定が、相対的

価値形態にある商品と等価形態にある商品の価値が共に等しいとする価値関係の内に埋没

される傾向があるとし、「その最も極端な例は、マルクス自身、亜麻布二〇エレは上衣半着

に値する、という表現をさえ与えている（岩 1一〇七頁。青 1一四三頁）ことに見られる。
価値形態論における等価商品の使用価値は、少なくともその意義を軽視されているといっ

てよい。その点は、逆に亜麻布の価値表現に用いる等式で、相対的価値形態に立つ亜麻布

を常に二〇エレにしていることにもあらわれている。そしてそれがまた等価物たる上衣を

半着という、使用価値としては意味をなさないものにもしたのであった。」（同書、p.51）と
し、註では、「亜麻布の所有者が明確に想定されていれば、こんな無意味なことはいえなか

ったであろう。」（同書、p.51）とし、生産力に変動があれば 1 着の上衣のためには二〇エ
レでなくて四〇エレの亜麻布を提供することになるであろうとした上で、「使用価値として

は、等価物は当然に一定量を想定されなければならない。一般的等価物、さらにまた貨幣

になるとその点に変化が生ずるわけである。」（同書、p.52）としている。 
マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 2章交換過程で、「諸商品は、自分

で市場におもむくこともできず、自分で自分たちを交換することもできない。したがって

われわれは、商品の保護者、すなわち商品所有者たちをさがさなければならない。」（マル

クス〔164〕、p.144）とし、「すべての商品は、その所有者にとっては非使用価値であり、
その非所有者にとっては使用価値である。したがって、これらの商品は、全面的に持ち手



85 

を変換しなければならない。ところが、この持ち手の変換が諸商品の交換なのであって、

またそれらの交換が諸商品を価値として互いに関連させ、諸商品を価値として実現する。

それゆえ、諸商品は、みずからを使用価値として実現しうるまえに、価値として実現しな

ければならない。」（同書、p.146）としており、商品所有者の欲望の問題は価値形態論とは
別の交換過程論で独立に取扱っている。 
	 宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 1章商品の 2交換価値＝価値
形態の A簡単なる価値形態で、「例えばリンネル一〇ヤール＝五封度の茶、即ちリンネル一
〇ヤールは、五封度の茶に値するという簡単なる形態をとって見よう。」（同書、p.28）とし、
「リンネルの価値は、使用価値を異にする他の商品の使用価値がそれと交換されるものと

して、いい換えれば茶そのものがリンネルの価値であるという廻り道によって表現せられ

なければならない。すなわちこの表現は、リンネルの価値がその使用価値とまったく異っ

たものであることを明らかにすると同時に、三封度でなく、五封度の茶としてリンネル一

〇ヤールの価値が量的にも表現せられているが、この点でも相手の一定量の商品によって

リンネルの一定量の価値を表現するという逆の関係をもってする。即ち相手の商品の方の

使用価値の一定量が先ず決定されていて、これに対して価値を表現しようとする商品の使

用価値の量をもってするという形式で表現せられる。」（同書、p.29）としている。 
	 宇野は更に、「元来、リンネル一〇ヤールは五封度の茶に値するという場合は、リンネル

を商品として所有する者が、自分の欲する五封度の茶に対してならばリンネル一〇ヤール

を交換してもよいという関係を表示するものであって、厳密にいえば茶はなおリンネルと

交換に提供せられていなくてもよいわけである。商店の商品がいずれも貨幣によって買わ

れる前にその価格を表示しているのと同様である。実際また茶の所有者が、果たしてリン

ネルをもってその価値を表現するかどうか、するとしても一〇ヤールのリンネルをもって

茶五封度の価値とするかどうかはわからない。」（同書、p.30）とし、註では、「この簡単な
る価値形態は、普通マルクスにならって《10 ヤールのリンネル＝5 封度の茶》という式で
表わされるが、この式は両辺を逆にしても同じであるというように理解されてはならな

い。」（同書、p.30）とし、簡単な価値形態の不可逆性（irreversibility）に言及している。 
	 以上の様なマルクスと宇野の相対的価値形態の量的規定性に関する記述の相違は、マル

クスが相対的価値形態にある一定量の商品の価値を価値実体である人間労働の分量＝労働

時間の相対的変化に基いて表現したのに対して、宇野は商品に対象化された人間労働の分

量＝労働時間による基準化を回避し、マルクスが価値形態論では捨象している商品所有者

の欲望を考慮に入れ、相対的価値形態の量的規定性を相対的価値形態にある商品所有者の

欲望に基いた主観的評価により表示したことによる。 
	 宇野は『経済原論』（宇野〔29〕）の第 1 篇流通論の第 1 章商品で、①簡単な価値形態は
「勿論、この価値表現は、商品リンネルの所有者の主観的評価によるものにすぎない。商

品上衣の所有者による上衣の価値表現とは全く別個のものである。」（同書、p.24）とし、②
拡大された価値形態は「己の欲する種々なる商品の種々なる量によるリンネルの価値の表

現は、いうまでもなくリンネル商品の所有者の主観的評価によるものとしてではあるが、

先の上衣による価値表現の単一なる社会関係をさらに展開するものである。」（同書、p.25）
とし、②拡大された価値形態の価値表現の限界について、「各々の商品所有者が、それぞれ

同じように任意の量の等価物商品をとって自己の商品の価値を主観的に評価し、表現する
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にすぎない。それは評価の基準を統一的に規定するものでもない。」（同書、p.26）とし、価
値表現は商品所有者による主観的評価によることを明記している。 
 
＜価値形態の移行＝展開＞ 
	 商品世界に今、n 種類の商品があり、各々の商品所有者は全員とも円卓（round table）
の周辺にある椅子に着席し、各自のテーブル上に自商品の名前と商品情報を書いた名札を

立て、自商品の在庫は椅子の背後のボックスに仕舞ってある状態を想定することにしよう。 
マルクスの価値形態論は商品の価値関係と価値表現を観察することが目的であり、商品

所有者の欲望は捨象されているためテーブルの上だけが煌々と明るく照らされており、椅

子は暗闇（darkness）の中にあるため誰が座っているのかは分からない状態にある。 
このテーブル上のリンネルの名札の下に、相対的価値形態にあるリンネル 20ヤールを置

けば、①簡単な価値形態においては、商品に対象化された人間労働の分量＝労働時間に従

って等価形態にある上着の数量 1 着が決まり、②拡大された価値形態においては、リンネ
ル 20ヤールと価値関係にある、言い換えれば（n－1）の対角線上の等価形態にある全ての
商品の名札の下に置かれる商品の数量は自動的に決定されることになる。マルクスにおい

ては、①簡単な価値形態のリンネルと上着の価値関係は単に一つの個別的な、または偶然

的に措定された関係であるに過ぎず、しかも相対的価値形態にあるリンネルと等価形態に

ある上着の価値関係には可逆性（reversibility）があり、これを価値表現として見るならば
あまりにも不完全であるため、②拡大された価値形態に必然的に移行することになる。 
	 マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 1章商品の第 3節価値形態または
交換価値の B 全体的な、または展開された価値形態で、②拡大された価値形態は、n 種類
の商品は新種の商品が出る都度拡大するため価値表示の列が完結しないこと、様々な種類

の価値表現の雑多な寄木細工であること、n種類のどの商品の相対的価値も拡大された価値
形態で表現できるとすれば互いに異なった無限に続く価値表現の一系列に過ぎないことの

三つの理由で未だに不完全な現象形態であるとし、「確かに、人間的労働は、その完全な、

または全体的な現象形態を、あの特殊的現象諸形態の総範囲のうちにもってはいる。しか

し、その場合でも、人間的労働は、統一的現象形態をもっていない。」（マルクス〔164〕、
p.110）とし、①簡単な価値形態を個別的現象形態とすれば、②拡大された価値形態はその
特殊的現象形態に過ぎず、未だに人間労働の統一的現象形態とは言えないとした上で、②

を逆転させて③一般的価値形態を導いている。 
マルクスの②拡大された価値形態の逆転の意味は、今までテーブル周辺の相対的価値形

態にあるリンネルから見て対角線上にある（n－1）種類の商品＝価値体（Wertkörper）に
より価値を表現していたものを、相対的価値形態から排除されて一般的等価物となったリ

ンネルの名札をテーブルの中央に据え置くことにより、テーブル席の周辺にある（n－1）
の相対的価値形態にある商品の価値を、テーブルの中央で燦然と光り輝くリンネルで統一

的に表現することである。 
マルクスは更に、「逆に、一般的等価物の役をつとめる商品は、商品世界の統一的な、そ

れゆえ一般的な相対的価値形態から排除されている。もしリンネルが、すなわち一般的等

価形態にあるなんらかの商品が、同時に一般的相対的価値形態にも参加するとすれば、そ

れは自分自身のために等価物として役だたなければならないであろう。その場合には、20
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エレのリンネル＝20 エレのリンネルという、価値も価値の大きさも表現しない同義反復が
得られるであろう。一般的等価物の相対的価値を表現するためには、むしろ形態Ⅲ（③一

般的価値形態―引用者）をさかさにしなければならない。」（同書、p.118）としている。 
この③一般的価値形態の再逆転により、リンネルを排除した（n－1）の相対的価値形態

にある商品は、一旦、一般的等価物であるリンネルで自身の価値を表現し、リンネルを媒

介して（n－2）の商品で価値を表現することができることになる。この一般的等価物であ
るリンネルを媒介する価値表現の推移（transition）であるW（n－1）＝W（リンネル）＝W（n－2）

は、商品と貨幣の単純流通であるW‐G‐Wに繋がることになる注 1)。 
宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 1章商品の 2交換価値＝価値

形態のC一般的価値形態で、一般的等価物であるリンネルを媒介する価値表現について、「如
何なる商品もリンネルによってその価値を表現すれば、もはや他の商品の使用価値によっ

てその価値を表現することなくして、ただちに他のあらゆる商品と比較計量せられ得るこ

とになるのであって、各商品の価値の大いさは、互いに客観的に制約されていることを示

し、その表現は益々確実性をもってくるのである。」（同書、p.37）としている。 
宇野の価値形態論では、B拡大されたる価値形態の価値表示の一列目である「リンネル一

〇ヤール＝五封度の茶」（同書、p.32）は、C 一般的価値形態では「茶一五封度＝リンネル
三〇ヤール」（同書、p.35）とされており、等価形態にある茶の数量と商品名の位置が相対
的価値形態に転換すると逆転し、しかも相対的価値形態にある茶の商品数量は五封度から

一五封度に増加することになる。宇野は「単なる拡大されたる価値形態では、なお事実上

はその商品の所有者の欲望によって、少なくともその個人的事情によって制限せられてい

た。｣（同書、p.36）が、リンネルが一般的等価物と仮定されると、「それと同時に茶、上衣、
鉄、その他リンネル以外のあらゆる商品の所有者は、その価値の表現にあたって、自己の

欲するリンネルの一定量という関係からある程度開放されて来る。むしろあらゆる商品と

交換され得るリンネルに対してならば商品として譲渡してもよいと考える自己の一定量の

商品においてその価値を表現するという傾向を示して来る。」（同書、p.36）としている。 
テーブル周辺に座っている相対的価値形態にある商品所有者は、椅子席の背後のボック

スに仕舞った自商品の在庫を全てテーブル上に曝け出す（それでは他商品の所有者から足

元を見られることになる。）のではなく、当座の交換に供される自商品（茶一五封度）をテ

ーブル上に置き、テーブル中央の一般的等価物（リンネル三〇ヤール）で価値を表示する

ことになる。従って宇野の価値形態論においては、③一般的価値形態における相対的価値

形態の量的規定性は、①簡単な価値形態や②拡大された価値形態とは逆転した関係となり、

相対的価値形態にある商品の数量が先に決定され、次いで一般的等価物である商品の数量

が等値されることになる。 
宇野は『価値論の研究』（宇野〔25〕）のⅡ価値論の展開―拙著『価値論』に対する諸批

評への反批判―の 5価値形態論の課題―久留間教授の批評に答う―で、「簡単なる価値形態
から拡大されたる価値形態、一般的価値形態と展開されるにしたがって、商品の価値の表

現も益々明確に、したがってまた等価物の地位も漸次に貨幣形態に、尤もその間に飛躍的

な逆転を経るが、近づいて来るものと理解している。『廻り道』自身が個別的なものから一

般的な社会的なものに発展して来る。等価物に対する相対的価値形態にある商品所有者の

関係もまた変化せざるを得ない。個別的な、簡単な価値形態では直接的に相手の商品に対
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する欲望が重要な地位を占めるが、貨幣形態はもちろんのこと、一般的価値形態でも巳に

そうはいえないものになる。」（同書、p.171）とし、商品所有者の欲望に基く主観的評価は
価値形態の展開と共に客観化されるものとしている。 
宇野は『価値論』（宇野〔30〕）の第 2章価値の形態のⅠ商品の価値形態の 3貨幣形態で、

「一般的等価物が他の商品から区別せられて、『決定的に特別の一商品にかぎられた瞬間か

ら、商品界の統一的な相対的価値形態は、ここにはじめて客観的な固定性と一般的な社会

的妥当性とをうることになる。』そしてそれと同時に各商品所有者は、もはやたんにこの一

般的等価物をその使用価値のゆえにこれを需要し、これによって自己の商品の価値を表現

するという関係にとどまるものとはいえなくなる。マルクスのいわゆる一般的価値形態に

おいてすでに各商品がかかる関係を展開しつつあるものといえるのであるが、しかしまた、

この形態がかかるものに『決定的に』転化せられるためにはなお等価物が『特別の一商品

にかぎられ』ることを必要とするのであった。」（同書、p.153～154）とし、一般的等価物
が貨幣商品になると使用価値が欲望の対象になるのではなく、一般的交換手段として他の

商品所有者と対置され、各商品の一単位の価値が貨幣商品の数量で表現されることになる

とし、註では、「マルクスは『貨幣形態』としては、『一般的価値形態』の等価形態にある

リンネルを金に変えただけでよいものとしている。『形態 D（貨幣形態）は、リンネルのか
わりにいまや金が一般的等価形態を有するということ以外には、形態 C（一般的価値形態）
となんら区別さるるところはない』というのであるが、私は先に述べたように相対的価値

形態にある商品に明確に所有者のあることを想定してくると、貨幣形態は一般的価値形態

にはなお潜在的にとどまっていた、その使用価値からの解放が完成せられるという変化が

あるものと解している。」（同書、p.156）としている。 
宇野は『資本論五十年（上）』（宇野〔33〕）で、価値の実体が何であるかを説かないで貨

幣の必然性を説くことについて、「そうね。これは河上さんの『価値形態論』を一生懸命や

って、これによるといってよいが、実際はそれに直接は教えられていないのです。」（同書、

p.305）としている注 2)。 
河上肇は『資本論入門〔上〕』（河上〔60〕）の第 1巻資本の生産過程の第 1篇商品および

貨幣の第 1 章商品の第 5 価値形態およびその発展の 5 一般的価値形態から貨幣形態への推
移で、「第一の形態（①簡単な価値形態―引用者）において、例へばリンネルなる商品の所

有者が、上衣なる他の商品をもって、彼れの商品の等価物となすことは、彼れの純主観的
、、、、

な過程で
、、、、

ありうる。それゆえに、上衣なる商品の所有者は、逆にリンネルをもって、彼れ

の商品の等価物となすであろう。第二の形態（②拡大された価値形態―引用者）にあって

は、ある一商品が他のすべての諸商品をば次ぎ々にその等価物となすのであるが、かかる

こともまた、一の純
、
粋に主観的な過程
、、、、、、、、

―『たとへば、自分自身の商品の価値を多数の他の

諸商品で評価するリンネル所有者の純粋に主観的な過程』―でありうる。ところで、第三

の形態（③一般的価値形態―引用者）にあっては、ある特定の一商品種類が一般的等価物

として総ての他の諸商品から除外されているのであるが、『かかる除外は、除外される商品

から独立な・客観的な
、、、、

・過程
、、
である』（第一版、吾々の訳本四一七頁）。かかる事態の発生

は、個々の商品所有者の意図・意欲から独立している。一般的等価形態が現実的に
、、、、

ある特



89 

定の一商品種類に何程か固定するということは、一
、
の客観的な社会的歴史的過程の結果
、、、、、、、、、、、、、、、、

で

ある。」（同書、p.275）とし、「―一般的価値形態は貨幣形態へ推移する
、、、、、、、、、、、、、、、、、

。そして物材的に

全く相違せる労働諸生産物は、それらのものの価値がかかる貨幣形態で表示されるに至っ

て、はじめて商品としての完成せる姿
、、、、、

をもって現象するのであり、それゆえに交換過程に

おいて一切の
、、、

労働諸生産物の全面的交換
、、、、、

が
、
、はじめて完全に可能となるのである。」（同書、

p.276）としている。 
久留間鮫造は『価値形態論と交換過程論』（久留間〔68〕）の後篇で、宇野の価値表現と

商品所有者の関係について推測し、独自の考察を加えている（同書、p.90～98）。 
久留間はW1＝W2（従ってまたその実現としてのW1‐W2） には、①W1がW2の自然形

態で自らの価値を表示する相対的価値表現、②可能的・直接的交換手段としてのW1の形式

的な使用価値を自らの個人的・特殊的欲望の対象である W2 の使用価値で実現しようする

W1の所有者の意志表示の二つが未分離のうちにあるとし、「W1＝W2のうちに同時に含まれ

ている商品所有者の欲望表示の関係は、この形態を価値形態たらしめるゆえんのものでは

なくて、まさにその反対に、この形態を価値形態として不完全ならしめる異質的な要因な

のである。だからこそ、価値形態は簡単な形態にはとどまりえないで貨幣形態（W1＝G）
にまで発展せざるをえないのであり、かくして、この異質的な要因（それは同時に発展し

て、G＝W2 の形態において独立分岐する）との結びつきからみずからを解放することによ

って、はじめてそれ自身を完成することになるのである。いやしくもわれわれが、価値形

態の究明を目的として W1＝W2 の分析を企図する以上、われわれはそこに、後に発展して

G＝W2の形態において独立化する要因ではなく、W1＝Gの形態（すなわち貨幣形態）にお
いて独立化する要因を発見し析出することにつとむべきことはいうまでもない。」（同書、

p.95～96）としている。 
宇野は『資本論研究Ⅰ 商品・貨幣・資本』（宇野編〔36〕）の第 3部ゼミナールのⅠ商品

についての 6価値形態論におけるいわゆる回り道についてで、「久留間さんは、商品の価値
の表現を、商品自身がその価値をそのままに表現するものとでも考えているのではないか

とも想像される。」（同書、p.260）とし、「さて、問題の個所だが、そこでも W1＝W2 とい

う価値形態が、ただちに『その実現としてのW1‐W2』という交換過程と混同されている点

が特徴的で、しかも根本の問題だと思う。したがって価値形態の内に需要と供給とが未分

化の形で含まれているという意味も、ぼくの場合とは、まったくに異なっている。W1＝W2

は、発展して W1＝G と G＝W2に分化するかのようにいうのであるが、われわれが理解す

るW‐G‐Wは、商品の流通形態で、W‐Gと G‐Wに分化するとしても、それはW1＝G
はともかく G＝W2という形態はとるわけがない。W1＝G も W‐G をただちに実現するの
ではなく、G‐W の裏側として、いいかえれば貨幣による購買として実現される。価格と

しての価値形態にほかならない。」（同書、p.260）と反論している。 
この様な久留間と宇野のW1＝G＝W2を巡る価値形態論の差異は、本稿の p.107～110で

述べる貨幣の価値尺度機能及びW‐G‐Wの商品流通の理解の相違に起因している。 
 
＜マルクスの価値形態論＞ 
	 マルクスは、①簡単な価値形態＝個別的現象形態において相対的価値形態にある商品は
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リンネルだけでなく、上着、茶、その他の（n－1）の等価形態にある商品からも選ぶこと
が可能であり、商品世界にある n 種類の商品の全てが③一般的価値形態における一般的等
価物となる可能性があるため、「形態ⅠおよびⅡ（①簡単な価値形態と②拡大された価値形

態―引用者）は、どちらも、一商品の価値を、その商品自身の使用価値または商品体とは

区別されたものとして表現したにすぎなかった。」（マルクス〔164〕）、p.112）とし、「新し
く得られた形態は、商品世界の諸価値を、商品世界から分離された一つの同じ商品種類、

たとえばリンネルで表現し、こうして、すべての商品価値を、それらの商品のリンネルと

の同等性によって表わす。」（同書、p.113）とした上で、「前の二つの形態は、商品の価値を、
種類を異にするただ一つの商品によってであれ、その商品とは異なる一連の多数の商品に

よってであれ、一商品ごとに表現する。どちらの場合にも、自分自身に一つの価値形態を

与えることは、いわば個々の商品の私事であり、個々の商品は他の諸商品の関与なしにそ

れをなしとげる。他の商品は、その商品にたいして、等価物という単に受動的な役割を演

じる。これにたいして、一般的価値形態は、商品世界の共同事業としてのみ成立する。一

商品が一般的価値表現を獲得するのは、同時に他のすべての商品がそれらの価値を同じ等

価物で表現するからにほかならず、そして、新しく登場するどの商品種類もこれにならわ

なければならないのである。」（同書、p.113～114）とし、商品の価値対象性＝社会的定在
は諸商品の全面的な社会的関連のみによって表現され、価値形態は社会的に通用する形態

でなくてはならないとしている（同書、p.114）。 
	 マルクスは更に、「商品世界の一般的な相対的価値形態は、商品世界から排除された等価

物商品であるリンネルに、一般的等価物という性格を押し付ける。リンネル自身の自然形

態がこの商品世界の共通な価値姿態であり、したがって、リンネルは、他のすべての商品

と直接に交換されうるものである。」（同書、p.114）とし、「一般的価値形態を構成する無数
の等式は、リンネルに実現されている労働を、他の商品に含まれているそれぞれの労働に、

順々に等置し、そうすることによって、織布労働を人間的労働一般の一般的現象形態にす

る。」（同書、p.114～115）としており、一般的等価物には①全商品との直接的交換可能性、
②人間的労働一般の一般的現象形態の二つの独自性（identity）があるとしている。 
価値形態論においては権利問題（quid juris）として一般的等価物⇒貨幣商品金が必然的

に成立する根拠（basis）を問わなくてはならないにも拘らず、マルクスは「一般的価値形
態は、商品世界の共同事業としてのみ成立する」としている様に、事実問題（quid facti）
として一般的等価物、延いては貨幣商品金を諸商品から排除していることに、果して妥当

性があるのであろうかと言った問題がある。 
宇野は『価値論の研究』（宇野〔25〕）のⅡ価値論の展開―拙著『価値論』に対する諸批

評への反批判―の 5 価値形態論の課題―久留間教授の批評に答う―で、久留間が等価形態
に或る特定の商品が置かれていることは所与の事実であるとしていることについて、「そう

すると拡大されたる価値形態は、簡単なる価値形態の発展とはならないで、また新しく『所

与の事実』として前提されることにでもなるのであろうか。それぞれの段階が『所与の事

実』として前提されるのであれば、いずれの場合にも共通に商品は先ず自分を相手の商品

に等値しているのではなくて、相手の商品を自分に等置することによって相手の商品を価

値物にしているのだ、ということになる。ただそれだけのことである。」（同書、p.172～173）
とし、等価形態にある商品を所与の事実として措定することの妥当性を問いかけている。 
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又、②の一般的等価物が「人間的労働一般の一般的現象形態にする」ことについては、

本稿の p.22～23 及び p.78 で述べた様に、貨幣形態における一般的等価物である貨幣商品
金に対象化された人間的労働一般の分量＝労働時間の現在価値を如何に計測するかについ

て理解の困難な問題がある。 
岩井克人は『貨幣論』（岩井〔18〕）の第 1章価値形態論で、「金鉱堀りの汗水はまさに大

海に流れこむ一筋の小川にすぎない。かれらが日々投入する労働の量が、人類の歴史がは

じまって以来この世界のなかに蓄積されつづけてきた金の量全体の価値を規定するなどと

いうことは、イヌのしっぽがイヌの胴体をうごかすよりもはるかに困難なことなのである。

より現代的な用語を用いれば、ここでマルクスは、フロー（汗水の流れ）の価値とストッ

ク（大海のなかのすべての水）の価値とを混同するという初歩的な誤りをおかしている。」

（同書、p.63）としている。 
岩井は更に、「労働価値論から出発した価値形態論が最終的に行き着く貨幣形態の『循環

論法』のなかには、もはや労働価値論がはいりこむ余地はない。登るためにつかわれたハ

シゴは、登りおわったあとには捨てさられなくてはならないのである。」（同書、p.43）とし
ている。確かに、流通論で労働価値説を論証することには不都合があると思うが、生産論

で労働価値説の基礎付け（foundation）を与えることは、本稿の p.77～83で述べた様に可
能である。尚、岩井の『貨幣論』には生産論に相当する議論がなく、又、同書の p.25～28
の「価値体系」は本稿では価格体系のことである。 
マルクスは価値形態論において、明るく照らされたテーブルの上で、商品の価値関係と

価値表現が①簡単な価値形態から④貨幣形態まで如何にして（wie）展開するのか、価値表
現の限界を含めて観察し、商品物神論では社会的総体としての人間労働の一指標（index）
に過ぎない商品がテーブルの上で何故に（warum）それほどまで光り輝くのかについて分
析し、交換過程論では闇の中から明るみに顔を出した商品の代表者（representative）とし
ての商品所有者が、使用価値として実現する前に価値として実現しなくてはならないと同

時に価値として実現する前に使用価値であることを実証しなくてはならないと言う価値の

実現と使用価値の実現の二重の問題（dilemma）を、何によって（wodurch）解決するこ
とができるのか、その方法について判断しているのであると思う。この観察・分析・判断、

すなわち観察によって何が問題となっているのか見極め、分析によって問題の本質と原因

を明らかにし、判断によって複数の選択肢から最良の解決策を導くことは今日でも行われ

ている仕事の方法である。 
エンゲルスは『資本論』第 2 巻の序言で、マルクスがロートベルトゥスを剽窃したとす

る非難に反駁する中で、「リカードの価値論そのものが第一に批判にかけられなければなら

なかった。すなわち、マルクスは、労働の価値形成的質を研究し、そしてはじめて、どの
、、

ような
、、、

労働が、またなにゆえ、またどのようにして価値を形成するかということ、および、

およそ価値とはこの
、、
種の労働の凝固したものにほかならないことを、つきとめた―これは、

ロートベルトゥスが最後まで理解しなかった点である。次にマルクスは、商品と貨幣との

関係を研究して、どのようにして、またなにゆえに、商品に内在する価値属性によって、

商品および商品交換が商品と貨幣との対立を生み出さざるをえないかを立証した。」（マル

クス〔167〕、p.32）とし、マルクスは貨幣の資本への転化は労働力の売買に基くことを証



92 

明したとした上で、「彼は、ここで、労働の代わりに労働力を、価値創造的属性をもってく

ることによって、リカードウ学派の破滅のもとになった諸困難の一つ、すなわち資本と労

働との相互交換を労働による価値規定というリカードウ流の法則と調和させることの不可

能性を、一挙に解決した。」（同書、p.32）としている。 
エンゲルスは wie=how、warum=whyを用い、wodurch=by which meansを使っていな

いが、マルクスは、どの様な労働（welche Arbeit=which labor）が、何故に、どの様にし
て価値を形成するか、また、この労働＝抽象的人間労働が凝固した内在的価値属性によっ

て、どの様に、何故に商品と貨幣の対立を生み出さざるを得ないかを立証したとしている。

如何にして（wie）、何故に（warum）、何によって（wodurch）はマルクスとエンゲルスの
間で使われていた、ヘーゲルの『論理学』を応用する際の実践的な合言葉の様なものでは

なかったかと思う。 
 
＜宇野の価値形態論＞ 
宇野の価値形態の展開は、価値関係＝通約性を人間労働一般に基いて説く替わりに、商

品の価値関係である通約性を交換性としての価値の同質性であるとし、価値表現を相対的

価値形態にある商品所有者の欲望に基づく主観的評価によって行うという点でマルクスの

価値形態の展開と異なるのであるが、②拡大された価値形態から③一般的価値形態への移

行規定は基本的にマルクスの規定を踏襲したものとなっている。 
宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 1章商品の 2交換価値＝価値

形態の B 拡大されたる価値形態で、②拡大された価値形態は価値表現が不十分であるとし
た上で、「ところがこの形態が、もし逆転されて来ると、まったく新しい展開を示すことに

なる。事実、商品が拡大されたる価値形態をとるということは、その価値の実現を一面で

は簡単なる価値形態の場合よりさらに一層困難ならしめるものである。」（同書、p.34）とし、
「しかし、またこのことは他面ではこの困難を解決する途をも開くものであった。すなわ

ちあらゆる商品の拡大されたる価値形態においてつねにその等価形態におかれる商品の出

現がそれである。いわば全社会的に交換を求められる商品は、もはや単なる商品とはいえ

ないものに変って来るのである。」（同書、p.34）とし、註では、日常生活に直接必要のない
商品、直ちに消費されない保蔵性のある商品、直接的欲望から遠い商品の三つの視点から

共通の等価物が現れるとしている。 
宇野の逆転の意味はテーブルの中央にある一般的等価物を媒介してテーブル周辺の相対

的価値形態にある商品の価値表現を行うという意味ではマルクスと同じであるが、「あらゆ

る商品の拡大されたる価値形態においてつねにその等価形態におかれる商品の出現」を想

定し、その商品の名札をテーブル中央に掲示する点でマルクスよりロジックのステップが

一つ多くなっている。 
河上肇は『資本論入門〔上〕』（河上〔60〕）の第 1巻資本の生産過程の第 1篇商品および

貨幣の第 1 章商品の第 5 価値形態およびその発展の 4 拡大された価値形態の一般的価値形
態への変態で、『経済学大綱』で引用したボルネオの Dusun 族では古い真鍮製の銅鐸、古
い支那瓶、kris（武器の名）の三つの拡大された価値形態の系列が並存していたとし、これ
が③一般的価値形態になると諸商品の価値表現が簡単にかつ統一的になるのは、第一、全

ての諸商品の価値は唯一の商品＝一般的等価物で表示され、「第二、拡大されたる価値形態



93 

においては、Aなる商品が、その価値を表現する系列中に含まれる商品種類と、Bなる商品
がその価値を表現する系列中に含まれる商品種類とは、互に相異なるのであるが、ここで

は、すべての諸商品が、それらの価値を同一の商品で表示するのであるから。」（同書、p.270）
としており、宇野のロジックの先行規定となっている様に思う。 
大内力は『経済原論 上 流通論・生産論』（大内〔41〕）の第 1篇流通論の第 1章商品第 2

節価値形態の 1 簡単な価値形態で、鉛筆 2 ダース⇒米１キログラムの簡単な価値形態につ
いて、「…資本家的商品から抽出された商品である鉛筆は、本来全面的交換を、すなわち他

のいかなる商品とでも交換されることを要求するものだからである。」（同書、p.124）とし、
本稿の p.41で述べた商品世界の論理空間の②商品の全面的交換性（これは本稿の p.88～89
で引用した河上の用語を想起させる。）を次の 2拡大された価値形態への移行規定としてい
る。 
大内は 2拡大された価値形態では「拡大された価値形態の社会的展開」を図示し、「ここ

ではわずか三系列しか表示されていないが、現実にはこういう系列がそれぞれの商品ごと

に、無数に多く現われてくるものと考えるべきであろう。ところで、この様な多数の系列

を考えれば、多数のそれぞれに異った組合せをもつ等価形態に立つ商品のなかには、いく

つかの共通の等価物が現われてくるはずである。この図では米がそういうものとされてい

るが、かならずしも米一つである必要はなく、複数の商品であってもさしつかえないし、

また、米がかならずしもすべての商品の共通の等価物＝一般的等価物になっているとまで

考えなくても、ある範囲の相対的価値形態群にたいしては米が、別の範囲の群に対しては

塩が、というふうに異った商品が共通の等価物として現われてくると考えれば十分であ

る。」（同書、p.130）とし、註では、「原論としてはこれ以上に、いかなる商品が共通の等
価物になる傾向が強いか、というところまで踏み込む必要はない。しかし、あとでみる貨

幣との関係でいえば…二種類の商品がそういう傾向を強くもつと想定することができるし、

歴史的事実もある程度それに合致しているといえよう。」（同書、p.131）とし、穀物、布、
塩等といった生活必需品と奢侈品とくに装飾品等の珍貴な商品を挙げている。 
大内は商品の全面的交換性を拡大された価値形態への移行規定としていることを考える

と、マルクスと同様に n 種類の商品は他の（n－1）の全ての商品と価値関係があり、価値
表現を行うことになるが、これは「多数のそれぞれに異った組合せをもつ等価形態に立つ

商品のなかには、いくつかの共通の等価物が現われてくるはずである。」と矛盾することに

なる。等価形態にある商品が異なった相対的価値形態にある商品リストの組合せを持つた

めには、（n－1）の全ての商品との全面的な価値関係を狭めるための追加的ロジックが必要
である。複数の共通の等価物が現れるためには、商品世界の n 種類の商品が相互に両立可
能（compatible）な価値関係を持ち、しかも「ある範囲の相対的価値形態群にたいしては
米が、別の範囲の群に対しては塩が、というふうに異った商品が共通の等価物として現わ

れてくる」ためには、固有の領域を持ちながらも重複する商品群（family of commodities）
に分かれていることが不可欠な前提条件となると思う。 
また、大内は「いかなる商品が共通の等価物になる傾向が強いか」は原論で踏み込まな

くて良いとしているが、大内が商品の全面的交換可能性を何らかの基準により狭めている

以上は、「多数のそれぞれに異った組合せをもつ等価形態に立つ商品のなかには、共通の等

価物が現われてくる」と言えるためには、最大公約数（the greatest common measure）と
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なる商品が選ばれる基準を明記する必要があると思う。 
筆者は拙論の「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」（丸山〔174〕）のおわ

りにで、「それは商品世界の共同事業として、交換性の高い商品が選ばれることである。交

換性を高めるためには、価値の保蔵（store of value）ができること、かつ他商品への転換
が容易（convertible）であることが求められる。」（同誌、p77）とした。 
大内が例示している穀物、布、塩等の生活必需品は交換頻度が高く、誰からも求められ

るために転換性（convertibility）は良いと言えるが、生活資材として使われて減耗するた
めに保蔵性（storability）は悪くなる。逆に、奢侈品、装飾品等の珍貴な商品の保蔵性は良
いが、細かく分割できない（indecomposable）ために交換頻度は低く、転換性は悪くなる。 
宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 1章商品の 3貨幣形態＝価格

の冒頭で、金が一般的等価物として貨幣となる条件として、①変質せずに分割も合一もで

きる金属として、質的に一様で量的に異なる価値の表現に相応しいこと、②使用価値の量

に比べ価値が大きく、移転、保管に便宜を与えること、③耐久性が大きく、使用価値の破

壊による価値喪失の保証となること、④必需品ではないため無ければ無くて済み、装飾品

としての使用価値と相互に転換できることの四つを挙げている（同書、p.38）。①～④は、
価値の保蔵性と転換性の両面から説明することが可能であると思う注 3）。 
宇野は①簡単な価値形態から②拡大された価値形態への移行規定について、「リンネルを

商品として所有するリンネル屋にとっては、リンネルの価値はもちろん単に茶によって表

現せられるだけではない。己の欲する他の種々なる商品によっても表現せられ得るし、ま

たせざるを得ない。そうでないとリンネルは商品であるとはいえない。すなわちリンネル

はリンネル所有者の欲するだけの商品によってその価値を相対的に表現せられるのであ

る。」（同書、p.32）としているが、この等価形態にある商品リストは、一体全体（n－1）
の上限まで拡大し得るのであろうか。 
商品所有者の欲望には限りがないとすれば、商品リストは（n－1）に可能な限り近づく

であろう。しかし、交換可能な自商品の在庫と見合った商品リストの中から、タバコは吸

わないが酒は飲む、肉は食べないが魚は食べる、ソースは使わないが醤油は使うなどの選

択を商品所有者が行うと考えれば、商品リストは狭い範囲になるであろう。 
但し、本稿の p.41の商品世界の論理空間で述べた様に、商品は贈与や貢納でなく、対価

や代償を求めて交換に供されるため、商品情報に偽りがないこと、商品を買い占めて持ち

逃げしないこと（それではテーブルの商品が品薄状態になる。）などについて、他人の使用

価値としての交換性を持つ自商品が直接的交換可能性（direct exchangeability）を持つ等
価形態にある他商品の所有者に受容されるためには、商品所有者間に信認（confidence）が
あることが求められることになる。この信認の及ぶ範囲は（n－1）よりも小さく、更に商
品所有者の欲望や選択の及ぶ、より狭められた範囲と比べても相対的に狭くなると思う。 
	 従って、商品世界は n 種類の商品の名札が乗った大きな一つのテーブルではなく、商品
の信認性が商品所有者間で受容された大小様々のテーブルが集まった多数のテーブルで構

成されることになる。この時、一つひとつのテーブルは商圏（market area）と読み替える
ことができると思うが、複数のテーブルに跨って商品の名札と椅子を確保している商品と

その商品所有者（ex.行商人や現代のチェーンストア）があるため、商品世界全体の商品所
有者が座る椅子の数は n 個より相対的に大きいものになるであろう。また、この商圏の内
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部においては、商品所有者間の相互の信認があるが故に、相対的価値形態と等価形態にあ

る商品の可逆性（reversibility）はあり得るのであろう。 
	 この複数のテーブルに跨って商品の名札がある商品には市場性（marketability）があり、
商品世界全体に市場性が及ぶ商品を NB（national bland）と言い、市場性が小さい商品を
LB（local bland）と言うことができる。今日では商品世界全体に多店舗展開するチェーン
ストアで販売される商品に PB（private bland）が多く見られる。 
アメリカの都心部（downtown）の近郊（suburb）に展開する SC（shopping center）に

は、商圏の大きさに応じて NSC、CSC、RSC の三種類がある。NSC が最も商圏が小さく
（N：neighborhood）、生鮮食品を含めた食品中心の SSM（super supermarket）と非食品
の日用雑貨を含む SDg.S（super drugstore）が中核店舗となる。CSCは商圏が中規模であ
り（C：community）、ウォルマートが始めた DS（discount store）と SMの規模を大きく
した SWS（super warehouse store）が中核店舗となる。ウォルマートは今日では、DSと
SWSを合わせた衣食住フルラインの商品をワンフロアに集めた SuC（super center）を展
開している。RSCの商圏が最も大きく（R：regional）、トレンド商品を扱う百貨店の Dept.
（department store)と耐久性のある商品を扱う GMS（general merchandizing store）を
中核に衣料、服飾を扱う専門店が集積している注 4）。 
チェーンストア理論において、SSM、SDg.S、DS、SWS、SuC、Dept.、GMS等は業態

類型（format）と呼ばれているが、商圏に応じた TPOS に基いて、どの様な商品を如何に
売るかと言う品揃え方法の様式（pattern）のことである。価値形態論の②拡大した価値形
態は、こうした今日の資本主義的生産様式が高度に発達した中における、商品市場のダイ

ナミックな階層構造の原理的規定に繋がるものでなくてはならないと思う。 
②拡大した価値形態の等価形態にある商品リストは、商品所有者相互間で商品の信認の

及ぶ範囲＝商圏（market area）に限定されるとするならば、商品世界全体における③一般
的価値形態における一般的等価物は複数存在し得ることになる。この複数ある一般的等価

物＝貨幣の相対的価値形態にある商品リストの及ぶ範囲を通貨圏（currency area）と呼ぶ
ことにすると、通貨圏は商圏の範囲とは必ずしも一致せず、一つのテーブル＝商圏に複数

の一般的等価物＝貨幣の名札があることもあれば、複数のテーブル＝商圏が同じ通貨圏で

あることもあり得ると思う。 
黒田明伸は複数の通貨圏について、『貨幣システムの世界史 増補新版―〈非対称性〉を

よむ』（黒田〔71〕）で、「ある空間的まとまりにおける在庫の販売可能性を実現させるもの」
を総括して「地域流動性」と呼び、手交（hand-to-hand）貨幣を「独自に創造しているも
の」を「支払協同体」と呼んでいる（同書、p.53）。 
価値形態論を商圏（market area）や通貨圏（currency area）をも説明できるようにす

ることは、ヒルファディングやルービンからすれば通俗化（vulgarization）の極みであろ
うが、ロジックに矛盾がなく、一貫性があって分かり易い方が良いと思う。 
田中史郎は『商品と貨幣の論理』（田中〔110〕）の第 2篇価値形態論の展開の第 4章一般

的価値形態の貨幣形態への骨化で、第Ⅲ形態（③一般的価値形態―引用者）は極めて流動

的で過渡的な形態であるとし、「では、この過渡的な性質をもつ第Ⅲ形態、あるいは一般的

等価物は、具体的な価値式としてはどのように示されるのであろうか。われわれはこれら

を、複数の部分的な第Ⅲ形態、つまり部分的な一般的価値形態、あるいは部分的な一般的
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等価物とイメージする。すなわち、時間的、空間的な意味で第Ⅲ形態、一般的等価物が各々

部分的に複数存在していると考えるわけである。」（同書、p.195）とし、a、b、c の各々を
共通等価物にする群 A、群 B、群 C が生成・消滅しながら一般的等価物の貨幣への骨化が
進展するとしている（同書、p.196）。 
この通貨圏としての群（group）である A、B、C は、第Ⅱ形態（②拡大された価値形態

―引用者）の商圏としてのテーブル＝商品群（family）を考慮することによって、初めて導
くことができるのではないであろうか。 
田中は更に、大内力の「拡大された価値形態の社会的展開」の鉛筆、本、靴下の三つの

表示例を第Ⅱ’形態と呼び、大内の移行規定には二つの問題があるとし、「その一つは、第Ⅱ’
形態において共通の等価物が存在しない場合はどうなるかという問題である。もちろん、

前述の三つの例で、まったくバラバラという事態は考えにくいが、反対に三つの例全部に

等価物が共通するというのも若干恣意的であるという感をまぬがれないのではないか。そ

して二つ目は、より重要な点であるが、大内の一般的価値形態というのは、すでに示した

価値式から考えて、第Ⅱ’形態のなかでの共通等価物に着目して、分析者がたんに組み換え
たものでしかないのかという問題である。」（同書、p.161）としている。 
田中の一つ目の問題（本稿 p.92～93 の河上からの引用に同様の指摘がある。）は、商圏

としてのテーブル＝商品群を考慮することによって複数の共通の等価物＝一般的等価物の

存在を証明することが可能となり、二つ目の問題は等価形態の中から最大公約数となる商

品が選ばれる基準を明確にすることによって解決することができるのであると思う。 
 
＜久留間の宇野批判＞ 
久留間は『価値形態論と交換過程論』（久留間〔68〕）の前篇で宇野を批判して、「価値形

態の固有の問題は、商品所有者の個人的欲望が演じる役割が明らかにされた後になお残る

問題であり、商品所有者がその欲望にもとづいて作った価値方程式を所与のものとして受

けとることによってはじめて独自の問題として設定されうる問題なのである。」（同書、p.6）
としている。 
久留間は同書の後篇で、この価値形態の固有の問題について、「『リンネルが何故上衣を

等価形態にとるに至ったか』はリンネル所有者の欲望を考慮に入れないでは理解されえな

い、ということには疑問がないとしても、『リンネルが何故上衣を等価形態にとるに至った

か、』というようなことを問題にすること自体が、価値形態論の固有の目的からみて果して

必要なことかどうか、という問題が残る。」（同書、p.51）とし、「価値形態論の目的は商品
の価値が現象する形態を明らかにすることにあるのであり、その究明は、商品の価値が事

実上つねにそういう形で現象するところの、いわゆる価値方程式を分析することによって

行われる。この分析にさいしては、価値方程式は―科学的な経済学の方法としては当然の

ことであるが―所与の事実として受けとられる。」（同書、p.51）としている。 
久留間は商品の価値が現象する形態について、「商品の価値関係を特徴づけるところのも

のは、対象化された人間労働としての商品の等値の関係である。」（同書、p.66～67）とし、
「上衣がリンネルの価値を表現しうるのは、上衣がリンネルに等値されることによって、

上衣に対象化されている裁縫労働がリンネルに対象化されている機織労働に等値され、か

くして裁縫労働そのものが―特殊な具体的な労働である裁縫労働がそのまま―機織との間
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に共通な人間労働の実現形態にほかならないものと看做されることによるのである。これ

によってはじめて上衣は、上衣という特殊な使用価値の形態のままで、人間的労働の直接

的な体化物、すなわち価値物を意味するものとなるのであり、そしてこの価値物としての

定在においてはじめて、上衣はリンネルの価値を表現しうるのである。」（同書、p.71）とし
ている注 5）。 
久留間は商品所有者については、「ある特定の商品を等価形態に置くのは商品所有者の意

識的な行為であり、したがってまた、普通の人間悟性でわかる世界のことであるが、等価

形態に置かれた商品の使用価値が相対的価値形態にある商品の価値の形態になるのは所有

者の意識から独立した過程であり、人間の代りに商品が主体として振舞うところの、そし

て人間語の代りに『商品語』が語られるところの物神の世界のことである。」（同書、p.82）
としている。但し、久留間は「ある特定の商品を等価形態に置くのは所有者の意識的行為」

であるとしている訳であるが、本稿の p.94で宇野について述べた様に、等価形態にある商
品リストは（n－1）よりも狭い範囲で考えていることになるため、マルクスの n 種類の全
ての商品の価値関係に対応して価値表現を展開させる方法とは異なることになる。 
武田信照は『価値形態と貨幣』（武田〔106〕）の付論第 1章価値形態論と交換過程論―久

留間理論の批判―で、①価値形態論の内容の理解、②価値形態論、物神性論、交換過程論

の貨幣形成論において占める位置付けの二つの問題があるとする。①は久留間が等価形態

にある商品は商品所有者の欲望によって選ばれるとしていること、並びに価値表現の回り

道は他商品を自商品に等置することによって、はじめて価値物の定在を与えるとしている

ことの二つの問題に分かれているとしている。②は wie、warum、wodurchを価値形態論、
物神性論、交換過程論に対応させるシェーマの批判であり、貨幣形成の wodurchは価値形
態論でも論じられなくてはならないとしている（同書、p.311～313）注 6）。 
①の久留間が等価形態にある商品は商品所有者の欲望によって選ばれるとしていること

は、拡大された価値形態の等価形態にある商品リストが（n－1）よりも狭い範囲となるた
め、マルクスの n 種類の全ての商品の価値関係に対応して価値表現を展開させる方法とは
異なることにならざるを得ないと言う指摘はそのとおりであると思う。 
武田は同書の本論第 3 章マルクスの価値形態論で、①の久留間が価値表現の回り道は他

商品を自商品に等置することによって、初めて価値物の定在を与えるとしていることに関

して、松石勝彦、赤堀邦雄、下平尾勲から価値表現のメカニズムについて引用し、「先の一

文で（マルクスの「相対的価値形態の内実」の第 5 パラグラフ―引用者）マルクスのいわ
んとするところが、商品はたがいに同等なもの＝価値として関係しあうという『回り道』

をとおして、価値を形成する労働が抽象的人間労働だということを現出させているのだと

いう点にあると理解するこれらの諸見解は、価値形態論の根本的課題を完全に取違えてい

るように思われる。」（同書、p.184）とし、等価物の性格について「このようにリンネルが
価値（物）としての上衣に関係することが、とりもなおさず直接的価値定在としての上衣

に関係することだとすれば、誤解を恐れずこの過程を一挙に表現すれば、リンネルは上衣

と等値関係にたつ場合、はじめから直接的価値定在＝人間労働の直接的物質化としての上

衣に関係しているのだ、ということができよう。」（同書、p.195）としている。 
武田は価値関係を直接的価値定在＝人間労働の直接的物質化としての上衣との関係とし

ている訳であるが、これは本稿の「価値物＝通約性と措定することと価値物＝人間労働の
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対象化または物質化と規定することの両者の間には裂け目（split）がある。」（本稿、p.17）
とする理解とは異なっている。 
筆者は、武田が②の貨幣形成の wodurchは価値形態論でも論じられなくてはならないと

していることについて、「当為と制限との矛盾を動力として有限者の他の有限者への移行を

説くヘーゲルと価値概念とその定在様式との矛盾を動力として価値形態の他の価値形態へ

の移行を論じるマルクスとの類似性は一見して明らかであろう。」（同書、p.223）としてい
ることについて何等異存はない。 
但し、武田は価値概念を価値についての理論的認識ではなく客観的本性のことであると

し、「…単純な商品流通についての理論的認識が、剰余の獲得という資本制社会での現実と

衝突する『資本の一般的範式の矛盾』をあげることができよう。…しかし価値概念は、無

差別同等な人間労働を実体とする質的同等性と量的差別性として、あらゆる価値形態に内

在し、その定在様式を照射する不変の『内的基準』として存在している。このように価値

概念が不変の『内的基準』だとすれば、価値形態論における矛盾は、認識の深化＝発展を

促す認識と現実の矛盾ではないといわなければならない。」（同書、p.220）としているが、
本稿は価値概念をⒶ実物体系、Ⓑ価値体系、Ⓒ価格体系の価値の三階層構造として捉え、「Ⓑ

価値体系の価値の大きさ（magnitude）の量的規定性は、Ⓐ実物体系が価値の形態規定＝Ⓒ
価格体系により包摂されることに伴う、被媒介的な規定性である」（本稿、p.32）としてお
り、武田の価値概念を不変の「内的基準」と限定的に捉える理解とは異なっている。 
武田は価値形態の移行の理論構造について、形態Ⅲの一般的価値形態の成立可能性は逆

関係のロジックだけではないとし、「もちろん、リンネルが大変重要で最も『市場流通性』

のある商品であり、他の全商品と交換関係と価値表現関係を取結ぶ一個二重の関係にあれ

ば、逆関係的にリンネルが他の全ての商品の共通の特殊的等価物であることは明らかであ

る。しかし、他の全商品と交換関係＝価値表現関係という一個二重の関係にない商品であ

りながらなお、共通の価値表現の材料＝共通の特殊的等価物としての地位を占める商品が

存在しえないわけではない。たとえば『市場流通度』は乏しく、取結ぶ交換関係の範囲は

小さくても、高価、貴重等々の理由で市場で遍く知られているような商品がそれである。」

（同書、p.214）としている。 
本稿は、本稿の p.32で述べた様に、交換性から導かれた通約性、市場性、信認性、保蔵

性、資産性、転換性などの分析的概念の総合命題として提示された流通性（circulativity）
を、価値の形態規定＝Ⓒ価格体系としている。商品所有者の主観的評価を無視して形態規

定を考察することは、そもそも不可能であると思う。「価値概念とその定在様式との矛盾を

動力として価値形態の他の価値形態への移行を論じる」ことの定在（Dasein）の様式は、
こうしたモノ的物象やコト的事象の形態規定性（Formbestimmtheit）により明らかにされ
る他にないのではあるまいか。 
久留間は『価値形態論と交換過程論』（久留間〔68〕）の前篇で、「価値形態論では貨幣の

『如何にして
、、、、、

』が論じられ、物神性論ではその『何故
、、
』が論じられるのに対して、交換過

程論ではその『何によって
、、、、、

』が論じられるのである」（同書、p.40）としている。これは、
『資本論』の解釈として見る限り極めて適切である様に思われるのであるが、そうとすれ

ばするほど、相対的価値形態の量的規定性及び等価形態との価値関係が価値実体である人
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間労働の分量＝労働時間によって基準化されることが明確となり、価値法則＝等労働量交

換とする理解から生まれる不都合が、益々際立つことになるのではないかと思われる。 
 
注1)	 価値表現の可逆性（reversibility）を利用した議論として、岩井克人『貨幣論』（岩井

〔18〕）を参照。岩井に対する批判として、侘美光彦「貨幣とは何か 資本主義の危機
とは何か―岩井克人著『貨幣論』について―」（侘美〔101〕）、降旗節雄『貨幣の謎を
解く』（降旗〔142〕）の第 5 講社会科学の方法と貨幣論［岩井克人『貨幣論』が見失
ったもの］を参照。 

注2)	 降旗節雄『「昭和」マルクス理論・軌跡と弁証』（降旗〔141〕）の第 3章宇野理論の展
開とマルクス主義のⅢ価値形態論の意義の 1―河上肇・櫛田民蔵と価値形態を参照。 

注3)	 貨幣に価値の保蔵性と転換性があれば、貨幣に素材的な価値があるかどうかは、必ず
しも問われる必要がない。インターネット上の商取引の決済に使用されるネットワー

ク型暗号通貨のビットコインについては、西部忠『貨幣という謎 金と日銀券とビット
コイン』（西部〔120〕）の第 2章「観念の自己実現」としての貨幣を参照（同書、p.133
～147）。 

注4)	 桜井多恵子『アメリカのチェーンストア見学』（桜井〔80〕）を参照。筆者が 10 年ほ
ど前にカリフォルニア州のチェーンストアを見学した時は都市近郊の宅地開発とチェ

ーンストアの展開の真最中であった。拙論の「資本効率論―資本効率の 3階層モデル
と再生産―」（丸山〔174〕）のⅣ資本効率と再生産で最好況期の所得インフレーショ
ンについて触れたが、消費者信用により個人消費にレバレッジが掛かればバブルが加

速することになる。 
注5)	 久留間は『貨幣論―貨幣の成立とその第一の機能（価値の尺度）―』（久留間〔69〕）

の前篇の 8 価値物と価値体の区別について―価値表現の回り道(1)―で価値物を価値
体に訂正している（同書、p.93～100を参照）。本稿のマルクスの価値表現の回り道の
理解については、本稿の p.18を参照。 

注6)	 wie、warum、wodurchを価値形態論、商品物神論、交換過程論に対応させることに
ついては本稿の p.91～92 を参照。wie、warum、wodurch を商業資本論に応用した
事例研究（case study）については、拙論の「資本効率論―資本効率の 3階層モデル
と再生産―」（丸山〔174〕）の p.42を参照。 

 
（２）	 価値尺度論 
 
＜価値尺度の機能＞ 
	 マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 3章貨幣または商品流通の第 1節
価値の尺度で、金＝貨幣商品を前提し、「金の第一の機能は、商品世界にその価値表現の材

料を提供すること、すなわち、諸商品価値を、質的に等しく量的に比較可能な同名の大き

さとして表わすことにある。こうして金は、価値の一般的尺度として機能し、そしてもっ

ぱらこの機能によってはじめて、独自な等価物商品である金がなによりもまず貨幣となる。

諸商品は、貨幣によって同単位での計量が可能となるのではない。逆である。すべての商

品が価値としては対象化された人間的労働であり、それゆえそれ自体が同単位で計量可能
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であるからこそ、すべての商品はその価値を同じ独自な一商品で共同ではかり、そうする

ことによって、この独自な一商品を諸商品の共同の価値尺度または貨幣に転化することが

できるのである。価値尺度としての貨幣は、諸商品の内在的価値尺度である労働時間の必

然的現象形態である。」（マルクス〔164〕、p.160）としている。 
	 貨幣の価値尺度（measure of value）の機能について、マルクスは、内在的価値尺度＝労
働時間の必然的現象形態として商品世界に価値表現の材料を与えることであるとしている

のに対して、宇野は、観念的に表示された価値＝価格を貨幣商品金が現実的に購買手段と

して出動し、繰り返し商品を購買することによって客観化することにあるとしている。 
	 宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 2章貨幣の 1価値尺度として
の貨幣で、観念的に価値が表示された価格を購買することによって実現するために、商品

としての金が貨幣として出動することであるとし、「かくのごとく価値尺度としての貨幣は、

観念的にその価値を金によって表示する商品を現実的に金に実現することによって貨幣と

して機能するのであるが、商品はすでにかかる表示において観念的にではあるが、社会的

に互に価値としてあるのに対して、貨幣はこれを個別的に実証しようというのである。」（同

書、p.49）としている。 
	 宇野は更に、『経済原論』（宇野〔29〕）の第 1 篇流通論の第 2 章貨幣で、「商品価値の表
示としての価格は、商品の価値を社会的に認められた一般的等価物によって表現するもの

ではあるが、しかしそれだからといって商品の価格はつけられただけで直ちに社会的なる

評価をうけたものとはならない。商品の価値形態として、貨幣価格もまた商品所有者側の

主観的評価たるに変りはない。」（同書、p.30～31）とし、売れなければ価格を下げ、売れ
れば価格を上げると言った関係を通して、需要者＝貨幣所有者が一定の価格で購買するこ

とにより、初めて社会的に確認されるとした上で、「需要供給の関係によって常に変動する

価格をもって幾度も繰り返えされる売買の内に、その価格の変動の中心をなす価値関係と

して社会的に確証されるのである。実際また幾度も繰り返えされる売買の過程は、商品の

売手を買手にかえ、買手を売手にかえる関係を展開するのであって、貨幣は商品の価値を

尺度しながら商品の価値を基準にする交換を媒介する。かくしてまた商品は、その供給を

需要に対して社会的に適応せしめうることになるのである。」（同書、p.31）としている。 
	 マルクスはこの需要供給の関係について、『賃労働と資本』（1849年）で、価格を決める
競争には①売手間の競争により価格が下がる、②買手間の競争により価格が上がる、③買

手と売手の競争の力関係によって上昇もしくは下落するの三つの側面があり、生産費を基

準とした産業部門間の資本の流入と流出が起きるとし、「われわれがちょうどいまみたよう

に、供給と需要との変動は、商品の価格をくりかえし生産費に引きもどすものである。な
、

るほど一つの商品の現実の価格は
、、、、、、、、、、、、、、、

、つねに生産費よりも上か下になってはいるが
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、上昇と
、、、

下落とはたがいに相殺するものである
、、、、、、、、、、、、、、、、、

。したがって、一定の期間内では、産業の浮沈を合

算すると、商品はその生産費におうじてたがいに交換され、こうしてその価格はその生産

費によって決定されることになる。」（マルクス〔172〕、p.44～45）としている。 
	 マルクスは更に、『賃金、価格および利潤』（1865年）で、賃上げは物価上昇を招くだけ
で実質賃金は変わらないとするオウエン主義者のウェストンに反駁する中で、「労働の生産

諸力にも、資本と労働との使用量にも、生産物の価値がそれで評価される貨幣の価値にも、
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なんの変動もおこらず、ただ賃金率にだけ変動が
、、、、、、、、、、、

おこったと仮定すると、その賃金の上昇
、、、、、

は、どのようにして諸商品の価格
、、、、、、

に影響を及ぼすことができるのであろうか？ これらの商
品の需要と供給との現実の比率に影響を及ぼすことによってだけである。」（同書、p.95）と
し、貨幣賃金率の上昇→生活必需品の需要増大→生活必需品の物価上昇→生活必需品を生

産しない部門の利潤率低下を引き起こすが、「さまざまな産業部門で充用される諸資本の利
、

潤率のこの相違は
、、、、、、、、

、どんな結果をもたらすであろうか？ もちろん、その結果は、どんな理

由からにせよ、さまざまな生産部門で平均利潤率
、、、、、

にちがいがおこるばあいにふつういつで

もおこる結果と同じである。資本と労働は、もうけの少ない部門からもうけの多い部門に

移されるであろう。そして移動のそうした過程は、一方の産業部門では需要の増加に比例

して供給がふえ、他方の産業部門では需要の減少におうじて供給がへってしまうまでつづ

くであろう。こうした変化がおこったあとに、一般的利潤率
、、、、、、

はさまざまな産業部門でふた

たび均等化
、、、

されるであろう。全ての撹乱は、もともとたんにさまざまな商品の需要と供給

との比率の変動から生じたにすぎないわけだから、原因がなくなれば結果もなくなり、諸
、

価格
、、
は以前の水準と均衡とに復するであろう。」（同書、p.97～98）とした上で、「需要と供

給とがたがいに均衡し、したがって作用しなくなる瞬間に、商品の市場
、、
価格はそれの真実

、、

価値
、、
と、すなわちその市場価格がそれをめぐって振動する標準価格と、一致する。だから、

この価値
、、
の性質を研究するにあたっては、市場価格に影響を及ぼす需要供給の一時的な影

響は、われわれにはまったくなんの用もないことである。同じことは、賃金についても、

他のすべての商品の価格についても、あてはまる。」（同書、p.119）としている。 
	 マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 3章貨幣または商品流通の第 2節
流通手段の a商品の変態で、W‐G‐Wを社会的労働の素材変換（Stoffwechsel）とし、「W
‐G。商品の第一の変態または販売。商品価値が商品のからだから金のからだに飛び移るこ
とは、私が別のところで名づけたように、商品の“命がけの飛躍”（サルト・モルターレ）

である。この飛躍に失敗すれば、なるほど商品は打撃を受けないかもしれないが、商品所

有者は確かに打撃を受ける。」（マルクス〔164〕、p.180～181）とし、「こうして、商品は貨
幣を恋い慕うが、『“まことの恋が平穏無事に進んだためしはない”』。分業体系のうちにそ

の“引き裂かれたる四肢”を示している社会的生産有機体の量的編成は、その質的編成と

同じく、自然発生的・偶然的である。」（同書、p.183）とした上で、「分業は、労働生産物
を商品に転化させ、そうすることによって、労働生産物の貨幣への転化を必然にする。同

時に、分業は、この化体が成功するかどうかを偶然にする。とはいえ、ここでは、現象を

純粋に考察しなければならず、それゆえその正常な進行を前提しなければならない。」（同

書、p.184）としている注 1)。 
	 以上の様に、マルクスは価値尺度の機能について、新古典派的な需給均衡化のプロセス

に基いて「正常な進行」を前提し、価格変動が捨象された価値どおりの売買が成立する需

給均衡において貨幣商品金が価値表現の材料を提供し、価値尺度としての貨幣は商品の内

在的価値尺度である労働時間の必然的現象形態であるとしている。 
宇野はマルクスとは対蹠的に、価値尺度の機能は、商品所有者の主観的評価に過ぎない
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価格が貨幣によって繰り返し購買されることによって社会的に確証されることとしている

訳であるが、宇野の場合、この様な反復購買の結果、果して価格は一定の水準＝一定の価

値関係に収斂するのであろうか注 2)。 
 
＜宇野の一定の価値関係＞ 
	 宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 2章貨幣の 1価値尺度として
の貨幣で、「元来、商品の価値は、貨幣で価格として表現されたからといって、それは決し

て価値をそのままに表現するものではない。したがってまた価値の大いさも精確に表現さ

れるわけではなく、価値以上にも、価値以下にも表現せられ得る。さらにまた貨幣で購買

されたとしても、それはなお価値を実現したとはいい得ないものを残している。売手個人

としては、その商品の価値を実現したと考えるにしても、そしてまた考えてもよいのであ

るが、客観的にはそうはいえない。価値以上に販売したことにもなれば、価値以下に販売

したことにもなる。しかしそれも繰り返えして行われる過程となると、それぞれの商品は、

いずれも一定の基準によって売買されざるを得ない。例えば一定量の小麦と鉄とは一定の

時期には平均して一定の価格をもつものとして互に一定の価値関係を有しているが、それ

はこの繰り返えし行われる購買を通して明らかにされるのである。」（同書、p.45）としてい
る。 
この「一定の基準によって売買されざるを得ない」ということは、「一定量の小麦と鉄と

は一定の時期には平均して一定の価格をもつものとして互に一定の価値関係を有してい

る」こと、すなわち一物一価の法則が一定の時期において平均的に見て成立すると例解し

ている様に、宇野においては一定の含みをもって語られている様に思われる注 3）。 
	 マルクスは『資本論』第 1巻の第 1篇商品と貨幣の第 3章貨幣または商品流通の第 1節
価値の尺度で、「価格は、商品に対象化された労働の貨幣名である。それゆえ、商品と貨幣

分量―この貨幣分量の名前が商品の価格である―とが等価である、というのは同義反復で

ある。ちょうど、一般に、一商品の相対的価値表現はつねに二つの商品の等価性の表現で

あるというのが同義反復であるように。しかし、商品の価値の大きさの指標としての価格

が、その商品の貨幣との交換比率の指標であるとしても、逆に、商品の貨幣との交換比率

の指標が必然的に商品の価値の大きさの指標であるということにはならない。」（マルクス

〔164〕、p.173）とし、仮に等しい大きさの社会的必要労働が 1クォーター小麦＝2ポンド・
スターリング（約 1／2オンスの金）で表現されているものとし、商品と貨幣の交換比率の
指標（Exponent=index）が事情によって 3ポンドになったり、1ポンドになったりしても
小麦の価格であることに変わりがなく、又、小麦の生産力に変化がなければ再生産に必要

な社会的必要労働は同等であり、商品の価値の大きさは社会的必要労働時間に対する一つ

の必然的な、商品の形成過程に内在する関係を表現するとした上で、「価値の大きさの価格

への転化とともに、この必然的な関係は、一商品とその商品の外部に実存する貨幣商品と

の交換比率として現われる。だが、この比率において、商品の価値の大きさが表現されう

るのと同じように、与えられた事情のもとで、その商品が価値の大きさより以上に、また

はより以下に譲渡されることも表現されうる。したがって、価格と価値の大きさとの量的

不一致の可能性、または価値の大きさから価格が背離する可能性は、価格形態そのものの

うちにある。このことは、価格形態の欠陥ではなく、むしろ逆に、価格形態を、一つの生
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産様式に―規律が、盲目的に作用する無規律性の平均法則としてのみ自己を貫徹しうる一

つの生産様式に―適切な形態にするのである。」（同書、p.174）としている。 
	 宇野はこれに対して、『マルクス経済学原理論の研究』（宇野〔26〕）のⅡのマルクスの価
値尺度論で、「ところがこの点は、マルクスのように貨幣の価値尺度としての機能をも、単

なる貨幣形態として、価格を価値どおりに表示するものとしていては、解明されない。『価

格形態自身の内にある』、そしてそれは『価格形態の欠陥ではなく』、むしろ逆に、価格形

態を商品生産に『適当なる形態たらしめる』この、価値と価格の量的乖離の可能性は、貨

幣による売買を通して、量的一致をも実現しうることを示すものにほかならない。もちろ

ん貨幣による売買がそれだけでかかる一致を齎らすというのではない。価値を離れた価格

による売買が行われるとしても、それは繰り返されることによって―結局は生産過程自身

によって―訂正されてくるのである。そしてそれこそ貨幣の価値尺度としての機能をなす

ものである。」（同書、p.55）とし、註では、「売買過程を捨象して、小麦の価値が金貨幣で
価格として表示されるという点だけを規定するのでは、価値の尺度たる機能を明らかにす

るものではない。小麦の売手が如何にして二ポンドなる価値通りの価格表示をなしうるか。

単に過去の経験によって、あるいはまた他の小麦の売手にならってしたとしても、それは

なお売手側の主観的評価にすぎない。価格の如何によって変動しうる需要があり、さらに

また一定の価格による需要に対応して供給の変動があってこそ、貨幣は価値を尺度しうる

ものとなるのである。それこそ『規律が盲目的に作用する無規律性の平均法則としてのみ

自らを貫徹しうるような一生産様式』に適応した価格形態による貨幣の機能といいうる所

以である。」（同書、p.56）と批評している。 
	 降旗節雄は『資本論体系の研究』（降旗〔140〕）の第 1篇流通形態論の第 2章貨幣の資本
への転化の 4 商人資本形式における「矛盾」で、宇野の商人資本的形式 G‐W‐G’は相手
から安く買うか、相手に高く売るか、或は安く買って高く売るかの何れかによらなければ

前貸貨幣をより多くの貨幣に増殖することはできないことについて、「だがすでに貨幣の価

値尺度機能をとおして『一定の価値関係』（『原論・上』四五頁）を形成している商品流通

を前提とするかぎり、この『相手が安く売るか、高く買うかすることの出来る範囲』（『原

論・上』七六頁）なるものはきわめて限定されている。つまり「一定の価値関係」に対す

る偶然的、個別的な価格の変動の『範囲』にかぎられるのである。」（同書、p.122）とし、
「したがって、貨幣の流通手段としての機能を前提として形成される『貨幣としての貨幣』

は、このような『偶然的』『個別的』な価格変動を支配する『一定の価値関係』自体の変動

にたいして貨幣が対応する機構をなすのであり、その点からは『貨幣としての貨幣』はす

でに、たんなる『価格関係』ではなく、特定の『価値関係』と別の『価値関係』をむすび

つけてこれらの間にさらに『一定の価値関係』を形成する商品流通の機構的生成過程の『貨

幣』における表現にすぎなかった。このばあい『一定の価値関係』を形成する主体は、商

品流通自体であり、『貨幣』はこの商品流通の運動にたいする消極的条件として機能するに

すぎないが、この関係が逆転して、貨幣が自己を増殖する貨幣として、運動体として、つ

まり主体として自立化し、商品流通がこの『資本』の運動の条件をなす一般的基礎として

現われる過程が、まさに『貨幣の資本への転化』をもたらす商品流通の構造転化の過程に

ほかならない。」（同書、p.125～126）とした上で、「こうして『商人』の活動の、したがっ
てその利潤の根拠を、『経済的に異なった地域』ないし『市場と市場』との間の『価値関係』
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の差異において把握するならば、この『商人』の『直接的流通過程』での『価値増殖』は、

けっして教授のいわれるように『不等価交換によ』るものであり、したがって『商品経済

的に合理的根拠を有するものではない』とすることはできないであろう。むしろこの『商

人』の売買も、それぞれの『地域』ないし『市場』にたいしては、それぞれ基本的には等

価交換をとおして行なわれているのであり、それぞれの『市場』が『経済的に異なった地

域』をなし、それゆえそれぞれ異なった『価値関係』によって規制されているかぎり、こ

の『価値増殖』は『商品経済的に合理的根拠を有するもの』としなければならない。」（同

書、p.126～127）としている。 
	 宇野は『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 2「貨幣の資
本への転化」について―降旗節雄君の批評に答える―で、「商人資本は、むしろいずれの市

場においても『安く買う』ことによって、また『高く売る』ことによって利益を得るので

あって、両市場間の価格の相違による利益も、『安く買って高く売る』ことによってえられ

るものにほかならない。降旗君は、貨幣の価値尺度機能が『一定の価値関係』を展開する

ものであるという私の規定を、形態的規定としないで直ちに『一定の価値関係』を社会的

に確立するものとし、したがってまた『偶然的、個別的な価格の変動』をこの『一定の価

値関係』に対立するものとしたのであるが、ここではなおそういう『一定の価値関係』を

確立する実質的基礎としての商品の生産過程が展開されているわけではないのであって、

その点は、いずれともいいえないのである。」（同書、p.27～28）とし、註では、「商人資本
は『流通圏』の内部にあっても、流通圏と流通圏との間の場合と同じ性質をもつ売買関係

を展開するのであるが、ただ後者によって『代表』されるものといってよい。事実、『〈価

値関係〉の差異』が『完全に解消され』るという想定をなしうる『全体としてのひとつの

〈市場〉乃至〈一国の経済〉として〈統合される〉』というにしても、それはすでに『ひと

つの流通圏』として『価値関係』を確立しているものが、その『差異』を解消されるとい

うのではなく、多かれ少かれその影響を受けている非商品経済的基礎自身がある程度根本

的に分解されることによって『ひとつの〈市場〉乃至〈一国の経済〉として〈統合される〉

こと』になるものと考えるべきであろう。」（同書、p.29）と返答している。 
	 宇野によれば、商品の生産過程が展開されていない以上は、一定の価値関係が社会的に

確立されているかどうかは必ずしも明確には言えない訳であり、資本の商人資本的形式が

流通圏、言い換えれば本稿の p.94～95で述べた商圏（market area）と他の商圏との間で
価値増殖し得るか、或は同じ商圏の内部で価値増殖し得るかはどちらとも言えないことに

なる。かくして貨幣の価値尺度機能によって商品は一定の基準で売買されざるを得ないと

言っても、商圏の内部であれ外部であれ、或る時点、或る場所において商品が如何なる基

準で売買されるかは不確実（uncertain）な要因を残さざるを得ないと言わなくてはならな
い。 
 
＜宇野の等価交換の原則＞ 
	 佐藤金三郎は『「資本論」と宇野経済学』（佐藤〔84〕）の第 3部『資本論』と宇野経済学
の第 9章「貨幣への資本への転化」と宇野「流通論」で、「教授は、商人資本的形式の資本
の価値増殖は不等価交換によらざるをえないから、『商品経済的に合理的根拠を有するもの

ではない』といわれるが、『合理的』であろうとなかろうと、『純粋資本主義』の前提のも
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とでは、この資本の価値増殖それ自体が不可能なのである。だいたい、価値実体論をあら

かじめ説くことができない、いな説いてはならない教授の『流通論』において、どうして

等価交換が『商品経済的に合理的』であると断定することができるのであろうか。また、

価値概念なしに、どうして等価・不等価の交換が語れるのであろうか。」（同書、p.187）と
宇野を批判している注 4）。 
	 宇野は『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 2「貨幣の資
本への転化」について―降旗節雄君の批評に答える―で、「無政府的に生産される商品生産

物の売買は必ずしも『価値どおりに』売買されないにしても、結局は、それが『価値どお

りに』売買されるように補整される、ということになるのであって、価値形態の発展した

価格形態は、まさにそういう補整されつつ貫徹される価値法則に適合した形態なのである。

価値実体論を先ず説かないで、その形態論で等価交換が『商品経済的に合理的』だという

ことが、どうしてできないのであろう。むしろ価値実体論を先に説いて形態規定を展開す

ることは、形態規定自身の展開を不十分ならしめるということは、すでにしばしば指摘し

た通りであるが、またそれでは商品経済の形態的合理性も不明瞭にならざるを得ない。等

価交換といえば、実体的にしかいえないものと思うのが間違いのもとである。」（同書、p.26）
としている。 
宇野は更に、降旗が商人資本的形式の矛盾をこの資本形式と等価交換の原則との矛盾に

求めることは無用であるばかりか不可能であると批評したことに答える中で、「なおここで

降旗君は、前に言及したように佐藤金三郎氏の批評を引用して、それに賛成するのである

が、それは『等価交換』とか『商品経済の原則』を、私が『あきらかに「資本論」におけ

るように投下労働価値説にもとづく価値法則の意味で使って』（『研究』九七ページ）いる

ということによるのであるが、私自身は『価値法則』と『等価交換』の『原則』とを区別

して、後者は商品、貨幣の形態規定で当然に論じなければならないのに反し、前者はそう

はゆかないものとしている。」（同書、p.32）とし、降旗が、貨幣の価値尺度によって一定の
価格水準が形成され経済的に異なった地域では価値関係が相違することから、価値どおり

の売買に基く商人資本の利潤の根拠を説いていることについて、「貨幣の尺度機能は、そう

いう『機構』を成立せしめる形態的機能にすぎない。降旗君は、ここですでに生産過程を

通して決定される『価値関係』を考えたために『経済的に異った地域』間の G‐W‐G’に『等
価交換』を説くことになったのであるが、それでは商人資本の商人資本たる特性を見失う

ことになる。A地点でも、B地点でも『等価交換』どころか、常に安く買って高く売ること
によって利益をうるのが商人資本なのである。」（同書、p.33）としている。 
本稿の p.41で述べた商品世界の論理空間において、宇野の「等価交換の原則」に関係し

ていると思われることは、③商品は贈与や貢納でなく、対価や代償を求めて交換に供され

るため、商品情報に偽りがないこと、商品を買い占めて持ち逃げしないことなどについて、

商品所有者間に信認（confidence）があること、④商品交換は一回限りでなく、反復交換さ
れるために需要と供給の連鎖があること、⑤商品に対する欲望すなわち需要の変化に対応

できる供給の弾力性（elasticity）があることの三つである。 
商品所有者は対価や代償を求めて自商品を販売に供するため、自商品の販売と見返りに

得た貨幣で購入する他商品は同等な価値がある（equivalent）と看做し得るもの、言い換え
れば価値の推移性が原則的に成り立つものでなくてはならないであろう。また、或る一定
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の時期の同一商圏（market area）において、同一商品が一物一価の法則に離反した区々の
価格で販売されていれば、平均価格から著しく乖離した商品は、通常の時期であれば商品

情報に偽りがあると看做され、その商品の商品所有者間の信認は失われることになる。 
本稿の p.16で述べた様に、「等価形態にある商品は価値の実存形態（existence form）と

して、個別的価値の差異を超えた社会的価値の評価（evaluation）を行っている」訳である
が、一回限りの商品売買では個別的な、または偶然的な価値関係であるに過ぎず、反復売

買されなければ一定の価値関係＝社会的価値があると評価することはできないであろう。 
この商品の反復売買は供給連鎖と需要連鎖に支えられている訳であるが、もしも価格が

不安定な状態が続けば商品所有者は売買を手控えることになるであろう。従って、自商品

及び他商品ともに供給連鎖と需要連鎖を支え、商品売買の継続的な関係を保持するために

は、適度な商品在庫を充足し得る供給の弾力性があることが必要条件であり、その結果と

して価格の粘着性（stickiness）が齎されることになる注 5）。 
但し、宇野においては等価交換を原則とする反復売買によって一定の価値関係＝社会的

価値が成立するとは言うものの、商品の生産過程が説かれていない以上、供給の弾力性は

完全なものではなく、不確実（uncertain）な要因を残さざるを得ないことになる。 
山口重克は社会的価値と価値尺度について、『経済原論講義』（山口〔193〕）で、価値は、

「…現実にはあくまで個別的価格として、社会的価値とは必ずしも一致しないある水準の

周辺に、時間的、空間的に不確定的にバラツキながら実現されるほかないわけであり、流

通関係が社会的生産を担当するようになって、価格変動がある重心をもつようになっても、

このような個別的なあり方以外の価値の現存の仕方はないのである。」（同書、p.37）として
いる。 
この貨幣の価値尺度機能による一定の価値関係の形成における不確実性の残存は、貨幣

としての貨幣の価値＝商品の購買力の不安定性に繋がっており、貨幣の資本への転化の端

緒規定を与えているように思われる。 
小池田冨男は『貨幣と市場の経済思想史―イギリス近代経済思想の研究―』（小池田〔72〕）

の第 1章貨幣と市場のポリティカル・エコノミーで、「貨幣は購買手段としての能動的な機
能を与えられるとはいえ、その購買力（価値）は、市場の動向を反映して不断に変化する。

それゆえ、市場に参入する人々の社会的な合意にもとづいて慣習的に何らかの財が、場合

によっては複数の財が『一般的等価物』の地位を独占的に占めるが、貴金属本位制度が確

立した場合でも、不断の『貨幣の価値』の変動を免れ得ないのである。」（同書、p.15）とし、
第 2 章一六九〇年代の貨幣改鋳問題と J.ロックで、「…近代における〈貨幣の商品化〉、す
なわち貴金属本位制度の成立の背景には、もともと象徴的な通貨として古くから局地的に

流通していた貴金属鋳貨が、対外交易の拡大の中で、それに含まれる奢侈財としての貴金

属重量を目安に、しばしば外国からの財の購入や対外債務の支払に用いられていったこと

が考えられる。それによって、それぞれの地域の通貨単位が貴金属重量にリンクされ、複

数の局地的通貨の交換レートの基準になり、すでに対外交易においてかなり利用されてい

た為替手形の流通の根拠にもなったのであろう。また国内的には、市場経済が人々の生活

において日常化していくなかで、現在の経済余剰を将来の多様な消費のために蓄える手段

として、耐久の奢侈財である貴金属が用いられるようになっていた。」（同書、p.42）とした
上で、「…一六世紀には、それまでのドイツ諸都市やポルトガルにかわって、新大陸の銀が
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主要に取引されるようになったアントワープを中継基地として、東インド貿易と新大陸貿

易とを結ぶ新たな世界市場の編成がなされた。しかし、何よりも、貴金属がヨーロッパに

大量に運びこまれた結果、それらの貴金属ストックの、購買貨幣から蓄蔵貨幣への、ある

いは蓄蔵貨幣から購買貨幣への不規則で無規律な運動によって、市場の価値関係のいわゆ

る無政府的な変動が生ずることになったのである。しかも、こうした市場における物価水

準の無規律的な変動は、当然のことながら、保有する貨幣資産の減価というリスクを伴う

ことにもなるから、逆にそれらを投機的に運用することによって、貨幣資産の増殖をはか

ろうとするいわゆる『貨幣の資本への転化』が当時の裕福な商人層によって実行されてい

ったのであった。」（同書、p.44）としている。 
貨幣は、価値の保蔵性と転換性により一般的等価物となり、支払手段として商取引に決

済の完了性（finality）を与えることができるため、蓄蔵手段＝貯蓄（savings）として使わ
れることになるが、市場における貨幣の価値関係の不確実性の残存＝不安定性による減価

リスクを回避して価値の保全を図るため、積極的に価値増殖を目論む資金（capital fund）
として商品流通に投入されることになる。 
宇野は資金について、『マルクス経済学原理論の研究』（宇野〔26〕）のⅣの資金論で、「蓄

蔵貨幣は、少くともその本来の形をとるものとしては、再び流通過程に帰ることを目的と

するものとはいえないが、しかしそれでさえ結局はなんらかの理由によって流通過程に入

り、貨幣量調節の機能をなすものといってよい。貨幣としての貨幣がかくの如き流通過程

への復帰の方向をとっている場合、貨幣は資金となるといってよいのではないかと思う。」

（同書、p.184）としている。 
宇野は『資本論五十年（下）』（宇野〔34〕）で、「商品流通でも貨幣にイニシアチブがあ

るが、しかし全体としては貨幣と商品とが相互にみあっていていわば連続している。とこ

ろがその中から出てきた貨幣が資金になると、運動が新しい出発をなすことになる。単な

る W‐G‐W のように商品を売って貨幣にして、貨幣でもって商品を買うというんでなし

に、G‐W の形式で新しい関係が展開される。実は W‐G‐W でも貨幣がいつもイニシア

チブをとって行われるのだが、G‐W‐Gでは貨幣は新しい意味をもってくる。G‐W‐G’
になる。…それ（商品流通そのものの構造―引用者）に積極的影響を及ぼすような、そう

いう貨幣の働きで貨幣は資本となるわけだ。それは、支払手段の場合とはまた違う。―こ

ういうふうに考えるのです。」（同書、p.803）としている。 
 
＜久留間の宇野批判＞ 
	 久留間は『貨幣論―貨幣の成立とその第一の機能（価値の尺度）―』（久留間〔69〕）の
後篇マルクスの価値尺度論―宇野教授の「マルクスの価値尺度論」への反批判を通して―

で、本稿の p.22～23 の引用箇所に続けて、「ところで、この貨幣としての金への商品の転
化は、販売によってはじめて実現されるわけですが、この実現は、当然、商品の価値があ

らかじめ観念的に金に転化されていること、すなわち価値が価格に転化されていることを

前提するのであって、この転化にさいしての金の役割を、マルクスは金の価値尺度機能で

あるとし、貨幣としての金の第一の機能であるとしているわけです。これは単なる量的規

定の問題ではなく、もっと根本的な質的規定の問題です。マルクスが、従来の経済学が見
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おとしているものとして力説している尺度の質
、、、、

というのは、究極的にはこのことを意味し

ているのです。」（同書、p.181）とし、『剰余価値学説史』のベイリー批判から尺度の質的
側面について引用し、需給関係については「簡単な流通のところで明らかにされうること

は、せいぜい、価値からの価格の乖離の可能性は価格形態そのもののうちに横たわってい

ること、それから、商品の販売は種々の事情に依存するということ、したがって、それら

の事情次第で価格は価値から離れることになるのだということ、ただその程度のことにす

ぎないわけです。」（同書、p.189）とした上で、宇野が価値の実体が何であるか説かないで
貨幣の必然性を説くことについて、「でも、価値が労働からなるということは、たんなる商

品ではいえないが、資本になるといえる、ということでしょう。それなら、資本になった

後でもいいから、いまわれわれが問題にしたようなことを問題にすべきだと思うのだけれ

ど、実際そういうことを論じているのでしょうか？」（同書、p.190）と問いかけている。 
	 久留間は商品変態論では正常な進行が前提されることについて、交換過程では商品の使

用価値としての実現と価値としての実現は相互に前提し合うと同時に相互に排斥し合う矛

盾した関係にあるため、全面的交換が成り立たないが故に、交換過程は必然的に貨幣を生

み出すとし（同書、p.234）、「すなわち貨幣ができると、交換（W1‐W2）は販売（W1‐G）
および購買（G‐W2）の二つの過程を通して遂行されることになるが、そうなると、商品

所有者は彼の商品をいきなり自分の欲しいと思う他の商品と交換しようとはしないで、ま

ず貨幣に対して交換することになる。」（同書、p.237）とした上で、「W‐W が、貨幣の形

成とともに、W‐G および G‐W という対立的な二つの形態変換の過程に分かれ、それら

の過程的統一としての W‐G‐W という形をとることによって、交換過程論で考察された

矛盾が解決されることになる。これが、第二章の交換過程論との関連から見た商品変態論

の本来の意味です。交換過程論で考察された矛盾は、もともと、商品が社会的欲望に適合

しなかったことから生じたのではなく、社会的欲望に適合していてもなおかつ生じた矛盾

なのです。ですから、そういう矛盾を解決する商品の形態運動としての W‐G‐W の意味

を明らかにするためには、Wが社会的欲望に適合しないことから生じるW‐Gの困難とい
う問題は、捨象されるのが当然なのです。」（同書、p.238～239）としている。 
	 久留間は、テーブルの周辺にあるW1とW2の二つの商品の直接的交換が成り立たない可

能性があるため、まず、①W1の商品所有者は W1をテーブルの中央にある G と交換する、
②W2の商品所有者はW2をテーブルの中央にある Gと交換するという二つの交換が行われ、
次いで、③W1の商品所有者は G を W2と交換する、④W2の商品所有者は G を W1と交換

すると言う二つの交換が行われることになる。 
従って久留間の言う交換（W1‐W2）は、W1→G→W2と W1←G←W2の二つの商品変態

に別れている訳であるが、これを一般化して言えば、テーブルの周辺に座っている商品所

有者は所有する（n－1）種類の自商品を、一旦、テーブル中央にある貨幣商品 Gと交換し、
次いで、テーブル周辺に座っている商品所有者の所有する（n－2）種類の任意の他商品と
貨幣商品 Gを交換することになる。この時、久留間は①商品が貨幣商品 Gに交換されるこ
とにより個別労働が抽象的一般的な労働に還元されること、②W‐G‐Wの正常な進行、す
なわち価値の推移性が商品変態の時間的経過を通じて成り立っていることを前提している

ことになる。これは、久留間の W‐G‐W の商品変態＝商品流通が、テーブル上の平面的
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空間における無時間的な過程であることを良く示していると思う。 
宇野は『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 3 マルクス

の価値尺度論について―久留間鮫造さんの批評に答える―で、宇野は価値尺度の量的規定

の問題に終始しているとの批判に反論する中で、「ただ問題は、『そのままでは任意の他商

品にかわるわけにはゆかない』商品が、『販売』によると、そういう『どの商品とでも交換

可能』な金になるということは、そう簡単にはいわれないという点にある。『販売』といっ

ても、それは『どの商品とでも交換可能』な金による『購買』によらなければならないと

いうのが、私にとっての質的規定の問題である。それは量的規定と関連するが、しかし単

なる量的規定ではない。」（同書、p.54）とし、「久留間さん自身が、マルクスの規定を唯一
絶対とされるために、貨幣が商品と異なってそのいわゆる直接交換可能性によって積極的

に購買に使用されるという『もっと本質的な問題』を理解されないのである。」（同書、p.55）
としている注 6）。 
宇野は『資本論研究Ⅰ 商品・貨幣・資本』（宇野編〔36〕）の第 3部ゼミナールのⅡ貨幣

について 8蓄蔵貨幣についてで、「W‐Gで貨幣が手に入ると、そうむやみには出したくな
いという傾向は常にあるんだ。しかし商品を買わざるを得ないから出すということになる。

そこで貯蓄の傾向が常に商品に対して貨幣のほうにあることになる、こういうふうに考え

るようになったんだ。」（同書、p.294）とし、貯蓄の場合、「それは引き上げるんだけれど
も、引き上げるという傾向は、つまり貨幣をもって商品を買うという貨幣のイニシアティ

ブの裏側にあるわけだ。いつでも貨幣なら買える、商品を売って得た貨幣はいつでも使え

るんだから、できればとっておこうという傾向を持っているわけで、W‐G‐Wでやむを得
ず出ていくというのが流通手段としての貨幣だ。それがいったん切れて、新しくイニシア

ティブをとって出ていくということになると資金の問題になるんじゃないか、というのが

貨幣としての貨幣の出動する意味だというわけだ。」（同書、p.294）としている。 
宇野は、W‐G‐W の商品流通において貨幣出動のイニシアティブが鼓動（pulse）とな

り、時を刻み始めることになるとしたのであると思う。この商品流通における貨幣出動の

時間的運動が一旦途切れ、蓄蔵された資金（capital fund）が価値増殖を目指して再び商品
流通に投入されると、G‐W‐G’の資本の時間的運動の形態が展開することになる。 
宇野は『経済学方法論』（宇野〔27〕）のⅢ経済学と唯物史観の 4経済学と弁証法で、「…

資本は、商品、貨幣と共に流通形態をなすのであるが、商品、貨幣の形態は生産物が人々

の手をかえるという、いわば空間的運動の『形態』であるのに対して、資本は、生産物の

商品、貨幣の形態を前提としながら、それらの運動を基礎として、いわゆる『変態』をな

す、いわば時間的な運動の形態である。そしてそれだからこそ生産過程をも包摂しうるこ

とになる。」（同書、p.152～153）としている。 
宇野は『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 2「貨幣の資

本への転化」について―降旗節雄君の批評に答える―で、降旗が『資本論体系の研究』（降

旗〔140〕）で、「『世界貨幣』の範疇は、この商品流通の『空間的運動』の基本的性格を、
商品流通の空間的並存としての世界市場と世界貨幣による媒介機構によって具体的に表現

するとともに、その『時間的運動』としての限界をしめすことによって、商品流通は『時

間的運動』としては、それ自体『時間的運動』をなす資本形態の一般的基礎に転化するこ

とによってしか成立しないことを明らかにしているのである。」（同書、p.137～138）とし
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たことを批評する中で、「商品流通自身は『とけないように絡みあっている』『商品の姿態

変換系列のえがく循環』をなす場合にも、商品や貨幣は勿論のこと、資本のように別に特

定の『持手』があるわけではない。したがってその『〈時間的〉連続性』もそれ自身には運

動体としての主体の『変態』をなすものとしてではない。逆にまたその『時間的運動』は、

『それ自体〈時間的運動〉をなす資本形態の一般的基礎に転化することによってしか成立

しえない』というものでもない。すでに商品流通自身に一般的に認められるものである。

それは資本の出現によってそうなるというものではない。」（宇野〔31〕、p.39）としている。 
宇野は『資本論研究Ⅰ 商品・貨幣・資本』（宇野編〔36〕）の第 3部ゼミナールのⅢ資本

について 3資本の三形式についてで、「W‐G‐W’を基軸とする商品流通形態では、運動は
横に平面的に展開されるが、資本の運動は、縦に時間的に展開される。そしてそれが、ま

た貨幣の媒介による商品の運動を生かすことになる―そういう意味で、前の資金が資本に

転化する。ぼくの場合は、したがって転化が、まず G‐W‐G’の展開として行なわれなけれ
ばならない。それは資本主義の出現と関係なく展開されて、その後に労働力の商品化によ

って資本主義を解明することになる。問題は、そこで貨幣としての貨幣が商品の流通市場

に対して W‐G‐W の間に入って G‐W‐G’を展開するものとなる点にある。」（同書、
p.316）としている。 
時永淑は『「資本論」における「転化」問題』（時永〔115〕）のⅠ貨幣の「価値尺度」機

能と資本の商人資本的形式で、反復購買は直接的に生産過程における調整には結び付かな

いとし、「私は、むしろ、この点を明確に区別し原理論の体系的展開として解明することに

よってはじめて、資本の商人資本的形式が『直接に流通部面で現われる資本の一般的形式』

であることの原理的意味を、価値尺度論との関連において明らかにできるものと考える。」

（同書、p.11）としている。本稿では商品世界の論理空間を④反復交換のための需要と供給
の連鎖と⑤需要変化に対応できる供給の弾力性に分けたが、④が商人資本的形式により、

⑤が産業資本的形式により確立するのは確かであると思うが、これは多かれ少なかれ小商

品生産者にも妥当することである。 
宇野は『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 3 マルクス

の価値尺度論について―久留間鮫造さんの批評に答える―で、「久留間さんに『労働による

価値の規定を捨象して、実体のない、もぬけのからのような〈価値〉しかもたない商品』

と見えたのは、商品の流通形態としての規定にほかならない。しかしそれは『実体』をも

たないというのではない。『労働過程』も『価値形成過程』も説かないで『実体』を説いて

も、それこそ空虚な規定となるというのである。そればかりではない。実体規定があるた

めに形態規定が十分に展開されないことになる。マルクスの価値尺度論にもそれが見られ

るというのである。」（同書、p.67～68）としており、本稿の p.13で述べた様に、ヘーゲル
の『論理学』に依拠して価値の形態を規定し尽した上で価値の実体である人間労働を説く

宇野のロジックを良く示していると思う。 
 
注1)	 マルクスの「正常な進行」の前提に対する批判は、宇野『マルクス経済学原理論の研

究』（宇野〔26〕）のⅡのマルクスの価値尺度論の p.61～64 を参照。宇野は商品の命
懸けの飛躍（salto mortale）を、価値どおりの売買の可否以前の本源的リスクとして
捉えていると思う。宇野は、マルクスの労働価値説の破綻を示すと言われた「市場の
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胃袋」について、「需要は、いわば商品価値規定の消極的一面をなすのであり、価値尺

度としての貨幣の機能は、かかる需要の発動の形態規定にほかならない。」（同書、p.64）
としている。 

注2)	 価値尺度論を巡る論争については、『資本論を学ぶⅠ 第一巻・資本の生産過程（上）』
（佐藤・岡崎・降旗・山口編〔85〕）の 16価値尺度―商品の価値を尺度するとはどう
いうことか―を参照。執筆者の桜井毅は、宇野の問題提起に対して、①マルクスの様

に正常な進行を前提せず、しかも価値実体を論証する前の段階で価値の尺度を説くこ

とは不可能である、②価値尺度が生産過程の決定に依存することは宇野流通論の方法

と矛盾する、③価値尺度が価値の量的規定の問題ならば生産価格のような価格機構と

して説く方が良いとする三つの議論があるとしている（同書、p.242～243）。桜井毅
『宇野理論と資本論』（桜井〔81〕）の第 7章価値尺度の機構を併せて参照。 

注3)	 一物一価の法則については、降旗節雄『「昭和」マルクス理論・軌跡と弁証』（降旗〔141〕）
の第 14 章大塚久雄・芳賀半次郎の〈一物一価の法則〉を参照。降旗は、一物一価の
法則に規定された売買の繰返しにより小生産者は没落し、商人資本は富を蓄積するの

が歴史的常態であったとし、「そしてこのような歴史過程は、一般に商人資本の媒介す

る隔地間商業を統一的市場へと統合し、〈一物一価の法則〉の支配領域を拡大してゆく

ことになる。一国の国内市場が完全に〈単一の価格が支配する〉市場として完成すれ

ば、その中では商人資本は存在しえなくなり、購買した労働力をもって生産した商品

を販売することによって利潤を得る産業資本が支配することになる。」（同書、p.312）
とし、一物一価の法則は、流通過程一般における法則と資本家的再生産過程に媒介さ

れた法則とに区別して取扱う必要があるとしている。 
注4)	 渡辺昭は『マルクス価値論の研究』（渡辺〔209〕）のⅡ理論的考察の第 1 章価値尺度

としての貨幣で、「『通約』の『形態規定』はしかし『通約』の『基礎』およびその『機

構を展開しうる形態の発展としては説きうるにしても，かかる基礎によって，あるい

はかかる機構を想定して展開すべきものではない』。『形態規定』の考察にさいして銘

記されなければならないのはこの点であり，そしてそうである以上，明示的にせよ暗

黙の内にであるにせよ『社会的実体』によって規定された商品の『価値通りの価格表

示』の『いかにして』かを問われる，宇野教授の価値尺度論の一面に看取される問題

の立て方は，まさに教授自身のこうした方法論的見地からの逸脱において誤っている

といわざるをえないのである。」（同書、p.173）としている。宇野の価値尺度論に市
場価値論で議論すべき需給関係における価値決定が混在している影響もあると思うが、

宇野の価値概念は一体全体何であるかが問われているのであると思う。 
注5)	 清水敦は『宇野理論の現在と論点【マルクス経済学の展開】』（桜井・山口・柴垣・伊

藤編〔83〕）のⅠ原理論の諸問題の第 2 章宇野価値尺度論の論理と射程で、反復購買
による価格水準の形成は、再生産過程から相対的に独立した価格形成と変動を流通過

程に即して明らかにすることに繋がるとし、買手の上限価格の期待形成について言及

している（同書、p.50）。価格の粘着性もこの議論に含まれるのであると思う。この価
格の粘着性については、ヒックスが『貨幣理論』（ヒックス〔133〕）の第 12章ハイエ
ク理論の再検討で、市場利子率が自然利子率以下になっても、個々の市場の供給と需

要の方程式によって決定された相対価格と数量及び代表的利子率からなる実物体系は、
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価格の即時的調整が行われれば均衡が直ちに回復し、貨幣価格が均一に上昇するだけ

であるとする批判（同書、p.286）に答えて、ハイエクは『経済学論集』（ハイエク〔124〕）
のⅫリカード効果についての三つの解明で、「私はこの主張はまったく根拠がなく誤っ

たものであると思う。そのような一定時間のラグの後に、実物的要因のみに依存する

均衡状態に価格構造が復帰することはないことを示すことができるであろう。それど

ころか、貨幣流列の量の変化が続くかぎり、それとは異なった状態、すなわち、その

体系への貨幣の持続的な流入または流出によって決まる一種の定常状態（生物学者が

『流体平衡（fluid equilibrium）』などと呼ぶもの）が持続するだろう。」（同書、p.208）
としている。 

注6)	 ルービンは本稿の p.73で引用した様に、「価値は労働一般ではなく、生産物の『交換
可能性の形態』をとった労働を表す」としており、久留間よりも宇野に近い価値概念

に至ったのであると思う。 
 
（３）	 資本形式論 
 
＜資本の一般的定式＞ 
	 マルクスは『資本論』第 1 巻の第 2 篇貨幣の資本への転化の第 4 章貨幣への資本への転
化の第 1節資本の一般的定式で、「商品流通は資本の出発点である。商品生産、および発達
した商品流通―商業―は、資本が成立する歴史的前提をなす。世界商業および世界市場は

一六世紀に資本の近代的生活史を開く。」（マルクス〔165〕、p.249）としている注 1）。 
マルクスは、資本は歴史的に見れば土地所有に相対する商人資本と高利貸資本の貨幣財

産の様な貨幣形態として現れるが、資本の成立史の回顧は、日々我々の現前で資本の成立

が繰り広げられていることを考えれば必要がないとし、①W‐G‐Wと②G‐W‐Gの二つ
の流通形態を対比した上で、①は等価交換に基く価値の推移性を原則とする商品の単純流

通であり、商品Wが使用価値を目的として消費に委ねられるが故に、循環W‐G‐Wは反
復することなく終結するのに対して、②は交換価値を推進の動機とし、かつ目的として規

定するため、剰余価値（surplus value）の付加を必然視し、際限もなく自己増殖の循環 G
‐W‐G’（＝G＋⊿G）を反復することになるとしている（同書、p.250～259）。 
マルクスはこの G‐W‐G’について、「売るために買うこと、またはもっと完全に言えば、

より高く売るために買うこと、G‐W‐G’は、確かに、資本の一種である商人資本だけに固
有な形態のように見える。しかし、産業資本もまた、貨幣―自己を商品に転化し商品の販

売によって自己をより多くの貨幣に再転化する貨幣である。購買と販売との合間に流通部

面の外部で行なわれるであろう諸行為は、この運動の形態をいささかも変えはしない。最

後に、利子生み資本においては、流通 G‐W‐G’は、短縮されて、媒介なしのそれの結果と
して、いわば簡潔体で、G‐G’、すなわちより多くの貨幣に等しい貨幣、自己自身よりも大
きい価値として、現われる。したがって事実上、G‐W‐G’は、直接に流通部面に現われる
資本の一般的定式である。」（同書、p.265）としている。 
	 マルクスは同書の第 4章貨幣への資本への転化の第 2節一般的定式の諸矛盾で、「商品交
換は、その純粋な姿態においては、等価物どうしの交換であり、したがって価値を増やす

手段ではない。」（同書、p.270）と等価交換を前提し、「もし交換価値の等しい商品どうし
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が、または交換価値の等しい商品と貨幣とが、したがって等価物どうしが交換されるなら

ば、明らかにだれも、自分が流通に投じるよりも多くの価値を流通から引き出しはしない。」

（同書、p.273）とし、更に、「とはいえ、現実にはなにごとも純粋に運びはしない。」（同
書、p.273）が故に非等価物の交換や詐欺による場合を考察した上で、「等価物どうしが交
換されても剰余価値は生じないし、非等価物どうしが交換されてもやはり剰余価値は生じ

ない。流通または商品交換はなんらの価値も創造しない。」（同書、p.279）と結論している。 
	 かくしてマルクスは、「したがって、資本は、流通から発生するわけにはいかないし、同

じく、流通から発生しないわけにもいかない。」（同書、p.283）とし、「貨幣の資本への転
化は、商品交換に内在する諸法則にもとづいて展開されるべきであり、したがって等価物

どうしの交換が出発点をなす。いまのところまだ資本家の幼虫として現存するにすぎない

われわれの貨幣所有者は、商品をその価値どおりに買い、その価値どおりに売り、しかも

なお過程の終わりには、彼が投げ入れたよりも多くの価値を引き出さなくてはならない。

彼の蝶への成長は、流通部面のなかで行なわれなければならず、しかも流通部面のなかで

行なわれてはならない。これが問題の条件である。“ここがロドス島だ、ここで跳べ！”」（同

書、p.284）と問題の所在を明らかにした上で、同書の第 3節労働力の購買と販売において、
「一商品の消費から価値を引き出すためには、わが貨幣所有者は、流通部面の内部で、す

なわち市場において、一商品―それの使用価値そのものが価値の源泉であるという独自な

性質をもっている一商品を、したがってそれの現実的消費そのものが労働の対象化であり、

それゆえ価値創造である一商品を、発見する幸運にめぐまれなければならないであろう。

そして、貨幣所有者は、市場でこのような独特な商品を―労働能力または労働力を、見い

だすのである。」（同書、p.285～286）とし、労働力商品を導いている。 
	 以上の様に、マルクスによれば G‐W‐G’は流通部面（sphere of circulation）の中で商
人資本、産業資本、利子生み資本に共通して現われる資本の一般的定式（general formula）
であるが、価値増殖する運動形態という資本の本来の目的からすると流通部面の中で価値

増殖が行われなくてはならないにも拘らず、商品交換に内在する法則＝等価交換を前提す

ると価値増殖は流通部面の中で行われてはならないと言う二重の問題（dilemma）があり、
これを解決するために「使用価値そのものが価値の源泉であるという独自な性質」を有す

る労働力商品が導かれることになる。 
	 宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 3章資本の 1資本の商人資本
的形式で、「G‐W‐G’の形式は、具体的には商人資本として何人にも知られるところであ
るが、資本は、商品、貨幣の二つの形態をとり、二つの段階をなして、その転化をなすも

のであって、単純なる流通 W‐G‐W’とその点では異るところはないが、ただその順序を
異にし、まず最初に容易に開始し得る G‐Wをもって出発し、第二段階のW‐Gで単純な
る流通のいわゆる命懸けの飛躍を意味する第一段階を引受けるのであって、いわゆる危険

を負担するものとして当然に商品の売買価格の差額を利益として獲得すべきものとせられ

る。商品経済の発達に伴って拡大せられる市場における遠隔地間の価格の相違による利益

はもちろんのこと、多かれ少かれ自然経済に基礎をおく社会に対する略奪的取引による利

益の獲得も同じ性質のものとせられる。要するに安く買って高く売ることによって得られ

る剰余価値を資本の増殖分として、その利潤となすのである。」（同書、p.75）としている。 
	 宇野は『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 2「貨幣の資
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本への転化」について―降旗節雄君の批評に答える―で、降旗が『資本論体系の研究』（降

旗〔140〕）で、「ここで『G‐W‐G’』 形式が、『具体的』には『商人資本』におけるよう
に『いわゆる命がけの飛躍』を『引き受ける』ことによって、その『危険』『負担』の代償

として、『当然に商品の売買価格の差額を利益として獲得すべきものとせられる』といって

も、それは、この『商人資本』にとって主観的に『当然』とされるだけであって、このこ

とは、ただちに『G‐W‐G’』 形式における『利潤』形成の客観的根拠を説明するもので
はない。『W‐G‐W’』においても、Wはかならずしも価値どおりに売れるかどうかわから
ないし、G もまた W’を価値どおりに買えるかどうかわからない。その意味では『W‐G‐
W’』でもたえず価値どおりの実現は『危険』にさらされているのである。この様な商品売
買に伴う『危険』の存在は、それだけではなんら『利潤』獲得の根拠にはならない。」（同

書、p.121）としたことを批評する中で、「最後の『危険』が如何なる意味か、少々不明で
あるが、それはともかく降旗君は私の『いわゆる危険』を W‐G‐W’において『価値どお
りに売れるか』どうか、『価値どおりに買えるか』どうか、というようにとって批評してい

るが、しかし私のいうのは、『いわゆる命懸けの飛躍』としての『危険』であって、W‐G
の過程に関するものとして、むしろ売手にとっての『危険』である。したがってそれは『〈商

人資本〉にとっての主観的に〈当然〉とされるだけ』というものではない。またそれだか

らこそ商人資本は、販売価格に比較して安く買うこともできるのであって、『〈G‐W‐G’〉
形式における〈利潤〉の形成』の、少くとも一応の『根拠を説明するもの』といってよい。

いいかえれば商人資本の利潤は、商品が『価値どおりに』売れるか、どうかということに

は直接には関係はないのである。出来うる限り安く買って、出来うる限り高く売る、そし

てその差額を利潤とするのが、商人資本である。」（宇野〔31〕、p.25）としている。 
	 宇野の言う売手にとっての命懸けの飛躍である危険（risk）は、生産論で産業資本の価値
の形成＝増殖過程が確立した後に分配論で説かれる、諸資本間の競争における流通期間と

流通費用の不確定性（indefinity）とは異なり、生産論以前の流通論における W‐G‐W’
の単純な商品流通に固有のW‐G、すなわち商品の貨幣への実現の不確実性（uncertainty）
のことであり、資本の商人資本的形式は、この本源的リスク（primary risk）の負担を引受
けるからこそ、商品を安く仕入れて高く販売することにより、値鞘を利潤として獲得する

ことができることになる。 
	 宇野は更に、「問題は、すでに繰返し述べてきたように、商品、貨幣の場合と異なって、

資本にあっては、その形態規定も資本主義社会に先きだって具体的にあらわれる、商人資

本、金貸資本によって与えられざるをえないという点にある。」（同書、p.42）とし、「商人
資本的形式にしても、金貸資本的形式にしても、産業資本の出現に先きだって出現しなが

ら、そしてまた産業資本の支配のもとでは、商業資本、貸付資本としての機構の内部にそ

れぞれその資本主義的姿をもってあらわれながら、決してそれだけに留まるものではなく、

産業資本としての資本の生産過程を基礎にして、産業資本の性格の一面をなすものとして

あらわれるのである。」（同書、p.43）としている。 
宇野は商人資本的形式や金貸資本的形式が産業資本の性格の一面をなすとしているので

あるが、何を根拠（basis）にしてそう言えるのであろうか。 
時永淑は、『「資本論」における「転化」問題』（時永〔115〕）のⅤ「貨幣の資本への転化」

再論で、「『資本』というのは、まず、自己の価値を増殖する運動体であるということがで
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きるが、そうだとすれば、資本の三形式というのは、こうした運動体の性格を決定する『三

面』を示す規定であって、このことは、反面からすれば、価値増殖の運動体である資本そ

のものが、産業資本的運動形式はもちろん、商人資本的運動形式や金貸資本的運動形式を

もその性格の一面としてもちうる、ということにほかならない。」（同書、p.180）とし、「…

三形式論は、文字どおり資本活動の性格の各一面を規定する形式論
、、、

であり、自分自身で姿

態変換を遂げながら価値増殖の運動をなす資本が三つの面から成る性格をもつことを規定

するものとして統合的に
、、、、

把握されなくてはならない。」（同書、p.180～181）としているが、
資本の三形式を統合的に把握することのできるロジックは、一体全体何であるかが問われ

ているのであると思う。 
	 筆者は「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」（丸山〔174〕）のⅢ資本効率
Π3の定義と展開で、ナイトに依拠し、「不確定（indefinite）に対する不確実（uncertain）
の意味は、確率分布の形も分からず、データの平均値を計算することもできないというこ

とである。事業の不確実性は、将来起こることは確からしさを推定できるが確率の計算が

不可能であるということであり、危険（risk）は過去データから計算が可能であるため、両
者は全く異なる概念である。」（同誌、p.48～49）とし、資本の継続性（going concern）を
維持できなくなる可能性が大きいため、不確実な事業を資本の外に外部委託（outsourcing）
することはあり得ないとし、ウィリアムソンの企業と市場の境界（boundary）についての
議論の参照を求めた（同誌、p.56）。不確実性＝本源的リスクの危険負担（risk-taking）
を行う G‐W‐G’形式は、資本効率 Π3が商業資本の自立により追求されたとしても、産業

資本の性格の一面をなすものとして最後まで残らざるを得ないのであると思う。 
	 又、「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」のⅡ資本効率 Π2の定義と展開

で、マルクスの『資本論』第 3巻の第 23章利子と企業者利得から引用し、「①自己資本と
借入資本すなわち他人資本の区別がある、②利子率を上回る企業者利得があることは投下

資本の利潤率が利子率より高い、③利子で稼ぐか生産に投下するかの裁量が働く、の三つ

のことが揃えば、これは財務レバレッジ効果に直接繋がる考え方であり、ヒルファディン

グ、更には宇野に引き継がれたように思う。」（同誌、p.38）とした。 
利子で稼ぐか生産に投下して利潤を得るかの裁量（discretion）が働くことは、G…G’ 形

式が利子を生む機会コストとして、言い換えれば産業資本の性格の一面をなすものとして

認知されていることになる。 
宇野は『資本論研究Ⅰ 商品・貨幣・資本』（宇野編〔36〕）の第 3部ゼミナールのⅢ資本

について 4 流通形態論と生産過程論との論理的関連で、金貸資本的形式が資本の一般的形
式にならないのは何故かについて、「これは武井邦夫君からも出された問題だが、これは資

本が商品流通に積極的に働きかけるものとしては、商人資本的形式をあげなければならな

いし、産業資本の運動に保有される点でも、商人資本的形式が積極的で、金貸資本的形式

は二次的な消極的なものになっている。この点はまた後に明らかにされると思うが、剰余

価値の利潤としての分配では商人資本的面が基礎になる。金貸資本的形式は利子を生む資

本を遊ばしてはおけないという消極的なものになっている。」（同書、p.327～328）として
いる。 
時永淑は、『「資本論」における「転化」問題』（時永〔115〕）のⅣ資本の三形式の展開方
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法についてで、「…三形式の展開順序は、まず、G‐W‐G’の形式を、貨幣から資本への転
化として、それが『直接に流通部面で現われるとおりの資本の一般的定式である』ことを

明確にしておかなくてはならない…。G…G’の形式は、それに対し、消極的に流通面で―と
いっても、それは単純な商品流通ではなく、すでに価値の自立的運動体である資本の流通

運動形式 G‐W‐G’をもって行なわれるものとしてのそれであるが、その流通部面で―生ず
る遊休資金（マルクスの言う『貨幣としての貨幣』として流通部面から独立化する関係に

おいて生ずるそれ）を、価値の自立的運動体である資本としては遊ばせておけないという

関係から要請される形式として展開されることになる。このように流通部面で生ずる遊休

資金を遊ばせておけないという関係は、すでに G‐W‐G’形式を資本の一般的定式として明
確にしたことから解明されうるものであって、この点からしても、G…G’形式は G‐W‐G’
形式によって解明された基本規定にもとづいて、そのあとに説かれることになる。」（同書、

p.137）としている。但し、時永は G…G’形式が G‐W‐G’形式から論理的かつ必然的な発
展あるいは移行として解明し得る関係にはないとしている（同書、p.138）。 
時永は更に、同書のⅤ「貨幣の資本への転化」問題再論で、「資本の三形式が先行の形式

のもつ『矛盾』ないしは『限界』をそれ自身の発展契機にして次の形式を論理的必然とし

て展開しうるような関連にないということは、本来流通形態として生成発展してきた資本

が資本主義的生産様式という特殊歴史的な生産形態を成立させうる産業資本としては三つ

の面を統合的にそれ自身の性格としてもつ、という点に根拠をもつものといってよい。そ

のために、一面からすれば、三形式の展開は、資本主義の生成期の商人資本や金貸資本と

いう歴史的なものによって指針を与えられながら、実は、そのことによって、産業資本の

もつ性格の一面を資本形式として規定しうるという関係にあると言うことができる。」（同

書、p.185～186）としている。 
時永の言う様に資本の三形式の展開の論理的必然性はないが故に、歴史上の商人資本や

金貸資本によって指針が与えられるとしても、本稿の p.128～135で試みる様に、三形式を
概念的に把握（begreifen=grasp）するためのロジックの展開順序はあると思う。 
	 マルクスは、資本の一般的定式 G‐W‐G’を歴史的に存在する商人資本、産業資本、利子
生み資本に共通した形態であるとしているにも拘らず、W‐G‐Wと同様に G‐W‐G’の等
価交換に基く価値の推移性をあらかじめ前提し、流通部面からは剰余価値が生まれないと

した上で労働力商品を導いている訳であるが、宇野は、マルクスとは対蹠的に商品流通の

不確実性＝本源的リスクを前提し、資本主義に先行して現れる商人資本、金貸資本の形態

規定である商人資本的形式 G‐W‐G’にせよ、金貸資本的形式 G…G’にせよ、本源的リス
クの危険負担を行うことに価値増殖の根拠（basis）を置くとした上で、G‐W‐G’形式は
一次的（primary）な積極的なものとして産業資本の性格の一面を成し、G…G’形式は二次
的（secondary）な消極的なものとしてその一面を成すとしたと言うことができる。 
但し、宇野の金貸資本的形式は時間的リスクの危険負担を行っていることが明記されて

いないため、金貸資本の商人資本に対する貨幣財産の信託（trust）、或はコンメンダ出資の
形態を想起させる注 2)。 
 
＜空間的リスクと時間的リスク＞ 
マルクスは『資本論草稿集②』（マルクス〔161〕）の「要綱」資本に関する章・ノートⅤ
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の［資本の循環］において、「流通は空間のなかで
、、、、、、、、、

、また時間のなかで進行する
、、、、、、、、、、、、

。空間的条

件、すなわち生産物の市場への搬送〔Bringung〕は、経済学的に考察すれば、生産過程そ
のものに入れられるべきものである。生産物は、市場に出回ったときに、はじめてほんと

うに〔wirklich〕完成しているのである。」（同書、p.207）とし、「この実体的な
、、、、

〔real〕流
通（空間のなかでの）の費用の削減は、資本による生産諸力の発展に、資本の価値増殖の

費用の減少に入れられるべきものである。」（同書、p.208）としている。 

マルクスは更に、「第二に
、、、

、時間的契機
、、、、、

〔Zeitmoment〕。これは本質的に流通の概念に入
れられるべきものである。商品から貨幣への移行の行為が契約で取り決められるとすれば、

これには時間を要する、―すなわち、計算・計量・計測。この契機の縮減も、同じく生産

力の発展である。この契機はじっさい、商品の状態から貨幣への移行にとっての外的
、、
条件

としてつかまれただけの時間である。すなわちこの移行は前提されており、この前提され
、、、、、、

た行為
、、、

のあいだに経過する
、、、、

時間が問題なのである。これは流通費用
、、、、

に入れられるべきもの

である。それとは異なる契機は、そもそも商品が貨幣に移行する以前に流れる時間である。

言い換えれば、商品が商品
、、
のままに、つまり現実的な価値ではなくてたんに可能的な価値

のままにとどまっている、その時間である。この時間は純粋な損失である。」（同書、p.209）
とし、流通過程の連続性が円滑に移行することが根本条件であるにも拘らず時間的にも空

間的にもバラバラになるとした上で、「そこで、資本にもとづく生産にとっては、それの本

質的な条件が、すなわち、生産の全過程を構成するさまざまな過程の連続性がつくりださ

れるかどうかが、偶然的なこととして現われる。資本そのものによるこの偶然性の止揚が

信用
、、
である。（信用はさらに別の諸側面をもっているが、この側面は生産過程の直接的本性

に由来するものであり、したがってまた信用の必然性の基礎である。）」（同書、p.209～210）
としている。 
マルクスは、商品流通には供給地点と需要地点の空間的な差異があるばかりでなく、商

品が貨幣に実現するまでの供給時点と需要時点の時間的な差異があり、両者の差異は流通

費用の根拠となるとした上で、この流通費用の発生以前の、商品が可能的な価値のままに

留まっている時間を「純粋な損失」とし、流通過程が空間的にも時間的にもバラバラにな

る偶然性、言い換えれば商品の貨幣への実現の不確実性＝本源的リスクの止揚を信用が行

うとし、この信用を生産過程の直接的本性に由来する信用の諸側面、言い換えれば資本効

率 Π2を高めるための信用の必然性の基礎とは弁別している。従ってこの純粋な損失は、流

通費用を空費（Unkosten）と看做すこととは全く異なる意味を持っていることになる。 
商人資本が A地点で安く仕入れて B地点で高く販売することができる根拠は、商品の貨

幣への実現の空間的な不確実性＝本源的リスク（以下「空間的リスク」と呼ぶ。）の危険負

担を行うからであるが、X時点における A地点と B地点の商品情報に基いて A地点で仕入
れたW商品を B地点＝Y時点で果たして販売できるかどうか、時間的な不確実性＝本源的
リスク（以下「時間的リスク」と呼ぶ。）を同時に負担していることになる。 
農産物の様に供給に季節性があるが需要に通期性がある場合、商人資本は同一地点にお

いても時間的リスクを負うことになるが、商人資本が特定の商圏における商品価値の不確

実性の予想に基いて時間的リスクを積極的に取れば投機（speculation）になる。 
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商人資本が A地点＝X時点でW商品を仕入れる貨幣 G1と B地点＝Y時点でW商品を販
売して受取る貨幣 G2とでは、空間的にも時間的にも差異がある。商人資本が G2を受取る

前に金貸資本が G1を前貸しすれば、商人資本は X 時点における A 地点と B 地点の価格差
などの商品情報を活かして敏速に W 商品を仕入れることができるが、貨幣 G2を回収する

時間的リスクは金貸資本が負担することになる注 3)。 
この時に、商人資本が B地点でW商品を販売して受取った G2から借入れた G1の返済金

G1＋g を A 地点に送金すれば、商人資本は送金に係わる紛失や盗難等のリスクや時間的損
失を負担することになる。もしも、商人資本が B地点で受取った G2から返済金 G1＋gを B
地点で金貸資本に返済することが可能になれば商人資本のリスクは軽減されるが、金貸資

本は A 地点で前貸しした G1の返済金 G1＋g を B 地点で受取る間に、商圏や通貨圏が異な
ることや時間的経過による貨幣価値（利子率や為替レート）の不確実な変動と言った空間

的・時間的リスクを負担することになる。但し、この空間的・時間的リスクは、金貸資本

が多数の商人資本と取引を行って多角決済すれば軽減することができる。又、金貸資本が

商圏や通貨圏における貨幣価値の不確実性の予想に基いて空間的・時間的リスクを積極的

に取るならば、投機（speculation）になる。 
楊枝嗣朗は『近代初期イギリス金融革命―為替手形・多角的決済システム・商人資本―』

（楊枝〔196〕）の序―ファン・デル・ヴェー「近代初期アントワープ金融革命」によせて
―で、「かつてロンドン・アントワープ間に集中していた商品取引が，地域的に拡大・多様

化するにつれ，商人資本の貿易ファイナンスと支払決済の必要から，為替手形は為替金融

契約の狭い枠組みから抜け出し，より広範な引受信用のネットワークの構築に向かわざる

をえなかった。…為替手形をめぐる金融技術革新が，アントワープに止まらず，アムステ

ルダム，ハンブルク，ロンドン等々へと広がり，そして，金融中心地アムステルダム等の

公立預金振替銀行の銀行貨幣による振替決済と結びつくことで，汎ヨーロッパ多角的支払

決済システムが構築されるに至った。」（同書、p.8）とし、更に、同書の第 2章近代初期ロ
ンドンをめぐる国際的多角決済システムの構造で、17 世紀末以降のイギリスの貿易収支の
決済について、「もしこれらの赤字が各地域毎に金銀で決済されねばならないとするならば，

赤字地域への，そして黒字地域からの金銀の激しい流出入の発生により，貴金属の市場価

格と各国間の為替相場は急騰急落をくりかえし，ポンドの貨幣価値やポンド相場の安定性

は望みえず，イギリスの貨幣制度は大混乱に見舞われていたであろう。」（同書、p.65）とし
ている。 
楊枝は同書の第 3 章イギリス近代における為替手形の性格の第 2 節イギリス近代初期の

為替契約と為替手形で、16 世紀中葉のロンドン商人ジョン・アイシャムや 17 世紀第 2 四
半期のイングランド北西部カンバーランドの商人クリストファー・ローザーが振出した手

形について、「…手形振出人（資金の借り手, taker or drawer）が隔地にいるパートナーや
エージェントを名宛人（Correspondent of taker, payor）として振出される手形と引き換え
に，手形を受取る人（手形の買手＝資金の貸し手, deliverer or remitter）からキャッシュ
を入手するために，為替手形が振出されていることである。」（同書、p.124～125）とし、
「…イギリス近代初期までの国内為替手形が中世イタリア，メディチ商会のものと同じく，

為替契約取引の付属文書であったことは，イギリス近代初期の為替金融のあり方が，中世

イタリア・マーチャント・バンカーの為替取引と，基本的に変わっていなかったことを意
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味する。」（同書、p.136～137）とした上で、「その後，17世紀第 2四半期頃までに，定
住商人とファクター間の，本人（principal）と代理人（agent）関係の変化を受け，為替手
形は，為替契約取引＝為替金融との関係を切断することとなる。為替手形は，為替契約の

付属書類，その執行手段ではなく，独立の証券となる。」（同書、p.137）とし、更に、第
3節 17世紀転換期における為替手形の変容で、「…これまで，為替金融契約で調達したキ
ャッシュでの商品買い付けに代わって，引受信用を与える商人宛の為替手形で商品代金を

支払えることは，彼らにとって大きな資本節約効果を持ったのである。」（同書、p.150）
とし、この商業拡大の時代の商人資本の要求を実現する歩みがアムステルダムを中心とす

る汎ヨーロッパ多角的支払決済システムの構築を齎し、「…周辺部イギリスの中枢，ロン

ドンにも，引受信用の高度なシステムを生み，支払決済業務のロンドン集中に伴い，1630
年代には存在しなかった金匠銀行業を，勃興させたのである。」（同書、p.150）としてい
る。 
吉村信之は為替取引の信用代位の原理的規定について、「為替論の回顧と展望」（吉村

〔198〕）で、「…ここではまず第一に商業手形流通を前提とせず，また第二に一般的流通
．．．．．

と同じく，信用の成立し難い X圏と Y圏との最終決済であるが故に，通常の
．．．

信用代位とは

異なって，現金
．．
による特殊な

．．．
債権の肩代わり＝信用の代位が端緒に置かれなければならな

いのである。」（同誌、p.109）とし、「…やがて個別資本 Aと Bとの間に恒常的な取引が
行われるようになり，A と B との間で恒常的に債権債務関係が蓄積されていけば，他の個
別資本 Cや Dは，貨幣現送費用節約のために，圏外債務債権関係を圏内債権債務関係に振
り替えてもらう貨幣取扱業務を，Aや Bに依頼するようになって来る。」（同誌、p.109）
としている。 
武井邦夫は『利子生み資本の理論』（武井〔104〕）時潮社の第 1篇貸付手段と金貸資本的

形式の第 1 章資金と貸付手段で、宇野においては、資金は資本力の増強という一つの追加
的使用価値を根拠とし、一種の商品として一定の期間の売買＝貸付けの形式を取るが、買

手が購買手段、或は支払手段として使用するかについての使途に自由裁量があるが故に、

銀行資本を通じて多くの売手と買手の間で自由に売買されることになる訳であるが、宇野

は資金の貸付けを資本の運動を前提しないでも議論できたにも拘らず、試みられてさえも

いないことについて、「この原因は、氏にあっては、資金の機能としての貸付け機能が明確

に把握されていないこと、いいかえれば『貸付手段』の機能が明確化されていないことに

あるのではないかと考えられるのである。」（同書、p.15）とし、マルクスの『資本論』第 3
巻第 5編の詳細なテキスト・クリティークを行った上で、「このように、マルクスにおいて
は、『貸付可能資金』と『貸付資本』G…G’との区別は、単に『貸付資本』の観念的倍化と
いう歪曲した形でしか扱われなかったのであるが、このような混迷を打破るのは、宇野『資

金』論を一歩進めた『貸付手段』範疇の確立でしかありえないということは、もはや明白

であろう。」（同書、p.29～30）としている。 
預金及び貸付業務を行う銀行資本にとって自己資本は銀行券の兌換準備としての意味し

かないが、金貸資本においては自己資本＝貸付資本であり、G…G’形式の自己増殖する運動
体として貸付資本の断片が貸付手段として商人資本に貸付けられることになる。本稿の上

記例で言えば、商人資本が A地点＝X時点でW商品を仕入れるために金貸資本から前貸し
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を受けた貨幣 G1は貸付手段であり、B地点＝Y時点でW商品を販売して受取る貨幣 G2か

ら金貸資本に支払う返済金 G1＋gは支払手段と言うことになる。 
 
＜純粋資本主義と世界資本主義＞ 
鈴木鴻一郎は『経済学原理論（上）』（鈴木篇〔93〕）の第 1篇流通形態―商品・貨幣・資

本の第 3 章資本の第 1 節商人資本形式で、「資本は商品と貨幣の統一として資本であるが、
その最初の形態は、G‐W‐G’、すなわち、商品を安く買って高く売り、それをとおして貨
幣をより多くの貨幣として実現するところの運動である。そしてこの運動が商品流通にた

いして有する機能は、貨幣を流通に投じて商品を引き上げ、その商品をふたたびまた流通

に投じて、より多くの貨幣として実現することにより、種々異なった商品流通を外部から

結合し、このことによって諸商品流通を統一的な商品世界として形成していくことである。

G‐W‐G’という運動は、かくしてまず資本の商人資本形式として規定される。」（同書、
p.79）としている。 
鈴木の商人資本形式の規定の基礎には、鈴木独自の原理論の抽象方法がある。鈴木によ

れば資本主義的生産の形成過程は、「…資本主義的生産がそれ以前の歴史的社会の内部に形

成された生産力の発展の産物であるといっても、それは資本主義的生産をそれ自身の生産

基軸として形成しつつあった『世界市場』の関係の全体が先行の歴史的発展の産物である

という意味において、いいかえれば、『世界市場』の関係そのものが、ほかならぬこの『世

界市場』によって外的に結合されつつあった諸社会ないしは諸民族の歴史的発展の産物で

あり、いずれか特定の社会の歴史的発展の産物をなすものではないという意味において、

はじめていいうることなのである。」（同書、p.4）のであって、「…先行の歴史的発展を前
提とし、旧来の生産関係との相互的関連としてありながらも、それをたんなる消極的条件

とするだけの、みずから形成し活動するような外的過程としてあらわれるということにほ

かならない。もう一度別の言葉でいえば、外部にある旧来の歴史的過程にたいして外から

浸透するような、あらたな世界史的過程を開始するということにほかならない。」（同書、

p.5）とされる。従って、「…資本主義は、他の社会関係を外部に前提し、それに外部的に浸
透するような『世界市場』的過程としてはじめて、その内部に生産基軸をもち、それ自身

に生成・成長・爛熟するような自立的な歴史的形成体をなすということになるのである。

事実、資本主義はそういう『世界市場』的過程として以外には存在しえないのであり、い

いかえれば、個々の国々をたんにその一環とするような世界的システムなのであり、そう

いうシステムとしてたえず自己を形成しつつあるような世界史的な過程にほかならない。」

（同書、p.6～7）のであって、「経済学の対象をなす資本主義が、上にみたように、世界資
本主義としてそれ自身に生成し、成長し、爛熟するような歴史的形成体をなしているとす

れば、経済学は対象それ自身に即した、対象それ自身の自己形成の叙述以外にはありえな

いであろう。」（同書、p.9）とされるのである。とは言うものの、「…他の社会関係にた
いして外的に働きかける『世界市場』的過程としてのみはじめて自立的であるものを、そ

れ自身によって生成、成長、完成するものとして抽象するという手続きをとらねばならな

い。いいかえれば、外的過程として自立的であるものを内面化し、内的過程として把握し

なければならない。」（同書、p.16）以上は、「…経済学は、まず、資本主義それ自体の自
己形成過程を内的に叙述するいわゆる原理論と、それを世界資本主義の歴史的過程として
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その具体的発現において叙述するいわゆる段階論とにわかれざるをえないのである。」（同

書、p.16）とされるのである。 
鈴木は商人資本形式の利潤率はできるだけ多くの利潤をあげようとする資本家の活動に

依存するとし、「だから、この利潤率の関係において商人資本形式の資本の矛盾が設定され

ているのであって、一方では資本が純粋の自己増殖的貨幣としてあらわれるにもかかわら

ず、他方では利潤の獲得が資本家的手腕に依存するものとしてあらわれるのである。」（同

書、p.84～85）としているが、商人資本形式の利潤が W‐G の命懸けの飛躍の本源的リス
クを負担することに根拠を置くとする記述は見られない。 
宇野の『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 2「貨幣の資

本への転化」について―降旗節雄君の批評に答える―における降旗への懇切丁寧な返答は、

鈴木原理論に対する鋭い批判となっている様に思われる。 
以上の様な鈴木の見解と対比して、宇野は本稿の p.114 で引用した「問題は、すでに繰

返し述べてきたように、商品、貨幣の場合と異なって、資本にあっては、その形態規定も

資本主義社会に先きだって具体的にあらわれる、商人資本、金貸資本によって与えられざ

るをえないという点にある。」と規定していることから見ると、宇野が『経済原論』（宇野

〔29〕）の序論で、「かくて経済学は、その研究方法を完成される。すなわち先ず第一に、
資本家と労働者と土地所有者との三階級からなる純粋の資本主義社会を想定して、そこに

資本家的商品経済を支配する法則を、その特有なる機構と共に明らかにする経済学の原理

が展開される。いわゆる経済原論をなすわけである。」（同書、p.12）と規定する宇野の経済
原論の研究方法と資本形式論の抽象方法とは整合しないように一見思える。 
しかし宇野は、『マルクス経済学の諸問題』（宇野〔31〕）のⅠ『資本論』の諸問題の 2「貨

幣の資本への転化」について―降旗節雄君の批評に答える―で、「勿論、経済学の原理論で

は、資本主義の発生期やその時代に支配的な資本形態としての商人資本を直接に問題とす

るわけではない。」（同書、p.44）とし、16～18 世紀のイギリスにおける資本主義の発展過
程に触れた後に、「こういう歴史的過程を直ちに理論的展開に反映せしめるわけにはゆかな

い。また実際、この時代にも商人資本や金貸資本がそのまま産業資本に発展し、転化する

ものではないし、またこの時代はすでに資本主義の初期として、他方にいわゆるマニュフ

ァクチアとしての産業資本の、恒常的とはいえないにしても、したがってまた支配的な資

本形態をなすとはいえないが、具体的出現をしばしば見たのであって、商人資本や金貸資

本も資本主義に先きだつ諸社会におけるとは、異なった役割を有していた。理論的展開は、

こういう歴史的過程をも解明しうる、少くとも基準を与えるものでなければならない。」（同

書、p.45）としている。 
宇野は純粋資本主義についても、『資本論研究Ⅰ 商品・貨幣・資本』（宇野編〔36〕）の

第 3 部ゼミナールのⅢ資本について 5 理論的に想定される純粋資本主義の純粋の意味につ
いてで、本稿の p.104～105で引用した佐藤金三郎の批判に答えて、「純粋資本主義という
ものの佐藤君のイメージが違うんじゃないかと思う。たとえば商人資本の利潤なんか純粋

資本主義では考えられない。そこでは資本は産業資本として生産過程でつくった剰余価値

を利潤として得るというのでなければ、純粋でないと考えているのではないかな。何か純

粋というのをひじょうに純粋に考えすぎているんじゃないかな。僕は資本家と労働者と土

地所有者との世界という意味で言っているだけだ。」（同書、p.329）とし、資本形式につ
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いても本稿の p.114 で引用した様に、「商人資本的形式にしても、金貸資本的形式にして
も、産業資本の出現に先きだって出現しながら、そしてまた産業資本の支配のもとでは、

商業資本、貸付資本としての機構の内部にそれぞれその資本主義的姿をもってあらわれな

がら、決してそれだけに留まるものではなく、産業資本としての資本の生産過程を基礎に

して、産業資本の性格の一面をなすものとしてあらわれるのである。」としていることから

すれば、宇野の純粋資本主義の想定と資本形式の抽象方法が矛盾しているとは言えないで

あろう。 
侘美光彦は『世界資本主義』（侘美〔100〕）の第 1篇『資本論』の方法の第 2章純粋資本

主義論と世界資本主義論―世界資本主義論をめぐる論争点の検討―のⅡ純粋資本主義論の

限界の〔a〕純粋資本主義の抽象方法で、「…冒頭商品にかんするいわゆる生産過程の捨象・
商品形態の純粋の抽出は、資本主義的生産を中軸とする世界市場の中で現実に展開されて

いる抽象化機構にのっとって行なわれるべきであり、このようにして抽出された商品形態

は、資本主義生産の商品にも非資本主義的生産の商品にも、共通の商品形態としてのみ規

定される以外にないが、しかも同時に、この機構の中に存する『内面化』の過程にそくし

た商品形態の展開をとおして、いわばその結果として『純粋の資本主義社会』にあたるも

のが想定されることになるのである。」（同書、p.166）としている。 
宇野の商品世界の論理空間には、元々資本主義的生産の商品だけでなく、小商品生産な

どの非資本主義的生産の商品や労働力や土地や資本の商品化した有価証券などの商品さえ

もが含まれており、生産に対して外来的な商品流通の形態規定の議論を尽くすことにより、

流通形態が労働力の商品化を契機に生産実体＝実物体系を包摂（integrate）することを基
点として、産業資本が確立することを解明したのであると思う。その結果、産業資本によ

り自立した資本主義的生産は、資本の効率を高めるために商品経済の世界性を通じて周辺

の資源（resources）や商品の販路（market）などの利用できるものは何でも、余す所なく
利用し尽すのであると思う。 
毛利健三は『自由貿易帝国主義―イギリス産業資本の世界展開―』（毛利〔183〕）の 3イ

ギリス産業資本の確立と後進資本主義の発展―一九世紀前半の世界経済―で、ギャラハ＝

ロビンスンの自由貿易帝国主義論に依拠し、イギリスの自由貿易主義について、「その世界

経済像を理念的に表現すれば、商工業をイギリスが独占的かつ排他的に確保し、諸他の

国々・地域をイギリスにたいする原料・食料供給基地とし、かつまた、イギリス商工業に

開放された市場として確保する世界経済の編成である。いいかえると、イギリスを『世界

の工場』とし、他の諸国・諸地域をおしなべて農業国―より一般的にいえば、『補完的衛星

国型経済』complementary satellite economiesに転化する国際分業体制
、、、、、、

、これがイギリス

資本にとっての『自然の秩序』にほかならなかったのである。」（同書、p.126）としている。 
侘美は更に、『世界資本主義』（侘美〔100〕）の第 1 篇『資本論』の方法の第 2 章純粋資

本主義論と世界資本主義論―世界資本主義論をめぐる論争点の検討―のⅠ内面化論の根拠

の〔c〕内面化論と純化論で、「…『資本論』体系の全体を、資本循環論におけるマルクスの
より発展した方法にもとづいて、より客観的で事実照応的な体系に編成しなおすことが可

能のように思われる。あるいは少なくとも、『純粋資本主義』論から『世界資本主義』論に

投げかけられた批判の一つ、すなわち『世界資本主義』論でも実質上『純粋の資本主義社
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会』を想定しているのではないか、また、『内面化』された資本主義社会といわゆる『純粋

の資本主義社会』とは、どこが異なるのか、という批判に対して積極的に回答をしめした

ことになるであろう。」（同書、p.154）としているが、侘美の完成した資本循環論は一体如
何なるものであったのであろうかと想う。 
伊藤誠は『価値と資本の理論』（伊藤〔13〕）の第 2 章貨幣の資本への転化の第 2 節商人

資本的形式の資本の成立根拠で、資本の運動形式の規定の展開が抽象的な形態原理を明ら

かにするだけで良いかどうかと問いかけ、「すなわちここでは、すでに商品と貨幣の形態を

統一する価値の運動体としての資本がとりあげられ、その増殖の根拠が問題となる。しか

も、労働力の商品化によって特殊な歴史社会を構成する産業資本の価値増殖の解明にさき

だって、商人資本的形式による価値増殖の根拠が考察されなければならない。とすれば、

産業資本における特殊歴史的な価値増殖の根拠にたいし、それとは異なる商人資本的形式

の資本における価値増殖の根拠の歴史的特質が問われることになるのではなかろうか。そ

のいみでは、商品所有者における販売の困難をひきうけるものとして安く買い、高く売る

といった G‐W‐G’の資本形式における価値増殖の形態的な根拠が抽象的に示されるだけ
では不十分であって、そうした形式による価値増殖が、産業資本の運動にもとづかない商

品経済関係のなかにすでに出現しうる面がさらに積極的に示されるべきではないかと思わ

れる。」（同書、p.108～109）としている。 
伊藤は更に、「…資本主義的生産の確立後の過程においても、その周囲には、広く非資本

主義的生産にもとづく商品生産物の取引が存続するのであり、そこに産業資本による剰余

価値生産とは実質的に根拠のことなる商人資本的な資本の存立の余地があるとみなしうる

からである。」（同書、p.113）とし、「現実には、国際的な貿易取引にもっとも明瞭に示さ
れる、流通市場の間をつなぐ商取引こそ、むしろ商人資本的な資本の本来の発生基盤であ

り、G‐W‐G’の形式に、理論的にも産業資本やそれにもとづく商業資本とは実質的にこと
なる価値増殖の根拠を与えうる場面となるのではなかろうか。そうとすれば、商品流通の

内部で販売の困難を肩代わりする形態的な機能は、商品流通とその外部の商品世界との間

にあらわれる商人資本的形式の資本が、商品流通の内部にいわば浸透する原理として位置

づけられてよいことになる。」（同書、p.115）としている。 
本稿の p.94～95において、商品世界には商品の信認の及ぶ範囲＝商圏（market area）

と貨幣の相対的価値形態にある商品リストの及ぶ範囲＝通貨圏（currency area）があり、
複数の商圏に跨る商品には市場性（marketability）があるとした。更に、本稿の p.105～
106では、「或る一定の時期の同一商圏（market area）において、同一商品が一物一価の
法則に離反した区々の価格で販売されていれば、平均価格から著しく乖離した商品は、通

常の時期であれば商品情報に偽りがあると看做され、その商品の商品所有者間の信認は失

われることになる。」とした上で、「自商品及び他商品ともに供給連鎖と需要連鎖を支え、

商品売買の継続的な関係を保持するためには、適度な商品在庫を充足し得る供給の弾力性

があることが必要条件であり、その結果として価格の粘着性（stickiness）が齎されること
になる。」とした。 
同一商圏における同一商品の価格差は相対的に小さくなる可能性があり、複数の商圏に

跨る市場性の高い商品の方が、通貨圏の差異による為替レートの影響を含めて商圏間の商

品の価格差＝変動幅は相対的に大きくなるため、商人資本の利潤率は高くなる可能性があ
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る。それ故に、「商品流通の内部で販売の困難を肩代わりする形態的な機能は、商品流通と

その外部の商品世界との間にあらわれる商人資本的形式の資本が、商品流通の内部にいわ

ば浸透する原理として位置づけられてよい」とすることができるのであると思う。 
但し、伊藤は『価値と資本の理論』（伊藤〔13〕）の第 2 章貨幣の資本への転化の第 3 節

商品流通と資本形態で、貨幣の価値尺度機能とそれに基く商品流通の形成は価格形態で結

ばれる商品世界の全体に一纏めに及び得るものではないとし、「…貨幣による購買のくりか

えしをつうじ、諸商品の無政府的な価格表示がたえざる変動のうちに訂正されてゆく過程

のなかに、諸商品の価値の規制が明確に示される関係は、世界市場的な商品関係をもふく

む全商品世界から抽象可能なことではなく、需要供給の調整のよういなある範囲の商品流

通市場と、その背後の価値の実体的な規制作用の存在をあきらかにするものとなるといえ

よう。」（同書、p.127）としている。筆者は、伊藤が商品世界の論理空間の⑤需要変化に対
応できる供給の弾力性の商圏間の差異に言及し、資本主義的生産の部分性と商品経済の世

界性により定義していること自体に何等異存はないのであるが、価値尺度論で「価値の実

体的な規制作用の存在を明らかにするものとなる」と言うことは、資本形式論で導かれる

べき論点を先取りすることになるのではないかと思う注 4)。 
 
＜資本の三形式の移行＝展開＞ 
	 時永淑は、『「資本論」における「転化」問題』（時永〔115〕）のⅣ資本の三形式の展開方
法についてで、「資本の性格をそれぞれの面において決定する三形式であるということは、

たとえその各形式が『価値増殖の根拠』や『利潤率の均衡化』や『使用価値的制約からの

解放』など、そうした点を解決しうる形式かどうかという問題を含むにしても、資本形式

そのものとしては、すでに価値増殖を起動的動機とし価値を規制的動機とする自立的な
、、、、

運

動体である性格をそれぞれに示す形式であるということにほかならない。この自立性とい

う点に留意して考えるならば、『価値増殖の根拠』『利潤率の均衡化』『使用価値的制約から

の解放』というような、従来、資本の三形式の展開にとっての移行動力あるいは移行契機

として注目されてきた問題を、どのような関係においてにせよ―あるいはどれか一つだけ

にしぼってにせよ―、たとえば商人資本的形式のそれ自身に固有な『自己矛盾』として説

き、その『自己矛盾』が論理必然的に
、、、、、、

次の金貸資本的形式にせよ、産業資本的形式にせよ、

後行の資本形式の展開を可能とする契機になりうるものとして果たして理解しうるかどう

か、ということが再検討を要請されるものと考えられる。」（同書、p.125～126）と問題を
提起している注 5)。 
宇野は『経済原論 上巻』（宇野〔24〕）の第 1篇流通論の第 3章資本の 1資本の商人資本

的形式で、金貸資本的形式への移行について、「もちろん、個々の資本にあってはこの利潤

率と回転期間とは種々異るが、単に価値増殖を目的とする資本にとっては、かかる相違は

あってはならない。競争によって解消せられるべきでものであり、又事実その傾向がある

ことはある。すなわち利潤率の高い、回転の速い商品の売買に争って資本が投ぜられるこ

とになるわけであるが、しかしこの形式の資本ではこれによってその平均化が実現される

ということはない。直接的流通過程で価値増殖が行われる限り、その実質的基準がないか

らである。むしろ個人的手腕と投機とがその増殖率を決定する。」（同書、p.78）とし、註で
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は、「いい換えれば使用価値的な特殊の事情に制約された形式である。G…G’はこの制約か
らの解放ともいえるであろう。」（同書、p.78～79）としている。 
	 宇野は同書の第 3 章資本の 2 資本の金貸資本的形式で、産業資本的形式への移行につい
て、「前にも述べたように（同書、p.74―引用者）G‐W‐G’の形式の価値増殖は、直接的
な流通過程における不等価交換によって行われるものであって、商品経済の原則に矛盾す

る。いい換えれば商品経済が完全に行われる限り、資本は一般的にかかる形式に留まるこ

とは出来ない。G…G’も、その価値増殖をかかる直接的な流通過程においては行わないにし
ても、それをその外部に前提するものであって、貨幣の資本への転化をこの形式自身のう

ちに完成するものではない。第三の形式は、その価値増殖を流通過程において、しかも直

接的流通過程においてでなく実現するものとしてあらわれ、これを完成するのである。」（同

書、p.81）とし、第 3章資本の 3資本の産業資本的形式で、使用価値的制約について、「さ
きに G…G’は、資本を G‐W‐G’の形式における使用価値的制約から解放するものである
といったが、それはここで再び使用価値的制約を受けることによって、その価値増殖の実

質的根拠を与えられるものになることを示している。もっともこの場合は、後に述べるよ

うに労働力なる商品の特殊性からいわば一般的使用価値として―それも貨幣と異って、何

でも買えるというのではなく、何でも作れるという一般的使用価値として―であって、単

なる使用価値的制約ではない。」（同書、p.84～85）としている。 
	 山口重克『資本論の読み方 宇野弘蔵に学ぶ』（山口〔192〕）の第 2 部原理論の方法と課
題の第 1 章貨幣と資本形式 流通形態論の方法の B 資本形式で、「もっとも、宇野の説明に
も全く問題がないわけではない。たとえば宇野は、流通論の終結規定をなす資本の産業資

本的形式について、この形式では『資本はもはや単なる流通形態ではない』、この形式は『商

人資本的形式や金貸資本的形式と異って、資本形態がいわばそれ自身で展開するものとは

いえない。この形式のいわば基軸をなす労働力の商品化は流通形態自身から出るものでは

ないからである』といっている（『新』四四～四五頁）が、このような産業資本的形式とそ

れに先行する二形式とのあいだに方法上の断層があるかのような説明は、流通論と生産論

との論理次元の異質性をかえって不明確にするものといわなければならない。またこうし

て、資本の産業資本的形式を、流通形態としての資本の規定性においてではなく、現実に

社会的生産を分担して運動している産業資本そのものに引きつけて理解することから、商

人資本的形式や金貸資本的形式についても前期的な商人資本や金貸資本に引きつけた説明

が与えられることになり、必ずしも流通形態として純化された規定になっていないところ

が残ることにもなっているのである。」（同書、p.148）としている。 
	 確かに宇野の産業資本的形式である第三の形式（tertiary formula）の定義は、「その価
値増殖を流通過程において、しかも直接的流通過程においてでなく実現するものとしてあ

らわれ、これを完成する」や「ここで再び使用価値的制約を受けることによって、その価

値増殖の実質的根拠を与えられるものになる」を読めば、産業資本そのものの定義になっ

ている様に見えるが、「労働力なる商品の特殊性からいわば一般的使用価値として―それも

貨幣と異って、何でも買えるというのではなく、何でも作れるという一般的使用価値とし

て―であって、単なる使用価値的制約ではない」と言った形態規定を活かすことはできる

のであると思う。 
	 宇野は『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）の第 1篇流通論の第 3章資本の〔15〕資本の商
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人資本的形式で、G‐W‐G’形式から G…G’形式が論理的に展開される根拠は何かについて、
「この点は難問をなすもので、確定的には答えられないが、資本は G‐W‐G’では資本自身
で価値増殖をなすとはいえない。利潤率が種々異なるのも、その価値増殖が資本自身に根

拠をもたないからである。G…G’は、G‐W‐G’の価値増殖によって、資本自身で価値増殖
するものになる。これは価値増殖を第一目標とする資本形態の発展といえるのではないか

と思う。それはしかし価値増殖の根拠を実質的には失うことになる。これがまたつぎの発

展への契機となるのではないかと思うが、資本形式の発展の論理は、なお研究を要するも

のとしておきたい。」（同書、p.68）としている。 
	 宇野は更に、商品経済の発展と資本形式の関係について、「商品経済の全面的展開は、商

人資本の存立条件を失わせるものといってよい。金貸資本も同様である。ただ商人資本は、

後に明らかにするように商業資本として一定の地位と任務とを与えられるが、金貸資本は、

貸付資本に転化すると同時に、それ自身に独立の資本とはならないことになる。その点は

後に利子論であきらかになる。」（同書、p.69）としている。 
	 山口は『資本論の読み方 宇野弘蔵に学ぶ』（山口〔192〕）の第 2 部原理論の方法と課題
の第 1章貨幣と資本形式 流通形態論の方法の B資本形式で、資本形式の展開動力とされて
いる利潤率の平均化は意図せざる社会的結果の問題であるとし、「個別的な流通主体の個別

的な関連の形態である流通形態の展開は、あくまで個別的な流通主体の要請が動力となる

と考えられるべきものであり、結果としての社会的関係は、展開の動力とはなりえないの

ではないかと考えられる。金貸資本的形式から産業資本的形式への移行においても、産業

資本的形式が流通形態として展開されなければならない以上、もちろん同じ問題があるの

であって、資本形態論における三資本形式間の移行の論理には、なお考究されるべきいく

つかの問題が残されているわけである。その意味で、移行論の一つの典型である価値形態

論と対比しながら資本形式論の論理を探ろうとしている小林弥六、武井邦夫の試みは興味

深い。」（同書、p.151）としている。 
 
＜武井の G…G’第一形式説＞ 
	 武井邦夫は『利子生み資本の理論』（武井〔104〕）の第 1篇貸付手段と金貸資本的形式の
第 4 章資本形式の展開の 1 宇野氏の資本形式論で、「ここでは、G‐W‐G’→G…G’という
展開の必然性の根拠は、‐W‐G’の利潤率均等化を媒介するというよりは、G‐W‐G’に対
する G…G’の増殖率の均等性に求められている。…しかし、それならば、産業資本は G…G’
以上に増殖率が均衡化する資本でなければならなくなりはしないか。増殖率の均等化とい

う点からみれば、G…G’、G‐W‐G’、 G‐W…P…W‐G’の順に不均等性が増大してゆく
が、宇野氏の展開順序では、この点が無視されて、不均等化→均等化→不均等深化という

不自然な運びになってしまう。」（同書、p.70）としている。 
	 武井は更に、宇野の使用価値的制約からの解放について、「労働力のばあいは、何でも作

れるというその特殊性からいって、単なる使用価値的制約でないことは、氏の述べるとお

りであるが、資本家はこれを売ることができないという点からいえば、その制約性は G‐
W‐G’のばあいよりもさらに強まっているといわねばならない。また、ここでは生産手段に
ついてなんらふれられていないが、特定の使用価値を生産するための特定の生産手段に転

化しなければならないという点では、G‐W‐G’よりもその制約度は高いといわねばならな



127 

い。そうすると、G‐W‐G’→G…G’→G‐W…P…W‐G’という展開順序では、使用価値的
制約→それからの脱却→より強度の制約というまことに不自然な運びになっているものと

いわざるをえない。」（同書、p.71）としている。 
	 時永淑は G‐W…P…W‐G’形式により使用価値の制約性が強まることについて、『「資本
論」における「転化」問題』（時永〔115〕）のⅣ資本の三形式の展開方法についてで、鎌倉
孝夫が『経済学方法論序説』（鎌倉〔57〕）で、使用価値からの解放を軸に三形式の展開を
説いていること（同書、p.201～212）を批評する中で、「このように『使用価値的制約』が
産業資本的形式によってではなく産業資本によって『排除』されるとされている点には問

題が残るが―というのは、もし産業資本にとっては使用価値的制約が『完全に』排除され

るというのであれば、産業資本による生産過程は、生産手段からの制約、たとえば固定資

本を充用することからの制約や、さらには直接資本の生産物でない労働力が商品化されて

いることからする使用価値的制約からも解放されていることになるからである…」（時永

〔115〕、p.128）と、武井と同様の指摘をしている。 
	 武井は『利子生み資本の理論』（武井〔104〕）の第 1篇貸付手段と金貸資本的形式の第 2
章「資本の一般形式」を巡ってで、商品世界に対して諸流通圏を結合し、統一する役割を

担う G‐W‐G’は資本の一般的形式（general formula）であるのに対して、G…G’は資本
の第一形式（primary formula）であるとし、同書の第 3章貨幣の転化の必然性では、貸付
可能資金＝貸付手段の流通必要量の調整は通貨圏間の利子率の変動によって媒介されると

した上で、「このような通貨圏相互間における資金の運動を技術的に媒介するために、G…
G’としての資本は貨幣取引業を兼営する。『世界貨幣』はこの段階ではじめて登場するので
ある。そしてこの登場と共に通貨圏相互間の価格差の存在を前提として、資本の第二形式 G
‐W‐G’が生ずるのである。」（同書、p.63）としている。 
	 小林彌六は『流通形態論の研究』（小林〔74〕）の第 3 篇資本形態の成立と発展の第 1 章
貨幣の資本への転化の第 3節資本形式論の展開で、「資本形式論の展開は価値形態論の展開
と似かよったところがある。価値形態として現実に存在するのは貨幣形態であるが、その

論理的把握は貨幣形態のもっとも抽象化された形態である簡単な価値形態の展開によらね

ばならない。これと同様に資本形態は現実には産業資本として存在するのであるが、その

論理的措定は産業資本のもっとも抽象化された形式である商人資本形式からの資本形式論

の展開によっておこなわれる。貨幣の貸付による金貸資本形式は資本の性格を『簡潔体』

でしめすものではあるが、ほんらい流通形態としてある資本の第一形態ではありえない。

この点、武井邦夫氏の G…G’が一般的形式であるとする所説には疑問があるといえよう…。」
（同書、p.244）としている。 
	 武井は、小林が「産業資本のもっとも抽象化された形式である商人資本形式」とするこ

とには根拠が無いとし、価値形態論と資本形式論の類似性（analogy）から見れば、歴史的
に見ても第一形式である G…G’は、流通外に引き上げられた資金が貸付手段として商品流
通の内部に投入され、貸付の使途とは無関係に流通外で増殖を図ることから最も抽象的な

形式であるため①簡単な価値形態に相当するとし、商品流通に統合を齎す G‐W‐G’の資本
の一般的形式は、価値形態論で言えば貨幣形態に相当する G‐W…P…W‐G’形式の直前に
展開される近親性（affinity）があるが故に、③一般的価値形態に相当するとしている様に
思われる。 
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	 武井が G…G’を第一形式（primary formula）として資本形式論の最初に規定する根拠は、
①価値形態論と資本形式論のアナロジーと、②上記の利潤率の均等性と使用価値的制約に

ついて、G…G’形式＜G‐W‐G’形式＜G‐W…P…W‐G’形式の順序で利潤率の不均等化が
拡大し、使用価値的制約が強まるとしていることにあると思われる。 
武井の「G…G’第一形式説」に対して適切に返答（reply）することができれば、資本形

式論の三形式を展開するロジックのあるべき姿に一歩近づくことができると思う。①価値

形態論と資本形式論のアナロジーについては、価値形態論の展開の内容に即して資本形式

論の対応関係（correspondence）を考えるとすれば、以下の様になるであろう。 
 
＜価値形態論と資本形式論の対応関係＞ 
	 ①簡単な価値形態は 20エレのリンネルは 1着の上着に値すると表現されるが、④貨幣形
態も個々の商品について見れば、①簡単な価値形態と同じ形態に戻ることになる。相対的

価値形態にある商品は供給（supply）を、等価形態にある商品＝等価物は需要（demand）
の原初形態を表すことになるが、「貨幣の価値尺度機能によって商品は一定の基準で売買さ

れざるを得ないと言っても、商圏の内部であれ外部であれ、或る時点、或る場所において

商品が如何なる基準で売買されるかは不確実（uncertain）な要因を残さざるを得ない」（本
稿、p.104）以上は、相対的価値形態＝供給面と等価形態＝需要面との価値関係が必ずしも
等価交換であるとは言えないことになる。従って、貨幣としての貨幣は「市場における貨

幣の価値関係の不確実性の残存＝不安定性による減価リスクを回避して価値の保全を図る

ため、積極的に価値増殖を目論む資金（capital fund）として商品流通に投入される」（本
稿、p.107）ことになる。この資本形式の端緒規定は、①簡単な価値形態に対応していると
言うことができる。 
	 ②拡大した価値形態と③一般的価値形態の関係について、「②拡大した価値形態の等価形

態にある商品リストは、商品所有者相互間で商品の信認の及ぶ範囲＝商圏（market area）
に限定されるとするならば、商品世界全体における③一般的価値形態における一般的等価

物は複数存在し得ることになる。この複数ある一般的等価物＝貨幣の相対的価値形態にあ

る商品リストの及ぶ範囲を通貨圏（currency area）と呼ぶことにすると、通貨圏は商圏の
範囲とは必ずしも一致せず、一つのテーブル＝商圏に複数の一般的等価物の名札があるこ

ともあれば、複数のテーブル＝商圏が同じ通貨圏であることもあり得る」（本稿、p.95）と
するならば、「同一商圏における同一商品の価格差は相対的に小さくなる可能性があり、

複数の商圏に跨る市場性の高い商品の方が、通貨圏の差異による為替レートの影響を含め

て商圏間の商品の価格差＝変動幅は相対的に大きくなるため、商人資本の利潤率は高くな

る可能性がある。それ故に、『商品流通の内部で販売の困難を肩代わりする形態的な機能は、

商品流通とその外部の商品世界との間にあらわれる商人資本的形式の資本が、商品流通の

内部にいわば浸透する原理として位置づけられてよい』とすることができる」（本稿、p. 123）
ことになる。 
	 商人資本的形式は、商圏間の商品の価格差＝変動幅の相対的大きさを最大限に利用しな

がら本源的リスクの危険負担を行なうことによって価値増殖を図ることは、②拡大した価

値形態における大小様々の複数の商圏（market area）の成立に対応していると言うことが
できる。商人資本的形式により商品世界の論理空間の④反復交換のための需要と供給の連
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鎖が確立し、商品経済のネットワークが商圏を超えて商品世界全体に広がりを見せること

になる。 
	 時永から本稿の p.115～116で引用した様に、G…G’の形式は「消極的に流通部面で―と
いっても、それは単純な商品流通ではなく、すでに価値の自立的運動体である資本の流通

運動形式 G‐W‐G’をもって行なわれるものとしてのそれであるが、その流通部面で―生ず
る流通資金（マルクスの言う『貨幣としての貨幣』として流通部面から独立する関係にお

いて生ずるそれ）を、価値の自立的運動体である資本としては遊ばせておけないという関

係から要請される形式として展開される」ことになる。 
商人資本的形式は、適時（timely）に商品の仕入を行わなくてはならないため、自己資本

を越えた運転資金（working capital fund）を常に手元に用意しておく必要がある。将来発
生する販売の回収代金を遊ばせることなく、売掛債権を見返りとして現在必要な仕入資金

の入手可能性（availability）を高める仕組み（scheme）が要請されることになる。言い換
えれば、商人資本的形式は市場における商品の価値の実現の以前に、運転資金の調達ニー

ズを常時持っている。商品所有者間の信認（confidence）の及ぶ商圏内部の商品取引におい
ては掛売・掛買の様な決済の繰延が行われることが多いが、商圏を跨ぐ市場性の高い商品

や繰延期間が長期に亘る場合は、売掛債権の譲渡を見返りとして仕入資金を調達するため

に、債権・債務者間の信頼（trust）に基いて権利を証する手形（bill）の振出と引受が行わ
れることになる。 
ソーントンは『紙券信用論』（ソーントン〔98〕）の第 1章の冒頭で、「商業信用とは、商

人たちの間でその商業の業務に関して行はれる信頼（コンフィデンス）であると定義する

ことが出来よう。この信頼は様々に作用する。これは彼等をして相互に貨幣を貸付けさせ、

手形（ビル）の引受けや裏書によって金銭上の約束を結ばせ、また、将来の或る時期に与

へられると約束された等価物を当てにして、商品を売ったり引き渡したりさせるのであ

る。」（同書、p.41）としている。ソーントンは更に、第 2 章で、手形の特質（character）
には「割引かれる物」（discountable article）、もしくは「随時に貨幣に転換される便宜を
備えた物」（article）としての性質があるとし、「この場合、為替又は約束手形の額面からの
割引或ひは控除は、手形の経過すべき期間についての額面に対する利子に等しいものであ

って、貨幣への転換（コンヴァージョン）の代償として支払はれるのである。」（同書、p.52）
としている注 6)。 
金貸資本的形式は、商人資本的形式の販売先に対して振出された為替手形を買取ること

によって、貸付手段としての資金を商人資本的形式に供給することができる。金貸資本的

形式は更に、A地点＝X時点で前貸しした G1の返済金 G1＋gを B地点＝Y時点で受取った
後、即座に B 地点で同一または別の商人資本的形式に貸付手段として前貸しすることがで
きれば、金貸資本的形式は価値の自立的運動体として自己資金を遊ばせることなく稼働さ

せることができる。取引関係が深まれば、商人資本的形式の遊休資金を金貸資本的形式に

預託（deposit）するために口座を開設し、当座貸越＝過振（overdraft）を行うことによる
信用（credit）の供与や支払指図書＝振出手形による決済などが行われることになる。 
石井寛治は『経済発展と両替商金融』（石井〔10〕）の序章問題の所在で、幕末から明治

初年の開港場において、「横浜での輸入取引は一回に数千ドル（＝両）に及ぶのが普通で、

時には一万ドル台に達することもあり、引取商はそれだけの現金を繰り返し用意しなけれ
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ばならなかった。それだけの資力をもった商人は地方にはほとんどいなかったために、江

戸や大坂の商人が開港場に登場し、従来の大都市経由の流通ルートを生かしつつ活躍した

のである。彼らは引き取った輸入品を上方の問屋に送ると、すぐに問屋宛の為替手形を振

り出して、江戸＝東京の両替商に買ってもらい、再び横浜で現金仕入れを繰り返した。両

替商は上方の問屋が手形の期限が来れば必ず支払ってくれることを信じて引取商の手形を

買い取ったのである。」（同書、p.4～5）としている。 
石井は更に、同書の第 1 章大阪両替商と手形取引で、預り手形の発行は口座開設を認め

ていない信用度の低い得意先以外の商人からの預り銀に対して行われ、口座開設した信用

度の高い得意先商人には振出手形の振り出しを認めたことを数量的に明らかにし、三井大

阪両替店は他の七軒の両替店との手形差引により、「…大坂とその周辺の諸商人の振り出す

大量の手形や大坂と京・江戸間を結ぶ為替手形を決済するネットワークの重要な結節点の

位置にあった。」（同書、p.132）としている。 
時永の様に、G…G’の金貸資本的形式が、価値の自立的運動体である資本としては流通資

金を遊ばせておけないこと（遊休回避）から要請（request）される形式であるとすること
は、金貸資本の方が歴史的には先行して存在していることを前提していることになる。 
落合功は『入門 日本金融史』（落合〔52〕）の第 2講中世の貨幣と信用のⅣ金融活動の展

開―出挙・手形・為替で、貸主に借主が書き渡した借用状は古代から存在し、春の種蒔に

稲穀を貸付け秋の収穫で利息を付けて返す出挙があり、私出挙は 10割、公出挙は 5割の高
利であったとしている（同書、p.29）。金貸資本＝高利貸は共同体の中で発生したとすれば、
共同体と共同体の間から始まった商人資本＝行商人より出自は古いことになる。 
大内力は『経済原論 上 流通論・生産論』（大内〔41〕）の第 1 篇流通論の第 3 章貨幣の

資本への転化で、「…商人資本から金貸資本が展開したという歴史的事実があったとも思え

ない。もちろん、商業にはたずさわらないで、純然たる金貸にとどまるという資本はあっ

たであろうが、商人資本のほうは、相手とするのが小生産者ないし封建的支配者であり、

安く買って高く売るという商売をやるのだから、そこにはかならず高利貸的機能が結合し

ていたとみていい。したがって歴史的には、この二つを分離し、一方から他方が展開する

といった理解は成り立ちえないのであり、商人＝高利貸資本として一体的に捉えるしかな

いのである。」（同書、p.205～206）としている。 
大内は原理論として G…G’の金貸資本的形式を考えることについて否定的であるが（同

書、p.203～206）、金貸資本の歴史的系譜の如何に拘らず、商人資本的形式の運転資金の調
達ニーズと遊休回避から要請されるスキームとして、金貸資本的形式を議論する意味はあ

ると思う。 
	 武井は本稿の p.127で引用した様に、G…G’を第一形式（primary formula）とし、貸付
手段の流通必要量の調整は通貨圏間の利子率の変動によって媒介されるとした上で、通貨

圏相互間における資金の運動を技術的に媒介するため G…G’としての資本は貨幣取引業を
兼営するとし、通貨の流通量を調整する世界貨幣の登場を契機に、通貨圏間の価格差を前

提として資本の第二形式 G‐W‐G’を導いている。武井は通貨圏と商圏を分けていないが、
本稿では通貨圏は、③一般的価値形態に対応している。また、武井は歴史的に存在した高

利貸資本をモデルにしているが、貨幣取引業を兼営する金匠や両替商をモデルにするので

あれば、G…G’は第二形式（secondary formula）と呼ぶ方が相応しい様に思う。 
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W‐G‐W の商品の単純流通において既に G‐W がイニシアティブを取って出動してい

ることもあるが、G‐W‐G’の商人資本的形式の増殖率＝利潤率は流通期間と流通費用が相
乗するため分散が大きく、利潤率の分布の裾野にとんでもなく儲かる資本が現れる可能性

があるため、営利を求める資金流入の一等最初は商圏において始まると考えることは自然

である。但し、G…G’の金貸資本的形式による商人資本的形式への運転資金の貸付の活発化
と共に競争が進む結果、利潤率は低下し分散も小さくなる。加えて、金貸資本的形式の増

殖率と分散は、商人資本的形式の利潤から利子を得るために、相対的に小さいものになる

と言うことができる。 
	 宇野は『新訂 経済原論』（宇野編〔35〕）の第 1篇流通論の第 3章資本の〔16〕資本の金
貸資本的形式で、「G…G’の価値増殖は定まった利子率によってなされるのであって、この
点では商人資本と異なって、価値増殖がなんらかの個人的な活動や才腕に依存せねばなら

ないことはない。しかしその反面、G…G’における価値増殖は、それ自身の運動のなかにな
んらの根拠をももっていない。いわば貨幣の貸付を受ける資本の価値増殖に、いいかえれ

ばみずからにとっては外部的な事情に根拠をもたざるをえない。そればかりでなく G…G’
は、貸付を受ける資本の価値増殖がいかなる根拠でなされているのか、流通によって価値

増殖を行なっているのか、生産によって価値増殖を行なっているのかにたいしてすら、無

関心である。したがって金貸資本は、商品流通にたいしても、生産にたいしても、外部的、

寄生的である。金貸資本が古代社会や封建社会において、資本にたいしてばかりでなく、

価値増殖に関係のない個人にたいしても資本として機能し、高利貸資本としてあらわれた

のも、このためである。」（同書、p.67）としている。 
	 筆者は「資本効率論―資本効率の 3階層モデルと再生産―」（丸山〔174〕）のⅡ資本効率
Π2の定義と展開で、「銀行資本の自立のメルクマールは、産業資本が手元にある決済用資金

（＝手元流動性）を銀行の要求払預金（＝当座預金）として預託することを根拠として、

銀行手形による商業手形の割引もしくは信用保証という信用リスクの代位により確立する

と言うことができると思う。」（同誌、p.27）とし、註では、「預金（deposit）を根拠にした
銀行資本による自己宛債務による信用リスクの代位という危険負担が代償としての利子を

発生させ、代位する期間、信用リスクの度合いに応じた利子率（＝割引率）の期間的差異

（yield curve）となる。」（同誌、p.34）とした。 
	 金貸資本的形式の価値増殖は「定まった利子率によってなされる」としても、利子率（＝

割引率）の期間的差異（yield curve）の体系が成立するのは、産業資本が確立した後に資
本効率 Π2を高めるために銀行資本が自立し、信用制度が整備されてからのことである。 
	 大塚久雄は『近代資本主義の系譜』（大塚〔45〕）の近代資本主義の系譜の前編近代資本主
義発達史における商業の地位の第 1 いわゆる前期的資本なる範疇についての 3 前期的資本
の循環形態で、貨幣取引資本ならびに高利貸資本について、「この両者の循環形態は商品取

引資本に比して、はるかに簡単であり、単に G‐G’として表示されるにすぎない。すなわ
ち、近代的な貨幣取引資本ならびに利子付資本のように出発点 Gと終極点 G’との間に産業
資本そのものの循環、したがって『資本の生産過程』の介在を必要としない。むしろその

間に存在するものは、一応この G‐G’なる運動から隔絶された、資本主義的ではない生産
過程、特に単純商品生産であるにすぎない。したがって、商品取引資本のばあいと全く同

様、『再』循環性を具えず、間歇的であり、またその利潤ないし高利の作出機構が『商略お
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よび欺瞞』であることに照応して、一般的利潤率ないし一般的利子率なるものも存在せず、

かつ両者ともつねに G すなわち貨幣形態へ凝固しようとする傾向をもつ。したがって貨幣
取引資本および高利貸資本のもとにも貨幣財産が集積されるのである。」（同書、p.58）とし
ている注 7)。 
	 宇野は価値形態の移行＝展開について、本稿の p. 87で引用した様に、「簡単なる価値形
態から拡大されたる価値形態、一般的価値形態と展開されるにしたがって、商品の価値の

表現も益々明確に、したがってまた等価物の地位も漸次に貨幣形態に、尤もその間に飛躍

的な逆転を経るが、近づいて来るものと理解している。『廻り道』自身が個別的なものから

一般的な社会的なものに発展して来る。」とし、「簡単な価値形態では直接的に相手の商品

に対する欲望が重要な地位を占めるが、貨幣形態はもちろんのこと、一般的価値形態でも

巳にそうはいえないものになる。」としている。	

宇野は商人資本的形式から金貸資本的形式への移行＝展開について、本稿の p. 124で引
用した様に、商人資本的形式の利潤率は「この形式の資本ではこれによってその平均化が

実現されるということはない。直接的流通過程で価値増殖が行われる限り、その実質的基

準がないからである。むしろ個人的手腕と投機とがその増殖率を決定する。」とし、「いい

換えれば使用価値的な特殊の事情に制約された形式である。G…G’はこの制約からの解放と
もいえるであろう。」としている。 
金貸資本的形式は商品の直接的流通の外部で価値増殖を図ることから、商人資本的形式

とは異なって取扱商品の使用価値には無関心であり、かつ使用価値的制約から免れている

という意味で、③一般的価値形態に対応していると言うことができる。又、②拡大された

価値形態から③一般的価値形態への移行＝展開から複数の通貨圏（currency area）が導か
れることから、金貸資本的形式は同時に、貨幣取引資本の形態を纏うことになる。 
大内秀明は『価値論の形成』（大内〔42〕）の本論の第 2章労働価値説の論証で、「…金貸

資本は、あくまで相対的に独立しつつも、みずからの機能によって、商人資本的形式での

資本の活動を強化する。しかも、商人資本から相対的に独立している以上、商人資本の価

値増殖率の差異を外部から比較しながら、ヨリ高い増殖率への貸付けを強化する。つまり、

流通から相対的に独立しているために、取扱い商品の使用価値にともなう個別、具体的性

格からうける制約をまぬがれ、それによって商人資本の価値増殖率を比較しつつ展開する

活動を間接的に媒介強化できるわけである。」（同書、p.300）とし、金貸資本はあくまでも
間接的な機能に止まるため、「そこで積極的な価格差の解消は、流通の内部において、取扱

い商品の使用価値的制約、つまり個別具体的な性格による制約を積極的に解決する機構の

展開を必要とするのであるが、それこそ『労働力商品』によって媒介される産業資本形式

にほかならない。」（同書、p.301）としている。 
	 宇野が「商品経済の全面的展開は、商人資本の存立条件を失わせるものといってよい。

金貸資本も同様である。」（本稿、p.126）とした様に、商人資本的形式と金貸資本的形式に
より大小様々の商圏と複数の通貨圏で構成されている商品世界全体に亘って商品経済が全

面的に展開し、商品経済の原則である等価交換が浸透し、商品交換における価値の推移性

が保持されればされるほど、資本の価値増殖の根拠は失われることになる。それ故に、商

人資本的形式は仕入と販売が利潤の源泉であり、価値増殖の根拠が失われることを回避す

べく販売力や価格競争力のある商品の調達ニーズが高まり、「取扱い商品の使用価値的制
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約、つまり個別具体的な性格による制約を積極的に解決する機構の展開」が要請（request）
され、「『労働力商品』によって媒介される産業資本的形式」に資金（capital fund）が流入
することになる。 
楊枝は『近代初期イギリス金融革命―為替手形・多角的決済システム・商人資本―』（楊

枝〔196〕）の第 4 章イギリス「産業革命」期におけるロンドン宛為替手形と商人資本の優
越―「製造業・商業・海運業」委員会報告（1833年）の検討―で、「産業資本は，商人が与
える引受信用によって，はじめて生産・流通をファイナンスし得たのであって，イギリス

近代の信用制度は，産業資本ではなく，引受信用を与える商人資本を中心に生成発展して

きたのである。」（同書、p.165～166）としている。 
石井は『経済発展と両替商金融』（石井〔10〕）の終章結論と展望で、「八〇年代後半から

『商人的対応』の路線を主軸とし展開した日本産業革命は、欧米とアジアとの緊張関係の

もとで、急速な産業化を実現したが、その過程で、巨大資本の優位をもたらし、中小ブル

ジョアジーの順調な成長は押し止められた。産業革命の中心となった綿糸紡績業と器械製

糸業の場合を例に取ると、いずれも短期間のうちに世界有数の巨大企業を生み出し、明治

末期には、鐘淵紡績は米英巨大企業に次ぐ世界第四位の錘数をもち、長野県諏訪製糸業の

片倉組・山十組・小口組の繰釜数は、イタリア・フランス・中国のいずれの製糸経営の繰

釜数をも大きく上回っていた。しかし、それらの巨大企業の対極には、無数の零細織物経

営や零細製糸経営があり、独立の『中級産業資本』の勢力はきわめて弱体であった。」（同

書、p.281）としている注 8）。 
現代商業における製造小売業＝SPA（speciality store retailer of private label apparel）

は、商人資本が商品を企画し、需要連鎖の視点から上流工程＝製造工程の供給連鎖を統合

（integrate）するアパレル業界で始まったビジネスモデルであるが、アパレル以外のチェ
ーンストアでも広がりを見せている。但し、これは B to C（business to consumer）に固
有の動向である様に思われる。 
	 大内力は『経済原論 上 流通論・生産論』（大内〔41〕）の第 1 篇流通論の第 3 章貨幣の
資本への転化で、何故 G‐W‐G’が資本の一般的形式とされるかについて、「それがより具
体的には G‐W…W’‐G’の形をとるとしても、資本にとっては貨幣を商品に転化させ、そ
の商品を―異った使用価値に変えつつ―より高く売ることによって価値増殖をすることが

唯一の原理なのであって、その限りでは後者は一般的定式に還元されうるものなのであ

る。」（同書、p.210）としている。武井は「商品世界に対して諸流通圏を結合し、統一する
役割を担う G‐W‐G’は資本の一般的形式（general formula）である」（本稿、p.127）と
しているが、商圏と通貨圏を跨いで商品世界全体に商品経済が浸透することは商人資本的

形式と金貸資本的形式の両者の展開が齎すのであって、G‐W‐G’形式が大内の G‐W…W’
‐G’形式に対して一般的形式である理由は、「商品を―異った使用価値に変えつつ―より高
く売ること」とする形態規定性（Formbestimmtheit）に拠るのであると思う。 
	 ④貨幣形態について、宇野は「相対的価値形態にある商品に明確に所有者のあることを

想定してくると、貨幣形態は一般的価値形態にはなお潜在的にとどまっていた、その使用

価値からの解放が完成せられるという変化があるもの」（本稿、p.88）とした。④貨幣形態
の相対的価値形態にある商品リストから見れば、如何なる使用価値を持った商品でも新た

に生産することのできる労働力商品の一般的使用価値を媒介する G‐W…P…W‐G’の産
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業資本的形式により、使用価値的制約からの解放は貨幣形態の相対的価値形態にある商品

リストの品揃え（line up）全体に及ぶことになる。その意味で、産業資本的形式は④貨幣
形態に対応していると言うことができる。 
 
＜ロドス島＝価値法則の基点＞ 
	 産業資本的形式が日々商品を新たに生産することによって G‐W‐G’形式と G…G’形式
の空間的・時間的リスクの負担が軽減され、商品世界の論理空間の⑤商品に対する欲望す

なわち需要の変化に対応できる供給の弾力性（elasticity）が高まれば高まるほど、宇野の
言う、あらゆる生産物を商品として価値法則に従わせる基点は、「産業資本的形式による商

品価値の生産により絶え間なく変化する需要に対して供給の弾力性が一致した『零点にお

ける均衡』であり、資本形式論により、初めて基点（base point）＝零点（zero point）の
概念規定が与えられる」（本稿 p.47）ことになる。この宇野の基点＝零点において、産業資
本的形式の価値の平均的増殖率＝平均利潤率はゼロに収束することになる。 
かくして、資本の三形式の移行＝展開の結果、本稿 p.113 で引用したマルクスの「いま

のところまだ資本家の幼虫として現存するにすぎないわれわれの貨幣所有者は、商品をそ

の価値どおりに買い、その価値どおりに売り、しかもなお過程の終わりには、彼が投げ入

れたよりも多くの価値を引き出さなくてはならない。彼の蝶への成長は、流通部面のなか

で行なわれなければならず、しかも流通部面のなかで行なわれてはならない。これが問題

の条件である。“ここがロドス島だ、ここで跳べ！”」と同じ場所に至ることになる。 
武井は『利子生み資本の理論』（武井〔104〕）の第 1篇貸付手段と金貸資本的形式の第 4

章資本形式の展開の 4 大内・降旗・鎌倉氏の資本形式論で、鎌倉孝夫の資本形式論を批評
する中で、「マルクスの『資本の一般的形式』の矛盾によって、貨幣の資本への転化を論証

することの否定から出発した氏が、結局たどりついたのはマルクスであるとは、なんとい

うべきであろうか。そもそも、全員が G…G’や G‐W‐G’をおこなう資本家になるという
ような事態の設定が誤りなのである。」（同書、p.86）とし、註では、「『資本論体系の方法』
では、この点が改善されて、価値増殖の根拠が G‐W‐G’ではまだ、『商品の使用価値的制
約をうけ、価値増殖の制限を蒙る』（同書、二四四頁）という点から、G‐W…P…W‐G’
が導かれている。しかし、それでは G‐W…P…W‐G’の方が G‐W‐G’よりも使用価値的
制約から解放されていなければならなくなる。固定資本の存在は、氏の念頭にはないらし

い。」（同書、p.86）としている。 
武井の批評は本稿に対しても妥当する訳であるが、本稿はマルクスと宇野の価値概念は

価値の三階層構造において同一であるとする解釈に基いている。但し、価値の三階層構造

を大きな山に譬えるならば、登攀ルートは、宇野が価値の形態規定を尽くしたことにより

マルクスの最短距離を行く垂直的なルートとは異なっている。蓋し、いよいよ頂上に向け

てアタックする根拠地（base camp）は同じ場所に位置するのであると思う。 
武井は又、利潤率の均等性について、G…G’形式＜G‐W‐G’形式＜G‐W…P…W‐G’

形式の順序で利潤率の不均等化が拡大するとしているが、G‐W‐G’形式＞G…G’形式＞G
‐W…P…W‐G’形式の序列で価値の増殖率＝利潤率と分散が小さくなり、需給均衡におい
て利潤率と利子率はゼロに収束すると考える方が自然である。 
武井は更に、労働力と生産手段を資本形式に取り込むことによって G‐W…P…W‐G’
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形式の使用価値的制約は強まるとしているが、商品流通として見れば資本の三形式の移行

＝展開のロジックによって使用価値的制約は解除されるのであり、産業資本が労働力の商

品化を契機に確立した生産論において、労働力の形態的・実態的包摂の問題は資本効率 Π1

で、生産手段＝固定資本の問題は資本効率 Π2で議論すべきことである。 
シュンペーターは『理論経済学の本質と主要内容（上）』（シュンペーター〔88〕）の第 1

部基礎理論の第 2 章われわれの理論の出発点で「…われわれの命題を導くためには、一般
、、

に
、
市場では、各人はできる限り安く買おうとし、できる限り高く売ろうと努める、という

ことを認める
、、、

（Wahrnehmung）だけで十分であり、事実、かの大いなる第一原理（欲望満
足の極大化―引用者）はそれ以外の何ものをも意味すべきでない。」（同書、p.96）とし、第
2部静学的均衡の問題の第 1篇第 1章以下の叙述への入門で、各経済主体による財貨（goods）
の獲得が停止する限界点について、「心理学的にいえば、すべての限界量は、同一の尺度で

表わすならば、個人に対して相等しい価値
、、
を持っており、それゆえ個人は、他の財貨の同

一価値の増加分と引きかえに、それら限界量のいずれをも譲渡しようとはしないであろう。

たとえそれ以外の場合には、彼の経済的行為がいかなる形をとろうとも。そして、均衡状

態において個人は欲望満足の極大に達するという表現は、まさにこの事実を―そしてこの

事実のみを―示している。」（同書、p.229）としている。 
シュンペーターの「各人はできる限り安く買おうとし、できる限り高く売ろうと努める」

と宇野の商人資本的形式は良く似ているが、資本の三形式の移行＝展開のロジックにより

使用価値的制約が解除され、その極点（extreme point）である「需給均衡において利潤率
と利子率はゼロに収束する」ことは、シュンペーターの「均衡状態において個人は欲望満

足の極大に達する」こととは方法論的な意味合いは全く異なっている。 
伊藤誠は新古典派の方法論について、『経済学から何を学ぶか その 500年の歩み』（伊藤

〔16〕）の第Ⅴ章新古典派経済学の方法論的個人主義で、新古典派経済学には①方法的個人
主義による主観的選択行為における限界原理に基く市場価格の決定論、②市場経済に基く

資本主義を自然的自由の秩序として絶対視する自然主義、③物理学の様な自然科学をモデ

ルとする数理経済学としての特性を活かした多様な理論モデルの提示が見られるとし、「こ

れらの点において、マルクス経済学が、資本主義市場経済のしくみの歴史性を理論的に考

察し、それによって古典派労働価値説の残した難問を内在的に解決しつつ、その基本を継

承していく接近方法と、新古典派経済学は大きく競合関係にある。」（同書、p.129）として
いる。 
宇野の資本形式論は、「資本主義市場経済のしくみの歴史性を理論的に考察し、それによ

って古典派労働価値説の残した難問を内在的に解決しつつ、その基本を継承していく接近

方法」の特色が良く現れている様に思われる。 
 
注1）	16 世紀の世界商業については、玉木俊明『近代ヨーロッパの形成 商人と国家の近代

世界システム』（玉木〔112〕）を参照。玉木は、「アントウェルペン商人のディアスポ
ラ」により、アムステルダム、ロンドン、ハンブルクなどの都市において同質的な商

業空間が形成され、取引コストが大幅に低下したとしている。 
注2）	金貸資本的形式のコンメンダ的形態については、『信仰と社会科学のあいだ 小文・補



136 

遺』（大塚〔47〕）のⅢ補遺の第 1巻補遺フッガー時代の南ドイツにおける会社企業―
会社形態発展史の一断章―を参照。 

注3）	本稿の金貸資本的形式は、落合功『入門 日本金融史』（落合〔52〕）の第 3 講貨幣流
通の展開と金融活動のⅦ貨幣経済の浸透にある、江戸、大坂の両替商の為替取引の展

開（同書、p.74～76）を参考にしている。楊枝嗣朗『近代初期イギリス金融革命―為
替手形・多角的決済システム・商人資本―』（楊枝〔196〕）、石井寛治『経済発展と両
替商金融』（石井〔10〕）を併せて参照。 

注4）	資本主義的生産の部分性は、労働力人口の分布に現れる。石井寛治は『資本主義日本
の歴史構造』（石井〔12〕）の第 4章賃労働者の増加と地域経済の変容で、産業革命期
の 1886 年から 1909 年までの 23 年間に賃労働者は 102 千人から 1,153 千人に 11.3
倍になったが、総人口に占める割合は 2.3%に過ぎなかったとし、1909年には官営工
場を含めた機械・金属工業の労働者の内、全国の 51.9％（94千人）が東京・神奈川・
大阪・兵庫に集中し、1939年には民間の機械・金属工業の賃労働者の 60.4%（953千
人）が四府県に集中したとし（同書、p.63～65）、又、紡績業と製糸業の女子労働は
ほとんどが小作農の出稼ぎ労働であったが、重工業の男子労働者は①農家の次三男の

出稼ぎ、②挙家離村の都市下層、③職人層、④士族層などの諸説があるとしている（同

書、p.69～70）。 
注5）	資本の三形式の移行＝展開については、武井邦夫『利子生み資本の理論』（武井〔104〕）

の第 1篇貸付手段と金貸資本的形式の第 4章資本形式の展開、山口重克『資本論の読
み方 宇野弘蔵に学ぶ』（山口〔192〕）の第 2部原理論の方法と課題の第 1章貨幣と資
本形式 流通形態論の方法の B資本形式を参照。 

注6）	手形による信用連鎖（credit chain）の形成については、『資本主義社会の形成Ⅱ』（大
塚〔46〕）のⅤ信用関係の展開を参照。信用連鎖には、問屋制前貸制度の様に買手＝
商人が売手＝生産者に信用を供与するものと逆方向に与信するものがある。大塚は生

産者が商人に与信する近代的商業信用について、「…商人→生産者という前貸信用を生

産者たちがはね
、、
かえして、すなわち、商人のそうした問屋制的前貸支配を下からはね

、、

のけることによって新たに築き上げられてきたというこということができる。」（同書、

p.379）としている。 
注7）	大塚の前期的資本については、恒木健太郎「前期的資本の理論とナチズム―『大塚史

学』の思想構造」（黒滝・相田・太田編〔70〕所収）を参照。 
注8）	石井寛治『日本の産業革命』（石井〔11〕）を併せて参照。石井は第 4章無賠償のかわ

りに朝鮮・満州を 産業革命の終了とアジア侵略（一九〇六～一九一四）で、「機械の
導入という産業革命が一国レベルで完了するためには、必要とされる機械とその素材

である鉄鋼の国内自給が達成されなければならないが、日本のような後進資本主義国

では、機械や鉄鋼の輸入が可能なために、そうした課題の達成がかえって困難な面が

あり、産業革命の完了時期がなかなか決められない。したがって、ここでは、輸入が

戦争などで途絶えたときに自給が可能な技術が獲得され、生産の担い手が出現したこ

とをもって、自給見通しが確立し、後進国なりの産業革命が完了したものと考えたい。」

（同書、p.214）とし、終章産業革命から情報革命へで、「日本の産業革命は、一八八
〇年代前半のいわゆる松方デフレによる激しい資本の本源的蓄積（資本・賃労働関係
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の創出）の一時期をへて、一八八六年ごろにはじまり、日清・日露の二大戦争を経験

したのち、一九〇七年恐慌前後にひとまず完了する。」（同書、p.271）としている。 
 
おわりに 
 
	 本稿を終えるに当り、労働価値説を巡って侘美光彦と伊藤誠の間で交された論争につい

て考察することと致したい。各論として価値論を扱うことの積極的な意義は、「価値論が極

めて論争的（polemic）であることにある」（本稿、p.2）と思うからである注 1）。 
 
＜侘美・伊藤論争の内容＞ 
	 侘美は「労働価値説とは何か」（侘美〔102〕）のはじめにで、労働価値説が一般的に顧み
られなくなった原因は、①労働価値説の論証が充分に説得的でないこと、②労働価値説の

現代資本主義分析への具体的適応が提示されていないことの 2 点に尽きるとしている（同
誌、p.23）。 
	 侘美は［1］宇野による論証方法の革新とその限界で、①については、宇野の「労働生産
過程においては，労働者は主体的に対象に働きかけ新しい生産物をつくりだすが，そのと

きの労働力支出である（すなわち『生きた労働』としての）労働時間が新生産物に『対象

化』されるだけでなく，同時に，生産手段の生産に要した労働時間（すなわち『過去の労

働』）も新生産物に『対象化』される，という論理である．」（同誌、p.25）とし、「ところが
宇野による労働価値説の論証方法は，労働力『代価』による生活資料『買戻し』論の前に，

このように『労働生産過程』論の労働時間『対象化』論を大前提とするものであったから，

いわば労働価値説論証の前に事実上の労働価値説を前提していた，と言わざるをえない．」

（同誌、p.26）としている。 
侘美は②については、宇野の「…生産価格均衡とは，個別産業資本が相互に価格関係を

前提しつつ競争を開始し，その結果として導かれた均衡であり，決して価値から出発して

生産価格が導かれるのではない．むしろ，なんらかの形で生産価格均衡の底に価値均衡が

存在する，というように両均衡の関連が認識される以外にない．」（同誌、p.27）とし、「こ
のような均衡を導く資本の現実的機構は，実は景気循環における価格変動の問題と密接に

係わっていると考えられるが，宇野『原論』においては，せっかく体系内化された景気循

環論も，利潤率均等化機構や社会的需給調整機構とほとんど無関係に展開されるにとどま

ったことに注意を喚起しておこう．」（同誌、p.28）とした上で、宇野が②について具体的に
言及しなかった「…その淵源が，このような『原論』の限界性，すなわち，価値という価

格の重心をつくりだすような資本の具体的運動機構を必ずしも体系的に展開しなかったと

いう限界にあった，と言っても言い過ぎではないであろう．」（同誌、p.28）としている。 
	 侘美は同論文の［2］「生きた労働」を軸とする論証で、「…『過去の労働』の『対象化』
や生産手段の『価値移転』を前提としない，したがって『生きた労働』を主軸とする労働

価値説は，どのように展開されるべきであろうか．」（同誌、p.30）と問題を提起し、一定期
間内の商品の供給連鎖式から「…この期間にあらたに支出された総労働時間，すなわち『生

きた労働』の総額は必ず最終生産物の価値に等しいこと，もし単純再生産を前提すれば，

生活資料部門全体の生産物価値に等しいことである．」（同誌、p.31）とし、総労働時間＝
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20億時間、最終生産物の価値＝100億シリングとすれば 1労働時間＝5シリングが導かれ、
「そして，この関係こそが商品価値と労働時間を決定する基準的関係となる．」（同誌、p.31）
としている。 
侘美は更に、「過去の労働」（ｃの価値）と「生きた労働」の関係について、マルクスの

再生産表式の部門間均衡条件を援用し、「…資本主義経済におけるｃの価値回収と現物補填

が，必ずその期間ごとの『生きた労働』を基準として行なわれざるをえない（たとえば，

生産力が発展して，以前と同じ使用価値を生産する固定資本が，わずかな価値で生産され

るようになれば，そのｃの補填もわずかな価値回収で済むことになる）が，その『生きた

労働』との量的関係は，最終生産物ないし生活資料のそれと比較すると，相対的にゆるや

かなものであり，当然にその回収・補填の形式もかなり弾力的に行なわれうることを意味

している．より具体的に言えば，固定資本の特別償却等の諸形式も，このような意味では

労働価値説にきわめて整合的・合理的な制度であると考えられる．したがって，すでに指

摘したような生産手段の厳密な『価値移転』ないし『労働移転』を当然のことのように前

提してきた従来の価値論が，労働価値説の論証としてトートロジー的であったばかりでな

く，生産手段の価値回収・補填論としても基本的な誤りを犯していたことが明らかであろ

う．」（同誌、p.32～33）としている。 
侘美は同論文の［3］労働価値説の適用で、価値均衡と生産価格均衡について、伊藤誠の

『価値と資本の理論』（伊藤〔13〕）の第 4 章価値の実体と生産価格の第 2 節「転形問題」
の一考察で示された「表Ⅲ取得される価値の実体」はスラッファ体系における生産手段の

物量を労働量に代えたものにかなり近似してくるとし、「…（ⅱ）利潤率計算にあたって未

償却の固定資本を事実上排除している点、（ⅲ）生産手段の補填は必ず旧生産手段の現物補

填として行なわれ，（かりに単純生産を前提しても充分に存在しうる）生産方法の改善を想

定しない点…」（同誌、p.34～35）でスラッファと同じであるとした上で、「これに対して，
『生きた労働』を軸とする労働価値説においては，労働と生産物価値との等値関係は，な

によりも『生きた労働』の総量と最終生産物価値の総量に求められ，しかも，この等値関

係は，［2］の説明で内在的に示されたように，各個別資本の剰余価値率，有機的構成，利
潤率，等とはまったく無関係に決定される．」（同誌、p.35）とし、「さらに強いて言えば，
価値均衡と生産価格均衡との違いは，価値均衡では総等値関係から導かれた基準的関係が

個別資本にも貫徹しているかのように記述した方がよい，という点にあるのかもしれな

い．」（同誌、p.35）としている。 
伊藤誠は「《研究ノート》労働価値説についての覚え書き―侘美論文をめぐって―」（伊

藤〔14〕）の 1．生産に要する労働時間の原則的規定で、侘美は「…宇野が，労働生産過程
論で，具体的有用労働とともに生産物に対象化された抽象的人間労働の量関係を，商品の

価値関係とはかならずしも関わりのない，あらゆる社会につうずる経済生活にみとめられ

るところとして規定している点を『事実上の労働価値説』とするもので，誤解による批判

もしくは不正確な批判といわなければならない．宇野は，労働生産過程では価値法則を説

いてはいないからである．」（同誌、p.85）とし、①労働者が意識するか意識しないかに係わ
らず、置塩信雄の用いたドミトリエフ型の連立方程式に依拠し、「…生産物 1単位に現在の
技術で対象化される労働時間は，生産手段からの移転部分と生きた労働による追加部分と

をあわせて理論上確定できる．」（同誌、p.86）、②「資本主義以前の諸社会でも，生産過程



139 

が継続的に存続してゆくかぎり，『生産手段の使用価値を補填』する行為は，たとえ習慣と

しての『意識』を介してにせよ，かならずおこなわれていたにちがいない．」（同誌、p.86）、
③生産手段からの移転部分は「むしろ生産力の変化に応じた再評価の問題はさしあたり捨

象して，考察をすすめているのであり，…おそらく現在の生産力でそれらが現物で補填可

能な労働時間を意味している．」（同誌、p.87）のであり、「…新生産方法の普及も従来の生
産方法による固定資本の存在とその償却の過程により抑制され，そのかぎりでまた特別剰

余価値の獲得も可能とされる面もある．固定資本の歴史的価値はすぐさま新生産方法によ

り再評価されてゆくものではない．」（同誌、p.87）と三つの視点から侘美に反論している。 
伊藤は同研究ノートの 2．生きた労働と価値法則で、侘美の推論は「…生産手段，とくに

固定資本の価値移転にともなう理論上の困難を回避して，生きた労働の成果が総量として

の社会の純生産物ないし最終生産物を形成しているものとして，労働価値説の内容を理解

しようとする見地を示している．」（同誌、p.88）とし、「…各生産物に順次投入されるそれ
ぞれの生産財についても，各最終生産物についても，生きた労働時間を軸とする侘美論文

の労働価値説の論証は，結局，価値の実体として各生産物に対象化されている労働時間と

価値の形態としての価格，ないしそれを介しての商品の交換関係にみとめられる法則的関

係について何をどのように論証したことになるのであろうか．その出発点，前提，推論，

帰結にわたり，私には理解しがたいところが多い．」（同誌、p.90）としている。 
伊藤は同研究ノートの 3．再生産表式と労働価値説で、「労働価値説の現代経済への適用

の一面として，国民所得統計における国民純生産（NNP）が，生きた労働の総体としての
成果であり，総生産物から費消した生産手段を控除した最終生産物の価値にあたるものと

考えてよい，とする解釈もひとまず理解できるところである．」（同誌、p.90）としている。
しかし、侘美がマクロ経済的な 20億労働時間＝100億シリングから 1労働時間＝5シリン
グの「基準的関係」を導き、等労働量交換を成り立たせるミクロ的価格関係を「基準的関

係」として無媒介に規定することには問題があるとし、「他方，生きた労働時間についての

巨視的規定から，再生産表式を介し，生産手段に対象化されている過去の労働時間を決定

しようとする侘美論文の趣旨にも，納得のゆかないところがある．」（同誌、p.91）とした上
で、第Ⅰ部門（生産財）が第Ⅱ部門（消費財）より資本の有機的構成が高いケースでは第

Ⅰ部門の資本家はその部門で生産＝対象化された剰余価値を一定額だけ上回る剰余労働を

入手して消費し、逆に第Ⅱ部門の資本家は自らが搾取する剰余価値を、その一定額と同額

だけ少ない剰余労働を消費する関係に置かれるとし、「こうして，両部門間の生産物の交

換には，一般に不等労働量交換の余地がふくまれているのであり，そのことが侘美論文で

『両部門のあいだで交換される生産物の価値が，基準としての価値からずれていることも

ありうる』とされていたことの内容ではないかと思われる．」（同誌、p.92）とし、更に、1
労働時間＝5シリングの基準価値での等労働量交換は必ずしも成立しないにも拘らず、侘美
が第Ⅰ部門での付加価値（V＋M）により第Ⅱ部門の生産手段（C）の価値実体が再評価さ
れるとすれば、「それは，抽象的人間労働の量関係を市場における価格関係をつうじて規定

されるところとみなすルービン学派の価値規定を，過去の労働の評価をめぐり容認するこ

とにならないであろうか．」（同誌、p.92）としている注 2）。 
侘美は「《論壇》労働価値説再論―伊藤教授への反論―」（侘美〔103〕）で、侘美の［1］

と［2］に関する伊藤の批判について反論している。 
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侘美は［1］については、「教授のばあい，労働価値説を前提しないとき（換言すれば『経
済原論』をまだ認識していないとき），『経済原則』とは，どのようなものになるのであろ

うか．そのとき，その『経済原則』の中に生産物への労働時間の『対象化』という概念を

どのように含ませることが可能であるのか，あるいは不可能であるのか，これらの点に教

授は積極的に答えられる義務があるように思われる．」（同誌、p.100）としている。 
侘美は［2］については、①不変投下資本を不可欠とし、資本構成や回転期間も大いに異

なる、②過去の労働を含めた商品全体の労働時間は不明であるが、生きた労働時間は当該

資本にとっても分析者にとっても明らかである、③不変資本の価値は生産方法の変化によ

り相対的に変動し、不変資本に含まれる死んだ労働は生きた労働によって再評価されて決

定することを前提し、「このとき，その論証を再現することは省略するが，社会的需給均衡

が達成されている限り，個別資本ごとの『生きた労働時間』の総計量と最終生産物全体の

商品価値量とは必ず等しくなることが明らかである．このことを拙論は主張したのである．

したがって，偶然的な場合を度外視すれば，個々の商品価値は労働時間とは『正比例』し

ないし，個々の商品相互の交換関係においては『等労働量交換』も存在しない．それにも

かかわらず，総体においては（ただし最終生産物としての総体においては）労働量と価値

との必然的等値関係が存在する．」（同誌、p.102）とし、1 労働時間＝5 シリングの「基準
的関係」は個々の商品に貫徹する必要のない関係であるとしながらも、「それはいわば分析

者にとっての理念的関係であり，分析者は，この『基準的関係』を軸に個別商品ごとの価

格と労働量との関係（いわばそのずれ）を判断し，それらの競争に内在する実体的関係の

調整・編成を究明することができるであろう．たとえば必要労働・剰余労働の区別も，こ

の『基準的関係』を媒介に解明されるひとつの労働量概念である，と考えられる．」（同誌、

p.103）としている。 
 

＜支配労働価値 vs. 投下労働価値＞ 
侘美の 1労働時間＝5シリングの「基準的関係」は、貨幣の購買力から見れば 1シリング

＝1／5労働時間となるので、一種の支配労働価値説である様に思える。商品を 1シリング
売る都度、個々の商品交換では等労働量交換はあり得ないにしても、社会的総資本間で平

均して 1／5労働時間の生きた労働を買い戻すことができることになる。 
三土修平は『経済学史』（三土〔178〕）の 3 スミスの経済学で、「スミスの支配労働価値

説というのは，要するに一種のデフレーター論である。われわれが江戸時代の物の値段を

いまの貨幣価値に直して何円と述べるような場合，しばしば『これは当時の大工さんの 1
日の手間賃の 2 倍だから，いまでいえば何円ぐらいだ』というような換算をすることがあ
るが，スミスはとどのつまり，あの換算法と同じことを主張しているにすぎないのである。」

（同書、p.64）とし、註では、「従来わが国では『スミスの支配労働価値説は価値論ではな
くて価格論にすぎない』という批評がしばしば行なわれてきた。こうした論者は，相対価

格よりも根本的な何らかの量が商品に内在していると考えて，その量の本質を究める理論

を価値論といい，価値から派生する相対価格を研究する理論を価格論といっているのだが，

この用語法に沿って述べるならば，スミスの支配労働価値説は価値論でないばかりか，価
．

格論ですらない
．．．．．．．

というのが正確なところである。なぜなら，支配労働価値説は相対価格が
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どのような要因で決まるかについては，何も述べていないからである。」（同書、p.64）とし
ている。 
侘美が生きた労働時間を軸とする労働価値説＝生きた労働時間に対する支配労働価値説

を主張したものと想定すれば、支配労働価値説は相対価格がどの様な要因で決まるかにつ

いて不確定なまま残したが故に、伊藤が「その出発点，前提，推論，帰結にわたり，私に

は理解しがたいところが多い．」としていることは、理解できることである。 
リカードは『経済学および課税の原理 上巻』（リカード〔204〕）の第 1 章価値につい

ての第 1 節で、「もしこのこと（スミスの支配労働価値説―引用者）が本当に真実であっ
て、労働者の報酬がつねに彼が生産した量に比例しているなら、ある商品に投下される労

働量と、その商品が購買する労働量とは、等しいだろう。そこで、どちらの労働量でも他

の物の〔価値〕変動を正確に測定できるだろう。だが、両者は等しくはない。前者は大抵

の事情のもとで、他の物の〔価値〕変動を正確に示す不変の標準であるが、後者はそれと

比較される商品と同じ程度に〔価値〕変動を免れない。」（同書、p.21）とし、第 6 節で
は、「そこで、もし私が不変の標準にきわめて近似した標準をもっていると仮定してよい

なら、その利益は、私があらゆる場合に、価格および価値を評価する媒介物の価値に起り

うる変動を考慮して当惑することなしに、他の物の変動を論ずることができるようになる、

ということである。」（同書、p.95）としている。 
支配労働価値（ｐｉ／ｗ）は実質賃金率（ｗ／ｐ2）の逆数でもあるので、リカードの言う

様に実質賃金率のバスケットが穀物価格等の消費財価格の変化や社会的事情の変化と共に

変動するならば、支配労働価値は同時に様々な方向に変化することになるであろう。 
スラッファは『商品による商品の生産』（スラッファ〔96〕）の第 1 部単一生産物産業

と流動資本の第 4章標準商品で、リカードが求めた「不変の標準にきわめて近似した標準」
である「不変の価値尺度」を明示している。スラッファは、鉄、石炭、小麦の三つの生産

部門の生産財に各々の直接労働を加算した実物体系（physical system）を想定し、生産手
段・生産物・純生産物の各々について、三つの商品の比率が完全に相似形になる合成商品

＝仮想体系（virtual system）を算出し、標準商品（standard commodity）と呼んでいる。 
スラッファは更に、三つの商品共に共通する純生産物の生産手段に対する比率を標準比

率 Rと呼び、利潤率ｒと標準比率 Rの関係はｒ＝R（1－ｗ）となるとしている（同書、p.29
～36）。但し、ｗは純生産物における賃金への配分割合であり、ｗ＝1であればｒ＝0とな
り、ｗ＝0であればｒ＝Rとなるため、ｗとｒには相反関係（trade-off）があることになる。
又、利潤率ｒの最大値である R は、投下労働と生産技術の実物体系によって決定されてい
ることになる。 
スラッファは、同書の付録 D文献引証の 2標準的価値と「支配労働」で、「両極端の中間

としての標準的価値尺度の概念（一七節以下）もまた、リカードに属する。そして意外に

もここでそれから引出された標準商品が、アダム・スミスによって示唆され、リカード自

身が決定的に反対した標準、すなわち『支配労働』（四三節）にごく近似したあるものと同

値であることが分かる」（同書、p.155～156）としている注 3）。 
松本有一は『スラッファ体系研究序説』（松本〔156〕）の第 5章スラッファ体系の解釈と

評価で、『商品による商品の生産』第 1 部第 6 章の「日付のある労働量への還元」は間接
労働量を明示しており、実物体系が同じであれば日付の無い直接労働量で表わされる商品
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アプローチ（commodity approach）と日付を持つ労働量の継続的な系列による「還元方程
式」で表わされる労働費用アプローチ、又は労働アプローチ（labour approach）の両者は
同値であることが証明されているとしている注 4）。 
松本は更に、スラッファが日付を持つ労働量の継続的な系列の配列に差異がある、言い

換えれば過去に遡及して実物体系が異なる二つの商品は、利潤率ｒの水準如何によって商

品価値の差異は区々に異なるとしているが、生産期間によって資本量を測定しようとする

ベーム・バヴェルク（ないしハイエク）の試みに対する鋭い批判が含意されていることを

示唆している（同書、p.106～111）。 
以上を踏まえれば、侘美が伊藤の「表Ⅲ取得される価値の実体」は「スラッファ体系に

おける生産手段の物量を労働量に代えたものにかなり近似してくる」としていることは誤

解を招く（misleading）惧れがある。 
スラッファは実物体系から、純生産物の賃金への分配関係の影響を受けない仮想体系＝

標準体系を導き、実質賃金率が変化しても支配労働価値が反比例するだけであるとしたの

に対して、伊藤はリカードの「労働者の報酬がつねに彼が生産した量に比例している」こ

と＝賃金バスケットと純生産物が相似形である様な仮想体系が現実にはあり得ないが故に、

「表Ⅲ取得される価値の実体」を導くことによって、等労働量交換は最早成立し得ないが、

剰余価値の諸資本間の配分には一定範囲での自由度があることを示したのであると思う注 5）。 
但し、伊藤は「表Ⅰ対象化された価値の実体」から「表Ⅱ生産価格としての価値の形態」

を導く時に、35分の 1オンスの金を 2労働時間で生産することを仮定してｚ＝1／2として
おり、ボルトケビッチ型の方程式ではｚ＝ｐ3／ｔ3は貨幣商品の価格の価値に対する乖離率

を表しているに過ぎないため、ｚ商品の 1 単位が価格の 1 単位であるとすれば、元々「表
Ⅰ対象化された価値の実体」の基盤（basis）である実物体系（ｘ、ｙ、ｚの各商品の生産
に必要な生産財の単位数、各々の直接労働時間、実質賃金率、部門間均衡条件に依存する

各商品の生産数量）で既にｚは決定されているはずであり、改めてｚ＝1／2 の様な恣意的
な仮定を置くことには違和感が残るのであるが、置塩の用いたドミトリエフ型の方程式に

よっても同様の表を作成することが可能であり、生産価格に基く商品交換により社会的総

資本間で剰余価値の再配分（reallocation）が行われていることが含意されているのである
と思う注 6）。 

 
＜総投入労働＝純生産物の総価値＞ 
「生きた労働の総量」＝「最終生産物価値の総量」の等値関係と 1労働時間＝5シリング

の「基準的関係」について侘美は言及していないが、「新解釈」の影響を感じさせる。 
松尾匡は「物象の世界と人間の世界の二重の把握―労働価値概念純化への置塩の道を進め

て」（松尾〔153〕）のⅡ「新解釈」の言っていることで、「経済全体の純生産物のスケール
を相似縮小して，1円で買えるバスケットを作り，この労働価値を称して『貨幣の価値』と
しているのである。彼らは，これで価格表現の可変資本を労働価値換算すると称している

わけであるが，それはすなわち，経済全体の純生産物のスケールを相似縮小して，賃金で

買えるバスケットにし，それを実質賃金バスケットとみなしてその労働価値を測ることに

等しい。」（同誌、p.43）とし、この時、総生産価格＝総価値、総利潤＝総剰余価値の総計一
致の二命題が両立するとした上で、「現実の労働者が入手しないバスケットで労働力の価値
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を測る意味があるのかは根本的疑問である。」（同誌、p.44）としている注 7）。 
	 松尾は更に、同論文のⅢ総労働依存関係をとらえる労働価値の意義で、総投入労働＝純

生産物の総価値の証明を行う中で、「これは，人々の様々な欲求にあわせた総労働の配分と

して，経済システム全体をとらえる見方であり，置塩が上述の報告（1990年経済理論学会
報告、『経済学と現代の諸問題―置塩信雄のメッセージ』所収―引用者）で労働価値概念の

意義として筆頭にあげたものである。」（同誌、p.45）としている注 8）。 
松尾は又、「TSS派は，直接投入労働と，投入生産手段を生産するための労働とが時点が

違うと考えるがそれは誤りである。投下労働価値について，『労働の凝固』のようなイメー

ジを持つのも，比喩としてはよいが，正確には誤りである。」（同誌、p.45）としているが、
何故そうなのかについての説明はされていない。 
森本壮亮は「『資本論』解釈としての New Interpretation」（森本〔190〕）のⅢ New 

Interpretation をめぐる諸論点で、「…松尾の考察次元は，生産財，賃金財，奢侈財といっ
た物量的な商品生産と社会全体におけるそれらの再生産がまずあって，これを技術的に投

入労働によって評価する労働価値論と，利潤率が均等になるように評価した価格論とがい

わば従属的に並立してあるのに対して，NIには物量的な商品生産と社会全体におけるそれ
らの技術的な再生産という考察次元は存在しないからである。NIにあるのはただ，現実に
当期に投入された労働（時間）と当期に得られた付加価値（価格）だけであり，言われて

いるのは価格次元における労働者階級と資本家階級との間の分配の様子と，それを『貨幣

の価値』を用いて労働時間次元に変換した必要労働時間と剰余労働時間との関係だけであ

る。ここに現実に行われている生産が最適かどうかという視点は存在し得ない。NIは意図
的に，マルクスの労働価値論・転化論には物量的そして技術的な視点は必要ないとしてい

るのであり，問われるべきはこの判断の妥当性であろう。」（同誌、p.58）としている。 
森本は更に、近年のマルクスの草稿研究では、「…資本循環論を基礎とした価格論として

転化論を理解するのが妥当であるとし，費用価格部分の生産価格化はミスリーディングだ

とする主張が多くなされるようになってきている。」（同誌、p.59）とし、「…転化論は資本
循環論を基礎とした価格論として（諸新解釈の用語法でいう『単一体系（single-system）』
として）展開される必要があると思われる。」（同誌、p.59）とした上で、資本循環論が時間
構造を有していることを踏まえ、Ⅳおわりにで、「…NIによって提起された諸論点をマルク
スの記述と対照させながら検討した時，マルクスの問題視角に沿った理論体系は，時間構

造を持った資本循環論を基礎とした TSSI の方向性で発展させられるべきであると考えら
れる。」（同誌、p.62）としており、松尾とは異なる方向付けを行っている注 9）。 
スラッファに労働アプローチと商品アプローチがある様に、「新解釈」にも資本循環論＝

継起性（sequentiality）と再生産論＝同時性（synchroneity）の二つの時間構造があり得
るが、両者の関係について議論するための方法論が問われているのであると思う。 
 
＜価値の同等性・加算性・均一性・同時性＞ 
侘美は「いわゆる『価値移転』について」（侘美〔99〕）で、生産手段に対象化された死

んだ労働の新生産物への価値移転について、「…生産手段の『価値移転』は，現在の生産的

労働における生産力を基礎として過去の労働も評価され直しつつ，行なわれるものと考え

るのが正当なのであって，『価値移転』そのものについても，生産的労働特有の能動的役割
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がこれまで以上に評価されなければならない，と考えざるをえない。」（同誌、p.28～29）
とし、「労働移転」＝超歴史的概念、「価値移転」＝資本主義社会にのみ特有の歴史的概念

とした上で、「むしろ，固定資本の『価値移転』にみられる…特殊資本主義的形態を評価し

たばあいには，『労働移転』を最初から絶対的なものとして前提しつつ資本回転上の規定を

あたえるのではなく，反対に，特殊資本主義的な『平均計算』にもとづく固定資本の回収

形式をとおして，量的にみても資本主義に特有の『労働移転』が行なわれるものと理解さ

れるべきであり，このような関係が，生きた労働を基準とする価値規定に裏づけられて，『価

値移転』として社会的に認識されるものとされねばならないであろう。」（同誌、p.30～31）
としている。 
植村高久は、『価値論の新展開』（伊藤・桜井・山口編〔17〕）の第 4章生きた労働と過去

の労働で侘美の議論を敷衍し、「…生産手段の価値とは、P に費された生産手段の価値では
なく、P*を行なうために補填すべき生産手段の、つまり、買うべき生産手段の価値であり、
さらに、消費された生産手段に対象化されていた労働が『労働過程のなか』を流れて、生

産物に『移転』されたものではなく、この生産手段の市場からの引き揚げに対して同時的

並行的な使用価値的関連に現れてくる再生産に要する“生きた労働”を、労働力の価値の

形で含む。」（同書、p.153）としている。 
侘美は更に、「いわゆる『価値移転』について」（侘美〔99〕）で、①資本の生産過程論の

体系的・方法的問題、②特別剰余価値に関連する問題の二つの問題について言及し、①に

ついては、「…『価値移転』の論証を『資本の生産過程』の外，すなわちあらゆる社会に共

通の労働生産過程論に追いやることによって，その資本によって包摂された労働生産過程

とは，何よりも資本循環運動の中にある労働生産過程であることが，これまで軽視されて

きたのではないであろうか。」（同誌、p. 33）と課題を提起し、②については、「かくして，
新生産力を採用する産業資本に過渡的にあたえられる『特別剰余価値』とは，新生産力の

普及にともなって犠牲にされる固定資本の特殊資本主義的な，しかし商品経済的合理性に

もとづく社会的補填関係から生ずるものであり，いわばそれは，犠牲にされる固定資本の，

一種の社会的『価値移転』に相当するとさえいってよいであろう。」（同誌、p.37）としてい
る。 
筆者は、侘美が「現在の生産的労働における生産力を基礎として過去の労働も評価され

直しつつ，行なわれるものと考えるのが正当」とすることや「何よりも資本循環運動の中

にある労働生産過程であることが，これまで軽視されてきたのではないであろうか」とし

ていることに何等異存はないのであるが、再生産における価値の同時性（synchroneity）か
ら直ちに価値移転の議論を開始するならば、伊藤の「それは，抽象的人間労働の量関係を

市場における価格関係をつうじて規定されるところとみなすルービン学派の価値規定を，

過去の労働の評価をめぐり容認することにならないであろうか．」と言う疑義を招くことに

なるのではないかと思う。 
伊藤は「《研究ノート》労働価値説についての覚え書き―侘美論文をめぐって―」（伊藤

〔14〕）で、生産手段の価値の再評価について、「『本末転倒』をさけるため，労働生産過程
論では生産手段にふくまれる過去の労働は規定せず，資本の再生産過程論で表式的分析の

なかでその規定が与えられるとするのであれば，そこで与えられる労働時間の量関係には，

資本の価値関係を離れて経済原則として認識できる側面はないのかどうか．仮にあるとす
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れば，従来の労働生産過程論での規定は，資本の運動の展開をつうじて順次その論拠が重

層的にあきらかにされてゆくところを，予料して規定している側面もあると考えられる．

そのような規定の先後の相補関係の展開は，歴史としての資本主義経済の運動の弁証法的

な体系による理論的解明にさいして，ときに避けられないところもあるのではないか，と

も考えられる．」（同誌、p.87）としている。 
伊藤の「歴史としての資本主義経済の運動の弁証法的な体系による理論的解明」に従っ

て言えば、本稿の５．ルービンの価値論の（４）価値の三階層構造と資本効率の 3 階層モ
デルで示した様に、流通論の価値の形態規定により包摂された生産論の労働＝生産過程に

おいて実物体系の(1)式から議論を始め、価値形成＝増殖過程において価値法則の基点とな
る価値体系の(2)式を展開し、更に再生産表式に基く回帰的再生産モデルにより価格体系の
(3)式を導くこと（＝弁証法的展開）により、価値の同等性・加算性・均一性・同時性など
の諸概念を明らかにすることが可能となるのであると思う。資本効率の 3 階層モデルは、
元々侘美の資本循環論から暗示（hint）を得たものであるが、侘美の意に適うかどうかは、
最早確かめることが叶わぬことである。 

 
侘美・伊藤論争については、固定資本の価値の評価と更新、再生産表式における生きた

労働と死んだ労働の関係、特別剰余価値と超過利潤の関係、労働価値説の現代資本主義分

析への具体的適応など議論すべきことは残されているが、本稿を超えた課題であり、引き

続き価値と生産価格、市場価値と市場価格、資本蓄積と再生産、価値法則の論証と価値法

則の変質などのテーマで学習する中で論及されなくてはならないことである。本稿は、資

本効率論だけでなく、価値論の分野においても「マルクス＝宇野経済学」の命題が成立す

ることを念頭に置いて書かれた論考である。 
 
注1）	筆者は永谷清『労働価値説から価値法則へ』（永谷〔117〕）を読んでルービンの価値

論に興味を抱き、侘美・伊藤論争のことを知った。筆者が学生であった時に学部に提

出した 8単位論文（卒論に替る任意の論文）の審査官は侘美・伊藤であった。 
注2）	1970年代のルービン学派については、Mohun (ed.),	Debates in Value Theory（Mohun

編〔186〕）の Part Ⅳ Debates on Abstract Labourを参照。 
注3）	スラッファについては、松本有一『スラッファ体系研究序説』（松本〔156〕）、より簡

明には、根井雅弘『現代経済学への招待』（根井〔122〕）の第 6 章古典派アプローチ
の再生―P.スラッファを参照。 

注4）	商品アプローチと労働アプローチが同値であることについては、服部容教『新ケイン
ズ派基礎理論研究』（服部〔127〕）の第Ⅰ章 Piero Sraffa の経済理論の 5．日付けの
ある労働量への還元を参照（同書、p.37～44）。実物体系が同一の時、還元方程式の
現在価値は商品アプローチと同値になる訳であるが、スラッファは利潤率ｒに基いて

現在価値に還元する評価（evaluation）を行っていることになる。賃金後払いの前提
により賃金は生産費に含まれないため、利潤率と言うよりも商品に固有の利子率と呼

ぶ方が相応しい。スラッファは『商品による商品の生産』（スラッファ〔96〕）の第 5
章標準体型の一義性で、「一コの比率としての利潤率は、いかなる価格からも独立した

意味をもつ。そして、価格が確定される前に『与えられる』とみて差支えなかろう。
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だから、それは、生産の体系の外部から、とくに貨幣利子率の水準によって、決定さ

れることが可能である。」（同書、p.57）としているが、果たして貨幣商品の利子率に
その他の商品の利子率＝利潤率が収束すると言えるのであろうか。 

注5）	ハーコートは『ケムブリジ資本論争』（ハーコート〔126〕）の第 4章への付録 スラッ
ファ氏の『商品による商品の生産』で、「産出物の構成を変えずにｗが動けるようにす

ることは，一見許されないことのように思われる。しかし，スラッファが調べている

のは，不変の技術条件という状況の下で所得配分の変化が相対価格に与える影響であ

るということを理解すれば，このような反論は消え去る。スラッファは，所得分配の

変化による相対価格の変化を技術条件の変化による相対価格の変化から分離したいの

である。」（同書、p.227）としている。 
注6）	ドミトリエフについては、酒井凌三『価値と労働 価格と利潤の基礎的研究』（酒井

〔76〕）の第 12章ドミトリエフの労働価値説、土井日出夫執筆『労働価値論とは何で
あったのか』（米田執筆者代表〔201〕）の第 6 章ドミトリエフ‐ボルトキェヴィッチ
の継承関係を参照。酒井はドミトリエフについて、「彼は，スミスの価値論を検討する

なかで，現存の生産構造を相互依存の複線的なものと想定し，それを示す生産技術（係

数）を使って，諸商品の投下労働量を産出する方式をみつけた。」（同書、p.153）が、
生産価格の定式化のために生産費を定式化する主目的ではオーストリア型の単線的な

生産構造を採用したとし、オーストリア型生産構造は現存の生産条件から有限の確定

値として得られることを証明している（同書、p.154～155）。土井も又、ドミトリエ
フの方程式には商品アプローチと労働アプローチの両方があったとしている。 

注7）	総利潤＝総剰余価値＝0 で資本家の個人消費が無いものと仮定すれば、賃金バスケッ
ト＝純生産物となり、総生産価格＝総価値かつ投下労働価値＝支配労働価値が満たさ

れることになる。 
注8）	置塩は『経済学と現代の諸問題―置塩信雄のメッセージ』（置塩〔50〕）の第Ⅰ章マル

クスを現代に生かすの 1 労働価値説の現代的意義で、「報告者は労働価値説をより広
く理解することを提案する．すなわち，労働価値説とは，資本制経済における経済諸

現象を資本制における労働の特殊な在り方から解明しようとする学説である．」（同書、

p.15）とし、10の命題を提示している。同書の第Ⅰ章の 2価値に関する 15の命題を
併せて考えると、置塩は唯物史観に基いて、誰によってどの様に実物体系が決定され
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